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第１章　総　則 第１章　総　則

第１節　目　的 第１節　目　的

　この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号以下「基本法」という。）第42条の規定に 　この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号以下「基本法」という。）第42条の規定に

基づき、岩内町防災会議が作成する計画であり、岩内町の地域に係る災害予防、災害応急対策及び 基づき、岩内町防災会議が作成する計画であり、岩内町の地域に係る災害予防、災害応急対策及び

災害復旧等の災害対策を実施するにあたり、防災関係各機関がその機能のすべてをあげて町民の生 災害復旧等の災害対策を実施するにあたり、防災関係各機関がその機能のすべてをあげて町民の生

命、身体及び財産を災害から保護するための事項を定め、防災の万全を期することを目的とする。 命、身体及び財産を災害から保護するための事項を定め、防災の万全を期することを目的とする。

第２節　計画推進に当たっての基本となる事項 第２節　計画推進に当たっての基本となる事項

本計画は、次の事項を基本として推進する。 本計画は、次の事項を基本として推進する。

１．災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化し、被害の迅速 １．災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化し、被害の迅速

　な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、たとえ被災したとしても人命が失われな 　な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、たとえ被災したとしても人命が失われな

　いことを最重視し、また経済的被害ができるだけ少なくなるよう、様々な対策を組合せて災害に 　いことを最重視し、また経済的被害ができるだけ少なくなるよう、様々な対策を組合せて災害に

　備え、災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。 　備え、災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。

２．防災対策は、北海道防災対策基本条例（平成21年北海道条例第８号）第３条の基本理念より、 ２．防災対策は、北海道防災対策基本条例（平成21年北海道条例第８号）第３条の基本理念より、

　自助（町民が自らの安全を自らで守ることをいう。）、共助(町民等が地域において互いに助け 　自助（町民が自らの安全を自らで守ることをいう。）、共助(町民等が地域において互いに助け

　合うことをいう。）及び公助(市町村、防災関係機関が実施する対策をいう。)のそれぞれが効果 　合うことをいう。）及び公助(市町村、防災関係機関が実施する対策をいう。)のそれぞれが効果

　的に推進されるよう、町民並びに町、防災関係機関の適切な役割分担による協働により着実に実 　的に推進されるよう、町民並びに町、防災関係機関の適切な役割分担による協働により着実に実

　施されなければならない｡ 　施されなければならない｡

３．災害発生時は町民自らが主体的に判断し、行動できることが必要であることから、災害教訓の ３．災害発生時は町民自らが主体的に判断し、行動できることが必要であることから、災害教訓の

　伝承や防災教育の推進により、防災意識の向上を図らなければならない。　　 　伝承や防災教育の推進により、防災意識の向上を図らなければならない。　　

４．地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図るた ４．地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図るた

　め、防災に関する政策・方針決定過程における女性や高齢者、障がい者などの参画を拡大し、男 　め、防災に関する政策・方針決定過程における女性や高齢者、障がい者などの参画を拡大し、男

　女平等参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制の確立を図らなければならない。 　女平等参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制の確立を図らなければならない。

第３節　防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 第３節　防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱

岩内町防災会議の構成機関及び公共的団体、その他防災上重要な施設の管理者の防災上処理すべ 岩内町防災会議の構成機関及び公共的団体、その他防災上重要な施設の管理者の防災上処理すべ

き事務又は業務の大綱は、次に定めるところによる。 き事務又は業務の大綱は、次に定めるところによる。

１．林野火災の予防計画、災害発生の場合の応急対策の概要についての １．林野火災の予防計画、災害発生の場合の応急対策の概要についての

連絡に関すること。 連絡に関すること。

２．災害時において緊急復旧用材の需要が増大した場合の供給に関する ２．災害時において緊急復旧用材の需要が増大した場合の供給に関する

こと。 こと。

１．災害時における労務者の確保と失業者の救済について連絡調整、援 １．災害時における労務者の確保と失業者の救済について連絡調整、援

助に関すること。 助に関すること。

１．国道の維持管理及び災害応急対策、災害復旧対策の実施に関するこ １．国道の維持管理及び災害応急対策、災害復旧対策の実施に関するこ

と。 と。

１．国で整備した港湾施設の災害に関する応急対策、災害復旧対策の実 １．国で整備した港湾施設の災害に関する応急対策、災害復旧対策の実

施に関すること。 施に関すること。

２．町で整備した港湾施設の災害に関する応急対策、災害復旧計画等に ２．町で整備した港湾施設の災害に関する応急対策、災害復旧計画等に

ついての技術的な援助に関すること。 ついての技術的な援助に関すること。

事　務　又　は　業　務　の　大　綱

指

定

地

方

行

政

機

関

岩内公共職業安定所

小 樽 開 発 建 設 部

岩 内 道 路 事 務 所

小 樽 開 発 建 設 部

小 樽 港 湾 事 務 所

指

定

地

方

行

政

機

関

後 志 森 林 管 理 署

共 和 森 林 事 務 所

岩内公共職業安定所

小 樽 開 発 建 設 部

小 樽 開 発 建 設 部

小 樽 港 湾 事 務 所

機　関　名機　関　名 事　務　又　は　業　務　の　大　綱

共 和 森 林 事 務 所

岩 内 道 路 事 務 所

後 志 森 林 管 理 署
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

１．気象等に関する特別警報、警報、並びに情報等の船舶への周知及び １．気象等に関する特別警報、警報、並びに情報等の船舶への周知及び

災害情報の収集に関すること。 災害情報の収集に関すること。

２．災害時において船舶の避難誘導及び救助並びに航路障害物の除去等 ２．災害時において船舶の避難誘導及び救助並びに航路障害物の除去等

に関すること。 に関すること。

３．災害時において傷病者、医師、避難者又は救援物資等の緊急輸送に ３．災害時において傷病者、医師、避難者又は救援物資等の緊急輸送に

関すること。 関すること。

４．海上における人命の救助に関すること。 ４．海上における人命の救助に関すること。

５．海上交通の安全確保に関すること。 ５．海上交通の安全確保に関すること。

６．海上における犯罪の予防及び治安の維持に関すること。 ６．海上における犯罪の予防及び治安の維持に関すること。

１．気象、地象、水象の観測及びその成果の収集、発表に関すること。 １．気象、地象、地動、水象の観測及びその成果の収集、発表に関する ・道計画修正に

こと。 よる修正

２．気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限 ２．気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限

る）、水象の予報・警報等の防災情報の発表、伝達及び解説に関する る）、水象の予報・警報等の防災気象情報の発表、伝達及び解説に関

こと。 すること。

３．気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に関すること。 ３．気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に関すること。

４．地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言に関する ４．地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言に関する

こと。 こと。

５．防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に関すること。 ５．防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に関すること。

１．航行船舶の耐航性及び船舶施設の安全の確保に関すること。 １．航行船舶の耐航性及び船舶施設の安全の確保に関すること。

２．災害時における海上輸送及び陸上輸送の連絡調整に関すること。 ２．災害時における海上輸送及び陸上輸送の連絡調整に関すること。

４．鉄道、軌道、索道及び自動車輸送事業の安全の確保に関すること。 ４．鉄道、軌道、索道及び自動車輸送事業の安全の確保に関すること。

１．水産資源の被害調査、災害復旧対策についての協力援助に関する １．水産資源の被害調査、災害復旧対策についての協力援助に関する

こと。 こと。

１．後志総合振興局地域災害対策連絡協議会の事務に関すること。 １．後志総合振興局地域災害対策連絡協議会の事務に関すること。

２．防災に関する組織の整備、災害予防措置に関すること。 ２．防災に関する組織の整備、災害予防措置に関すること。

３．災害応急対策及び災害復旧対策の実施に関すること。 ３．災害応急対策及び災害復旧対策の実施に関すること。

４．関係機関との連絡調整に関すること。 ４．関係機関との連絡調整に関すること。

５．自衛隊の災害派遣要請に関すること。 ５．自衛隊の災害派遣要請に関すること。

１．災害時における住民の避難誘導及び援助、犯罪の予防、交通の規 １．災害時における住民の避難誘導及び援助、犯罪の予防、交通の規

制等に関すること。 制等に関すること。

２．災害の予警報の伝達及び災害情報の収集に関すること。 ２．災害の予警報の伝達及び災害情報の収集に関すること。

及指導所岩内支所

後 志 総 合 振 興 局

北
海
道
警
察

岩 内 警 察 署

１．所管する道路、河川、海岸、漁港の維持管理及び災害予防、災害
小 樽 建 設 管 理 部

応急対策、災害復旧対策等の実施に関すること。

北 海 道 運 輸 局

後 志 総 合 振 興 局

北
海
道
警
察

岩 内 警 察 署

指導に関すること。

小 樽 建 設 管 理 部
応急対策、災害復旧対策等の実施に関すること。

共 和 出 張 所

１．所管する道路、河川、海岸、漁港の維持管理及び災害予防、災害
北

海

道

岩 内 地 域 保 健 室

後 志 総 合 振 興 局

共 和 出 張 所

産 業 振 興 部 後 志

地 区 水 産 技 術 普

機　関　名 事　務　又　は　業　務　の　大　綱

指

定

地

方

行

政

機

関

小 樽 海 上 保 安 部

札 幌 管 区 気 象 台

札 幌 運 輸 支 局

機　関　名 事　務　又　は　業　務　の　大　綱

３．災害時における港湾諸作業の調整及び施設利用の斡旋に関する

後 志 総 合 振 興 局
１．災害時における医療、防疫についての必要な連絡調整、援助及び

後 志 総 合 振 興 局 後 志 総 合 振 興 局

産 業 振 興 部 後 志

地 区 水 産 技 術 普

及指導所岩内支所

北

海

道

岩 内 地 域 保 健 室

後 志 総 合 振 興 局

１．災害時における医療、防疫についての必要な連絡調整、援助及び
保 健 環 境 部

指導に関すること。

後 志 総 合 振 興 局

指

定

地

方

行

政

機

関

小 樽 海 上 保 安 部

札 幌 管 区 気 象 台

北 海 道 運 輸 局

札 幌 運 輸 支 局 ３．災害時における港湾諸作業の調整及び施設利用の斡旋に関する

保 健 環 境 部
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

１．岩内町防災会議の事務に関すること。 １．岩内町防災会議の事務に関すること。

２．防災に関する組織の整備に関すること。 ２．防災に関する組織の整備に関すること。

３．町の所掌に係る災害予防、災害応急対策及び災害復旧に関すること。 ３．町の所掌に係る災害予防、災害応急対策及び災害復旧に関すること。

４．防災に関する物資の調達・確保及び資機材の整備に関すること。 ４．防災に関する物資の調達・確保及び資機材の整備に関すること。

５．自主防災組織の整備を図ること。 ５．自主防災組織の整備を図ること。

６．住民の自発的な防災活動の促進を図ること。 ６．住民の自発的な防災活動の促進を図ること。

７．防災知識の普及及び教育並びに過去の災害から得られた教訓を伝承 ７．防災知識の普及及び教育並びに過去の災害から得られた教訓を伝承

　　 する活動の支援に関すること。 　　 する活動の支援に関すること。

８．要配慮者の擁護に関すること。 ８．要配慮者の擁護に関すること。

９．防災ボランティアの受入れに関すること。 ９．防災ボランティアの受入れに関すること。

１．災害時における被災児童及び生徒の救護並びに応急教育の実施に関 １．災害時における被災児童及び生徒の救護並びに応急教育の実施に関

すること。 すること。

２．災害時における教育施設及び文化財等の応急対策に関すること。 ２．災害時における教育施設及び文化財等の応急対策に関すること。

１．水害、火災等の予消防に関すること。 １．水害、火災等の予消防に関すること。

２．気象予警報の伝達に関すること。 ２．気象予警報の伝達に関すること。

３．災害時における住民の避難、誘導及び救急・救助に関すること。 ３．災害時における住民の避難、誘導及び救急・救助に関すること。

４．災害時における危険地域の警戒に関すること。 ４．災害時における危険地域の警戒に関すること。

１．気象官署からの予警報の伝達に関すること。 １．気象官署からの予警報の伝達に関すること。

２．非常及び緊急通話の取り扱い及び必要に応じ電話、電報の利用制限 ２．非常及び緊急通話の取り扱い及び必要に応じ電話、電報の利用制限

を実施するなど重要通信の確保に関すること。 を実施するなど重要通信の確保に関すること。

１．災害時における救援物資の緊急輸送等に関すること。 １．災害時における救援物資の緊急輸送等に関すること。

ター ター

１．災害時における救援物資の緊急輸送等に関すること。 １．災害時における救援物資の緊急輸送等に関すること。

１．災害時における救急医療に関すること。 １．災害時における救急医療に関すること。

１．災害時におけるバス等による輸送の確保に関すること。 １．災害時におけるバス等による輸送の確保に関すること。

２．災害時における救援物資の緊急輸送及び避難者の輸送等についての ２．災害時における救援物資の緊急輸送及び避難者の輸送等についての

関係機関への支援に関すること。 関係機関への支援に関すること。

岩内古宇郡医師会

重

要

な

施

設

の

管

理

者

公

共

団

体

及

び

防

災

上

北 海 道 中 央

バ ス 株 式 会 社

岩 内 営 業 所

北海道事業部設備

部災害対策室

日本通運株式会社

小樽支店物流セン

北海道旅客鉄道株

式会社(以下「ＪＲ」

機　関　名 事　務　又　は　業　務　の　大　綱

岩内・寿都地方消防組合

(岩内消防署・岩内消防団)

指

定

公

共

機

関

日本郵便株式会社
１．郵便局の窓口掲示板等を利用した広報活動に関すること。

岩 内 郵 便 局

北 海 道 電 力 株 式 会 社

１．災害時における電力の円滑な供給に関すること。送 配 電 カ ン パ ニ ー

岩 内 郡 漁 業
２．被災組合員に対する融資及びその斡旋に関すること。

協 同 組 合
３．災害時における組合員の被害調査の協力に関すること。

という。)倶知安駅

公
共

機
関

指
定

地
方

公
共

機
関

指
定

地
方

重

要

な

施

設

の

管

理

者

公

共

団

体

及

び

防

災

上

北 海 道 中 央

バ ス 株 式 会 社

岩 内 営 業 所

岩内古宇郡医師会

１．気象予警報の連絡に関すること。
岩 内 郡 漁 業

２．被災組合員に対する融資及びその斡旋に関すること。
協 同 組 合

３．災害時における組合員の被害調査の協力に関すること。

式会社(以下「ＪＲ」

という。)倶知安駅

岩内ネットワークセンター

北海道事業部設備

日本通運株式会社

岩 内 町 教 育 委 員 会

岩 内 町

東日本電信電話

株式会社（以下

「ＮＴＴ」という。)

部災害対策室

小樽支店物流セン

北海道旅客鉄道株

１．気象予警報の連絡に関すること。

株式会社（以下

指

定

公

共

機

関

日本郵便株式会社

東日本電信電話

「ＮＴＴ」という。)

岩 内 町 教 育 委 員 会

岩内・寿都地方消防組合

(岩内消防署・岩内消防団)

岩 内 町

事　務　又　は　業　務　の　大　綱機　関　名

１．郵便局の窓口掲示板等を利用した広報活動に関すること。
岩 内 郵 便 局

北 海 道 電 力 株 式 会 社

１．災害時における電力の円滑な供給に関すること。送 配 電 カ ン パ ニ ー

岩内ネットワークセンター
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

１．気象予警報の連絡に関すること。 １．気象予警報の連絡に関すること。

２．被災組合員に対する融資及びその斡旋に関すること。 ２．被災組合員に対する融資及びその斡旋に関すること。

３．災害時における組合員の被害調査の協力に関すること。 ３．災害時における組合員の被害調査の協力に関すること。

１．災害時における物価の安定及び救援物資の確保についての協力に １．災害時における物価の安定及び救援物資の確保についての協力に

関すること。 関すること。

２．被災商工業者に対する経営指導及び資金の融資並びに斡旋に関す ２．被災商工業者に対する経営指導及び資金の融資並びに斡旋に関す

ること。 ること。

３．災害時における被災商工業者の被害調査の協力に関すること。 ３．災害時における被災商工業者の被害調査の協力に関すること。

１．災害時における住民相互の連携、連絡に関すること。 １．災害時における住民相互の連携、連絡に関すること。

２．災害時における住民相互の奉仕、協力に関すること。 ２．災害時における住民相互の奉仕、協力に関すること。

１．災害時における応急対策について必要に応じて各単位組合の協力 １．災害時における応急対策について必要に応じて各単位組合の協力

体制確立に関すること。 体制確立に関すること。

第４節　岩内町の地勢と災害の概要 第４節　岩内町の地勢と災害の概要

１．地　勢 １．地　勢

町は、北緯42°59′東経140°31′に位置し、東は共和町に接し、西は日本海に面し、南 町は、北緯42°59′東経140°31′に位置し、東は共和町に接し、西は日本海に面し、南

は岩内岳雷電連峰を連ねる稜線により蘭越町、寿都町に続き、北は岩内湾の入江を経て泊村、 は岩内岳雷電連峰を連ねる稜線により蘭越町、寿都町に続き、北は岩内湾の入江を経て泊村、

神恵内村の両村に対している。 神恵内村の両村に対している。

面積は70.63㎢で、東西約13㎞、南北約10㎞、海岸線は約17㎞となっている。 面積は70.60㎢で、東西約13㎞、南北約10㎞、海岸線は約17㎞となっている。 ・面積の修正

２．気候風土及び災害 ２．気候風土及び災害

岩内町における年間平均気温は8～9℃、降水総量は1000㎜程度で北海道としては比較的恵 岩内町における年間平均気温は8～9℃、降水総量は1000㎜程度で北海道としては比較的恵

まれた気象条件下にあるが、冬季間シベリア側から吹き寄せる北西の風は極めて強い。 まれた気象条件下にあるが、冬季間シベリア側から吹き寄せる北西の風は極めて強い。

また、災害の種類は大別して火災、漁船の遭難、水害等によるもので過去の主な災害の発 また、災害の種類は大別して火災、漁船の遭難、水害等によるもので過去の主な災害の発

生状況は、資料１－４－２－１のとおりである。 生状況は、資料１－４－２－１のとおりである。

３．過去３カ年の気象状況(月別平均)　　　　　 資料　１－４－３－１ ３．過去３カ年の気象状況(月別平均)　　　　　 資料　１－４－３－１

第５節　町民の心構え 第５節　町民の心構え

北海道南西沖地震、阪神・淡路大震災及び東日本大震災を踏まえ、町民は「自らの身の安全 北海道南西沖地震、阪神・淡路大震災及び東日本大震災を踏まえ、町民は「自らの身の安全

は自らが守る」という防災の基本に立ち、平常時から、防災に関する知識の習得や食品、飲料 は自らが守る」という防災の基本に立ち、平常時から、防災に関する知識の習得や食品、飲料

水をはじめとする生活必需品の備蓄など、自ら災害に対する備えを行うとともに、防災訓練な 水をはじめとする生活必需品の備蓄など、自ら災害に対する備えを行うとともに、一般的に自 ・道計画修正に

ど自発的な防災活動への参加や災害教訓の伝承に努めるものとする。　　　　　　　　　　 分は大丈夫という思い込み（正常性バイアス）が働くことを自覚しながら、防災訓練など自発 よる修正

的な防災活動への参加や災害教訓の伝承に努めるものとする。

また、災害時には、まず、自らの身の安全を守るよう行動した上で、近隣の負傷者や避難行 また、災害時には、まず、自らの身の安全を守るよう行動した上で、近隣の負傷者や避難行

動要支援者への支援、避難所における自主的活動、町及び防災関係機関が実施する防災活動へ 動要支援者への支援、避難所における自主的活動、町及び防災関係機関が実施する防災活動へ

の協力など、地域における被害の拡大防止や軽減への寄与に努めるものとする。 の協力など、地域における被害の拡大防止や軽減への寄与に努めるものとする。

１．災害時における危険物の保安に関する措置に関すること。
施 設 の 管 理 者

岩 内 商 工 会 議 所

１．災害時における炊出し等、応急対策の協力に関すること。

施 設 の 管 理 者

岩 内 商 工 会 議 所

危 険 物 関 係

岩 内 町 衛 生

組 合 連 合 会

公

共

団

体

及

び

防

災

上

重

要

な

施

設

の

管

理

者

１．災害時における危険物の保安に関する措置に関すること。

き ょ う わ 農 業

協 同 組 合

岩 内 支 所

危 険 物 関 係

き ょ う わ 農 業

協 同 組 合

機　関　名 事　務　又　は　業　務　の　大　綱

岩 内 町 衛 生

岩 内 町 各 地 区

町 内 会 ・ 自 治 会

岩 内 町 女 性 団 体

岩 内 支 所

連 絡 協 議 会

組 合 連 合 会

岩 内 町 各 地 区

公

共

団

体

及

び

防

災

上

重

要

な

施

設

の

管

理

者

機　関　名 事　務　又　は　業　務　の　大　綱

町 内 会 ・ 自 治 会

岩 内 町 女 性 団 体
１．災害時における炊出し等、応急対策の協力に関すること。

連 絡 協 議 会
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

第２章　防災組織 第２章　防災組織

第１節　防災会議 第１節　防災会議

基本法第16条第６項の規定に基づき制定された岩内町防災会議条例(昭和37年岩内町条例第12 基本法第16条第６項の規定に基づき制定された岩内町防災会議条例(昭和37年岩内町条例第12

号)により、町長を会長として同条例に定められた委員をもって組織するものであり、その所掌 号)により、町長を会長として同条例に定められた委員をもって組織するものであり、その所掌

事務としては町における防災計画の作成及び実施の推進を図るとともに、災害時における情報 事務としては町における防災計画の作成及び実施の推進を図るとともに、災害時における情報

の収集を任務とするものである。 の収集を任務とするものである。

資料　２－１－１－１ 資料　２－１－１－１

後志地区水産技術普及指導所岩内支所長 後志地区水産技術普及指導所岩内支所長

岩内公共職業安定所長

指定地方行政機関 小樽開発建設部岩内道路事務所長

小樽開発建設部小樽港湾事務所長

後志総合振興局産業振興部

北海道警察

日本通運株式会社小樽支店物流センター所長

ＪＲ倶知安駅長

指定地方公共機関 岩内古宇郡医師会長

自主防災組織又は学識経験者

消防組合 岩内消防団長

日本郵便株式会社岩内郵便局長

北海道電力株式会社送配電カンパニー

岩内ネットワークセンター所長

指定公共機関 ＮＴＴ北海道事業部設備部災害対策室長

教育長

ＮＴＴ北海道事業部設備部災害対策室長

消防組合 岩内消防団長

後志総合振興局産業振興部

後志総合振興局地域創生部地域政策課主幹

会長
岩 内 町

岩内町長
建設水道部長

日本通運株式会社小樽支店物流センター所長

岩内ネットワークセンター所長

教育長

消防長

自主防災組織又は学識経験者

日本郵便株式会社岩内郵便局長

北海道電力株式会社送配電カンパニー

指定公共機関

ＪＲ倶知安駅長

指定地方公共機関 岩内古宇郡医師会長

会長
岩 内 町 民生部長

岩内町長
建設水道部長

岩内町教育委員会

小樽開発建設部小樽港湾事務所長

小樽海上保安部長

後志総合振興局保健環境部岩内地域保健室長

岩 内 町 防 災 会 議 条 例

岩内公共職業安定所長

小樽開発建設部岩内道路事務所長

後志森林管理署共和森林事務所首席森林官(組織図)

後志総合振興局小樽建設管理部共和出張所長

岩内・寿都地方 消防長

指定地方行政機関

岩内町教育委員会

小樽海上保安部長

後志総合振興局地域創生部地域政策課主幹

岩内警察署長

北 海 道

後志総合振興局保健環境部岩内地域保健室長

後志総合振興局小樽建設管理部共和出張所長

北海道警察 岩内警察署長

副町長

北 海 道

(組織図) 後志森林管理署共和森林事務所首席森林官

岩 内 町 防 災 会 議 条 例

民生部長

岩内・寿都地方

副町長
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

第２節　災害対策本部 第２節　災害対策本部

１．災害発生に対処する災害対策本部(以下「本部」という。)の組織等については、次に定 １．災害発生に対処する災害対策本部(以下「本部」という。)の組織等については、次に定

めるところによる。 めるところによる。

町は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整備を図り、適切な対 町は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整備を図り、適切な対

応がとれるよう努めるとともに、災害対策本部の機能の充実・強化に努めるものとする。 応がとれるよう努めるとともに、災害対策本部の機能の充実・強化に努めるものとする。

(1)　本部の設置及び廃止の時期 (1)　本部の設置及び廃止の時期

ア.設置の時期 ア.設置の時期

災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあると認められた場合は、基本法第23条 災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあると認められた場合は、基本法第23条

の２の規定に基づき、町長が本部を設置するものであるが、設置の基準は次の各号の一 の２の規定に基づき、町長が本部を設置するものであるが、設置の基準は次の各号の一

に該当し、町長が必要と認めるときに設置するものとする。 に該当し、町長が必要と認めるときに設置するものとする。

なお、本部を設置した場合は、直ちにその旨を防災会議委員及び北海道知事に通知す なお、本部を設置した場合は、直ちにその旨を防災会議委員及び北海道知事に通知す

る。 る。

(ｱ)　大規模な災害が発生するおそれがあり、その対策を要するとき。 (ｱ)　大規模な災害が発生するおそれがあり、その対策を要するとき。

(ｲ)　災害が発生し、その規模及び範囲からして特に対策を要するとき。 (ｲ)　災害が発生し、その規模及び範囲からして特に対策を要するとき。

(ｳ)　気象業務法に基づく気象、地象及び水象に関する情報又は警報を受け非常配備の (ｳ)　気象業務法に基づく気象、地象及び水象に関する情報又は警報を受け非常配備の

必要が認められたとき。 必要が認められたとき。

イ．廃止の時期 イ．廃止の時期

本部の廃止の時期は、町長(本部長)の判断に基づき、その基準は次のとおりとする。 本部の廃止の時期は、町長(本部長)の判断に基づき、その基準は次のとおりとする。

(ｱ)　予想された災害の危険が解消したと認められたとき。 (ｱ)　予想された災害の危険が解消したと認められたとき。

(ｲ)　災害発生後における応急措置が完了したと認められるとき。 (ｲ)　災害発生後における応急措置が完了したと認められるとき。

ウ．公表 ウ．公表

本部を設置したときは、直ちに本部付構成員及び各部長、班長並びに関係機関に通 本部を設置したときは、直ちに本部付構成員及び各部長、班長並びに関係機関に通

知するとともに、本部標識を掲示するものとする。 知するとともに、本部標識を掲示するものとする。

なお、廃止した場合の公表については、設置の場合に準ずるものとする。 なお、廃止した場合の公表については、設置の場合に準ずるものとする。

(2)　本部の運営 (2)　本部の運営

災害対策の円滑かつ適切ならしめるための本部の運営については、岩内町災害対策本 災害対策の円滑かつ適切ならしめるための本部の運営については、岩内町災害対策本

部条例（昭和37年岩内町条例第13号）によるものとする。 部条例（昭和37年岩内町条例第13号）によるものとする。

岩内町災害対策本部条例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料　２－２－１－１ 岩内町災害対策本部条例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料　２－２－１－１

(3)　本部の業務分担 (3)　本部の業務分担

災害発生に対処する本部の組織及び業務分担は、次のとおりとする。 災害発生に対処する本部の組織及び業務分担は、次のとおりとする。
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

ア．災害対策本部組織 ア．災害対策本部組織

上 下 水 道 課

(技術担当)課長

教 育 課 ( 総 務 ・

建

設

住

宅

課

(

事

務

(

技

術

担

当

）

課

長

上

下

水

道

課

教 育 部 学 校 班

( 教 育 部 長 )

施 設 班

施 設 班

給   水   班

学校教育担当)課長

教育課(社会教育・

港湾・管理担当)課長

学

校

班

施

設

班

管

理

班

給

水

班

(

水

産

農

林

担

当

)

課

長

企

画

産

業

課

原

発

担

当

)

課

長

(

防

災

担

当

係

長

)

企

画

班

総

務

班

(

総

務

担

当

)

課

長

総

務

財

政

課

保  育  所  班

(各保育所所長)

住 民 生 活 班

(住民課課長)

物 資 部 物 資 班

企 画 経 済 部 長

( 企 画 調 整 ・

保健福祉課(医療保険・

救

護

班

輸

送

班

管

理

班

調

査

班

(

広

報

担

当

係

長

)

広

報

班

徴

収

担

当

)

課

長

税

務

課

(

課

税

・

農

林

水

産

班

物

資

班

企

画

産

業

課

(

企

画

・

・

子

育

て

支

援

担

当

)

課

長

保

健

福

祉

課

(

社

会

福

祉

（

財

政

担

当

係

長

）

（ 教 育 長 ）

総 務 財 政 課

( 総 務 担 当 ) 課 長

総 務 財 政 課

(防災・広報担当)課長

総 務 財 政 課
( 財 政 担 当 係 長 )

救 護 部

( 民 生 部 長 )

( 議 会 事 務 局 長 )

保健センター責任者

税 務 課 ( 課 税 ・

徴 収 担 当 ) 課 長

保健福祉課(社会福祉・

子育て支援担当)課長

保 健 福 祉 課

(健康推進担当)課長

(

町

長

)

本

部

長

本 部 長 副 本 部 長 総 務 部 総 務 班

（ 町 長 ）

青 少 年 担 当 ) 課長

企画産業課(企画・

原 発 担 当 ) 課 長

企 画 産 業 課

(水産農林担当)課長

建設住宅課(事務・
建築・公営住宅担当)課長

企 画 班

( 防 災 担 当 係 長 )

救 護 班

避 難 支 援 班

( 会 計 管 理 者 )

財 務 部 管 理 班

広 報 班

建設住宅課(土木・

( 財 政 担 当 ) 課 長

建 設 部 管 理 班

( 広 報 担 当 係 長 )

本 部 付 調 査 部 調 査 班

（ 副 町 長 ） ( 総 務 部 長 )

企 画 調 整 部

(

民

生

部

長

)

救

護

部

企

画

経

済

部

長

物

資

部

(

議

会

事

務

局

長

)

(

会

計

管

理

者

)

調

査

部

財

務

部

(

教

育

部

長

)

教

育

部

(

建

設

水

道

部

長

)

建

設

部

青

少

年

担

当

)

課

長

教

育

課

(

社

会

教

育

・

学

校

教

育

担

当

)

課

長

教

育

課

(

総

務

・

港

湾

・

管

理

担

当

)

課

長

建

設

住

宅

課

(

土

木

・

・

建

築

担

当

)

課

長

施

設

班

・

企

業

対

策

担

当

)

課

長

企

画

産

業

課

(

商

工

労

働

総

務

部

 

観

光

推

進

担

当

)
(

企

画

調

整

・

(

防

災

・

広

報

担

当

)

課

長

総

務

財

政

課

(

財

政

担

当

)

課

長

総

務

財

政

課

(

産

業

振

興

担

当

)

企

画

経

済

部

長

(

教

育

長

)

本

部

付

(

副

町

長

)

副

本

部

長

企

画

調

整

部

(

総

務

部

長

)

・配備の変更

( 建 設 水 道 部 長 )

産   業   班企 画 経 済 部 長

( 産 業 振 興 担 当 )

観 光 推 進 担 当 )

介護保険担当)課長
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

イ．業務分担表 イ．業務分担表

１． 災害対策本部の運営に関すること。 １． 災害対策本部の運営に関すること。

２． 庁内非常配備体制に関すること。 ２． 庁内非常配備体制に関すること。

３． 庁内の電力及び電話通信の管理及び確保に関すること。 ３． 庁内の電力及び電話通信の管理及び確保に関すること。

４． 自衛隊の派遣要請に関すること。 ４． 自衛隊の派遣要請に関すること。

５． 災害に係る国・道への報告に関すること。 ５． 災害に係る国・道への報告に関すること。

６． 防災会議に関すること。 ６． 防災会議に関すること。

７． その他、他の部、班に属さないこと。 ７． その他、他の部、班に属さないこと。

１． 災害情報、気象情報の収集伝達に関すること。 １． 災害情報、気象情報の収集伝達に関すること。

２． 災害対策の業務計画に関すること。 ２． 災害対策の業務計画に関すること。

３． 関係市町村及び関係機関との連絡調整に関すること。 ３． 関係市町村及び関係機関との連絡調整に関すること。

４． 被災地との連絡、交通網の確保に関すること。 ４． 被災地との連絡、交通網の確保に関すること。

５． 各部との連絡調整に関すること。 ５． 各部との連絡調整に関すること。

１． 非常警報、避難勧告、避難解除等に係る広報に関すること。 １． 非常警報、避難勧告、避難解除等に係る広報に関すること。

２． 災害報道記事及び災害写真等の収集に関すること。 ２． 災害報道記事及び災害写真等の収集に関すること。

３． 災害対策活動の記録に関すること。 ３． 報道機関との連絡調整に関すること。 ・所掌事務の

４． 報道機関との連絡調整に関すること。 見直し

１． 被害調査の収集に関すること。 １． 被害調査の収集に関すること。

２． 被害状況の記録に関すること。 ２． 被害状況の記録に関すること。

３． 災害対策活動の記録に関すること。

１． 災害対策の予算措置及び経理に関すること。 １． 災害対策の予算措置及び経理に関すること。

２． 災害応急対策及び災害復旧に要する資金計画に関すること。 ２． 災害応急対策及び災害復旧に要する資金計画に関すること。

３． 災害対策用物資の出納に関すること。 ３． 災害対策用物資の出納に関すること。

４． 輸送車両の確保及び管理に関すること。

１． 輸送車両の確保に関すること。

２． 避難者の輸送に関すること。

３． 避難者の輸送記録に関すること。

１． 避難所の開設及び避難者の誘導、受入れに関すること。 １． 避難所の開設及び避難者の誘導、受入れに関すること。

２． 被災者の人命救助計画作成及び実施に関すること。 ２． 被災者の人命救助計画作成及び実施に関すること。

３． 日本赤十字社北海道支部の救助活動の連絡調整に関すること。 ３． 日本赤十字社北海道支部の救助活動の連絡調整に関すること。

４． 生活必需物資、義援金品の受け付け及び配分に関すること。 ４． 生活必需物資、義援金品の受け付け及び配分に関すること。

５． 医療機関に対する応援要請に関すること。 ５． 保健所、医療機関との連絡調整に関すること。

６． 被災者に対する応急医療に関すること。 ６． 医療機関に対する応援要請に関すること。

７． 防疫計画の作成及びその実施に関すること。 ７． 被災者に対する応急医療に関すること。

８． じん芥収集、し尿の汲み取り、その他環境衛生の確保に関すること。 ８． 炊出しによる食料の確保に関すること。

９． 死亡者の収容及び埋葬に関すること。 ９． 災害ボランティアの受入れ及び調整に関すること。

10． 住民組織の協力要請に関すること。 10． その他被災者の福祉、保健衛生に係る応急対策に関すること。

11． 炊出しによる食料の確保に関すること。

12． ボランティアの受入れに関すること。 【保健センター責任者】

13． 避難行動要支援者の救助に関すること。 １． 保健センター（避難所）の開設及び避難者の誘導、受入れに関すること。

14． その他被災者の福祉、保健衛生に係る応急対策に関すること。
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

１． 避難行動要支援者の救助に関すること。 ・所掌事務の

２． 福祉避難所の開設及び要配慮者の誘導、受入れに関すること。 見直し

３． 社会福祉施設及び介護保険施設等との連絡調整に関すること。

１． 入所児童の避難及び救護に関すること。

２． 保育所（避難所）の開設及び運営に関すること。

１． 防疫計画の作成及びその実施に関すること。

２． ごみ収集、し尿の汲み取り、その他環境衛生の確保に関すること。

３． 死亡者の収容及び埋葬に関すること。

４． 住民組織の協力要請に関すること。

１． 応急食料の供給計画の作成及び炊出しの実施に関すること。 １． 応急食料の供給計画の作成及び炊出しの実施に関すること。

２． 生活必需物資の調達及び供給に関すること。 ２． 生活必需物資の調達及び供給に関すること。

３． 救援・救護物資の調達及び供給に関すること。 ３． 救援・救護物資の調達及び供給に関すること。

４． 避難所への生活必需物資、救援・救護物資の搬送に関すること ４． 避難所への生活必需物資、救援・救護物資の搬送に関すること

５． 災害対策及び災害復旧に係る応急資機材等の調達に関すること。 ５． 災害対策及び災害復旧に係る応急資機材等の調達に関すること。

６． 避難者の輸送に関すること。

７． 避難者の輸送記録に関すること。

１． 農林水産業災害に対する応急措置及び復旧事業に関すること。 １． 農林水産業災害に対する応急措置及び復旧事業に関すること。

２． 被災業者に係る援護対策に関すること。 ２． 被災業者に係る援護対策に関すること。

３． 林野火災の予消防計画に関すること。 ３． 林野火災の予消防計画に関すること。

４． 治山・治水対策に関すること。 ４． 治山・治水対策に関すること。

５． 災害時における物価抑制に関すること。 ５． 災害時における物価抑制に関すること。

６． 観光入込客対策に関すること。 ６． 観光入込客対策に関すること。

１． 災害時の飲料水の確保に関すること。

２． 避難所及び断水地域の給水に関すること。

３． 水道施設の応急措置及び復旧事業に関すること。

１． 応急資材の需給計画の作成及び実施に関すること。 １． 応急資機材の需給計画の作成及び実施に関すること。

２． 災害時における土木建設用機械等の運用計画及び実施に関すること。 ２． 災害時における土木建設用機械等の運用計画及び実施に関すること。

３． その他、災害時における復旧事業の実施に関すること。 ３． その他、災害時における復旧事業の実施に関すること。

１． 道路、橋梁、河川、海岸、湾港、公共施設等の応急措置に関すること。 １． 道路、橋梁、河川、海岸、湾港、公共施設等の応急措置に関すること。

２． 被災地の交通不能箇所の応急措置に関すること。 ２． 被災箇所における交通不能の応急措置に関すること。

３． 障害物の除去に関すること。 ３． 障害物の除去に関すること。

４． その他、災害時における復旧事業の実施に関すること。 ４． その他、災害時における復旧事業の実施に関すること。

１． 災害時の飲料水の確保に関すること。

２． 避難所及び断水地域の給水に関すること。

３． 水道施設の応急措置及び復旧事業に関すること。
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

１． 児童・生徒の避難及び救護に関すること。 １． 児童・生徒の避難及び救護に関すること。

２． 災害時における応急教育に関すること。 ２． 災害時における応急教育に関すること。

３． 学用品の調達・支給に関すること。 ３． 学用品の調達・支給に関すること。

４． 災害時における学校給食に関すること。 ４． 災害時における学校給食に関すること。

５． 各小中学校との連絡調整に関すること。 ５． 各小中学校との連絡調整に関すること。

６． 社会教育関係団体の応援、協力要請に関すること。 ６． 社会教育関係団体の応援、協力要請に関すること。

１． 避難所の設営に関すること。 １． 避難所の設営に関すること。

２． 教育施設の応急対策に関すること。 ２． 教育施設の応急対策に関すること。

３． 文化財等の応急対策に関すること。 ３． 文化財等の応急対策に関すること。

(4) 災害対策本部の配備体制 (4) 災害対策本部の配備体制

非常配備の基準は次のとおりとする。 非常配備の基準は次のとおりとする。

ア．本部は被害の防除及び軽減並びに災害発生後における応急対策の迅速かつ強力な推進を図る ア．本部は被害の防除及び軽減並びに災害発生後における応急対策の迅速かつ強力な推進を図る

ため、非常配備の体制をとるものとする。 ため、非常配備の体制をとるものとする。

ただし、本部が設置されない場合にあっても、町として非常配備に関する基準により、配備 ただし、本部が設置されない場合にあっても、町として非常配備に関する基準により、配備

の体制をとることがあるものとする。 の体制をとることがあるものとする。

イ．非常配備の種別、配備時期、配備内容の基準については次のとおりとする。 イ．非常配備の種別、配備時期、配備内容の基準については次のとおりとする。

ウ．班長は、前項の基準に基づき配備計画を定め、職員に徹底しておくものとする。 ウ．班長は、前項の基準に基づき配備計画を定め、職員に徹底しておくものとする。

１．気象、地象及び水象等に関する情報 情報連絡のため、各部の少数人員をもって １．気象、地象及び水象等に関する情報 情報連絡のため、各部の少数人員をもって

又は警報が発令されたとき。 あたるもので情報収集、連絡活動を行い、気 又は警報が発令されたとき。 あたるもので情報収集、連絡活動を行い、気

２．その他本部長（町長）が必要と認め 象等の状況により、さらに次の配備に移行で ２．その他本部長（町長）が必要と認め 象等の状況により、さらに次の配備に移行で

たとき。 きる体制。 たとき。 きる体制。

１．特別警報(大雨・暴風・高潮・波浪 本部の各部の所要人員をもってあたるもの １．特別警報(大雨・暴風・高潮・波浪 本部の各部の所要人員をもってあたるもの

・暴風雪・大雪)が発表されたとき。 で情報収集､連絡活動及び応急対策を実施し､ ・暴風雪・大雪)が発表されたとき。 で情報収集､連絡活動及び応急対策を実施し､

２．局地的な災害の発生が予想される場 発生と同時にそのまま非常活動が開始できる ２．局地的な災害の発生が予想される場 発生と同時にそのまま非常活動が開始できる

合、又は、災害が発生したとき。 体制。 合、又は、災害が発生したとき。 体制。

３．その他本部町(町長)が必要と認めた ３．その他本部町(町長)が必要と認めた

とき。 とき。

１．広域にわたる災害の発生が予想され 本部の全員をもってあたり、状況によりそ １．広域にわたる災害の発生が予想され 本部の全員をもってあたり、状況によりそ

るとき、又は、災害が発生し被害が甚 れぞれの災害応急活動ができる体制。 るとき、又は、災害が発生し被害が甚 れぞれの災害応急活動ができる体制。

大であると予想されるとき。 大であると予想されるとき。

２．予想されない重大な災害が発生した ２．予想されない重大な災害が発生した

とき。 とき。

<備　　考>　　災害の規模及び特性に応じ上記基準によりがたいと認められる場合においては、 <備　　考>　　災害の規模及び特性に応じ上記基準によりがたいと認められる場合においては、

臨機応変の配備体制を整えるものとする。 臨機応変の配備体制を整えるものとする。

２．放射性物質の大量の放出により生ずる場合の本部の設置等については、1の規定にかかわ ２．放射性物質の大量の放出により生ずる場合の本部の設置等については、1の規定にかかわ

らず「泊発電所周辺地域原子力防災計画」に定めるところによるものとする。 らず「泊発電所周辺地域原子力防災計画」に定めるところによるものとする。

１の(1)のアの後段の規定は、緊急に災害対策本部を設置する場合において準用する。 １の(1)のアの後段の規定は、緊急に災害対策本部を設置する場合において準用する。
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

第３節　住民組織等への協力要請 第３節　住民組織等への協力要請

災害時において、応急活動を円滑かつ迅速に実施するため町長(本部長)は、災害の状況により 災害時において、応急活動を円滑かつ迅速に実施するため町長(本部長)は、災害の状況により

必要と認めた場合は、各住民組織等に対し協力を求めるものとする。 必要と認めた場合は、各住民組織等に対し協力を求めるものとする。

１．協力要請事項 １．協力要請事項

各住民組織に対し協力を要請する事項は、概ね次のとおりである。 各住民組織に対し協力を要請する事項は、概ね次のとおりである。

(1) 災害現場における負傷者の応急手当 (1) 災害現場における負傷者の応急手当

(2) 避難所内での手伝い、被災者の世話 (2) 避難所内での手伝い、被災者の世話

(3) 義援金品の募集及び整理 (3) 義援金品の募集及び整理

(4) 本部が行う人員、物資の輸送 (4) 本部が行う人員、物資の輸送

(5) その他救援活動に必要で町長(本部長)が協力を求めた事項 (5) その他救援活動に必要で町長(本部長)が協力を求めた事項

協力依頼の住民組織　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 資料２－３－１－１ 協力依頼の住民組織　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 資料２－３－１－１
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

災害予防対策及び災害応急対策を実施するために必要な気象等特別警報・警報・注意報並び 災害予防対策及び災害応急対策を実施するために必要な気象等特別警報・警報・注意報並び

に情報（以下「気象警報等」という。）の収集、通報及び伝達については、本計画の定めると に情報（以下「気象警報等」という。）の収集、通報及び伝達については、本計画の定めると

ころによる。 ころによる。

第１節　気象業務組織 第１節　気象業務組織

１．予報区と担当官署 １．予報区と担当官署

(1) 予報区 (1) 予報区

ア．予報区は、わが国全域を対象とする全国予報区（気象庁本庁担当）と11に分割した ア．予報区は、わが国全域を対象とする全国予報区（気象庁本庁担当）と11に分割した

地方予報区、地方予報区をさらに56に分割した府県予報区からなっている。 地方予報区、地方予報区をさらに56に分割した府県予報区からなっている。

イ．予報区及び特別警報・警報・注意報に用いる細分区域名は、次のとおりである。 イ．予報区及び特別警報・警報・注意報に用いる細分区域名は、次のとおりである。

(ｱ) 一次細分区域 (ｱ) 一次細分区域

府県予報区を定常的に細分して行う区域。気象特性、災害特性及び地理的特性によ 府県予報区を定常的に細分して行う区域。気象特性、災害特性及び地理的特性によ

り府県予報区を分割して設定した区域。 り府県予報区を分割して設定した区域。

(ｲ) 二次細分区域 (ｲ) 二次細分区域

特別警報・警報・注意報の発表にもちいる区域。市町村を原則とする。 特別警報・警報・注意報の発表にもちいる区域。市町村を原則とする。

二次細分区域において、海に面する区域にあっては、沿岸の海域を含むものとする。 二次細分区域において、海に面する区域にあっては、沿岸の海域を含むものとする。

(ｳ) 市町村等をまとめた地域 (ｳ) 市町村等をまとめた地域

二次細分区域ごとに発表する特別警報・警報・注意報の発表状況を地域的に概観す 二次細分区域ごとに発表する特別警報・警報・注意報の発表状況を地域的に概観す

るために、災害特性や都道府県の防災関係機関等の直轄範囲などを考慮してまとめた るために、災害特性や都道府県の防災関係機関等の直轄範囲などを考慮してまとめた

区域。 区域。

(2) 海上予報区 (2) 海上予報区

海上予報区は、全般海上予報区（気象庁本庁担当）と12の地方海上予報区に分かれてお 海上予報区は、全般海上予報区（気象庁本庁担当）と12の地方海上予報区に分かれてお

り、本道は札幌管区気象台が担当し、図示すると次のとおりである。 り、本道は札幌管区気象台が担当し、図示すると次のとおりである。

後志西部 共和町、神恵内村、島牧村、

岩内町、泊村

ニセコ町、真狩村、喜茂別

羊蹄山麓 町、京極町、倶知安町、留
後志地方

寿都村

札幌管区 蘭越町、黒松内町、寿都町、

一次細分区域名
市町村等を

二次細分区域名
まとめた地域

小樽市、余市町、積丹町、
後志北部

赤井川村、古平町、仁木町

後 志 地 方

府県予報区

石狩・空知

石狩振興局、空知総合振興局
石狩・空知・後志地方 札 幌 管 区 気 象 台

及び後志総合振興局管内

第３章　情報通信計画

府県予報区名称 区 域 担 当 官 署

岩内町、泊村

羊蹄山麓 町、京極町、倶知安町、留
後志地方

寿都村

札幌管区 蘭越町、黒松内町、寿都町、

まとめた地域

小樽市、余市町、積丹町、
後志北部

石狩・空知 赤井川村、古平町、仁木町

後 志 地 方 ニセコ町、真狩村、喜茂別

気 象 台 後志西部 共和町、神恵内村、島牧村、

府県予報区 一次細分区域名
市町村等を

二次細分区域名

気 象 台

第３章　情報通信計画

府県予報区名称 区 域 担 当 官 署

石狩振興局、空知総合振興局
石狩・空知・後志地方 札 幌 管 区 気 象 台

及び後志総合振興局管内
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

海上予報区の細分区域 海上予報区の細分区域

サハリン西方海上、宗谷海峡、 サハリン西方海上、宗谷海峡、

北海道西方海上、サハリン東方海上、 北海道西方海上、サハリン東方海上、

網走沖 網走沖

北海道東方海上、釧路沖、 北海道東方海上、釧路沖、

日高沖、津軽海峡、檜山津軽沖 日高沖、津軽海峡、檜山津軽沖

第２節　気象等に関する特別警報・警報及び注意報 第２節　気象等に関する特別警報・警報及び注意報

１．気象等に関する特別警報・警報及び注意報の種類、発表基準 １．気象等に関する特別警報・警報及び注意報の種類、発表基準

(1) 種類 (1) 種類

ア． 気象等に関する特別警報・気象警報・注意報 ア． 気象等に関する特別警報・気象警報・注意報

(ｱ) 気象等に関する特別警報 (ｱ) 気象等に関する特別警報

  大雨による重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに発   大雨による重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに発

戒すべき事項が明記される。 戒すべき事項が明記される。

　暴雨により重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに発
暴風特別警報

表される。

日本海北部及びオホーツク海南部

北海道南方及び東方海上

表される。大雨特別警報には、大雨特別警報(土砂災害)、大雨特別
大雨特別警報

警報(浸水害)、大雨特別警報(土砂災害、浸水害)のように、特に警

　大雪により重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに発
大雪特別警報

表される。

地方海上予報海域名 細分区域

表される。

　暴雨により重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに発
暴風特別警報

表される。

大雪特別警報

地方海上予報海域名 細分区域

日本海北部及びオホーツク海南部

北海道南方及び東方海上

表される。大雨特別警報には、大雨特別警報(土砂災害)、大雨特別
大雨特別警報

警報(浸水害)、大雨特別警報(土砂災害、浸水害)のように、特に警

　大雪により重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに発
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

　雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれが著しく大きい 　雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれが著しく大きい

戒を呼びかける。 戒を呼びかける。

(ｲ) 気象等に関する警報 (ｲ) 気象等に関する警報

　大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想されたとき 　大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想されたとき

事項が明記される。 事項が明記される。

　雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想さ 　雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想さ

も警戒を呼びかける。 も警戒を呼びかける。

(ｳ)気象等に関する注意報 (ｳ)気象等に関する注意報

　落雷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。また、発達した雷雲の下で発生することの多い竜巻等の突
雷注意報

風や「ひょう」による災害についての注意喚起が付加されることも

ある。急な強い雨への注意についても雷注意報で呼びかけられる。

　空気の乾燥により、火災の危険が大きいと予想されたときに発表
乾燥注意報

される。

される。

　雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想されたと
風雪注意報

きに発表される。「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによ

る視程障害等による災害」のおそれについても注意を呼びかける。

　濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発
濃霧注意報

表される。

暴風警報
に発表される。

れたときに発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を
暴風雪警報

伴うことによる視程障害などによる重大な災害」のおそれについて

　大雨による災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表
大雨注意報

される。

　大雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表
大雪注意報

される。

　暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたとき

に発表される。大雨警報には、大雨警報(土砂災害)、大雨警報(浸
大雨警報

水害)、大雨警報(土砂災害、浸水害)のように、特に警戒すべき

　大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたとき
大雪警報

に発表される。

　高い波により重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに
波浪特別警報

発表される。

　台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が発生
高潮特別警報

するおそれが著しく大きいときに発表される。

ときに発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴う
暴風雪特別警報

ことによる視程障害などによる重大な災害」のおそれについても警

きに発表される。「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによ

　大雨による災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表
大雨注意報

される。

される。

される。

る視程障害等による災害」のおそれについても注意を呼びかける。

　濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発
濃霧注意報

表される。

　落雷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。また、発達した雷雲の下で発生することの多い竜巻等の突
雷注意報

風や「ひょう」による災害についての注意喚起が付加されることも

　大雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表
大雪注意報

水害)、大雨警報(土砂災害、浸水害)のように、特に警戒すべき

　大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたとき
大雪警報

に発表される。

　高い波により重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに
波浪特別警報

発表される。

　台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が発生
高潮特別警報

するおそれが著しく大きいときに発表される。

ときに発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴う
暴風雪特別警報

ことによる視程障害などによる重大な災害」のおそれについても警

に発表される。大雨警報には、大雨警報(土砂災害)、大雨警報(浸
大雨警報

　暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたとき
暴風警報

に発表される。

れたときに発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を
暴風雪警報

伴うことによる視程障害などによる重大な災害」のおそれについて

　強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表
強風注意報

　空気の乾燥により、火災の危険が大きいと予想されたときに発表
乾燥注意報

ある。急な強い雨への注意についても雷注意報で呼びかけられる。

　強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表
強風注意報

される。

　雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想されたと
風雪注意報
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

イ．地面現象警報及び注意報 （削除）

ウ．浸水警報及び注意報 （削除）

エ．高潮警報及び注意報 イ．高潮警報及び注意報

オ．波浪警報及び注意報 ウ．波浪警報及び注意報

　台風や低気圧等による海面の異常な上昇により災害が発生するお
高潮注意報

それがあると予想されたときに発表される。

　高い波により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたと
波浪警報

きに発表される。

　早霜や晩霜により農作物への被害が起こるおそれが予想されたと
霜注意報

きに発表される。

　低温のため農作物その他に著しい被害がおこるおそれがあると予
低温注意報

想されたときに発表される。

　著しい着雪により、通信線や送電線、船体などに被害がおこるお
着雪注意報

それがあると予想されたときに発表される。

　融雪により浸水、土砂災害などの災害が発生するおそれがあると
融雪注意報

予想されたときに発表される。

　台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が発生
高潮警報

するおそれがあると予想されたときに発表される。

　著しい着氷により、通信線や送電線、船体などに被害がおこるお
着氷注意報

それがあると予想されたときに発表される。

　早霜や晩霜により農作物への被害が起こるおそれが予想されたと
霜注意報

きに発表される。

　台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が発生
高潮警報

地面現象警報 が起こるおそれがあると予想される場合に気象警報に含めて発表さ

れる。

　大雨、大雪などによる山崩れ、地すべりなどによって災害が起こ
地面現象注意報

るおそれがあると予想される場合に気象注意報に含めて発表される。

着雪注意報
それがあると予想されたときに発表される。

　融雪により浸水、土砂災害などの災害が発生するおそれがあると
融雪注意報

予想されたときに発表される。

　「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想されたとき
なだれ注意報

に発表される。

　著しい着氷により、通信線や送電線、船体などに被害がおこるお
着氷注意報

それがあると予想されたときに発表される。

意報に含めて発表される。

　「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想されたとき
なだれ注意報

に発表される。

　高い波により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたと

するおそれがあると予想されたときに発表される。

波浪警報
きに発表される。

　高い波により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発

　低温のため農作物その他に著しい被害がおこるおそれがあると予
低温注意報

想されたときに発表される。

　大雨、大雪などによる山崩れ、地すべりなどによって重大な災害

　著しい着雪により、通信線や送電線、船体などに被害がおこるお

　台風や低気圧等による海面の異常な上昇により災害が発生するお
高潮注意報

それがあると予想されたときに発表される。

  浸水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合
浸水警報

に気象警報に含めて発表される。

  浸水によって災害が起こる恐れがあると予想される場合に気象注
浸水注意報

・道計画修正に

よる修正

表される。

　高い波により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発
波浪注意報波浪注意報

表される。
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

カ．洪水警報及び注意報 エ．洪水警報及び注意報

（新設） ※　地面現象及び浸水警報・注意報は、その警報及び注意報事項を気象警報及び気象注意

　報に含めて行われる。

(2) 発表基準 (2) 発表基準

ア．気象等に関する特別警報 ア．気象等に関する特別警報

暴風が吹くと予想される場合 暴風が吹くと予想される場合

高波になると予想される場合 高波になると予想される場合

（新設） ※　地面現象の特別警報は、大雨特別警報に含めて「大雨特別警報（土砂災害）」として

　発表される。

数十年に一度の現象に相当する指標 数十年に一度の現象に相当する指標

大雨：以下①また②いずれかを満たすと予想され、かつ、更に雨が降り続くと予想され 大雨：以下①また②いずれかを満たすと予想され、かつ、更に雨が降り続くと予想され

る場合。 る場合。

①48時間降水量及び土砂雨量指数において、50年に一度の値を超過した5㎞格子が、 ①48時間降水量及び土砂雨量指数において、50年に一度の値を超過した5㎞格子が、

ともに府県程度の広がりの範囲内で50格子出現。 ともに府県程度の広がりの範囲内で50格子出現。

②3時間降水量及び土砂雨量指数において、50年に一度の値を超過した5㎞格子が、 ②3時間降水量及び土砂雨量指数において、50年に一度の値を超過した5㎞格子が、

ともに府県程度の広がりの範囲内で10格子出現。 ともに府県程度の広がりの範囲内で10格子出現。

台風等：「伊勢湾台風」級(中心気圧930hPa以下、風速50㎧以上)の台風や同程度の温帯 台風等：「伊勢湾台風」級(中心気圧930hPa以下、風速50㎧以上)の台風や同程度の温帯

低気圧が来襲する場合。 低気圧が来襲する場合。

大雪：府県程度の広がりをもって50年に一度の積雪深となり、かつ、その後の降雪が丸 大雪：府県程度の広がりをもって50年に一度の積雪深となり、かつ、その後の降雪が丸

一日程度続くと予想される場合。 一日程度続くと予想される場合。

　数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う
暴風雪

暴風が吹くと予想される場合

大雪 　数十年に一度の降雪量となる大雪が想定される場合

より大雨になると予想される場合

暴風

　数十年に一度の強度の台風
高潮 高潮になると予想される場合

や同程度の温帯低気圧により

おそれがあると予想されたときに発表される。
洪水警報

　対象となる重大な災害として、河川の増水や氾濫、堤防の損傷や

決壊による重大な災害があげられる。

　大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、災害がおこるおそれ
洪水注意報

があると予想されたときに発表される。

決壊による重大な災害があげられる。

　大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、災害がおこるおそれ
洪水注意報

があると予想されたときに発表される。

波浪

名 称 発 表 基 準

おそれがあると予想されたときに発表される。
洪水警報

　対象となる重大な災害として、河川の増水や氾濫、堤防の損傷や

波浪

名 称 発 表 基 準

　台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想さ

大雨 れ、若しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧に

　台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想さ

大雨 れ、若しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧に

より大雨になると予想される場合

大雪 　数十年に一度の降雪量となる大雪が想定される場合

　数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う
暴風雪

暴風が吹くと予想される場合

暴風

　数十年に一度の強度の台風
高潮

　大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、重大な災害がおこる

・道計画修正に

よる修正

高潮になると予想される場合
や同程度の温帯低気圧により

　大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、重大な災害がおこる
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イ．気象等に関する警報・注意報 平成30年5月30日現在 イ．気象等に関する警報・注意報 平成30年5月30日現在

各　種　発　表　基　準 各　種　発　表　基　準

(浸水害) (浸水害)

野束川流域＝9.8 　 運上屋川流域＝4.6 野束川流域＝9.8 　 運上屋川流域＝4.6 

ポンイワナイ川流域＝2.9 ポンイワナイ川流域＝2.9

運上屋川流域＝(5、3.6) 運上屋川流域＝(5、3.6)

18㎧ 18㎧

25㎧ 25㎧

16㎧　雪による視程障害を伴う 16㎧　雪による視程障害を伴う

25㎧　雪による視程障害を伴う 25㎧　雪による視程障害を伴う

降雪の高さ 12時間降雪の深さ50㎝ 降雪の高さ 12時間降雪の深さ50㎝

波浪 有意波高 6.0ｍ 波浪 有意波高 6.0ｍ

高潮 潮位 1.4ｍ 高潮 潮位 1.4ｍ

8 8

野束川流域＝7.8 　 運上屋川流域＝3.6 野束川流域＝7.8 　 運上屋川流域＝3.6 

ポンイワナイ川流域＝2.3 ポンイワナイ川流域＝2.3

運上屋川流域＝(5、2.6) 運上屋川流域＝(5、2.6)

13㎧ 13㎧

15㎧ 15㎧

11㎧　雪による視程障害を伴う 11㎧　雪による視程障害を伴う

15㎧　雪による視程障害を伴う 15㎧　雪による視程障害を伴う

大雪 降雪の高さ 12時間降雪の深さ30㎝ 大雪 降雪の高さ 12時間降雪の深さ30㎝

波浪 有意波高 3.0ｍ 波浪 有意波高 3.0ｍ

高潮 潮位 0.8ｍ 高潮 潮位 0.8ｍ

雷 落雷等により被害が予想される場合 雷 落雷等により被害が予想される場合

融雪 70㎜以上：24時間雨量と融雪量(相当水量)の合計 融雪 70㎜以上：24時間雨量と融雪量(相当水量)の合計

200ｍ 200ｍ

500ｍ 500ｍ

乾燥 最小湿度30％　実効湿度60％ 乾燥 最小湿度30％　実効湿度60％

濃霧 視程
陸上

海上

名 称

濃霧 視程
陸上

海上

大雨 表面雨量指数基準 11

複合基準

表面雨量指数基準

土壌雨量指数基準

洪水

警報 大雨 表面雨量指数基準 11

複合基準

強風 平均風速
陸上

海上

陸上

海上

暴風雪 平均風速
陸上

海上

洪水 流域雨量指数基準

複合基準

暴風 平均風速

洪水 流域雨量指数基準

暴風 平均風速

60

洪水 流域雨量指数基準

陸上

海上

暴風雪 平均風速
陸上

海上

表面雨量指数基準

土壌雨量指数基準

大雪

流域雨量指数基準

風雪 平均風速
陸上

海上

強風 平均風速
陸上

海上

風雪 平均風速
陸上

海上

注意報
大雨

複合基準

60

注意報
大雨

大雪

(土砂災害) 土壌雨量指数基準 98

名 称

警報

(土砂災害) 土壌雨量指数基準 98
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①24時間降雪の深さ30㎝以上 ①24時間降雪の深さ30㎝以上

②積雪の深さ50㎝以上で、日平均気温５℃以上 ②積雪の深さ50㎝以上で、日平均気温５℃以上

11月～４月：(最低気温)平年より８℃以上低い 11月～４月：(最低気温)平年より８℃以上低い

霜 最低気温３℃以下 霜 最低気温３℃以下

着氷 船体着氷：水温４℃以下　気温－５℃以下で風速８㎧以上 着氷 船体着氷：水温４℃以下　気温－５℃以下で風速８㎧以上

着雪 気温０℃くらいで、強度並以上の雪が数時間以上継続 着雪 気温０℃くらいで、強度並以上の雪が数時間以上継続

 記録的短時間大雨情報 １時間雨量 80㎜  記録的短時間大雨情報 １時間雨量 80㎜

<参考> <参考>

表面雨量指数：　短時間強雨による浸水危険度を把握するための指標で、地面の被覆状況 表面雨量指数：　短時間強雨による浸水危険度を把握するための指標で、地面の被覆状況

や地質、地形勾配などを考慮して、降った雨が地表面にどれだけ溜まって や地質、地形勾配などを考慮して、降った雨が地表面にどれだけ溜まって

いるかを数値化したもの。 いるかを数値化したもの。

土壌雨量指数：　土砂災害危険度の高まりを把握するための指標で、降った雨が土壌中に 土壌雨量指数：　土砂災害危険度の高まりを把握するための指標で、降った雨が土壌中に

水分量としてどれだけ溜まっているかを数値化したもの。 水分量としてどれだけ溜まっているかを数値化したもの。

その基準値は、岩内町における最低値を示す。 その基準値は、岩内町における最低値を示す。

流域雨量指数：　河川の上流域に降った雨により、下流の洪水危険度が高まるかを把握す 流域雨量指数：　河川の上流域に降った雨により、下流の洪水危険度が高まるかを把握す

るための指標で、降った雨水が時間をかけて河川に流れ出し、さらに流れ るための指標で、降った雨水が時間をかけて河川に流れ出し、さらに流れ

下る量を数値化したもの。 下る量を数値化したもの。

複合基準　　： (表面雨量指数、流域雨量指数)の組み合わせによる基準値を表したもの。 複合基準　　： (表面雨量指数、流域雨量指数)の組み合わせによる基準値を表したもの。

（新設） (3) 防災気象情報と警戒レベル

（大雨特別警報（浸水害）） （大雨特別警報（土砂災害））

洪水に関する情報

住民が自ら行動をとる際の判断に参考となる情報
（警戒レベル相当情報）

土砂災害に関する情報
水位情報が
ある場合

水位情報が
ある場合

警戒レベル１

・大雨警報（土砂災害）

・土砂災害に関するメッシュ情報警戒レベル３氾濫警戒情報
・洪水警報

・洪水警報の危険度分布（警戒）

・土砂災害に関するメッシュ情報
警戒レベル２

名 称 各　種　発　表　基　準

注意報
なだれ

（警戒）

警戒レベル

・土砂災害警戒情報

・土砂災害に関するメッシュ情報

（非常に危険）

・土砂災害に関するメッシュ情報

（極めて危険）

・洪水警報の危険度分布

（非常に危険）
氾濫危険情報警戒レベル４

警戒レベル５氾濫発生情報

（注意）
・洪水警報の危険度分布（注意）氾濫注意情報

注意報
なだれ

低温
５月～10月：(平均気温)平年より５℃以上低い日が２日以上継続

名 称 各　種　発　表　基　準

低温
５月～10月：(平均気温)平年より５℃以上低い日が２日以上継続

・道計画修正に

よる修正
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(3) 伝達系統図 (4) 伝達系統図

伝達は、次の系統図により伝達先に対して行う。 伝達は、次の系統図により伝達先に対して行う。

➾ ➾

特別警報が発表されたときに、通知若しくは周知の措置が義務付けられている。 特別警報が発表されたときに、通知若しくは周知の措置が義務付けられている。

は、

ＮＨＫ放送局

報　道　機　関

※ は、放送・無線、 は警報のみ、 は津波の場合又は、必要に応じて通報。

岩
内
町

北　海　道 後志総合振興局

消　防　庁

ＮＴＴ東日本
(仙台センタ)

ＮＴＴ西日本

札幌管区気象台

(福岡センタ)

携帯電話事業者等

一
般
住
民

第一管区海上保安本部 小樽海上保安部
船
舶

北海道警察 岩内警察署

小樽海上保安部第一管区海上保安本部

※ は、

一
般
住
民

ＮＨＫ放送局

報　道　機　関

は、放送・無線、 は警報のみ、 は津波の場合又は、必要に応じて通報。

船
舶

北海道警察 岩内警察署

岩
内
町

北　海　道 後志総合振興局

ＮＴＴ西日本

消　防　庁

札幌管区気象台
ＮＴＴ東日本
(仙台センタ)

(福岡センタ)

・道計画修正に
よる修正
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２．土砂災害警戒情報 ２．土砂災害警戒情報

大雨警報（土砂災害）発表中に、大雨による土砂災害がさらに発生する危険性が高まった 大雨警報（土砂災害）発表中に、大雨による土砂災害がさらに発生する危険性が高まった

時に、町長が防災活動・避難勧告等の判断や、住民の自主避難の判断の参考となるよう、後 時に、町長が防災活動・避難勧告等の判断や、住民の自主避難の判断の参考となるよう、後

志総合振興局と札幌管区気象台が共同で作成し発表される。 志総合振興局と札幌管区気象台が共同で作成し発表される。

なお、これを補足する情報である気象庁の土砂災害警戒判定メッシュ情報 ・防災基本計画

（https://www.jma.go.jp/jp/doshamesh/）で、実際に危険度が高まっている場所を確認する 修正による修正

ことができる。

伝達は次の系統により行う。 伝達は次の系統により行う。

３．気象情報等 ３．気象情報等

(1) 地方気象情報、府県気象情報 (1) 地方気象情報、府県気象情報

気象の予報等については、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や、 気象の予報等については、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や、

特別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等に 特別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等に

発表する情報。 発表する情報。

(2) 台風に関する気象情報 (2) 台風に関する気象情報

台風の影響が予想される場合に、住民に対して、台風の状況の周知と防災対策の必要性 台風の影響が予想される場合に、住民に対して、台風の状況の周知と防災対策の必要性

を喚起することを目的として発表する情報。 を喚起することを目的として発表する情報。

報道機関

一
般
住
民
・
避
難
行
動
要
支
援
者
関
連
施
設

北海道電力(株)

は放送

北海道運輸局

第一管区海上保安本部

北海道
後志総合振興局

ＮＨＫ放送局

自衛隊

北海道警察

北海道開発局

小樽開発建設部

消防庁

(建設管理部)

(対策通報)
後志総合振興局

岩内警察署

札幌管区気象台

岩
内
町

消防庁

第一管区海上保安本部

一
般
住
民
・
避
難
行
動
要
支
援
者
関
連
施
設北海道運輸局

ＮＨＫ放送局

(対策通報)
後志総合振興局

報道機関

岩
内
町

北海道電力(株)

は放送

札幌管区気象台

北海道
後志総合振興局

(建設管理部)

北海道警察 岩内警察署

小樽開発建設部

自衛隊

北海道開発局
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(3) 記録的短時間大雨情報 (3) 記録的短時間大雨情報

数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観測（地上の雨量計による 数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観測（地上の雨量計による

観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）したときに、府県気 観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）したときに、府県気

象情報の一種として発表する情報。 象情報の一種として発表する情報。

この情報が発表されたときは、土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾濫といった ・防災基本計画

災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が 修正による修正

高まっている場所については、警報の「危険度分布」で確認することができる。

※　大雨警報（土砂災害）の危険度分布（土砂災害警戒判定メッシュ情報）：

　https://www.jma.go.jp/jp/doshamesh/index.html

※　大雨警報（浸水害）の危険度分布：https://www.jma.go.jp/jp/suigaimesh/inund.html

※　洪水警報の危険度分布：https://www.jma.go.jp/jp/suigaimesh/flood.html

(4) 竜巻注意情報 (4) 竜巻注意情報

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びか 積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びか

ける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生しやす ける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生しやす

い気象状況になっている時に発表する情報。また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、 い気象状況になっている時に発表する情報。なお、実際に危険度が高まっている場所につ

目撃情報があった地域を示し、その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが いては竜巻発生確度ナウキャストで確認することができる。また、竜巻の目撃情報が得ら

非常に高まっている旨を発表する。 れた場合には、目撃情報があった地域を示し、その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発

生するおそれが非常に高まっている旨を発表する。

この情報の有効期間は、発表から１時間である。 この情報の有効期間は、発表から１時間である。

※　高解像度降水ナウキャスト（竜巻発生確度ナウキャスト）：

　https://www.jma.go.jp/jp/highresorad/

４．海上警報 ４．海上警報

(1) 種類 (1) 種類

船舶の運航に必要な海上の気象、波浪その他に関する警報で予想される風の強さによっ 船舶の運航に必要な海上の気象、波浪その他に関する警報で予想される風の強さによっ

て次の五種類に分けて発表する。 て次の五種類に分けて発表する。

海上風警報 気象庁風力階級表の風力階級７(28～33kt)の 海上風警報 気象庁風力階級表の風力階級７(28～33kt)の

ｶｲｼﾞｮｳﾉｳﾑｹｲﾎｳ (海上の視程約500ｍ以下又は0.3海里以下) ｶｲｼﾞｮｳﾉｳﾑｹｲﾎｳ (海上の視程約500ｍ以下又は0.3海里以下)

海上強風警報 気象庁風力階級表の風力階級８(34～40kt)及 海上強風警報 気象庁風力階級表の風力階級８(34～40kt)及

WARNING ｶｲｼﾞｮｳｷｮｳﾌｳｹｲﾎｳ び９(41～47kt)の場合。 WARNING ｶｲｼﾞｮｳｷｮｳﾌｳｹｲﾎｳ び９(41～47kt)の場合。

TYPHOON 海上台風警報 熱帯低気圧により気象庁風力階級表の風力階 TYPHOON 海上台風警報 熱帯低気圧により気象庁風力階級表の風力階

WARNING ｶｲｼﾞｮｳﾀｲﾌｳｹｲﾎｳ 級12(64kt～)の場合。 WARNING ｶｲｼﾞｮｳﾀｲﾌｳｹｲﾎｳ 級12(64kt～)の場合。

海上警報なし 海上警報なし

NO ｶｲｼﾞｮｳｹｲﾎｳ 警報する現象が予想されない場合、又は継続 NO ｶｲｼﾞｮｳｹｲﾎｳ 警報する現象が予想されない場合、又は継続

WARNING 海上警報解除 中の警報を解除する場合。 WARNING 海上警報解除 中の警報を解除する場合。

ｶｲｼﾞｮｳｹｲﾎｳｶｲｼﾞｮ ｶｲｼﾞｮｳｹｲﾎｳｶｲｼﾞｮ

(注) この表に掲げる以外の現象について警告を発する必要がある場合は、一般警報として (注) この表に掲げる以外の現象について警告を発する必要がある場合は、一般警報として

現象名の前に「海上」を付した警報を行うことがある。 現象名の前に「海上」を付した警報を行うことがある。

警報なし

気象庁風力階級表の風力階級10以上(48kt～)
STORM 海上暴風警報

暴風警報 の場合。(熱帯低気圧により風力階級12(64kt
WARNING ｶｲｼﾞｮｳﾎﾞｳﾌｳｹｲﾎｳ

～)の場合を除く)

説 明
英 文 和 文

ｶｲｼﾞｮｳｶｾﾞｹｲﾎｳ の場合。
一般警報 WARNING

海上濃霧警報 濃霧について警告を必要とする場合。

強風警報
GALE

種 別
呼 称呼 称

説 明
英 文 和 文

の場合。(熱帯低気圧により風力階級12(64kt
WARNING ｶｲｼﾞｮｳﾎﾞｳﾌｳｹｲﾎｳ

～)の場合を除く)

濃霧について警告を必要とする場合。

台風警報

気象庁風力階級表の風力階級10以上(48kt～)
STORM 海上暴風警報

強風警報
GALE

暴風警報

台風警報

警報なし

種 別

一般警報
ｶｲｼﾞｮｳｶｾﾞｹｲﾎｳ の場合。

WARNING
海上濃霧警報
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(2) 伝達系統図 (2) 伝達系統図

警報の伝達は、次の系統図により行う。 警報の伝達は、次の系統図により行う。

５．火災気象通報（林野火災通報を兼ねる） ５．火災気象通報（林野火災通報を兼ねる）

札幌管区気象台は火災気象通報の発表及び終了の通報を消防法(昭和23年法律第186号)の 札幌管区気象台は火災気象通報の発表及び終了の通報を消防法(昭和23年法律第186号)の

規定に基づき、北海道に行うものとする。 規定に基づき、北海道に行うものとする。

通報を受けた北海道は、管内各市町村に通報するものとし、町長は、この通報を受けた場 通報を受けた北海道は、管内各市町村に通報するものとし、町長は、この通報を受けた場

合又は気象の状況から火災の予防上危険であると認めたときは、火災警報を発令することが 合又は気象の状況から火災の予防上危険であると認めたときは、火災警報を発令することが

できるものとする。 できるものとする。

なお、火災気象通報は林野火災通報を兼ねるものとする。 なお、火災気象通報は林野火災通報を兼ねるものとする。

(1) 発表基準 (1) 発表基準

実効湿度60％以下で、最小湿度30％以下の場合、若しくは平均風速で 実効湿度60％以下で、最小湿度30％以下の場合、若しくは平均風速で

陸上13㎧以上が予想される場合。 陸上13㎧以上が予想される場合。

(注)　平均風速が13㎧以上であっても、降水及び降雪の状況によっては火災気象通報を行 (注)　平均風速が13㎧以上であっても、降水及び降雪の状況によっては火災気象通報を行

わない場合がある。 わない場合がある。

(2) 伝達系統図 (2) 伝達系統図

岩内・寿都地方消防
(総務財政課) 組合岩内消防署

後志総合振興局

(地域創生部)

振興局名 通 報 基 準

後 志

札幌管区気象台 北 海 道
岩 内 町

札
幌
管
区
気
象
台

第一管区海上保安本部 小樽海上保安部

船 舶

岩内漁業無線海岸局 漁 船 (  は放送・無線)

第一管区海上保安本部 小樽海上保安部

船 舶

岩内漁業無線海岸局 漁 船 (  は放送・無線)

後志総合振興局

(地域創生部)

振興局名 通 報 基 準

後 志

札幌管区気象台 北 海 道
岩 内 町
(総務財政課)

札
幌
管
区
気
象
台

組合岩内消防署
岩内・寿都地方消防
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６．気象予警報等の伝達計画 ６．気象予警報等の伝達計画

本章第２節の気象予警報等が発令された場合の周知系統は、次によるものとする。 本章第２節の気象予警報等が発令された場合の周知系統は、次によるものとする。

(1) 受領した気象警報等の周知系統 (1) 受領した気象警報等の周知系統

(2) 気象警報等周知の町の内部系統 (2) 気象警報等周知の町の内部系統

(周知先・周知方法・警戒体制の規模の決定) (周知先・周知方法・警戒体制の規模の決定)

７．伝達実施要領 ７．伝達実施要領

(1) 気象警報等の受領 (1) 気象警報等の受領

 気象警報等の受領責任者は総務財政課(防災・広報担当)課長とし、課長不在の場合は防災  気象警報等の受領責任者は総務財政課(防災・広報担当)課長とし、課長不在の場合は防災

担当係長が担当する。 担当係長が担当する。

(2) 周知要領 (2) 周知要領

 総務財政課(防災・広報担当)課長が気象警報等を受けたときは、伝達系統により周知先、  総務財政課(防災・広報担当)課長が気象警報等を受けたときは、伝達系統により周知先、

周知方法のほか警戒体制の必要の有無について、また、必要な場合はその規模等について副 周知方法のほか警戒体制の必要の有無について、また、必要な場合はその規模等について副

町長、総務部長の指示を受け町長の決裁を経てその範囲を定め直ちに周知する。 町長、総務部長の指示を受け町長の決裁を経てその範囲を定め直ちに周知する。

一般住民への周知
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(3) 夜間、休日等の気象警報等の取り扱い (3) 夜間、休日等の気象警報等の取り扱い

 気象警報等を日直員、又は警備員が受けた場合は、直ちにその旨を記録するとともに、  気象警報等を日直員、又は警備員が受けた場合は、直ちにその旨を記録するとともに、

総務財政課(防災・広報担当)課長へ連絡して取扱上の指示を受けるものとする。 総務財政課(防災・広報担当)課長へ連絡して取扱上の指示を受けるものとする。

 総務財政課(防災・広報担当)課長不在の場合は防災担当係長へ、防災担当係長不在の場合  総務財政課(防災・広報担当)課長不在の場合は防災担当係長へ、防災担当係長不在の場合

は総務財政課防災担当へ連絡する。 は総務財政課防災担当へ連絡する。

 課長、係長、担当ともに不在の場合は、総務部長へ連絡するものとする。  課長、係長、担当ともに不在の場合は、総務部長へ連絡するものとする。

(4) 気象警報等を受けた場合の記録 (4) 気象警報等を受けた場合の記録

 気象警報等を受けた場合及び関係機関へ周知した場合は、その内容を資料３－２－７－１  気象警報等を受けた場合及び関係機関へ周知した場合は、その内容を資料３－２－７－１

により記録する。 により記録する。

 日直員又は、警備員がこれを処理した場合は、翌日若しくは休日あけのとき総務財政課  日直員又は、警備員がこれを処理した場合は、翌日若しくは休日あけのとき総務財政課

(防災・広報担当)課長へ詳細を報告し、提出するものとする。 (防災・広報担当)課長へ詳細を報告し、提出するものとする。

第３節　災害通信計画 第３節　災害通信計画

災害時における災害情報及び被害報告等の通信連絡の方法は、本計画に定めるところによる。 災害時における災害情報及び被害報告等の通信連絡の方法は、本計画に定めるところによる。

第１　通信手段の確保 第１　通信手段の確保

町及び防災関係機関は、災害発生直後は、災害情報連絡のための通信手段を直ちに確保す 町及び防災関係機関は、災害発生直後は、災害情報連絡のための通信手段を直ちに確保す

るため、直ちに情報通信手段の機能確認を行うとともに、支障が生じた施設の復旧を行う。 るため、直ちに情報通信手段の機能確認を行うとともに、支障が生じた施設の復旧を行う。

また、災害時の防災関係機関相互の通信連絡は、ＮＴＴ等の公衆通信設備、防災関係機関 また、災害時の防災関係機関相互の通信連絡は、ＮＴＴ等の公衆通信設備、防災関係機関

が設置した通信設備及び衛星携帯電話等の移動通信回線の活用により行うものとする。 が設置した通信設備及び衛星携帯電話等の移動通信回線の活用により行うものとする。

なお、電気通信事業者は、災害時において、防災関係機関の重要施設を優先的に確保する なお、電気通信事業者は、災害時において、防災関係機関の重要施設を優先的に確保する

ものとする。 ものとする。

第２　電話及び電報の優先利用並びに通信途絶時等における措置等 第２　電話及び電報の優先利用並びに通信途絶時等における措置等

１．電話による通信 １．電話による通信

災害その他緊急を要するときにダイヤル通話によることが困難な場合(回線のふくそう等) 災害その他緊急を要するときにダイヤル通話によることが困難な場合(回線のふくそう等)

は、災害時においても優先的に通話を利用することができる災害時優先電話に指定されてい は、災害時においても優先的に通話を利用することができる災害時優先電話に指定されてい

る電話及び公衆電話をもって、関係機関に通報するものとする。 る電話及び公衆電話をもって、関係機関に通報するものとする。

２．電報による通信 ２．電報による通信

災害時において緊急を要するため、電報を発信する場合は、発信人は「非常電報」である 災害時において緊急を要するため、電報を発信する場合は、発信人は「非常電報」である

旨を電報取扱局に告げるものとする。 旨を電報取扱局に告げるものとする。

非常電報として取り扱う電報の内容については、非常通話の内容と同じである。 非常電報として取り扱う電報の内容については、非常通話の内容と同じである。

３．公衆通信施設以外の通信 ３．公衆通信施設以外の通信

ＮＴＴ加入電話等通常の通信手段に障害が発生した場合には、次に掲げる専用通信系統の ＮＴＴ加入電話等通常の通信手段に障害が発生した場合には、次に掲げる専用通信系統の

活用により通信の確保を図るものとする。 活用により通信の確保を図るものとする。

なお、専用通信施設を利用する必要が生じた場合を想定し、関係機関とあらかじめ協定す なお、専用通信施設を利用する必要が生じた場合を想定し、関係機関とあらかじめ協定す

るものとする。 るものとする。

(1) 北海道総合行政情報ネットワークによる通信 (1) 北海道総合行政情報ネットワークによる通信

(2) 北海道警察無線電話及び同無線通信による通信 (2) 北海道警察無線電話及び同無線通信による通信

(3) 北海道開発局関係無線による通信 (3) 北海道開発局関係無線による通信

(4) 岩内郡漁業協同組合の漁業用無線による通信 (4) 岩内郡漁業協同組合の漁業用無線による通信

(5) 北海道中央バス株式会社の無線による通信 (5) 北海道中央バス株式会社の無線による通信

４．通信途絶時の連絡方法 ４．通信途絶時の連絡方法

各通信系統をもって通信を行うことができないとき、又は著しく困難であるときは、自動 各通信系統をもって通信を行うことができないとき、又は著しく困難であるときは、自動

車、自転車、徒歩などの臨機応変な措置を講ずるものとする。 車、自転車、徒歩などの臨機応変な措置を講ずるものとする。

主要連絡先までの距離及び所要時間　　　　　　　　 資料　３－３－４－１ 主要連絡先までの距離及び所要時間　　　　　　　　 資料　３－３－４－１

町内アマチュア無線の活用依頼先　　　　　　　　　　　 資料　３－３－４－２ 町内アマチュア無線の活用依頼先　　　　　　　　　　　 資料　３－３－４－２
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第４節　災害情報等の報告収集及び伝達計画 第４節　災害情報等の報告収集及び伝達計画

災害時における情報の報告収集及び伝達を迅速、的確に行うための方法は、本計画の定めると 災害時における情報の報告収集及び伝達を迅速、的確に行うための方法は、本計画の定めると

ころによる。 ころによる。

１．異常現象発見時における措置及び実施要領 １．異常現象発見時における措置及び実施要領

(1) 発見者の通報 (1) 発見者の通報

災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、次の最も近いところに通報す 災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、次の最も近いところに通報す

るものとする。 るものとする。

ア．岩内町役場総務財政課(電話62－1011)、又は近くにいる岩内町役場職員。 ア．岩内町役場総務財政課(電話62－1011)、又は近くにいる岩内町役場職員。

イ．岩内・寿都地方消防組合岩内消防署(電話62－1141)、又は消防署職員・団員。 イ．岩内・寿都地方消防組合岩内消防署(電話62－1141)、又は消防署職員・団員。

ウ．岩内警察署(電話62－0110)、又は警察官。 ウ．岩内警察署(電話62－0110)、又は警察官。

(2) 岩内町役場への通報 (2) 岩内町役場への通報

異常現象を発見した者あるいは地域住民から通報を受けた者は、直ちに岩内町役場に通 異常現象を発見した者あるいは地域住民から通報を受けた者は、直ちに岩内町役場に通

報するものとする。 報するものとする。

岩内町役場の情報収集担当課及び責任者は次のとおりである。 岩内町役場の情報収集担当課及び責任者は次のとおりである。

担当課：総務財政課 担当課：総務財政課

責任者：総務財政課(防災・広報担当)課長 責任者：総務財政課(防災・広報担当)課長

(3) 情報収集、報告取扱責任者の執務 (3) 情報収集、報告取扱責任者の執務

情報収集、報告取扱責任者は、災害時においては常時一定の場所で執務するものとし、 情報収集、報告取扱責任者は、災害時においては常時一定の場所で執務するものとし、

部内の情報は伝達計画の系統により、随時岩内・寿都地方消防組合岩内消防署、岩内警察 部内の情報は伝達計画の系統により、随時岩内・寿都地方消防組合岩内消防署、岩内警察

署及び関係機関等と相互に情報交換を実施して正確を期するものとする。 署及び関係機関等と相互に情報交換を実施して正確を期するものとする。

(4) 災害情報等の記録 (4) 災害情報等の記録

災害情報等を収集したときは、その都度記録を処理し、災害の経過をできる限り詳細に 災害情報等を収集したときは、その都度記録を処理し、災害の経過をできる限り詳細に

把握できるよう努めるものとする。 把握できるよう努めるものとする。

(5) 町から関係機関への通報及び住民への周知 (5) 町から関係機関への通報及び住民への周知

町長(本部長)は通報を受けたときは、災害の規模、内容等により必要に応じて関係機関 町長(本部長)は通報を受けたときは、災害の規模、内容等により必要に応じて関係機関

に通報するとともに住民に周知するものとする。 に通報するとともに住民に周知するものとする。

２．災害情報等報告取扱要領 ２．災害情報等報告取扱要領

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、次に定めるところにより災害情報及び被 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、次に定めるところにより災害情報及び被

害状況報告(以下「災害情報等」という。)を後志総合振興局長に報告するものとする。 害状況報告(以下「災害情報等」という。)を後志総合振興局長に報告するものとする。

なお、災害発生場所の報告においては、地図等、場所の特定ができる資料を添付するもの なお、災害発生場所の報告においては、地図等、場所の特定ができる資料を添付するもの

とする。 とする。

(1) 災害情報等の報告の対象は概ね次に掲げるものとする。 (1) 災害情報等の報告の対象は概ね次に掲げるものとする。

ア．人的被害、住家被害が発生したもの。 ア．人的被害、住家被害が発生したもの。

イ．災害救助法(昭和22年法律第118号。以下「救助法」という。)の適用基準に該当する イ．災害救助法(昭和22年法律第118号。以下「救助法」という。)の適用基準に該当する

程度のもの。 程度のもの。

ウ．災害に対し、国及び北海道の財政援助等を要すると思われるもの。 ウ．災害に対し、国及び北海道の財政援助等を要すると思われるもの。

エ．災害が当初軽微であっても、今後拡大し発展するおそれがある場合、又は広域的な災 エ．災害が当初軽微であっても、今後拡大し発展するおそれがある場合、又は広域的な災

害で岩内町が軽微であっても後志総合振興局管内全体から判断して報告を要すると認め 害で岩内町が軽微であっても後志総合振興局管内全体から判断して報告を要すると認め

られるもの。 られるもの。

オ．地震が発生し、震度４以上を記録したもの。 オ．地震が発生し、震度４以上を記録したもの。

カ．災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて、報告の必要があると認められる カ．災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて、報告の必要があると認められる

もの。 もの。

キ．その他特に指示があった災害。 キ．その他特に指示があった災害。
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

(2) 災害情報 (2) 災害情報

ア．災害情報 ア．災害情報

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、資料３－４－２－１の様式により 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、資料３－４－２－１の様式により

速やかに報告すること。この場合、災害の経過に応じ把握した事項を逐次報告するもの 速やかに報告すること。この場合、災害の経過に応じ把握した事項を逐次報告するもの

とする。 とする。

イ．被害状況報告 イ．被害状況報告

被害状況報告は、次の区分により行うものとする。 被害状況報告は、次の区分により行うものとする。

ただし、指定行政機関及び指定公共機関の維持管理する施設等(住家を除く。)につい ただし、指定行政機関及び指定公共機関の維持管理する施設等(住家を除く。)につい

ては除くものとする。 ては除くものとする。

なお、消防庁即報基準に該当する火災・災害等のうち、一定規模異常のもの(「直接 なお、消防庁即報基準に該当する火災・災害等のうち、一定規模異常のもの(「直接

即報基準」に該当する火災・災害等)を覚知した場合、第一報については、直接消防庁 即報基準」に該当する火災・災害等)を覚知した場合、第一報については、直接消防庁

にも報告するものとする。 にも報告するものとする。

○火災・災害等即報に関する情報の送付・連絡先 ○火災・災害等即報に関する情報の送付・連絡先

(通常時の報告先) (通常時の報告先)

「*」各団体の交換機の特番 「*」各団体の交換機の特番

(注１) 消防庁と都道府県をつなぐネットワーク (注１) 消防庁と都道府県をつなぐネットワーク

(注２) 消防庁、都道府県及び地域衛星電話を所有する関係機関等をつなぐネットワーク (注２) 消防庁、都道府県及び地域衛星電話を所有する関係機関等をつなぐネットワーク

(注３) 省庁等の指定行政機関、都道府県及び首都圏政令市をつなぐネットワーク (注３) 省庁等の指定行政機関、都道府県及び首都圏政令市をつなぐネットワーク

(消防庁災害対策本部設置時の報告先) (消防庁災害対策本部設置時の報告先)

(ｱ) 速報 (ｱ) 速報

被害発生後直ちに資料３－４－２－２の様式により件数のみ報告するものとする。 被害発生後直ちに資料３－４－２－２の様式により件数のみ報告するものとする。

(ｲ) 中間報告 (ｲ) 中間報告

被害状況が判明次第、資料３－４－２－２の様式により報告すること。なお、報告 被害状況が判明次第、資料３－４－２－２の様式により報告すること。なお、報告

内容に変化が生じたときには、その都度報告すること。 内容に変化が生じたときには、その都度報告すること。

ただし、報告の時期等について特に指示があった場合はその指示によるものとする。 ただし、報告の時期等について特に指示があった場合はその指示によるものとする。

(ｳ) 最終報告 (ｳ) 最終報告

応急措置が完了した後、15日以内に資料３－４－２－２の様式により報告するものと 応急措置が完了した後、15日以内に資料３－４－２－２の様式により報告するものと

する。 する。

　　　　(注２)

中央防災無線(注３) 5017

地域衛星通信 電話 *-048-500-90-49175

ネットワーク FAX *-048-500-90-49036

消防防災無線 電話 *-90-49175

　　　　(注１) FAX *-90-49036

5017 5017

報告先
消防庁災害対策本部・情報集約班

(消防防災・危機管理センター内)

ＮＴＴ回線
電話 03-5253-7510

FAX 03-5253-7553

中央防災無線(注３)

電話 *-048-500-90-49013 *-048-500-90-49102

ネットワーク(注２) FAX *-048-500-90-49033 *-048-500-90-49036

地 域 衛 星 通 信

電話 *-90-49013 *-90-49102

　　　　(注１) FAX *-90-49033 *-90-49036

時間帯 平日(9：30～18：15) 平日(左記時間帯以外)・休日

報告先 消防庁応急対策室
消防庁宿直室

(消防防災・危機管理センター内)

03-5353-7527 03-5253-7777

03-5353-7537 03-5253-7553
ＮＴＴ回線

電話

FAX

消防防災無線

*-90-49036

電話 *-048-500-90-49175

ネットワーク FAX *-048-500-90-49036

　　　　(注１) FAX

時間帯 平日(9：30～18：15) 平日(左記時間帯以外)・休日

報告先 消防庁応急対策室
消防庁宿直室

(消防防災・危機管理センター内)

5017

消防庁災害対策本部・情報集約班

電話

*-048-500-90-49033 *-048-500-90-49036

03-5253-7553

消防防災無線 電話 *-90-49013 *-90-49102

　　　　(注１)

ＮＴＴ回線

FAX 03-5253-7553

消防防災無線

報告先

*-90-49175

ＮＴＴ回線
電話 03-5253-7510

　　　　(注２)

中央防災無線(注３) 5017

地域衛星通信

(消防防災・危機管理センター内)

地 域 衛 星 通 信 電話 *-048-500-90-49013 *-048-500-90-49102

ネットワーク(注２) FAX

*-90-49033 *-90-49036FAX

電話 03-5353-7527 03-5253-7777

FAX 03-5353-7537

中央防災無線(注３) 5017
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ウ．その他の報告 ウ．その他の報告

災害の報告はア及びイによるほか、法令の定めに従いそれぞれ所要の報告を行うものと 災害の報告はア及びイによるほか、法令の定めに従いそれぞれ所要の報告を行うものと

する。 する。

(3) 報告の方法 (3) 報告の方法

ア．災害情報及び被害状況報告(速報及び中間報告)は電話又は無線等により迅速に行う ア．災害情報及び被害状況報告(速報及び中間報告)は電話又は無線等により迅速に行う

ものとする。 ものとする。

イ．被害報告のうち最終報告は、文章により報告するものとする。 イ．被害報告のうち最終報告は、文章により報告するものとする。

(4) 被害状況判定基準 (4) 被害状況判定基準

被害状況の判定基準 資料　３－４－２－３ 被害状況の判定基準 資料　３－４－２－３

３．災害情報連絡官公署等及び災害通信施設調 ３．災害情報連絡官公署等及び災害通信施設調

 含む)の保有状況等  含む)の保有状況等

２番２号 ２番２号

共和町老古美 共和町老古美

83番地 83番地

小樽市 0134－ 小樽市 0134－

27－6166 27－6166

岩 内 東 小 学 校 東山130番地 62－0246 校 長 電 話

岩 内 西 小 学 校 野束172番地３ 62－0263 校 長 電 話

岩 内 第 一 中 学 校 宮園313番地20 62－0333 校 長 電 話

岩 内 第 二 中 学 校 野束41番地 62－0289 校 長 電 話

73－2132
首 席

電 話

岩 内 支 所

岩 内 高 等 学 校 宮園43番地１ 62－1445 校 長 電 話

岩 内 商 工 会 議 所 万代47番地１ 62－1184 会 頭 電 話

きょうわ農業協同組合
大浜19番地１ 62－1136 支所長 電 話

小 樽 海 上 保 安 部 部 長 電 話
港町５番２号

北海道海難防止・水難
大浜92番地12 62－1313 所 長 電 話

救済ｾﾝﾀｰ岩内水難救難所

高台５番地 62－0110 署 長 電 話 ・ 無 線

岩内郡漁業協同組合 大浜92番地12 62－1313 専務理事 電 話 ・ 無 線

後志総合振興局保健
62－1537 室 長 電 話

環境部岩内地域保健室

岩内公共職業安定所 62－1262 所 長 電 話

共 和 森 林 事 務 所 森林官

日本郵便株式会社
62－1580 局 長 電 話

岩 内 郵 便 局

後志総合振興局小樽
62－1818 所 長 電 話

建設管理部共和出張所

後 志 森 林 管 理 署
共和町南幌似

摘 要

岩内・寿都地方消防組合
高台８番地１ 62－1141 署 長

電 話

岩 内 消 防 署 サ イ レ ン

関 係 機 関 名 所在地 電話番号 連絡責任者
通信施設(通信機械を

小 樽 開 発 建 設 部 小樽市築港 0134－
所 長 電 話

小 樽 港 湾 事 務 所   22－6131

岩内漁業無

線海岸局　

小 樽 開 発 建 設 部
東山104番地 62－1491 所 長 電 話 ・ 無 線

岩 内 道 路 事 務 所

岩 内 警 察 署

岩 内 東 小 学 校 東山130番地 62－0246 校 長 電 話

岩 内 西 小 学 校 野束172番地３ 62－0263 校 長 電 話

岩 内 第 一 中 学 校 宮園313番地20 62－0333 校 長 電 話

岩 内 第 二 中 学 校 野束41番地 62－0289 校 長 電 話

  22－6131

小 樽 開 発 建 設 部
東山104番地

岩 内 支 所

岩 内 高 等 学 校 宮園43番地１ 62－1445 校 長 電 話

岩 内 商 工 会 議 所 万代47番地１ 62－1184 会 頭 電 話

きょうわ農業協同組合
大浜19番地１ 62－1136 支所長 電 話

北海道海難防止・水難
大浜92番地12 62－1313 所 長 電 話

救済ｾﾝﾀｰ岩内水難救難所

岩内公共職業安定所 62－1262 所 長 電 話

小 樽 海 上 保 安 部 部 長 電 話
港町５番２号

局 長 電 話
岩 内 郵 便 局

後志総合振興局保健
62－1537 室 長 電 話

環境部岩内地域保健室

後志総合振興局小樽
62－1818 所 長 電 話

建設管理部共和出張所

後 志 森 林 管 理 署
共和町南幌似 73－2132

首 席
電 話

共 和 森 林 事 務 所 森林官

日本郵便株式会社
62－1580

所 長 電 話 ・ 無 線
岩 内 道 路 事 務 所

岩内郡漁業協同組合 大浜92番地12 62－1313 専務理事 電 話 ・ 無 線

サ イ レ ン

岩 内 警 察 署 高台５番地 62－0110 署 長 電 話 ・ 無 線

摘 要

岩内・寿都地方消防組合
高台８番地１

関 係 機 関 名 所在地 電話番号 連絡責任者
通信施設(通信機械を

小 樽 開 発 建 設 部 小樽市築港 0134－
所 長 電 話

小 樽 港 湾 事 務 所

62－1491

岩内漁業無

線海岸局　

62－1141 署 長
電 話

岩 内 消 防 署

高台180番地２

清住251番地１

相生199番地１

高台180番地２

清住251番地１

相生199番地１
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

４．消防信号及び水防信号 ４．消防信号及び水防信号

(1) 消防信号 (1) 消防信号

左記のほか広報 左記のほか広報

※　信号は適宜の時間継続するものとする。 ※　信号は適宜の時間継続するものとする。

(2) 水防信号 (2) 水防信号

ア．第１信号　はん濫注意水位(警戒水位)に達したことをしらせるもの ア．第１信号　はん濫注意水位(警戒水位)に達したことをしらせるもの

イ. 第２信号　消防機関に属する者の全員が出動すべきことを知らせるもの イ. 第２信号　消防機関に属する者の全員が出動すべきことを知らせるもの

ウ．第３信号　町の区域内に居住する者が出動すべきことを知らせるもの ウ．第３信号　町の区域内に居住する者が出動すべきことを知らせるもの

エ．第４信号　必要と認める区域内の居住者に避難のため立ち退くべきことを知らせるもの エ．第４信号　必要と認める区域内の居住者に避難のため立ち退くべきことを知らせるもの

オ．地震による堤防の漏水、沈下等の場合及び津波の場合は、上記に準じて取り扱う オ．地震による堤防の漏水、沈下等の場合及び津波の場合は、上記に準じて取り扱う

約 約

５秒 ５秒 ５秒 ５秒 ５秒 ５秒

約 約

５秒 ５秒 ５秒 ５秒 ５秒 ５秒

約 約

10秒 10秒 10秒 10秒 10秒 10秒

約 約

１分 １分 １分 １分

(備考) １．信号は、適宜の時間継続する。 (備考) １．信号は、適宜の時間継続する。

２．危険が去ったときは、防災行政無線及び広報車により周知するものとする。 ２．危険が去ったときは、防災行政無線及び広報車により周知するものとする。

○ 休止

第 ４ 信 号 ５秒

○ 休止 ○

○ 休止

第 ３ 信 号 ５秒 ５秒 ５秒

○ 休止 ○ 休止

○ 休止

第 ２ 信 号 ６秒 ６秒 ６秒

○ 休止 ○ 休止

信号別＼方法 サ　イ　レ　ン　信　号

第 １ 信 号 15秒 15秒 15秒

○ 休止 ○ 休止

演 習 招 集 信 号
秒 秒 秒

○ ○ ○

15 ６
秒
休
止

15 ６
秒
休
止

15 ６
秒
休
止

車で巡回すると

○ ○ ○ ともに防災行政
所に掲げる。

無線で周知する。
(赤地に白文字)

火災警報発令中

火 災 警 報 信 号
秒 秒 秒

上記の掲示板を要

30 ６
秒
休
止

30 ６
秒
休
止

30 ６
秒
休
止

２
秒
休
止

山林火災出動信号
秒 秒 秒

○ ○ ○

火 災 出 動 信 号
○ ○ ○

10 ２
秒
休
止

10 ２
秒
休
止

10

信号別＼方法 サ イ レ ン 信 号 そ の 他 摘 要

５
秒

６
秒
休
止

５
秒

６
秒
休
止

５
秒

６
秒
休
止

第 ４ 信 号 ５秒

○ 休止 ○

第 ３ 信 号 ５秒 ５秒 ５秒

○ 休止 ○ 休止 ○ 休止

第 ２ 信 号 ６秒 ６秒 ６秒

○ 休止 ○ 休止 ○ 休止

休止 ○ 休止

秒

○ ○ ○

信号別＼方法 サ　イ　レ　ン　信　号

６
秒
休
止

15 ６
秒
休
止

15 ６
秒
休
止

秒

15

演 習 招 集 信 号
秒

第 １ 信 号 15秒 15秒 15秒

火 災 警 報 信 号
秒 秒 秒

上記の掲示板を要
車で巡回すると

○ ○ ○ ともに防災行政

30 ６
秒
休
止

30 ６
秒
休
止

30 ６
秒
休
止

２
秒
休
止

山林火災出動信号
秒 秒 秒

○ ○ ○

火 災 出 動 信 号
○ ○ ○

10 ２
秒
休
止

10 ２
秒
休
止

10

信号別＼方法 サ イ レ ン 信 号 そ の 他 摘 要

５
秒

６
秒
休
止

５
秒

６
秒
休
止

５
秒

６
秒
休
止

休止 ○

火災警報発令中

所に掲げる。
無線で周知する。

(赤地に白文字)

○
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

防災対策の目標は、災害の発生又は拡大を未然に防止することであり、災害予防は、あらゆ 防災対策の目標は、災害の発生又は拡大を未然に防止することであり、災害予防は、あらゆ

る防災の基礎をなすものであることから、災害予防責任者は、それぞれの組織を通じて相互に る防災の基礎をなすものであることから、災害予防責任者は、それぞれの組織を通じて相互に

協力し、災害の発生又は拡大の未然防止のため必要とする施策等を誠実に実施し、災害発生原 協力し、災害の発生又は拡大の未然防止のため必要とする施策等を誠実に実施し、災害発生原

因の除去及び施設の改善に努めるとともに、科学的知見及び過去の災害から得られた教訓を踏 因の除去及び施設の改善に努めるとともに、科学的知見及び過去の災害から得られた教訓を踏

まえて絶えず改善を図るものとする。 まえて絶えず改善を図るものとする。

特に、災害発生時においては状況が刻々と変化していくことと、詳細な情報を伝達するいと 特に、災害発生時においては状況が刻々と変化していくことと、詳細な情報を伝達するいと

まがないことから、情報の発信側が意図していることが伝わらない事態が発生しやすくなる。 まがないことから、情報の発信側が意図していることが伝わらない事態が発生しやすくなる。

このようなことを未然に防ぐ観点から、関係機関は、防災対策の検討等を通じて、お互いに平 このようなことを未然に防ぐ観点から、関係機関は、防災対策の検討等を通じて、お互いに平

常時から災害時の対応についてコミュニケ－ションをとっておくこと等により、「顔の見える 常時から災害時の対応についてコミュニケ－ションをとっておくこと等により、「顔の見える

関係」を構築し信頼感を醸成するよう努めるとともに、訓練・研修等を通じて、構築した関係 関係」を構築し信頼感を醸成するよう努めるとともに、訓練・研修等を通じて、構築した関係

を持続的なものにするよう努めるものとする。 を持続的なものにするよう努めるものとする。

第１節　防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進に関する計画 第１節　防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進に関する計画

防災関係職員及び町民に対する防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進について 防災関係職員及び町民に対する防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進について

は、本計画の定めるところによる。 は、本計画の定めるところによる。

１．実施責任者 １．実施責任者

(1) 防災関係機関全般 (1) 防災関係機関全般

災害を予防し、又はその拡大を防止するため、職員に対して防災に関する教育、計画的 災害を予防し、又はその拡大を防止するため、職員に対して防災に関する教育、計画的

かつ継続的な研修、実践的な訓練を行うとともに、町民に対する防災思想・知識の普及・ かつ継続的な研修、実践的な訓練を行うとともに、町民に対する防災思想・知識の普及・

啓発及び防災教育の推進により、防災意識の高揚を図り、地域における防災活動の的確か 啓発及び防災教育の推進により、防災意識の高揚を図り、地域における防災活動の的確か

つ円滑な実施が推進されるよう努める。 つ円滑な実施が推進されるよう努める。

(2) 岩内町 (2) 岩内町

ア．教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災に関する教育を実施するものとする。 ア．教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災に関する教育を実施するものとする。

イ．住民等との防災意識の向上及び防災対策に係る地域の合意形成の推進のため、防災に イ．住民等との防災意識の向上及び防災対策に係る地域の合意形成の推進のため、防災に

関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信するものとする。また、災害による 関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信するものとする。また、災害による

人的被害を軽減する方策は、住民等の避難行動が基本となることを踏まえ、避難勧告等 人的被害を軽減する方策は、住民等の避難行動が基本となることを踏まえ、避難勧告等

の意味と内容の説明など、啓発活動を住民等に対して行うものとする。 の意味と内容の説明など、啓発活動を住民等に対して行うものとする。

ウ．過去に起こった大災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大災害に関 ウ．過去に起こった大災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大災害に関

する検証結果や調査分析結果等の各種資料を広く収集・整理し、適切に保存するととも する検証結果や調査分析結果等の各種資料を広く収集・整理し、適切に保存するととも

に、広く一般の人々が閲覧できるよう公開に努めるものとする。 に、広く一般の人々が閲覧できるよう公開に努めるものとする。

エ．地域の防災活動におけるリーダーの育成に努めるものとする。 エ．地域の防災活動におけるリーダーの育成に努めるものとする。

２．配慮すべき事項 ２．配慮すべき事項

(1) 東日本大震災をはじめとする、我が国の大規模災害の教訓等を踏まえ、複合災害時におけ (1) 東日本大震災をはじめとする、我が国の大規模災害の教訓等を踏まえ、複合災害時におけ

る町民の災害予防及び災害応急措置等に関する知識の普及・啓発に努める。 る町民の災害予防及び災害応急措置等に関する知識の普及・啓発に努める。

(2) 要配慮者に十分配慮し、地域において、要配慮者を支援する体制が確立されるよう努める (2) 要配慮者に十分配慮し、地域において、要配慮者を支援する体制が確立されるよう努める

とともに、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努める。 とともに、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努める。

(3) 社会教育施設を活用するなど、地域コミュニティにおける多様な主体の関わりの中で防災 (3) 社会教育施設を活用するなど、地域コミュニティにおける多様な主体の関わりの中で防災

に関する教育の普及推進を図るものとする。 に関する教育の普及推進を図るものとする。

３．普及・啓発及び教育の方法 ３．普及・啓発及び教育の方法

防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進は、次の方法により行うものとする。 防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進は、次の方法により行うものとする。

(1) 各種防災訓練の参加普及 (1) 各種防災訓練の参加普及

(2) ラジオ、テレビ、インターネット、ＳＮＳの活用 (2) ラジオ、テレビ、インターネット、ＳＮＳの活用

(3) 新聞、広報紙等の活用 (3) 新聞、広報紙等の活用

(4) 新聞、スライド、ビデオ等の作成及び活用 (4) 新聞、スライド、ビデオ等の作成及び活用

(5) 広報車両の活用 (5) 広報車両の活用

(6) テキスト、マニュアル、パンフレットの配布 (6) テキスト、マニュアル、パンフレットの配布

第４章　災害予防計画第４章　災害予防計画
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

(7) 研修、講習会、講演会等の開催 (7) 防災イベントや研修会、講習会、講演会等の開催 ・道計画修正に

（新設） (8) 学校教育の場の活用 よる修正

(8) その他 (9) その他

４．普及・啓発及び教育を要する事項 ４．普及・啓発及び教育を要する事項

(1) 岩内町地域防災計画の概要 (1) 岩内町地域防災計画の概要

(2) 災害に対する一般的知識 (2) 災害に対する一般的知識

(3) 災害の予防措置 (3) 災害の予防措置

ア．自助(備蓄)の心得 ア．自助(身を守るための備えや備蓄)・共助の心得

イ．防災の心得 イ．防災の心得

ウ．火災予防の心得 ウ．火災予防の心得

エ．台風襲来時の家庭の保全方法 エ．台風襲来時の家庭の保全方法

オ．農作物の災害予防事前措置 オ．農作物の災害予防事前措置

カ．船舶等の避難措置 カ．船舶等の避難措置

キ．その他 キ．その他

第２節　防災訓練計画 第２節　防災訓練計画

災害応急対策を円滑に実施するため町が単独、又は、関係機関と緊密な連絡をとり共同で訓練 災害応急対策を円滑に実施するため町が単独、又は、関係機関と緊密な連絡をとり共同で訓練

を実施し、防災についての知識及び技能向上と住民の防災意識の向上を図ることを目的とした防 を実施し、防災についての知識及び技能向上と住民の防災意識の向上を図ることを目的とした防

災訓練については、本計画の定めるところによる。 災訓練については、本計画の定めるところによる。

１．訓練実施機関 １．訓練実施機関

町及び防災関係機関は、自主的に訓練計画を作成し、共同して訓練を実施するものとする。 町及び防災関係機関は、自主的に訓練計画を作成し、共同して訓練を実施するものとする。

また、学校、自主防災組織、非常通信協議会、民間企業、ボランティア団体、要配慮者を また、学校、自主防災組織、非常通信協議会、民間企業、ボランティア団体、要配慮者を

含めた地域住民等の地域に関係する多様な主体と連携した訓練を実施するよう努めるものと 含めた地域住民等の地域に関係する多様な主体と連携した訓練を実施するよう努めるものと

する。 する。

なお、災害対策業務に習熟するための訓練に加え、課題を発見するための訓練の実施に努 なお、災害対策業務に習熟するための訓練に加え、課題を発見するための訓練の実施に努

めるとともに、訓練後において評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改善 めるとともに、訓練後において評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改善

を行うとともに、次回の訓練に反映させるよう努めるものとする。 を行うとともに、次回の訓練に反映させるよう努めるものとする。

２．訓練の種別 ２．訓練の種別

(1) 水防訓練 (1) 水防訓練

(2) 土砂災害に係る避難訓練 (2) 土砂災害に係る避難訓練

(3) 消防訓練 (3) 消防訓練

(4) 災害通信連絡訓練 (4) 災害通信連絡訓練

(5) 避難救出訓練 (5) 避難救出訓練

(6) 非常招集訓練 (6) 非常招集訓練

(7) 総合訓練 (7) 総合訓練

(8) 防災図上訓練 (8) 防災図上訓練

(9) その他災害に関する訓練 (9) その他災害に関する訓練

３．訓練の記録 ３．訓練の記録

訓練を実施したときは、実施結果を記録しておくものとする。 訓練を実施したときは、実施結果を記録しておくものとする。

４．訓練の評価 ４．訓練の評価

計画に基づき実施した訓練後は、評価を行い課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改 計画に基づき実施した訓練後は、評価を行い課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改

善を行うものとする。 善を行うものとする。

５．複合災害に対応した訓練の実施 ５．複合災害に対応した訓練の実施

防災関係機関は、地域特性に応じて発生可能性が高い複合災害を想定した図上訓練や実動 防災関係機関は、地域特性に応じて発生可能性が高い複合災害を想定した図上訓練や実動

訓練等の実施に努めるとともに、その結果を踏まえて職員及び資機材の投入や外部支援の要 訓練等の実施に努めるとともに、その結果を踏まえて職員及び資機材の投入や外部支援の要

請等についての計画・マニュアル等の充実に努めるものとする。 請等についての計画・マニュアル等の充実に努めるものとする。
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第３節　物資及び防災資機材等の整備・確保に関する計画 第３節　物資及び防災資機材等の整備・確保に関する計画

町及び関係機関は、災害時において住民の生活を確保するための食料その他の物資の確保、及 町及び関係機関は、災害時において住民の生活を確保するための食料その他の物資の確保、及

び災害発生時における応急対策活動を円滑に行うための防災資機材等の整備に努めるとともに、 び災害発生時における応急対策活動を円滑に行うための防災資機材等の整備に努めるとともに、

地域内の備蓄量、供給事業者の保有量の把握に努める。 地域内の備蓄量、供給事業者の保有量の把握に努める。

その際、要配慮者向けの物資等の確保に努めるものとする。 ・道計画修正に
よる修正

１．食料その他物資の確保 １．食料その他物資の確保

(1) 町は、あらかじめ食料関係機関及び保有業者と食料調達に関する協定を締結するなど食 (1) 町は、あらかじめ食料関係機関及び保有業者と食料調達に関する協定を締結するなど食

料、飲料水、燃料及び毛布等生活必需品等の備蓄・調達体制を整備し、災害時における食 料、飲料水、燃料及び毛布等生活必需品等の備蓄・調達体制を整備し、災害時における食

料その他物資の確保に努める。 料その他物資の確保に努める。

また、町長は応急飲料水の確保及び応急給水資機材の整備(備蓄)に努める。 また、町長は応急飲料水の確保及び応急給水資機材の整備(備蓄)に努める。

(2) 防災週間や防災関連行事を通じ、住民に対し、「最低３日間、推奨１週間」分の食料及 (2) 防災週間や防災関連行事を通じ、住民や事業者に対し、「最低３日間、推奨１週間」分

び飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー等の備蓄に努めるよう啓発を図 の食料及び飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー、ポータブルストーブ

る。 等の備蓄に努めるよう啓発を図る。

２．防災資機材の整備 ２．防災資機材の整備

町及び関係機関は、災害時に必要とされる資機材の整備充実を図るとともに、町は、積雪 町及び関係機関は、災害時に必要とされる資機材の整備充実を図るとともに、町は、非常

・寒冷期において発生した場合の対策として暖房器具・燃料等の整備に努め、関係機関は、 用発電機の整備のほか積雪・寒冷期において発生した場合の対策として暖房器具・燃料等の

町の整備の取組を支援し、補完する。 整備に努め、関係機関は、町の整備の取組を支援し、補完する。

３．備蓄倉庫等の整備 ３．備蓄倉庫等の整備

町は、防災資機材倉庫の整備に努める。 町は、防災資機材倉庫の整備に努める。

４．岩内町非常用備蓄品・備蓄計画 資料　４－３－４－１ ４．岩内町非常用備蓄品・備蓄計画 資料　４－３－４－１

第４節　相互応援（受援）体制整備計画 第４節　相互応援（受援）体制整備計画

町及び防災関係機関は、その所掌業務又は業務について、災害応急対策若しくは災害復旧の実 町及び防災関係機関は、その所掌業務又は業務について、災害応急対策若しくは災害復旧の実

施に際し他の者を応援する、又は他の者の応援を受けることを必要とする事態に備え、必要な措 施に際し他の者を応援する、又は他の者の応援を受けることを必要とする事態に備え、必要な措

置を講ずるよう努めるものとする。 置を講ずるよう努めるものとする。

また、災害時におけるボランティア活動が果たす役割の重要性を踏まえ、平常時からボランテ また、災害時におけるボランティア活動が果たす役割の重要性を踏まえ、平常時からボランテ

ィアとの連携に努めるものとする。 ィアとの連携に努めるものとする。

１．基本的な考え方 １．基本的な考え方

町及び防災関係機関は、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行える 町及び防災関係機関は、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行える

よう、平常時から相互に協定を締結するなど、連携強化に努めるとともに、企業、NPO等に委 よう、平常時から相互に協定を締結するなど、連携強化に努めるとともに、企業、NPO等に委

託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ企業等との間で協定を締結しておく、 託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ企業等との間で協定を締結しておく、

輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設を把握しておくなど、そのノウハウや 輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設を把握しておくなど、そのノウハウや

能力等の活用に努めるものとする。 能力等の活用に努めるものとする。

また、災害の規模や被災地ニーズに応じて円滑に他の地方公共団体や防災関係機関から また、災害の規模や被災地ニーズに応じて円滑に他の地方公共団体や防災関係機関から

応援を受けることができるよう、応援・受援に関する連絡・要請の手順や応援機関の活動拠 応援を受けることができるよう、応援・受援に関する連絡・要請の手順や応援機関の活動拠

点、資機材等の集積・輸送体制等について必要な準備を整えるよう努めるものとする。併せ 点、資機材等の集積・輸送体制等について必要な準備を整えるよう努めるものとする。併せ

て、大規模災害が発生した際等に、被災市町村への応援を迅速かつ的確に実施できるよう、 て、大規模災害が発生した際等に、被災市町村への応援を迅速かつ的確に実施できるよう、

応援や受援に関する計画や、災害の種類、被災地域に応じた対応マニュアルを策定し、それ 応援や受援に関する計画や、災害の種類、被災地域に応じた対応マニュアルを策定し、それ

ぞれ地域防災計画等に位置付けるよう努めるとともに、防災訓練などにおいて応援・受援体 ぞれ地域防災計画等に位置付けるよう努めるとともに、防災訓練などにおいて応援・受援体

制を検証し、さらなる連携の強化を図るものとする。 制を検証し、さらなる連携の強化を図るものとする。

２．相互応援（受援）体制の整備 ２．相互応援（受援）体制の整備

(1) 道や他の市町村への応援要求又は他の市町村に対する応援が迅速かつ円滑に行えるよう、 (1) 道や他の市町村への応援要求又は他の市町村に対する応援が迅速かつ円滑に行えるよう、

日頃から道や他の市町村と災害対策上必要な資料の交換を行うほか、あらかじめ連絡先の 日頃から道や他の市町村と災害対策上必要な資料の交換を行うほか、あらかじめ連絡先の

共有を徹底するなど、必要な応援準備及び受援体制を整えておくものとする。 共有を徹底するなど、必要な応援準備及び受援体制を整えておくものとする。
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(2) 必要に応じて、被災時に周辺市町村が後方支援を担える体制となるよう、あらかじめ相 (2) 必要に応じて、被災時に周辺市町村が後方支援を担える体制となるよう、あらかじめ相

互に協定を結び、それぞれにおいて、後方支援基地として位置付けるなど、必要な準備を 互に協定を結び、それぞれにおいて、後方支援基地として位置付けるなど、必要な準備を

整えるものとする。 整えるものとする。

(3) 相互応援協定の締結に当たっては、近隣の市町村に加え、大規模な災害等による同時 (3) 相互応援協定の締結に当たっては、近隣の市町村に加え、大規模な災害等による同時

被災を避ける観点から、遠方に所在する市町村との間の協定締結も考慮するものとする。 被災を避ける観点から、遠方に所在する市町村との間の協定締結も考慮するものとする。

(4) 防災関係機関等は、あらかじめ、道、市町村その他防災関係機関等と連絡先の共有を図 (4) 防災関係機関等は、あらかじめ、道、市町村その他防災関係機関等と連絡先の共有を図

るとともに、本部との役割分担・連絡員の派遣などの連絡調整体制など、必要な準備を整 るとともに、本部との役割分担・連絡員の派遣などの連絡調整体制など、必要な準備を整

えておくものとする。 えておくものとする。

３．災害時における協定締結状況 資料　４－４－３－１ ３．災害時における協定締結状況 資料　４－４－３－１

第５節　自主防災組織の育成に関する計画 第５節　自主防災組織の育成に関する計画

町は、災害発生の防止並びに災害発生時の被害軽減を図るため、地域ごとの自主防災組織の 町は、災害発生の防止並びに災害発生時の被害軽減を図るため、地域ごとの自主防災組織の

設置及び育成に努め、地域住民が一致団結して、消防団と連携を行い、初期消火活動や救出・ 設置及び育成に努め、地域住民が一致団結して、消防団と連携を行い、初期消火活動や救出・

救護活動をはじめ、高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦等の要配慮者の避難誘導等の防災活動 救護活動をはじめ、高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦等の要配慮者の避難誘導等の防災活動

が効果的に行われるよう協力体制の確立を図るものとする。 が効果的に行われるよう協力体制の確立を図るものとする。

１．自主防災組織の活動 １．自主防災組織の活動

(1) 平常時の活動 (1) 平常時の活動

ア．防災知識の普及 ア．防災知識の普及

災害の発生を防止し、被害の軽減を図るためには、住民一人ひとりの日頃の備え及び 災害の発生を防止し、被害の軽減を図るためには、住民一人ひとりの日頃の備え及び

災害時の的確な行動が大切であるので、集会等を利用して防災に対する正しい知識普及 災害時の的確な行動が大切であるので、集会等を利用して防災に対する正しい知識普及

を図る。 を図る。

イ．防災訓練の実施 イ．防災訓練の実施

災害が発生したとき、住民の一人ひとりが適切な措置をとることができるようにする 災害が発生したとき、住民の一人ひとりが適切な措置をとることができるようにする

ため、日頃から繰り返し訓練を実施し、防災活動に必要な知識及び技術を習得する。 ため、日頃から繰り返し訓練を実施し、防災活動に必要な知識及び技術を習得する。

訓練には、個別訓練及びこれらをまとめた総合訓練とがあり、個別訓練として次のよ 訓練には、個別訓練及びこれらをまとめた総合訓練とがあり、個別訓練として次のよ

うなものが考えられる。 うなものが考えられる。

(ｱ) 情報収集伝達訓練 (ｱ) 情報収集伝達訓練

防災関係機関から情報を正確、かつ迅速に地域住民に伝達し、地域における被害状況 防災関係機関から情報を正確、かつ迅速に地域住民に伝達し、地域における被害状況

を関係機関へ通報するための訓練を実施する。 を関係機関へ通報するための訓練を実施する。

(ｲ) 消火訓練 (ｲ) 消火訓練

火災の拡大・延焼を防ぐため消火設備を使用して消火に必要な技術等を習得する。 火災の拡大・延焼を防ぐため消火設備を使用して消火に必要な技術等を習得する。

(ｳ) 避難訓練 (ｳ) 避難訓練

避難の要領を熟知し、避難場所や避難所まで迅速、かつ、安全に避難できるよう実施 避難の要領を熟知し、指定緊急避難場所や指定避難所まで迅速、かつ、安全に避難で ・防災基本計画

する。 きるよう実施する。 修正による修正

(ｴ) 救出・救護訓練 (ｴ) 救出・救護訓練

家屋の倒壊やがけ崩れ等により下敷きになった者の救出活動及び負傷者に対する応急 家屋の倒壊やがけ崩れ等により下敷きになった者の救出活動及び負傷者に対する応急

手当の方法等を習得する。 手当の方法等を習得する。

(ｵ) 図上訓練 (ｵ) 図上訓練

区域内における図面を活用して、想定される被害に対し、地区の防災上の弱点等を見 区域内における図面を活用して、想定される被害に対し、地区の防災上の弱点等を見

出し、それに対処する避難方法等を地域で検討し、実践する。 出し、それに対処する避難方法等を地域で検討し、実践する。

地元住民の立場に立った図上訓練を実施する。 地元住民の立場に立った図上訓練を実施する。

(2) 非常時及び災害時の活動 (2) 非常時及び災害時の活動

ア．情報の収集伝達 ア．情報の収集伝達

自主防災組織は、災害時には地域内に発生した被害の状況を迅速、かつ正確に把握し 自主防災組織は、災害時には地域内に発生した被害の状況を迅速、かつ正確に把握し

て町へ報告するとともに、防災関係機関の提供する情報を伝達して住民の不安を解消し、 て町へ報告するとともに、防災関係機関の提供する情報を伝達して住民の不安を解消し、

的確な応急活動を実施する。 的確な応急活動を実施する。
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このため、あらかじめ次の事項を決めておくようにする。 このため、あらかじめ次の事項を決めておくようにする。

・連絡をとる防災関係機関 ・連絡をとる防災関係機関

・防災関係機関との連絡のための手段 ・防災関係機関との連絡のための手段

・防災関係機関の情報を地域住民に伝達する責任者及びルート ・防災関係機関の情報を地域住民に伝達する責任者及びルート

イ．出火防止及び初期消火 イ．出火防止及び初期消火

家庭に対しては、火の始末など出火防止のための措置を講ずるよう呼びかけるととも 家庭に対しては、火の始末など出火防止のための措置を講ずるよう呼びかけるととも

に、火災が発生した場合、消火器などを使い、初期消火に努めるようにする。 に、火災が発生した場合、消火器などを使い、初期消火に努めるようにする。

ウ．救出・救護活動の実施 ウ．救出・救護活動の実施

がけ崩れ、建物の倒壊などにより下敷きになった者を発見したときは、町等に通報す がけ崩れ、建物の倒壊などにより下敷きになった者を発見したときは、町等に通報す

るとともに、二次災害に十分注意し、救出活動に努めるようにする。 るとともに、二次災害に十分注意し、救出活動に努めるようにする。

また、負傷者に対しては、応急手当を実施するとともに、医師の介護を必要とする者 また、負傷者に対しては、応急手当を実施するとともに、医師の介護を必要とする者

があるときは、救護所等へ搬送する。 があるときは、救護所等へ搬送する。

エ．避難の実施 エ．避難の実施

町長等から避難勧告、避難指示（緊急）や避難行動に時間を要する要配慮者などに対 町長等から避難勧告、避難指示（緊急）や避難行動に時間を要する要配慮者などに対

する避難準備・高齢者等避難開始が発令された場合には、住民に対して周知徹底を図り、 する避難準備・高齢者等避難開始が発令された場合には、住民に対して周知徹底を図り、

大雨・暴風、火災、がけ崩れ、地すべり等に注意しながら迅速、かつ、円滑に避難場所 大雨・暴風、火災、がけ崩れ、地すべり等に注意しながら迅速、かつ、円滑に避難場所

や避難所等へ誘導する。 や避難所等へ誘導する。

特に、避難行動要支援者に対しては、町内会や自治会等地域住民の協力のもとに早期 特に、避難行動要支援者に対しては、町内会や自治会等地域住民の協力のもとに早期

オ．避難所の運営 オ．指定避難所の運営 ・防災基本計画

避難所の運営に関し、被災者自らが行動し、助け合いながら避難所を運営することが 指定避難所の運営に関し、被災者自らが行動し、助け合いながら指定避難所を運営す 修正による修正

求められていることから、自主防災組織が主体となるなど、地域住民による自主的な運 ることが求められていることから、自主防災組織が主体となるなど、地域住民による自

営を進める。 主的な運営を進める。

こうした避難所運営体制を発災後速やかに確立し、円滑に運営するため、日頃から避 こうした避難所運営体制を発災後速やかに確立し、円滑に運営するため、日頃から避

避難所運営ゲーム北海道版（Doはぐ）等を活用するなど、役割・手順などの習熟に努め 避難所運営ゲーム北海道版（Doはぐ）等を活用するなど、役割・手順などの習熟に努め

る。 る。

カ．給食・救援物資の配布及びその協力 カ．給食・救援物資の配布及びその協力

被害の状況によっては、避難が長時間にわたり、被災者に対する炊き出しや救援物資 被害の状況によっては、避難が長時間にわたり、被災者に対する炊き出しや救援物資

の支給が必要となってくることから、これらの活動を円滑に行うためには、組織的な活 の支給が必要となってくることから、これらの活動を円滑に行うためには、組織的な活

動が必要となるので、町等が実施する給水、救援物資の配布活動に協力する。 動が必要となるので、町等が実施する給水、救援物資の配布活動に協力する。

第６節　避難体制整備計画 第６節　避難体制整備計画

災害から住民の生命、身体を保護するため、避難場所、避難所、避難道路の確保及び整備等に 災害から住民の生命、身体を保護するため、指定緊急避難場所、指定避難所、避難道路の確保

ついては、本計画の定めるところによる。 及び整備等については、本計画の定めるところによる。

１．避難誘導体制の構築 １．避難誘導体制の構築

(1) 町は、大規模火災、津波等の災害から、住民の安全を確保するために必要な避難路を予 (1) 町は、大規模火災、津波等の災害から、住民の安全を確保するために必要な避難路を予

め指定し、その整備を図るとともに、避難経路や指定緊急避難場所、避難所等に案内標識 め指定し、その整備を図るとともに、避難経路や指定緊急避難場所、指定避難所等に案内

を設置する等、緊急時の速やかな避難が確保されるよう努めるものとする。その際、水害 標識を設置する等、緊急時の速やかな避難が確保されるよう努めるものとする。その際、

と土砂災害、複数河川の氾濫、台風等による高潮と河川洪水との同時発生等、複合的な災 水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台風等による高潮と河川洪水との同時発生等、複合的

害が発生することを考慮するよう努めるものとする。 な災害が発生することを考慮するよう努めるものとする。

また、円滑な避難のため、自主防災組織等の地域のコミュニティを活かした避難活動を また、円滑な避難のため、自主防災組織等の地域のコミュニティを活かした避難活動を

推進するものとする。 推進するものとする。

(2) 町は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づく (2) 町は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づく

災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示する 災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示する

よう努めるとともに、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努 よう努めるとともに、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努

めるものとする。 めるものとする。

に避難させる。に避難させる。
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(3) 避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避難場所への移動を原 (3) 避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避難場所への移動を原

則とするものの、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動を行うことが 則とするものの、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動を行うことが

かえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身が判断する場合は、近隣の安全な場 かえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身が判断する場合は、近隣の安全な場

所への移動又は屋内安全確保等を行うべきことについて、町は、日頃から住民等へ周知徹 所への移動又は屋内安全確保等を行うべきことについて、町は、日頃から住民等へ周知徹

底に努めるものとする。 底に努めるものとする。

(4) 町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方公共団体との広 (4) 町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方公共団体との広

域一時滞在に係る応援協定を締結するなど、具体的な手順を定めるよう努めるものとする。 域一時滞在に係る応援協定を締結するなど、具体的な手順を定めるよう努めるものとする。

(5) 町は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生時における幼稚 (5) 町は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生時における幼稚

園・保育所等の施設間と町との連絡・連携体制の構築に努めるものとする。 園・保育所等の施設間と町との連絡・連携体制の構築に努めるものとする。

２．避難場所の確保等 ２．指定緊急避難場所の確保等 ・防災基本計画

(1) 町は、災害の危険が切迫した緊急時において住民の安全を確保するため、地域の地形・ (1) 町は、災害の危険が切迫した緊急時において住民の安全を確保するため、地域の地形・ 修正による修正

地質・施設の災害に対する安全性等を勘案し、必要があるときは、異常な現象の種類ごと 地質・施設の災害に対する安全性等を勘案し、必要があるときは、異常な現象の種類ごと

の基準に適合し、災害発生時に迅速に開設することが可能な管理体制等を有する施設又は の基準に適合し、災害発生時に迅速に開設することが可能な管理体制等を有する施設又は

場所を、あらかじめ当該施設等の管理者の同意を得た上で、指定緊急避難場所として指定 場所を、あらかじめ当該施設等の管理者の同意を得た上で、指定緊急避難場所として指定

する。 する。

その際は、昼夜の人口変動の大きさなどの地域特性や要配慮者の利用等についても考慮 その際は、昼夜の人口変動の大きさなどの地域特性や要配慮者の利用等についても考慮

する。 する。

また、指定緊急避難場所については、災害の種別に応じて指定していること及び避難の また、指定緊急避難場所については、災害の種別に応じて指定していること及び避難の

際には発生するおそれがある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきで 際には発生するおそれがある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきで

あることについて、日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。特に、指定緊急避 あることについて、日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。特に、指定緊急避

難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害において当該施設に避難 難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害において当該施設に避難

することが不適当である場合があることを日頃から住民等への周知徹底に努めるものとす することが不適当である場合があることを日頃から住民等への周知徹底に努めるものとす

る。 る。

(2) 指定緊急避難場所の管理者は、廃止、改築等により当該指定緊急避難場所の現状に重要 (2) 指定緊急避難場所の管理者は、廃止、改築等により当該指定緊急避難場所の現状に重要

な変更を加えようとするときは、町長に届け出なければならない。 な変更を加えようとするときは、町長に届け出なければならない。

(3) 町は、当該指定緊急避難場所が廃止されたり、基準に適合しなくなったと認めるときは、 (3) 町は、当該指定緊急避難場所が廃止されたり、基準に適合しなくなったと認めるときは、

指定緊急避難場所の指定を取り消すものとする。 指定緊急避難場所の指定を取り消すものとする。

(4) 町長は、指定緊急避難場所を指定し、又は取り消したときは、知事に通知するとともに (4) 町長は、指定緊急避難場所を指定し、又は取り消したときは、知事に通知するとともに

公示しなければならない。 公示しなければならない。

３．避難所の確保等 ３．避難所の確保等

(1) 町は、災害が発生した場合に被災者を滞在させるため、次の基準に適合する施設を、あ (1) 町は、災害が発生した場合に被災者を滞在させるため、次の基準に適合する施設を、あ

らかじめ当該施設等の管理者の同意を得た上で、指定避難所として指定するとともに、住 らかじめ当該施設等の管理者の同意を得た上で、指定避難所として指定するとともに、住

民等への周知徹底を図るものとする。 民等への周知徹底を図るものとする。

被災者等を滞在させるために必要かつ適切な規模を有すること。 被災者等を滞在させるために必要かつ適切な規模を有すること。

速やかに、被災者等を受け入れ、生活関連物資を配布することが可能な構造 速やかに、被災者等を受け入れ、生活関連物資を配布することが可能な構造

・設備を有すること。 ・設備を有すること。

車両等による災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあること。 車両等による災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあること。

(2) 町は、主として要配慮者を滞在させることが想定されるものにあっては、上記に加えて (2) 町は、主として要配慮者を滞在させることが想定されるものにあっては、上記に加えて

次の基準に適合する施設を指定する。 次の基準に適合する施設を指定する。

(ｱ)要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられていること。 (ｱ)要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられていること。

(ｲ)災害が発生した場合において要配慮者が相談し、又は助言その他の支援を受けることが (ｲ)災害が発生した場合において要配慮者が相談し、又は助言その他の支援を受けることが

できる体制が整備されること。 できる体制が整備されること。

(ｳ)災害が発生した場合において主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な (ｳ)災害が発生した場合において主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な

限り確保されること。 限り確保されること。

(3) 指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。 (3) 指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。

(4) 町は、避難所の指定にあたっては、次の事項について努めるものとする。 (4) 町は、指定避難所の指定にあたっては、次の事項について努めるものとする。 ・防災基本計画

修正による修正

規模

構造

立地 想定される災害による影響が比較的少ない場所にあること。

交通交通

規模

構造

立地 想定される災害による影響が比較的少ない場所にあること。

－　36　－



備　考修　　正　　前 修　　正　　後

(ｱ)避難所を指定する際にあわせて広域一時滞在場所の用にも供することについて定めるな (ｱ)指定避難所を指定する際にあわせて広域一時滞在場所の用にも供することについて定め ・防災基本計画

ど、他の市町村からの被災者を受け入れることができる施設等をあらかじめ決定しておく。 るなど、他の市町村からの被災者を受け入れることができる施設等をあらかじめ決定して 修正による修正

おく。

(ｲ)町は、指定避難所となる施設において、あらかじめ、必要な機能を整理し、備蓄場所の (ｲ)町は、指定避難所となる施設において、あらかじめ、必要な機能を整理し、備蓄場所の

確保、通信設備の整備等を進めるものとする。 確保、通信設備の整備等を進めるものとする。

(ｳ)町は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に避 (ｳ)町は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に避

難所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。 難所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。

(5) 指定避難所の管理者は、廃止、改築等により当該指定避難所の現状に重要な変更を加え (5) 指定避難所の管理者は、廃止、改築等により当該指定避難所の現状に重要な変更を加え

ようとするときは、町長に届け出なければならない。 ようとするときは、町長に届け出なければならない。

(6) 町は、当該指定避難所が廃止されたり、基準に適合しなくなったと認めるときは、指定 (6) 町は、当該指定避難所が廃止されたり、基準に適合しなくなったと認めるときは、指定

避難所の指定を取り消すものとする。 避難所の指定を取り消すものとする。

(7)町長は、指定避難所を指定し、又は取り消したときは、知事に通知するとともに公示しな (7)町長は、指定避難所を指定し、又は取り消したときは、知事に通知するとともに公示しな

ければならない。 ければならない。

４．避難所として利用できる施設の状況　　　　　　　 資料　４－６－４－１ ４．避難所として利用できる施設の状況　　　　　　　 資料　４－６－４－１

５．指定緊急避難場所及び指定避難所 資料　４－６－５－１ ５．指定緊急避難場所及び指定避難所 資料　４－６－５－１

６．避難勧告等の具体的な発令基準の策定及び住民等への周知 ６．避難勧告等の具体的な発令基準の策定及び住民等への周知

町長は、適時・適切に避難指示（緊急）、避難勧告及び避難準備・高齢者等避難開始（以 町長は、適時・適切に避難指示（緊急）、避難勧告及び避難準備・高齢者等避難開始（以

下「避難勧告等」という。）を発令するため、あらかじめ避難勧告等の具体的な判断基準を 下「避難勧告等」という。）を発令するため、あらかじめ避難勧告等の具体的な判断基準を

（発令基準）策定するものとする。 （発令基準）策定するものとする。

また、住民等の迅速かつ円滑な避難を確保するため、避難勧告等の意味と内容の説明、避 また、住民等の迅速かつ円滑な避難を確保するため、避難勧告等の意味と内容の説明、避

難すべき区域や避難勧告等の判断基準（発令基準）について、日頃から住民等への周知に努 難すべき区域や避難勧告等の判断基準（発令基準）について、日頃から住民等への周知に努

めるものとする。 めるものとする。

そして、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業 そして、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業

務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、庁内をあげた体制 務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、庁内をあげた体制

の構築に努めるものとする。 の構築に努めるものとする。

７．防災マップ等の作成及び住民等への周知 ７．防災マップ等の作成及び住民等への周知

町長は、住民等の円滑な避難を確保するため、浸水想定区域など、災害時に人の生命及び 町長は、住民等の円滑な避難を確保するため、浸水想定区域など、災害時に人の生命及び

身体に危険が及ぶおそれがあると認められる土地の区域を表示した図面に、災害に関する情 身体に危険が及ぶおそれがあると認められる土地の区域を表示した図面に、災害に関する情

報の伝達方法、指定緊急避難場所、指定避難所及び避難路等、必要となる事項を記載した防 報の伝達方法、指定緊急避難場所、指定避難所及び避難路等、必要となる事項を記載した防

災マップ等を作成し、印刷物の配布その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 災マップ等を作成し、印刷物の配布その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

第７節　避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画 第７節　避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画

災害発生時における要配慮者の安全の確保等については、本計画の定めるところによる。 災害発生時における要配慮者の安全の確保等については、本計画の定めるところによる。

１．安全対策 １．安全対策

災害発生時には、特に高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦等が、被害を受けやすい、情報を 災害発生時には、特に高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦等が、被害を受けやすい、情報を

入手しにくい、避難所における良好な環境を得にくいなどの状況におかれる場合が見られる 入手しにくい、避難所における良好な環境を得にくいなどの状況におかれる場合が見られる

ことから町及び社会福祉施設の管理者は、これら要配慮者の安全の確保等を図るため、住民、 ことから町及び社会福祉施設の管理者は、これら要配慮者の安全の確保等を図るため、住民、

町内会・自治会等の協力を得ながら、平常時から要配慮者の実態把握、緊急連絡体制、避難 町内会・自治会等の協力を得ながら、平常時から要配慮者の実態把握、緊急連絡体制、避難

誘導等の防災体制の整備に努める。 誘導等の防災体制の整備に努める。

２．対策 ２．対策

町は、防災担当部局と福祉担当部局をはじめとする関係部局の連携の下、平常時から避難 町は、防災担当部局と福祉担当部局をはじめとする関係部局の連携の下、平常時から避難

行動要支援者名簿に関する情報を把握し、避難支援計画の策定や避難行動要支援者名簿の作 行動要支援者名簿に関する情報を把握し、避難支援計画の策定や避難行動要支援者名簿の作

成・定期的に更新を行うとともに、庁舎等の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活 成・定期的に更新を行うとともに、庁舎等の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活

用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努めるものとする。 用に支障が生じないよう、電子媒体と紙媒体の両方で保管する等、名簿情報の適切な管理に ・道計画修正に

努めるものとする。 よる修正
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　また、消防団、警察、町内会・自治会等の防災関係機関及び平常時から要配慮者と接して 　また、消防団、警察、町内会・自治会等の防災関係機関及び平常時から要配慮者と接して

いる社会福祉協議会、民生委員、福祉事業者、障がい者団体等の福祉関係者と協力して、要 いる社会福祉協議会、民生委員、福祉事業者、障がい者団体等の福祉関係者と協力して、要

配慮者に関する情報の共有、避難行動要支援者に係る地域防災力の向上等、避難支援の体制 配慮者に関する情報の共有、避難行動要支援者に係る地域防災力の向上等、避難支援の体制

整備を推進するものとする。 整備を推進するものとする。

(1) 全体計画の策定 (1) 全体計画の策定

町は、避難行動支援者に係る全体的な考え方を整理し、重要事項については、本計画に定 町は、避難行動支援者に係る全体的な考え方を整理し、重要事項については、本計画に定

めるとともに、細目的な部分も含め、本計画の下位計画として全体計画を定める。 めるとともに、細目的な部分も含め、本計画の下位計画として全体計画を定める。

(2) 要配慮者の把握 (2) 要配慮者の把握

町は、要配慮者について、町の関係部局における要介護高齢者や障がい者等の関連する情 町は、要配慮者について、町の関係部局における要介護高齢者や障がい者等の関連する情

報を整理、把握しておく。 報を整理、把握しておく。

(3) 避難行動要支援者名簿の作成、更新及び情報共有 (3) 避難行動要支援者名簿の作成、更新及び情報共有

町は、要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難 町は、要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難

することが困難であり、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために特に支援を要する者の範囲 することが困難であり、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために特に支援を要する者の範囲

について、要介護状態区分、障害支援区分、家族の状況等を考慮した要件を設定した上で、 について、要介護状態区分、障害支援区分、家族の状況等を考慮した要件を設定した上で、

避難行動要支援者名簿を作成する。 避難行動要支援者名簿を作成する。

また、避難行動要支援者名簿の情報については、適宜最新の状態に保つよう努めるととも また、避難行動要支援者名簿の情報については、適宜最新の状態に保つよう努めるととも

に、その情報を町及び避難支援等関係者間で共有する。 に、その情報を町及び避難支援等関係者間で共有する。

なお、災害時には、本人同意がなくとも名簿情報を提供できることについて、留意する。 ・道計画修正に

(4) 避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲 (4) 避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲 よる修正

避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲は、生活の基盤が自宅にある者のうち、以下の 避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲は、生活の基盤が自宅にある者のうち、以下の

要件に該当する者とする。 要件に該当する者とする。

(ｱ) 介護保険法（平成９年法律第123号）に規程する要介護認定において、要介護３以上の (ｱ) 介護保険法（平成９年法律第123号）に規程する要介護認定において、要介護３以上の

判定を受けている者 判定を受けている者

(ｲ) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条４項の規定により身体障害者手帳の (ｲ) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条４項の規定により身体障害者手帳の

交付を受け、身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号身体障害 交付を受け、身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号身体障害

者障害程度等級表の１級又は２級に該当する者 者障害程度等級表の１級又は２級に該当する者

(ｳ) 「療育手帳制度について」（昭和48年９月27日厚生省発児第156号事務次官通知）に規 (ｳ) 「療育手帳制度について」（昭和48年９月27日厚生省発児第156号事務次官通知）に規

程する療育手帳の交付を受けている者で、療育手帳制度の実施について（昭和48年９月27 程する療育手帳の交付を受けている者で、療育手帳制度の実施について（昭和48年９月27

日厚生省児童家庭局長通知）に規程する程度区分のうちAの判定を受けている者 日厚生省児童家庭局長通知）に規程する程度区分のうちAの判定を受けている者

(ｴ) 障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第52条の規定により、自立支援医療費の支 (ｴ) 障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第52条の規定により、自立支援医療費の支

給認定を受けている精神障害者 給認定を受けている精神障害者

(ｵ) 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成26年法律第50号）第7条の規定により、 ・範囲の追加

特定医療費の支給認定を受けている者

(ｶ) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19条の３の規定により、小児慢性特定疾病医療

費の支給認定を受けている者

(ｷ) 在宅難病患者等酸素濃縮器使用助成事業実施要綱第４の規定により、助成認定を受けて

いる者

(ｵ) 前各号に準じる状態にある者 (ｸ) 前各号に準じる状態にある者

(ｶ) 70歳以上で一人暮らし又は70歳以上のみの世帯に該当する者 (ｹ) 70歳以上で一人暮らし又は70歳以上のみの世帯に該当する者

(5) 避難行動要支援者名簿に掲載する者の記載内容 (5) 避難行動要支援者名簿に掲載する者の記載内容

(ｱ) 氏名 (ｱ) 氏名

(ｲ) 生年月日 (ｲ) 生年月日

(ｳ) 性別 (ｳ) 性別

(ｴ) 住所又は居所 (ｴ) 住所又は居所

(ｵ) 電話番号その他の連絡先 (ｵ) 電話番号その他の連絡先

(ｶ) 避難支援等を必要とする事由 (ｶ) 避難支援等を必要とする事由

(ｷ) 上記に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し町長が必要と認める事項 (ｷ) 上記に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し町長が必要と認める事項

(6) 避難支援等関係者への名簿の提供 (6) 避難支援等関係者への名簿の提供

　　町は、平常時から名簿を提供することに同意を得られた避難行動要支援者について、避難 　　町は、平常時から名簿を提供することに同意を得られた避難行動要支援者について、避難

　支援等関係者に名簿を提供するとともに、名簿情報の漏えい防止等情報管理に関し必要な措 　支援等関係者に名簿を提供するとともに、名簿情報の漏えい防止等情報管理に関し必要な措

　置を講ずる。 　置を講ずる。

(ｷ) その他町長が必要と認めた関係機関
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(ｱ) 消防機関 (ｱ) 消防機関

(ｲ) 警察機関 (ｲ) 警察機関

(ｳ) 民生委員 (ｳ) 民生委員

(ｴ) 社会福祉協議会 (ｴ) 社会福祉協議会

(ｵ) 町内会長及び自治会長 (ｵ) 町内会長及び自治会長

(ｶ) 自主防災組織の代表 (ｶ) 自主防災組織の代表

(ｷ) その他町長が必要と認めた関係機関

(7) 名簿の更新 (7) 名簿の更新

町は、住民の転入・転出及び死亡等に伴う住民登録の変更、介護認定、身体障害者手帳等 町は、住民の転入・転出及び死亡等に伴う住民登録の変更、介護認定、身体障害者手帳等

の事務を通じて避難行動要支援者名簿を定期的に更新し、名簿情報を最新の状態に保つもの の事務を通じて避難行動要支援者名簿を定期的に更新し、名簿情報を最新の状態に保つもの

とする。 とする。

(8) 名簿提供における情報の管理 (8) 名簿提供における情報の管理

町は、避難行動要支援者名簿の提供に際して、避難支援等関係者が適切な情報管理を図る 町は、避難行動要支援者名簿の提供に際して、避難支援等関係者が適切な情報管理を図る

よう、次に掲げる措置を講ずるものとする。 よう、次に掲げる措置を講ずるものとする。

(ｱ) 当該避難行動要支援者を担当する地区の避難支援等関係者に限り提供するものとする。 (ｱ) 当該避難行動要支援者を担当する地区の避難支援等関係者に限り提供するものとする。

(ｲ) 災害対策基本法に基づき、避難支援等関係者個人には守秘義務が課せられていることを (ｲ) 災害対策基本法に基づき、避難支援等関係者個人には守秘義務が課せられていることを

説明するものとする。 説明するものとする。

(ｳ) 避難行動要支援者名簿については、施錠可能な場所へ保管する等、厳重なる保管を行う (ｳ) 避難行動要支援者名簿については、施錠可能な場所へ保管する等、厳重なる保管を行う

よう指導するものとする。 よう指導するものとする。

(ｴ) 避難行動要支援者名簿を必要以上に複製しないよう指導するものとする。 (ｴ) 避難行動要支援者名簿を必要以上に複製しないよう指導するものとする。

(ｵ) 避難行動要支援者名簿の提供先が個人でなく団体である場合には、その団体内部で避難 (ｵ) 避難行動要支援者名簿の提供先が個人でなく団体である場合には、その団体内部で避難

行動要支援者名簿を取扱う者を限定するよう指導するものとする。 行動要支援者名簿を取扱う者を限定するよう指導するものとする。

(ｶ) 個人情報の適正管理について、避難支援等関係者と協議するものとする。 (ｶ) 個人情報の適正管理について、避難支援等関係者と協議するものとする。

(9) 個別計画の策定 (9) 個別計画の策定

町は、地域の特性や実情を踏まえつつ、避難行動要支援者名簿の情報に基づき、発災時に 町は、地域の特性や実情を踏まえつつ、避難行動要支援者名簿の情報に基づき、発災時に

避難支援を行う支援者や避難支援の方法、避難場所等、具体的な避難方法等についての個別 避難支援を行う支援者や避難支援の方法、避難場所等、具体的な避難方法等についての個別

計画を策定するよう努める。 計画を策定するよう努める。

(10)避難支援体制の確立 (10)避難支援体制の確立

(ｱ) 町は、避難行動要支援者に対する避難誘導等の方法や支援者等を定めるものとする。 (ｱ) 町は、避難行動要支援者に対する避難誘導等の方法や支援者等を定めるものとする。

なお、どの支援者がどの避難行動要支援者を対応するかについては、地域の実情を踏まえ、 なお、どの支援者がどの避難行動要支援者を対応するかについては、地域の実情を踏まえ、

町、地域及び支援者等において、以下の点に留意し調整に努める。 町、地域及び支援者等において、以下の点に留意し調整に努める。

・一人ひとりの避難行動要支援者について、できる限り複数の支援者が相互に補完し合い ・一人ひとりの避難行動要支援者について、できる限り複数の支援者が相互に補完し合い

・一人の支援者に役割が集中しないよう、支援者となる者の年齢や特性を配慮しつつ適切 ・一人の支援者に役割が集中しないよう、支援者となる者の年齢や特性を配慮しつつ適切

(ｲ) 町は、要配慮者が避難のための立退きの勧告又は指示を受けた場合には、円滑に避難の (ｲ) 町は、要配慮者が避難のための立退きの勧告又は指示を受けた場合には、円滑に避難の

ための立退きを行うことができるよう特に配慮しなければならない。 ための立退きを行うことができるよう特に配慮しなければならない。

(ｳ) 町、災害応急対策に従事する支援者の安全の確保に十分配慮しなければならない。 (ｳ) 町、災害応急対策に従事する支援者の安全の確保に十分配慮しなければならない。

(11)避難行動要支援に係る地域防災力の向上 (11)避難行動要支援に係る地域防災力の向上

町は、地域の実情に応じ、要配慮者に対する災害時に主体的に行動できるようにするため 町は、地域の実情に応じ、要配慮者に対する災害時に主体的に行動できるようにするため

の研修や防災知識等の普及・啓発等の実施に努めるとともに、避難行動要支援者の態様に応 の研修や防災知識等の普及・啓発等の実施に努めるとともに、避難行動要支援者の態様に応

じた防災教育や防災訓練の充実強化を図る。 じた防災教育や防災訓練の充実強化を図る。

(12)福祉避難所の指定 (12)福祉避難所の指定

　町は、一般の避難所では生活することが困難な要配慮者が、避難所での生活において特別 　町は、一般の避難所では生活することが困難な要配慮者が、避難所での生活において特別

な配慮が受けられるなど、要配慮者の状態に応じて安心して生活できる体制を整備した福祉 な配慮が受けられるなど、要配慮者の状態に応じて安心して生活できる体制を整備した福祉

避難所を指定する。 避難所を指定する。

３．援助活動 ３．援助活動

町は、避難行動要支援者の早期発見に努めるとともに、避難行動要支援者の状況に応じた適 町は、避難行動要支援者の早期発見に努めるとともに、避難行動要支援者の状況に応じた適

切な援助活動を行う。 切な援助活動を行う。

(1) 避難行動要支援者の発見 (1) 避難行動要支援者の発見

町は、災害が発生した場合、直ちにあらかじめ把握している避難行動要支援者について、 町は、災害が発生した場合、直ちにあらかじめ把握している避難行動要支援者について、

居宅にとり残されることのないよう、早期確認に努める。 居宅にとり残されることのないよう、早期確認に努める。
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(2) 避難所等への移送 (2) 避難所等への移送

町は、避難行動要支援者を発見した場合は、速やかに負傷の有無や周囲の状況等を総合的 町は、避難行動要支援者を発見した場合は、速やかに負傷の有無や周囲の状況等を総合的

に判断し、避難所への移動、病院への移送、施設等への緊急入所等の措置を講じる。 に判断し、避難所への移動、病院への移送、施設等への緊急入所等の措置を講じる。

(3) 応急仮設住宅への優先入居 (3) 応急仮設住宅への優先入居

町は、応急仮設住宅への入居にあたり、避難行動要支援者の優先的入居に努めるものとす 町は、応急仮設住宅への入居にあたり、避難行動要支援者の優先的入居に努めるものとす

る。 る。

(4) 在宅者への支援 (4) 在宅者への支援

町は、在宅での生活が可能と判断された場合、その生活実態を把握し的確な援助活動を行 町は、在宅での生活が可能と判断された場合、その生活実態を把握し的確な援助活動を行

う。 う。

(5) 応援依頼 (5) 応援依頼

町は、救助活動の状況や避難行動要支援者の状況を把握し、適宜、道、近隣市町村等への 町は、救助活動の状況や避難行動要支援者の状況を把握し、適宜、道、近隣市町村等への

応援を要請する。 応援を要請する。

第８節　消防計画 第８節　消防計画

岩内・寿都地方消防組合岩内消防署及び岩内消防団が、その施設と人員を活用し、火災、その 岩内・寿都地方消防組合岩内消防署及び岩内消防団が、その施設と人員を活用し、火災、その

他大規模災害から、住民の生命、身体及び財産を保護するため実施すべき事項については、本計 他大規模災害から、住民の生命、身体及び財産を保護するため実施すべき事項については、本計

画の定めるところによる。 画の定めるところによる。

なお、具体的活動等については、岩内・寿都地方消防組合が別に定める消防計画(以下「組合 なお、具体的活動等については、岩内・寿都地方消防組合が別に定める消防計画(以下「組合

計画」という。)の定めるところによる。 計画」という。)の定めるところによる。

１．平常時の組織機構 １．平常時の組織機構

平常時における消防機関の日常業務を円滑かつ迅速に行うための機構で、岩内・寿都地方消 平常時における消防機関の日常業務を円滑かつ迅速に行うための機構で、岩内・寿都地方消

防組合消防本部の組織に関する規則、岩内・寿都地方消防組合岩内消防署の組織に関する規程 防組合消防本部の組織に関する規則、岩内・寿都地方消防組合岩内消防署の組織に関する規程

の定めるところによる。 の定めるところによる。

２．非常災害時の組織機構 ２．非常災害時の組織機構

災害時の消防機関は、災害防御活動、情報収集、災害通報及び消防広報等の諸活動を迅速か 災害時の消防機関は、災害防御活動、情報収集、災害通報及び消防広報等の諸活動を迅速か

つ的確に遂行するための消防部隊の編成及び事務分掌は、組合計画の定めるところによる。 つ的確に遂行するための消防部隊の編成及び事務分掌は、組合計画の定めるところによる。

３．災害予防計画 ３．災害予防計画

災害を未然に防止するため予防考察、住民の自主的予防及び協力体制の確立指導、防火思想 災害を未然に防止するため予防考察、住民の自主的予防及び協力体制の確立指導、防火思想

の普及に努める。 の普及に努める。

(1) 予防査察 (1) 予防査察

査察については、防火対象物の防火管理体制の整備指導及び焼死者防止対策の徹底等を図 査察については、防火対象物の防火管理体制の整備指導及び焼死者防止対策の徹底等を図

るため、防火査察、指導を計画的に実施して火災等の未然防止を推進する。 るため、防火査察、指導を計画的に実施して火災等の未然防止を推進する。

(2) 防火思想の普及 (2) 防火思想の普及

ア．諸行事による普及 ア．諸行事による普及

火災予防運動を実施し、各事業所に対し防火に関する研修会及び消防訓練の指導、防火 火災予防運動を実施し、各事業所に対し防火に関する研修会及び消防訓練の指導、防火

ポスター、パンフレット等の防火資料を配布して防災思想の普及、徹底に努めるものとす ポスター、パンフレット等の防火資料を配布して防災思想の普及、徹底に努めるものとす

る。 る。

イ．民間協力機関による普及 イ．民間協力機関による普及

町内会、職域自衛消防組織等の結成促進を図るとともに、危険物安全協会等を通じ、積 町内会、職域自衛消防組織等の結成促進を図るとともに、危険物安全協会等を通じ、積

極的に防災思想の普及拡大に努めるものとする。 極的に防災思想の普及拡大に努めるものとする。

４．警報の発令及び伝達 ４．警報の発令及び伝達

(1) 火災警報の発令基準 (1) 火災警報の発令基準

岩内・寿都地方消防組合管理者(以下「管理者」という。)は、後志総合振興局長から消防 岩内・寿都地方消防組合管理者(以下「管理者」という。)は、後志総合振興局長から消防

法第22条第2項による通報を受けたとき、又は、気象の状況が火災予防上危険であると認め 法第22条第2項による通報を受けたとき、又は、気象の状況が火災予防上危険であると認め

られたときは、火災に関する警報を発令することができるものとする。 られたときは、火災に関する警報を発令することができるものとする。

・実効湿度が、70％以下であって、最低湿度は40％を下り、最大風速14ｍを超える見込みの ・実効湿度が、70％以下であって、最低湿度は40％を下り、最大風速14ｍを超える見込みの

とき。 とき。
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・平均風速10ｍ以上の風が１時間以上連続して吹く見込みのとき。 ・平均風速10ｍ以上の風が１時間以上連続して吹く見込みのとき。

・気象特報が発令され、現にその状況が火災予防上必要と認められたとき。 ・気象特報が発令され、現にその状況が火災予防上必要と認められたとき。

(2) 警報の伝達及び周知 (2) 警報の伝達及び周知

火災警報を発令した場合の伝達及び周知の方法は、組合計画に基づき行うものとする。 火災警報を発令した場合の伝達及び周知の方法は、組合計画に基づき行うものとする。

(3) 警報の解除 (3) 警報の解除

管理者は、気象の状況が火災予防上危険がない状態に至ったと認めるときは、速やかに火 管理者は、気象の状況が火災予防上危険がない状態に至ったと認めるときは、速やかに火

災警報を解除するものとする。 災警報を解除するものとする。

５．警防活動 ５．警防活動

(1) 消防職員・団員の召集 (1) 消防職員・団員の召集

災害の規模に応じ、消防職員・団員の招集並びに火災等の出動は組合計画に定めるところ 災害の規模に応じ、消防職員・団員の招集並びに火災等の出動は組合計画に定めるところ

によるものとする。 によるものとする。

(2) 救助及び救急活動 (2) 救助及び救急活動

災害事故等による傷病者の応急処置及び医療機関に搬送するための活動は組合計画に定め 災害事故等による傷病者の応急処置及び医療機関に搬送するための活動は組合計画に定め

るところによるものとする。 るところによるものとする。

(3) 避難誘導 (3) 避難誘導

住民等に対する避難誘導等は、組合計画に定めるところによるものとする。 住民等に対する避難誘導等は、組合計画に定めるところによるものとする。

(4) 広報活動 (4) 広報活動

災害の状況、気象その他の情報を住民に周知し、二次災害の防止に努めるものとする。 災害の状況、気象その他の情報を住民に周知し、二次災害の防止に努めるものとする。

６．消防力の整備 ６．消防力の整備

消防活動の万全を期するため、大規模・特殊災害に対応するための、高度な技術・資機材 消防活動の万全を期するため、大規模・特殊災害に対応するための、高度な技術・資機材

を有する救助隊の整備の促進、先端技術による高度な技術の開発に努めるものとする。 を有する救助隊の整備の促進、先端技術による高度な技術の開発に努めるものとする。

７．相互応援協定 ７．相互応援協定

消防力の効率的運用を図り、災害の拡大を防止するため近隣消防機関等と相互応援協定を 消防力の効率的運用を図り、災害の拡大を防止するため近隣消防機関等と相互応援協定を

締結し、相互間の連携を密にして防災活動を行うものとする。 締結し、相互間の連携を密にして防災活動を行うものとする。

８．教育訓練 ８．教育訓練

消防職員・団員は、住民の生命、身体及び財産を災害から保護する重要な人的消防力であ 消防職員・団員は、住民の生命、身体及び財産を災害から保護する重要な人的消防力であ

り、機械器具、水利施設等の物的消防力の拡大強化とともに職員、団員の資質と能力の向上 り、機械器具、水利施設等の物的消防力の拡大強化とともに職員、団員の資質と能力の向上

を図り、もって効率化な防災活動を遂行でき得るよう計画的に教育訓練を実施するものとす を図り、もって効率化な防災活動を遂行でき得るよう計画的に教育訓練を実施するものとす

る。 る。

第９節　災害危険区域及び整備計画 第９節　災害危険区域及び整備計画

現地調査の実施 現地調査の実施

防災関係機関は、災害時において被害の発生が予想される区域等について、次の区分により 防災関係機関は、災害時において被害の発生が予想される区域等について、次の区分により

必要に応じ現地調査を行うものとする。 必要に応じ現地調査を行うものとする。

(1) 水防区域 資料　４－９－１－１ (1) 水防区域 資料　４－９－１－１

(2) 高波、高潮、津波等の危険区域 資料　４－９－１－２ (2) 高波、高潮、津波等の危険区域 資料　４－９－１－２

(3) 地すべり・がけ崩れ等危険区域　　　 資料　４－９－１－３ (3) 地すべり・がけ崩れ等危険区域　　　 資料　４－９－１－３

(4) 土石流危険区域　　　　　　　　　　　　 資料　４－９－１－４ (4) 土石流危険区域　　　　　　　　　　　　 資料　４－９－１－４

(5) 危険物等災害予想区域　　　　　　　　 資料　４－９－１－５ (5) 危険物等災害予想区域　　　　　　　　 資料　４－９－１－５

(6) 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域　　　　　　 資料　４－９－１－６ (6) 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域　　　　　　 資料　４－９－１－６

(7) 津波災害警戒区域　　　　　　 資料　４－９－１－７ (7) 津波災害警戒区域　　　　　　 資料　４－９－１－７

(8) 洪水浸水想定区域 資料　４－９－１－８ ・洪水浸水想定

区域の追加
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第10節　水害予防計画 第10節　水害予防計画

水害の発生を未然に防止し、又は被害の軽減を図るための予防対策上必要な措置等については、 水害の発生を未然に防止し、又は被害の軽減を図るための予防対策上必要な措置等については、

本計画の定めるところによる。 本計画の定めるところによる。

なお、水防に関する計画は、岩内町水防計画の定めるところによる。 なお、水防に関する計画は、岩内町水防計画の定めるところによる。

(1) 特別警報、警報、注意報並びに情報等を迅速に伝達するとともに、水防上警戒を要する (1) 特別警報、警報、注意報並びに情報等を迅速に伝達するとともに、水防上警戒を要する

区域の指定及び水防資機材の備蓄等所要の措置を講じ、水防体制の確立を図るものとする。 区域の指定及び水防資機材の備蓄等所要の措置を講じ、水防体制の確立を図るものとする。

(2) 洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域及び高潮浸水想定区域の指定のあったときは、 (2) 洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域及び高潮浸水想定区域の指定のあったときは、

本計画において、少なくとも当該浸水想定区域ごとに、次に掲げる事項について定めるも 本計画において、少なくとも当該浸水想定区域ごとに、次に掲げる事項について定めるも

のとする。 のとする。

ア　洪水予報、水位到達情報の伝達方法 ア　洪水予報、水位到達情報の伝達方法

イ　避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 イ　避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項

ウ　防災訓練として町が行う洪水、雨水出水又は高潮に係る避難訓練の実施に関する事項 ウ　防災訓練として町が行う洪水、雨水出水又は高潮に係る避難訓練の実施に関する事項

エ　洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域及び高潮浸水想定区域内に次に掲げる施設が エ　洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域及び高潮浸水想定区域内に次に掲げる施設が

ある場合にあっては、これらの施設の名称及び所在地 ある場合にあっては、これらの施設の名称及び所在地

(ｱ) 地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設（地下 (ｱ) 地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設（地下

　に建設が予定されている施設又は地下に建設中の施設であって、不特定かつ多数のもの 　に建設が予定されている施設又は地下に建設中の施設であって、不特定かつ多数のもの

　が利用すると見込まれるものを含む。））でその利用者の洪水、雨水出水時又は高潮時 　が利用すると見込まれるものを含む。））でその利用者の洪水、雨水出水時又は高潮時

　水出水時又は高潮時の円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止を図る必要があると認 　水出水時又は高潮時の円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止を図る必要があると認

　められるもの 　められるもの

(ｲ) 要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の特に防災上の配慮を要す (ｲ) 要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の特に防災上の配慮を要す

　る者が利用する施設）で、その利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保する必要が 　る者が利用する施設）で、その利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保する必要が

  あると認められるもの   あると認められるもの

(3) 本計画において上記(2)エに掲げる事項を定めるときは、当該計画において、次に掲げる (3) 本計画において上記(2)エに掲げる事項を定めるときは、当該計画において、次に掲げる

げる区分に応じ、それぞれ次に定める者へ洪水予報等の伝達方法を定めるものとする。 げる区分に応じ、それぞれ次に定める者へ洪水予報等の伝達方法を定めるものとする。

ア　地下街等（地下に建設が予定されている施設及び地下に建設中の施設を除く。） ア　地下街等（地下に建設が予定されている施設及び地下に建設中の施設を除く。）

所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員 所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員

イ　要配慮者利用施設 イ　要配慮者利用施設

所有者又は管理者（自衛水防組織が置かれたときは、所有者又は管理者及び自衛水防 所有者又は管理者（自衛水防組織が置かれたときは、所有者又は管理者及び自衛水防

組織の構成員） 組織の構成員）

(4) 浸水想定区域をその区域に含む市町村の長は、本計画において定められた上記(2)ア～ウ (4) 浸水想定区域をその区域に含む市町村の長は、本計画において定められた上記(2)ア～ウ

に掲げる事項を住民に周知させるため、これらの事項を記載した印刷物の配布その他の必 に掲げる事項を住民に周知させるため、これらの事項を記載した印刷物の配布その他の必

要な措置を講じるものとする。 要な措置を講じるものとする。

第11節　風害予防計画 第11節　風害予防計画

学校や医療機関等の応急対策上重要な施設の安全性の向上に配慮するものとする。 学校や医療機関等の応急対策上重要な施設の安全性の向上に配慮するものとする。

また、家屋その他建築物の倒壊等を防止するための緊急措置は、それぞれの施設管理者が行う また、家屋その他建築物の倒壊等を防止するための緊急措置は、それぞれの施設管理者が行う

ものであるが、状況に応じて施設管理者に対して、看板やアンテナ等の固定など強風による落下 ものであるが、状況に応じて施設管理者に対して、看板やアンテナ等の固定など強風による落下

防止対策等の徹底を図るものとする。 防止対策等の徹底を図るものとする。

第12節　雪害予防計画 第12節　雪害予防計画

異常降雪等により予想される豪雪、暴風雪及びなだれ等(以下「雪害」という。)に対処し、雪 異常降雪等により予想される豪雪、暴風雪及びなだれ等(以下「雪害」という。)に対処し、雪

害対策を積極的に実施するため、特に次の事項につき十分留意するものとする。 害対策を積極的に実施するため、特に次の事項につき十分留意するものとする。

(1) 雪害対策の体制及び窓口を明確にすること。 (1) 雪害対策の体制及び窓口を明確にすること。

(2) 雪害情報の連絡体制を確立すること。 (2) 雪害情報の連絡体制を確立すること。

(3) 災害警戒区域等の警戒体制を確立すること。 (3) 災害警戒区域等の警戒体制を確立すること。

(4) 積雪における消防体制を確立すること。 (4) 積雪における消防体制を確立すること。

(5) 雪害時に適切な避難勧告・避難指示（緊急）ができるようにしておくこと。 (5) 雪害時に適切な避難勧告・避難指示（緊急）ができるようにしておくこと。
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(6) 雪害発生時における避難、救出、給水、食料、燃料供給及び防疫等の応急措置の体制を (6) 雪害発生時における避難、救出、給水、食料、燃料供給及び防疫等の応急措置の体制を

整えること。 整えること。

(7) 孤立予想地域に対しては、次の対策を講ずること。 (7) 孤立予想地域に対しては、次の対策を講ずること。

ア．食料の供給対策 ア．食料の供給対策

イ．医療助産対策 イ．医療助産対策

ウ．応急教育対策 ウ．応急教育対策

(8) 除雪機械、通信連絡施設の整備点検を行うこと。 (8) 除雪機械、通信連絡施設の整備点検を行うこと。

(9) 雪捨場の設定にあたっては、交通障害及び溢水災害等の連絡について十分な配慮をする (9) 雪捨場の設定にあたっては、交通障害及び溢水災害等の連絡について十分な配慮をする

こと。 こと。

第13節　融雪災害予防計画 第13節　融雪災害予防計画

融雪災害対策を積極的に実施するため、特に次の事項につき十分留意するものとする。 融雪災害対策を積極的に実施するため、特に次の事項につき十分留意するものとする。

(1) 融雪災害対策の体制及び窓口を明確にすること。 (1) 融雪災害対策の体制及び窓口を明確にすること。

(2) 気象情報及び融雪状況の把握に努め、連絡体制を確立すること。 (2) 気象情報及び融雪状況の把握に努め、連絡体制を確立すること。

(3) 融雪出水、なだれ、がけ崩れ、地すべり発生予想箇所の警戒体制を確立すること。 (3) 融雪出水、なだれ、がけ崩れ、地すべり発生予想箇所の警戒体制を確立すること。

(4) 融雪出水前に河道内の除雪、結氷の破砕等障害物の除去に努め、流下能力の確保を図る (4) 融雪出水前に河道内の除雪、結氷の破砕等障害物の除去に努め、流下能力の確保を図る

こと。 こと。

(5) 融雪災害時に適切な避難勧告・避難指示（緊急）ができるようにしておくこと。 (5) 融雪災害時に適切な避難勧告・避難指示（緊急）ができるようにしておくこと。

(6) 融雪災害の発生又は発生のおそれのある場合における連絡体制、出動体制並びに避難救 (6) 融雪災害の発生又は発生のおそれのある場合における連絡体制、出動体制並びに避難救

助体制を確立すること。 助体制を確立すること。

(7) 水防資機材、通信連絡施設の整備点検を行うこと。 (7) 水防資機材、通信連絡施設の整備点検を行うこと。

(8) 道路側溝及び排水溝などの流下能力確保のため、住民協力による氷割りデー、河道清掃 (8) 道路側溝及び排水溝などの流下能力確保のため、住民協力による氷割りデー、河道清掃

デー等の設定に努めること。 デー等の設定に努めること。

(9) 融雪出水に際し、住民の水防に対する協力が得られるよう、水防思想の普及徹底に努め (9) 融雪出水に際し、住民の水防に対する協力が得られるよう、水防思想の普及徹底に努め

ること。 ること。

第14節　高波・高潮災害予防計画 第14節　高波・高潮災害予防計画

高波、高潮による災害予防施設としての効果を有する防波堤、防潮堤等、外郭施設の整備事業 高波、高潮による災害予防施設としての効果を有する防波堤、防潮堤等、外郭施設の整備事業

を推進するとともに、水防資機材の備蓄等所要の措置を講じ、水防体制の確立を図るものとする。 を推進するとともに、水防資機材の備蓄等所要の措置を講じ、水防体制の確立を図るものとする。

第15節　土砂災害予防計画 第15節　土砂災害予防計画

土砂災害の予防については、本計画の定めるところによる。 土砂災害の予防については、本計画の定めるところによる。

１．予防対策 １．予防対策

降雨等による土砂災害の危険性が高いと判断された箇所については、治山、砂防等の事業 降雨等による土砂災害の危険性が高いと判断された箇所については、治山、砂防等の事業

による土砂災害対策を実施するとともに、関係機関や住民への周知や土砂災害に係る避難訓 による土砂災害対策を実施するとともに、関係機関や住民への周知や土砂災害に係る避難訓

練の実施等、適切な警戒避難体制の整備など総合的な土砂災害対策を推進する。 練の実施等、適切な警戒避難体制の整備など総合的な土砂災害対策を推進する。

２．地すべり、急傾斜地崩壊(がけ崩れ)等予防計画 ２．地すべり、急傾斜地崩壊(がけ崩れ)等予防計画

土地の高度利用と開発に伴って、地すべり及び急傾斜地の崩壊(がけ崩れ)災害が多発する 土地の高度利用と開発に伴って、地すべり及び急傾斜地の崩壊(がけ崩れ)災害が多発する

傾向にあり、ひとたび地すべり、がけ崩れが発生すると多くの住家、農耕地、公共施設等の 傾向にあり、ひとたび地すべり、がけ崩れが発生すると多くの住家、農耕地、公共施設等の

被害があり、二次的被害では河川の埋没による冠水被害にもつながるので、町及び防災関係 被害があり、二次的被害では河川の埋没による冠水被害にもつながるので、町及び防災関係

機関は、災害防止に必要な地すべり、及び急傾斜地の崩壊(がけ崩れ)防止の諸施策を実施す 機関は、災害防止に必要な地すべり、及び急傾斜地の崩壊(がけ崩れ)防止の諸施策を実施す

る。 る。
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３．地すべり、急傾斜地崩壊(がけ崩れ)等防止対策 ３．地すべり、急傾斜地崩壊(がけ崩れ)等防止対策

町は、住民に対し、地すべり防止区域及び急傾斜地危険箇所の周知に努めるとともに、地 町は、住民に対し、地すべり防止区域及び急傾斜地危険箇所の周知に努めるとともに、地

すべり、がけ崩れ災害を防止するために必要な警戒避難体制に関する事項について定めるも すべり、がけ崩れ災害を防止するために必要な警戒避難体制に関する事項について定めるも

のとする。 のとする。

危険区域の住民においても、常に危険に対する認識をもって、危険な斜面・傾斜地の異常 危険区域の住民においても、常に危険に対する認識をもって、危険な斜面・傾斜地の異常

(亀裂、湧水、噴水、濁り水)の早期発見に留意するとともに、住民自身による防災措置(自 (亀裂、湧水、噴水、濁り水)の早期発見に留意するとともに、住民自身による防災措置(自

主避難、不安定な土塊、浮石等の除去、水路の掃除等)を行う。 主避難、不安定な土塊、浮石等の除去、水路の掃除等)を行う。

地すべり・がけ崩れ等危険区域 資料　４－９－１－３ 地すべり・がけ崩れ等危険区域 資料　４－９－１－３

４．土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域 ４．土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域

町は、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づき、 町は、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づき、

北海道から指定された土砂災害警戒区域等について、土砂災害警戒区域等を示したハザード 北海道から指定された土砂災害警戒区域等について、土砂災害警戒区域等を示したハザード

マップ及び避難場所、避難路等の周知に努めるとともに、次のとおり警戒避難体制を定める。 マップ及び避難場所、避難路等の周知に努めるとともに、次のとおり警戒避難体制を定める。

土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域 資料　４－９－１－６ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域 資料　４－９－１－６

(1) 土砂災害に関する情報の収集及び伝達 (1) 土砂災害に関する情報の収集及び伝達

ア．土砂災害警戒区域等の周知 ア．土砂災害警戒区域等の周知

指定区域内の図書を縦覧するとともに指定区域内の住民周知を図る。 指定区域内の図書を縦覧するとともに指定区域内の住民周知を図る。

イ．土砂災害ハザードマップの作成・配布 イ．土砂災害ハザードマップの作成・配布

土砂災害警戒区域等及び指定緊急避難場所・避難路等を記した土砂災害ハザードマッ 土砂災害警戒区域等及び指定緊急避難場所・避難路等を記した土砂災害ハザードマッ

プを作成し、地域住民に配布する。 プを作成し、地域住民に配布する。

ウ．警戒・避難に関する情報の収集及び伝達 ウ．警戒・避難に関する情報の収集及び伝達

気象庁や北海道が提供する警戒・避難に関する情報(気象・雨量情報、土砂災害警戒情 気象庁や北海道が提供する警戒・避難に関する情報(気象・雨量情報、土砂災害警戒情

報、防災情報提供システムによる情報等)をテレビ、ラジオ、電話、インターネット等に 報、防災情報提供システムによる情報等)をテレビ、ラジオ、電話、インターネット等に

より収集するとともに、住民、警察、消防団等から予兆現象や災害発生の情報を収集する。 より収集するとともに、住民、警察、消防団等から予兆現象や災害発生の情報を収集する。

また、これらの情報の収集方法及び土砂災害の予兆現象の把握方法について住民に周知 また、これらの情報の収集方法及び土砂災害の予兆現象の把握方法について住民に周知

する。 する。

(2) 避難勧告・避難指示（緊急）の発令及び伝達 (2) 避難勧告・避難指示（緊急）の発令及び伝達

ア．避難勧告・避難指示（緊急）の発令 ア．避難勧告・避難指示（緊急）の発令

避難勧告・避難指示（緊急）の発令は、「土砂災害警戒情報」のほか、気象・雨量情報、 避難勧告・避難指示（緊急）の発令は、「土砂災害警戒情報」のほか、気象・雨量情報、

防災情報提供システムによる情報、過去の土砂災害発生状況、土砂災害の予兆現象、周辺 防災情報提供システムによる情報、過去の土砂災害発生状況、土砂災害の予兆現象、周辺

地域での発生状況等を総合的に分析した上で判断する。 地域での発生状況等を総合的に分析した上で判断する。

なお、住民が自ら予兆現象を確認したときには、町に通報するとともに、住民が自発的 なお、住民が自ら予兆現象を確認したときには、町に通報するとともに、住民が自発的

に警戒避難するよう助言する。 に警戒避難するよう助言する。

イ．避難勧告・避難指示（緊急）の伝達 イ．避難勧告・避難指示（緊急）の伝達

避難勧告・避難指示（緊急）の伝達方法については、岩内町地域防災計画第５章第２節 避難勧告・避難指示（緊急）の伝達方法については、岩内町地域防災計画第５章第２節

「災害広報・情報提供計画」によるものとする。 「災害広報・情報提供計画」によるものとする。

(3) 避難・救助 (3) 避難・救助

ア．避難の方法及び救助 ア．避難の方法及び救助

住民の避難誘導に当たっては、岩内町地域防災計画第５章第４節「避難対策計画」に基 住民の避難誘導に当たっては、岩内町地域防災計画第５章第４節「避難対策計画」に基

づき、関係機関との連携により行うものとし、この際、避難行動要支援者に十分配慮する。 づき、関係機関との連携により行うものとし、この際、避難行動要支援者に十分配慮する。

（岩内町地域防災計画第４章第７節「避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画」を参 （岩内町地域防災計画第４章第７節「避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画」を参

照) 照)

イ．自主防災組織 イ．自主防災組織

自主防災組織は、岩内町地域防災計画第４章第１節「防災思想・知識の普及・啓発及び 自主防災組織は、岩内町地域防災計画第４章第１節「防災思想・知識の普及・啓発及び

防災教育の推進に関する計画」及び岩内町地域防災計画第４章第５節「自主防災組織の育 防災教育の推進に関する計画」及び岩内町地域防災計画第４章第５節「自主防災組織の育

成に関する計画」に基づき、育成・強化を図る。 成に関する計画」に基づき、育成・強化を図る。

(4) 避難行動要支援者関連施設の警戒避難体制 (4) 避難行動要支援者関連施設の警戒避難体制

高齢者、障がい者、乳幼児等の避難行動要支援者が利用する施設が土砂災害警戒区域等内 高齢者、障がい者、乳幼児等の避難行動要支援者が利用する施設が土砂災害警戒区域等内

にある場合には、施設管理者への情報伝達が迅速に行えるような体制を確立するなど、警 にある場合には、施設管理者への情報伝達が迅速に行えるような体制を確立するなど、警

戒避難体制を整備するものとする。 戒避難体制を整備するものとする。
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第16節　複合災害に関する計画 第16節　複合災害に関する計画

町をはじめとする防災関係機関は、複合災害の発生可能性を認識し、備えの充実に努めるもの 町をはじめとする防災関係機関は、複合災害の発生可能性を認識し、備えの充実に努めるもの

とする。 とする。

１．予防対策 １．予防対策

(1) 防災関係機関は、後発災害の発生が懸念される場合には、先発災害に多くを動員し後発災 (1) 防災関係機関は、後発災害の発生が懸念される場合には、先発災害に多くを動員し後発災

害に不足が生じるなど、望ましい配分ができない可能性があることに留意し、動員の派遣体 害に不足が生じるなど、望ましい配分ができない可能性があることに留意し、動員の派遣体

制や資機材の輸送手段等の充実や、防災関係機関相互の連携強化に努めるものとする。 制や資機材の輸送手段等の充実や、防災関係機関相互の連携強化に努めるものとする。

(2) 防災関係機関は、地域特性に応じて発生可能性が高い複合災害を想定した図上訓練や実動 (2) 防災関係機関は、地域特性に応じて発生可能性が高い複合災害を想定した図上訓練や実動

訓練等の実施に努めるとともに、その結果を踏まえて職員及び資機材の投入や外部支援の要 訓練等の実施に努めるとともに、その結果を踏まえて職員及び資機材の投入や外部支援の要

請等についての計画・マニュアル等の充実に努めるものとする。 請等についての計画・マニュアル等の充実に努めるものとする。

(3) 町は、複合災害時における町民の災害予防及び災害応急措置等に関する知識の普及・啓発 (3) 町は、複合災害時における町民の災害予防及び災害応急措置等に関する知識の普及・啓発

に努める。 に努める。

第17節　業務継続計画の策定 第17節　業務継続計画の策定

町は、災害応急対策を中心とした業務の継続を確保するため、業務継続計画の策定に努めるも 町は、災害応急対策を中心とした業務の継続を確保するため、業務継続計画の策定に努めるも

のとする。 のとする。

１．業務継続計画（ＢＣＰ）の概要 １．業務継続計画（ＢＣＰ）の概要

業務継続計画（ＢＣＰ）とは、災害発生時に町自身も被災し、人員、資機材、情報及びライ 業務継続計画（ＢＣＰ）とは、災害発生時に町自身も被災し、人員、資機材、情報及びライ

フライン等利用できる資源に制約がある状況下においても、優先度の高い業務を維持・継続す フライン等利用できる資源に制約がある状況下においても、優先度の高い業務を維持・継続す

るために必要な措置を事前に講じる計画として策定するものであり、災害に即応した要員の確 るために必要な措置を事前に講じる計画として策定するものであり、災害に即応した要員の確

保、迅速な安否確認、情報システムやデータの保護、代替施設の確保などを規定したものであ 保、迅速な安否確認、情報システムやデータの保護、代替施設の確保などを規定したものであ

る。 る。

２．業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 ２．業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

町は、災害応急活動及びそれ以外の行政サービスについて、継続すべき重要なものは一定の 町は、災害応急活動及びそれ以外の行政サービスについて、継続すべき重要なものは一定の

レベルを確保するとともに、すべての業務が早期に再開できるよう、災害時においても町の各 レベルを確保するとともに、すべての業務が早期に再開できるよう、災害時においても町の各

部局の機能を維持し、被害の影響を最小限にとどめ、非常時に優先度の高い業務の維持・継続 部局の機能を維持し、被害の影響を最小限にとどめ、非常時に優先度の高い業務の維持・継続

に必要な措置を講じるための業務継続計画を策定するよう努めるとともに、策定した計画の継 に必要な措置を講じるための業務継続計画を策定するよう努めるとともに、策定した計画の継

続的改善に努めるものとする。 続的改善に努めるものとする。

特に、業務継続計画の策定等に当たっては、少なくとも町長不在時の明確な代行順位及び職 特に、業務継続計画の策定等に当たっては、少なくとも町長不在時の明確な代行順位及び職

員の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定、電気・水・食料等の確保、 員の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定、電気・水・食料等の確保、

災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保、重要な行政データのバックアップ並びに非 災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保、重要な行政データのバックアップ並びに非

常時優先業務の整理を定めておくものとする。 常時優先業務の整理を定めておくものとする。

３．庁舎等の災害対策本部機能等の確保 ３．庁舎等の災害対策本部機能等の確保

町は、災害対策の拠点となる庁舎及びその機能を確保するための情報通信設備や、自家発電 町は、災害対策の拠点となる庁舎及びその機能を確保するための情報通信設備や、自家発電

装置など主要な機能の充実と災害時における安全性の確保を図るとともに、物資の供給が困難 装置など主要な機能の充実と災害時における安全性の確保を図るとともに、物資の供給が困難

な場合を想定し、十分な期間に対応する食料、飲料水、暖房及び発電用燃料などの適切な備蓄、 な場合を想定し、十分な期間に対応する食料、飲料水、暖房及び発電用燃料などの適切な備蓄、

調達、輸送体制の整備を図るものとする。 調達、輸送体制の整備を図るものとする。
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

第１節　動員計画 第１節　動員計画

災害の発生が予想され、あるいは災害が発生した場合、災害対策本部の組織が確立できるよう 災害の発生が予想され、あるいは災害が発生した場合、災害対策本部の組織が確立できるよう

に職員の動員を行い、災害応急対策の措置を迅速かつ的確に実施するものとする。 に職員の動員を行い、災害応急対策の措置を迅速かつ的確に実施するものとする。

ただし、本部が設置されない場合においても、町長が必要と認めたときは、この動員体制をと ただし、本部が設置されない場合においても、町長が必要と認めたときは、この動員体制をと

ることができる。 ることができる。

１．動員の配備、伝達系統及び方法 １．動員の配備、伝達系統及び方法

(1) 平常勤務時の伝達系統及び方法 (1) 平常勤務時の伝達系統及び方法

本部が設置された場合、本部長(町長)の指示により総務部長は各部長に対し庁内放送、 本部が設置された場合、本部長(町長)の指示により総務部長は各部長に対し庁内放送、

電話等により第１非常配備体制、第２非常配備体制、さらには緊急事態に備えて本部全職 電話等により第１非常配備体制、第２非常配備体制、さらには緊急事態に備えて本部全職

員を出動させる第３非常配備体制を指令するものとする。 員を出動させる第３非常配備体制を指令するものとする。

各部長は、所属職員に連絡をして指揮監督を行い、災害情報の収集、伝達、調査その他 各部長は、所属職員に連絡をして指揮監督を行い、災害情報の収集、伝達、調査その他

の応急措置を実施する体制を整えるものとする。 の応急措置を実施する体制を整えるものとする。

・配備の変更管

理

班

長

調

査

班

長

企

画

班

員

広

報

班

長

総

務

班

員

第

三

非

常

配

備

全 員

施

設

班

長

学

校

班

長

保

育

所

班

長

避

難

支

援

班

長

保

健

セ

ン

タ

ー

責

任

者

物

資

班

長

住

民

生

活

班

長

施

設

班

長

管

理

班

長

産

業

班

長

給

水

班

長

総

務

財

政

課

(

防

災

(

総

務

担

当

)

課

長

総

務

財

政

課

第

二

非

常

配

備

調

査

部

長

(

防

災

担

当

係

長

)

企

画

調

整

部

長

総

務

班

長

企

画

班

長

・

広

報

担

当

)

課

長

物

　

資

　

部

　

長

(

議

会

事

務

局

長

)

　

　

　

副

部

長

(

民

生

部

長

)

救

　

護

　

部

　

長

(

会

計

管

理

者

)

(

財

政

担

当

)

課

長

総

務

財

政

課

財

務

部

長

第

一

非

常

配

備

(

産

業

振

興

担

当

)

企

画

経

済

部

長

　

　

　

　

副

部

長

　

観

光

推

進

担

当
）

（

企

画

調

整

・

企

画

経

済

部

長

(

教

育

部

長

)

(

建

設

水

道

部

長

)

建

設

部

長

教

育

部

長

救

護

班

長

第５章　災害応急対策計画

(平常時の伝達系統図)

本
部
付

教 育 長 総務部長(総務部長) 副本部長(副町長) 本部長 (町長)

電

話

庁
内
放
送

第

三

非

常

配

備

全 員

給

水

班

長

(

財

政

担

当

係

長

)

(

広

報

担

当

係

長

)

青

少

年

担

当

)

課

長

教
育
課

(

社
会
教
育
･

施

設

班

長

(

防

災

担

当

係

長

)

企

画

調

整

部

長

総

務

班

長

教

育

部

長

(

財

政

担

当

)

課

長

総

務

財

政

課

財

務

部

長

企

画

班

長

・

広

報

担

当

)

課

長

総

務

財

政

課

(

防

災

徴

収

担

当

)

課

長

税

務

課

(

課

税

・

調

査

班

長

企

画

班

員

広

報

班

長

総

務

班

員

保

健

福

祉

課

(

社

会

福

祉

・

救

護

班

長

・

企

業

対

策

担

当

)

課

長

企

画

産

業

課

(

商

工

労

働

輸

送

班

長

管

理

班

長

企

画

産

業

課

農

林

水

産

班

長

物

資

班

長

・

建

築

担

当

)

課

長

建

設

住

宅

課

(

事

務

管

理

班

長

(

技

術

担

当
）

課

長

)
(

上

下

水

道

課

(

水

産

農

林

担

当

)

課

長

校

教

育

担

当

)

課

長

教

育

課

(

総

務

・

学

学

校

班

長

港

湾

管

理

担

当

)

課

長

建

設

住

宅

課

(

土

木

・

施

設

班

長

(

総

務

担

当

)

課

長

総

務

財

政

課

原

発

担

当

)

課

長

企

画

産

業

課

(

企

画

・

第

二

非

常

配

備

子

育

て

支

援

担

当

)

課

長

第５章　災害応急対策計画

(平常時の伝達系統図)

本
部
付

教 育 長

(

議

会

事

務

局

長

)

　

　

　

副

部

長

(

民

生

部

長

)

救

　

護

　

部

　

長

(

会

計

管

理

者

)

調

査

部

長

(

教

育

部

長

)

(

建

設

水

道

部

長

)

建

設

部

長

(

産

業

振

興

担

当

)

企

画

経

済

部

長

　

　

　

　

副

部

長

総務部長(総務部長) 副本部長(副町長) 本部長 (町長)

電

話

庁
内
放
送

第

一

非

常

配

備

観

光

推

進

担

当
）

（

企

画

調

整

・

企

画

経

済

部

長

物

　

資

　

部

　

長

－　46　－



備　考修　　正　　前 修　　正　　後

(2) 休日又は退庁後の伝達 (2) 休日又は退庁後の伝達

ア．退庁後における各部員の連絡方法 ア．退庁後における各部員の連絡方法

各部長及び班長は、所属部員の住所及び連絡方法を把握しておき、直ちに動員できるよ 各部長及び班長は、所属部員の住所及び連絡方法を把握しておき、直ちに動員できるよ

う措置するものとする。 う措置するものとする。

イ．日直員、警備員による非常伝達 イ．日直員、警備員による非常伝達

日直員又は警備員は、次に掲げる情報を察知したときは、総務財政課(防災・広報担当) 日直員又は警備員は、次に掲げる情報を察知したときは、総務財政課(防災・広報担当)

課長へ連絡し、総務財政課(防災・広報担当)課長不在のときは防災担当係長へ、防災担当 課長へ連絡し、総務財政課(防災・広報担当)課長不在のときは防災担当係長へ、防災担当

係長不在のときは総務部長へ連絡して指示を受け、必要な措置を講ずるものとする。 係長不在のときは総務部長へ連絡して指示を受け、必要な措置を講ずるものとする。

(ｱ) 災害発生のおそれがある気象情報等が関係機関から通報され、又は自ら覚知し緊急に (ｱ) 災害発生のおそれがある気象情報等が関係機関から通報され、又は自ら覚知し緊急に

応急措置を行う必要があると認められるとき。 応急措置を行う必要があると認められるとき。

(ｲ) 災害が発生し緊急に応急措置を行う必要があると認められるとき。 (ｲ) 災害が発生し緊急に応急措置を行う必要があると認められるとき。

(ｳ) 災害発生のおそれのある異常現象の通報があったとき。 (ｳ) 災害発生のおそれのある異常現象の通報があったとき。

なお、宿直室には、次の伝達系統図を表示しておくものとする。 なお、宿直室には、次の伝達系統図を表示しておくものとする。
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(3) 職員の非常登庁 (3) 職員の非常登庁

職員は、勤務時間外、休日等に登庁の指示を受けたとき、又は、災害が発生し、あるいは発 職員は、勤務時間外、休日等に登庁の指示を受けたとき、又は、災害が発生し、あるいは発

生のおそれがある情報を察知したときは、自身の安全の確保に十分配慮しつつ、災害の状況に 生のおそれがある情報を察知したときは、自身の安全の確保に十分配慮しつつ、災害の状況に

より所属の長と連絡のうえ、又は、自らの判断により、登庁するものとする。 より所属の長と連絡のうえ、又は、自らの判断により、登庁するものとする。

(4) 配備体制確立の報告 (4) 配備体制確立の報告

町長（本部長）の指示に基づき、各部長は、所管に係る配備体制を整えたときは、直ちに総 町長（本部長）の指示に基づき、各部長は、所管に係る配備体制を整えたときは、直ちに総

務部長を通じて町長（本部長）、副本部長に報告するものとする。 務部長を通じて町長（本部長）、副本部長に報告するものとする。

第２節　災害広報・情報提供計画 第２節　災害広報・情報提供計画

災害時における災害情報を報道機関及び道、指定地方行政機関、指定公共機関等の関係機関並 災害時における災害情報を報道機関及び道、指定地方行政機関、指定公共機関等の関係機関並

びに住民に対して迅速かつ的確に周知徹底を図る広報活動については、本計画の定めるところに びに住民に対して迅速かつ的確に周知徹底を図る広報活動については、本計画の定めるところに

よる。 よる。

１．広報資料の収集 １．広報資料の収集

広報資料の収集については、第３章第４節｢災害情報等の報告収集及び伝達計画｣のほか、次 広報資料の収集については、第３章第４節｢災害情報等の報告収集及び伝達計画｣のほか、次

により収集するものとする。 により収集するものとする。

(1) 広報班の派遣による災害現場の写真、その他取材 (1) 広報班の派遣による災害現場の写真、その他取材

(2) 報道機関その他関係機関の取材による写真の収集 (2) 報道機関その他関係機関の取材による写真の収集

(3) その他災害の状況により、職員の派遣による資料の収集 (3) その他災害の状況により、職員の派遣による資料の収集

２．報道機関に対する発表の方法 ２．報道機関に対する発表の方法

収集した被害状況、災害情報等は町長(本部長)が適宜次の事項を発表する。 収集した被害状況、災害情報等は町長(本部長)が適宜次の事項を発表する。

(1) 災害の種別(名称)及び発生年月日 (1) 災害の種別(名称)及び発生年月日

(2) 災害発生の場所及び被害激甚地域 (2) 災害発生の場所及び被害激甚地域

(3) 被害状況 (3) 被害状況

(4) 応急対策の状況 (4) 応急対策の状況

(5) 住民に対する避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等避難開始、の状況 (5) 住民に対する避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等避難開始、の状況

(6) 住民並びに被災者に対する協力及び注意事項 (6) 住民並びに被災者に対する協力及び注意事項

３．一般住民に対する広報 ３．一般住民に対する広報

一般住民及び被災者に対する災害情報、応急処置等に関する広報活動は、次の方法により行 一般住民及び被災者に対する災害情報、応急処置等に関する広報活動は、次の方法により行

うものとする。 うものとする。

なお、高齢者、障がい者等避難行動要支援者への伝達に十分配慮すること。 なお、高齢者、障がい者等避難行動要支援者への伝達に十分配慮すること。

(1) 広報の方法 (1) 広報の方法

ア．新聞、ラジオ、テレビの利用 ア．新聞、ラジオ、テレビの利用

イ．広報紙、チラシ類の利用 イ．広報紙、チラシ類の利用

ウ．防災行政無線の利用 ウ．防災行政無線の利用

エ．広報車、消防自動車の利用 エ．広報車、消防自動車の利用

オ．緊急速報メールの利用 オ．緊急速報メールの利用

カ．インターネット、ＳＮＳの利用 カ．インターネット、ＳＮＳの利用

(2) 広報事項 (2) 広報事項

ア．災害に関する情報及び注意事項 ア．災害に関する情報及び注意事項

イ．災害対策とその状況 イ．災害対策とその状況

ウ．災害地を中心とした道路交通状況 ウ．災害地を中心とした道路交通状況

エ．その他必要な事項 エ．その他必要な事項

４．道及び関係機関に対する広報 ４．道及び関係機関に対する広報

道及び関係機関等に対しては、災害情報資料等を提供し、災害実態の周知に努めるものとす 道及び関係機関等に対しては、災害情報資料等を提供し、災害実態の周知に努めるものとす

る。 る。
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５．庁内に対する広報 ５．庁内に対する広報

災害対策を円滑にするため、庁内における広報活動は連絡を兼ねて必要な都度庁内放送等を 災害対策を円滑にするため、庁内における広報活動は連絡を兼ねて必要な都度庁内放送等を

通じて行うなど、適切な方法で実施するものとする。 通じて行うなど、適切な方法で実施するものとする。

６．被災者相談所の開設 ６．被災者相談所の開設

町長は必要と認めたときは、役場内に被災者相談所を開設し、被災者の相談に応ずるものと 町長は必要と認めたときは、役場内に被災者相談所を開設し、被災者の相談に応ずるものと

する。 する。

第３節　水防計画 第３節　水防計画

水防法に基づき、洪水、高潮及び津波等による水災を警戒、防御し、これにより、災害の軽減 水防法に基づき、洪水、高潮及び津波等による水災を警戒、防御し、これにより、災害の軽減

を図るなど水防活動上必要な事項については、水防計画の定めるところによる。 を図るなど水防活動上必要な事項については、水防計画の定めるところによる。

第４節　避難対策計画 第４節　避難対策計画

災害が発生し、又は、発生のおそれがある場合、住民の生命及び身体を保護するための安全地 災害が発生し、又は、発生のおそれがある場合、住民の生命及び身体を保護するための安全地

帯への避難救出については、本計画の定めるところによる。 帯への避難救出については、本計画の定めるところによる。

１．避難実施責任者及び措置内容 １．避難実施責任者及び措置内容

(1) 町長(本部長) (1) 町長(本部長)

ア．災害が発生し、又は発生するおそれのある場合、警戒巡視等によって得られる情報の ア．災害が発生し、又は発生するおそれのある場合、警戒巡視等によって得られる情報の

収集並びに過去の災害事例等を勘案し、住民の生命、身体に被害が及ぶおそれがある 収集並びに過去の災害事例等を勘案し、住民の生命、身体に被害が及ぶおそれがある

と判断される状況に至ったときは、直ちに必要と認める地域の居住者等に対し、次の と判断される状況に至ったときは、直ちに必要と認める地域の居住者等に対し、次の

勧告又は指示を行う。 勧告又は指示を行う。

　(ｱ)　避難のための立退きの勧告又は指示 　(ｱ)　避難のための立退きの勧告又は指示

  (ｲ)　必要に応じて行う立退き先としての避難場所の指示   (ｲ)　必要に応じて行う立退き先としての避難場所の指示

　(ｳ)　近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示 　(ｳ)　近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示

イ．避難のための立退きの指示、避難場所の指示、近隣の安全な場所への待避や屋内安全 イ．避難のための立退きの指示、避難場所の指示、近隣の安全な場所への待避や屋内安全

確保の指示を行うことができない場合は、警察官や海上保安官にその指示を求める。 確保の指示を行うことができない場合は、警察官や海上保安官にその指示を求める。

ウ．上記の勧告又は指示を行ったときは、その旨を速やかに後志総合振興局長に報告する。 ウ．上記の勧告又は指示を行ったときは、その旨を速やかに後志総合振興局長に報告する。

（これらの指示等を解除したときも同様とする） （これらの指示等を解除したときも同様とする）

 また、立退き先指示等ができない場合は、警察官や海上保安官にその指示を求める。  また、立退き先指示等ができない場合は、警察官や海上保安官にその指示を求める。

エ．水防管理者は、洪水、津波又は高潮のはん濫により著しい危険が切迫していると認め エ．水防管理者は、洪水、津波又は高潮のはん濫により著しい危険が切迫していると認め

られるときは、必要と認める区域の居住者に対し、避難のために立退くことを指示する られるときは、必要と認める区域の居住者に対し、避難のために立退くことを指示する

ことができる。 ことができる。

オ．水防管理者は、避難のための立退きを指示した場合は、その状況を後志総合振興局長 オ．水防管理者は、避難のための立退きを指示した場合は、その状況を後志総合振興局長

に速やかに報告するとともに、岩内警察署長にその旨を通知する。 に速やかに報告するとともに、岩内警察署長にその旨を通知する。

(2) 警察官・海上保安官 (2) 警察官・海上保安官

警察官又は海上保安官は、町長(本部長)から要求があったとき、又は町長(本部長)が指 警察官又は海上保安官は、町長(本部長)から要求があったとき、又は町長(本部長)が指

示ができないと認めるときは、必要と認められる地域の居住者に対し、避難のための立退 示ができないと認めるときは、必要と認められる地域の居住者に対し、避難のための立退

き又は近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示を行うものとし、その立退き先に き又は近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示を行うものとし、その立退き先に

ついて指示することができる。 ついて指示することができる。

その場合、直ちに、その旨を町長(本部長)に通知するものとする。 その場合、直ちに、その旨を町長(本部長)に通知するものとする。

(3) 知事又はその命を受けた職員 (3) 知事又はその命を受けた職員

洪水、高潮のはん濫又は地すべりにより、立退きが必要であると認められる区域の居住 洪水、高潮のはん濫又は地すべりにより、立退きが必要であると認められる区域の居住

者に対し、避難のため立退きの指示をすることができる。 者に対し、避難のため立退きの指示をすることができる。

また、知事は洪水、高潮、地すべり以外の災害においても、町長(本部長)が行う避難、 また、知事は洪水、高潮、地すべり以外の災害においても、町長(本部長)が行う避難、

立退きの指示について必要な指示を行うことができる。 立退きの指示について必要な指示を行うことができる。

(4) 自衛隊 (4) 自衛隊

災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛隊は災害が発生し、又はまさに発生しようとしてい 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛隊は災害が発生し、又はまさに発生しようとしてい

る場合において、町長等、警察官及び海上保安官がその場にいない時に限り、次の措置を る場合において、町長等、警察官及び海上保安官がその場にいない時に限り、次の措置を

とることができる。 とることができる。
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この場合において、当該措置をとったときは、直ちに、その旨を町長に通知しなければ この場合において、当該措置をとったときは、直ちに、その旨を町長に通知しなければ

ならない。 ならない。

ア．住民等の避難等の措置等 ア．住民等の避難等の措置等

イ．他人の土地への立入 イ．他人の土地への立入

ウ．警戒区域の設定等 ウ．警戒区域の設定等

エ．他人の土地への一時使用等及び被災工作物等の除去等 エ．他人の土地への一時使用等及び被災工作物等の除去等

オ．住民等への応急措置業務従事命令 オ．住民等への応急措置業務従事命令

２．避難勧告等の発令区分 ２．避難勧告等の発令区分

避難勧告等の発令については、河川洪水、土砂災害、高波・高潮災害、津波災害等が発生 避難勧告等の発令については、河川洪水、土砂災害、高波・高潮災害、津波災害等が発生

し、又は発生するおそれがある場合に、気象予警報の防災情報や現地情報を収集し、総合的 し、又は発生するおそれがある場合に、気象予警報の防災情報や現地情報を収集し、総合的

に判断するものとする。 に判断するものとする。

(1) 避難準備・高齢者等避難開始 (1) 避難準備・高齢者等避難開始

災害により人的被害の発生のおそれがあり、避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を 災害により人的被害の発生のおそれがあり、避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を

要する人が、避難行動を開始する必要がある場合に情報を提供するもの。 要する人が、避難行動を開始する必要がある場合に情報を提供するもの。

(2) 避難勧告 (2) 避難勧告

災害により人的被害の発生のおそれがあり、災害の拡大を防止するため特に必要がある場 災害により人的被害の発生のおそれがあり、災害の拡大を防止するため特に必要がある場

合に、住民等に対し避難のための立退きを勧め又は促すもの。 合に、住民等に対し避難のための立退きを勧め又は促すもの。

(3) 避難指示（緊急） (3) 避難指示（緊急）

災害による被害の危険が目前に切迫している場合に「避難勧告」より強く住民等に対し避 災害による被害の危険が目前に切迫している場合に「避難勧告」より強く住民等に対し避

難のための立退きを勧め又は促すもの。 難のための立退きを勧め又は促すもの。

３．避難勧告、避難指示（緊急）又は避難準備・高齢者等避難開始の周知 ３．避難勧告、避難指示（緊急）又は避難準備・高齢者等避難開始の周知

町長(本部長)は、避難準備・高齢者等避難開始の提供、避難のための立退きの勧告・指示、 町長(本部長)は、避難勧告等の避難情報を迅速かつ確実に住民に伝達するため、避難準備・ ・道計画修正に

又は近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示に当たっては、関係機関の協力を得つ 高齢者等避難開始の提供、避難のための立退きの勧告・指示、又は近隣の安全な場所への待避 よる修正

つ、次の事項について、生命や身体に危険が及ぶおそれがあることを認識できるように避難 や屋内安全確保の指示に当たっては、関係機関の協力を得つつ、次の事項について、生命や身

勧告等の伝達文の内容を工夫することや、その対象者を明確にすること、対象者ごとにとる 体に危険が及ぶおそれがあることを認識できるように避難勧告等の伝達文の内容を工夫するこ

べき避難行動について、住民にとって具体的でわかりやすい内容となるよう配慮し、防災行 とや、その対象者を明確にすること、対象者ごとにとるべき避難行動について、住民にとって

政無線、広報車、携帯電話（緊急速報メール機能含む。）、インターネット、ＳＮＳ等のあ 具体的でわかりやすい内容となるよう配慮し、防災行政無線、広報車、携帯電話（緊急速報メ

らゆる伝達手段の複合的な活用を図り、対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に努め、住 ール機能含む。）、インターネット、ＳＮＳ等のあらゆる伝達手段の特徴を踏まえた複合的な

民の迅速かつ円滑な避難を図る。 活用を図り、対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に努め、住民の迅速かつ円滑な避難を図

る。

(1) 避難勧告、避難指示（緊急）、近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示又は避難 (1) 避難勧告、避難指示（緊急）、近隣の安全な場所への待避や屋内安全確保の指示又は避難

準備・高齢者等避難開始の理由及び内容 準備・高齢者等避難開始の理由及び内容

(2) 避難区域 (2) 避難区域

(3) 避難場所及び経路 (3) 避難場所及び経路

(4) 火災、盗難の予防措置等 (4) 火災、盗難の予防措置等

(5) 携行品等その他の注意事項 (5) 携行品等その他の注意事項

既に災害が発生している状況であり、 災害発生情報
命を守るための最善の行動をとる。
・指定緊急避難場所等への立退き避難 ・避難勧告
を基本とする避難行動をとる。 ・避難指示（緊急）
・災害が発生するおそれが極めて高い
状況等になっており、緊急に避難する。
高齢者等は立退き避難する。 避難準備・高齢者等
その他の者は立退き避難の準備をし、 避難開始
自発的に避難する。
避難に備え自らの避難行動を確認する。 洪水注意報

大雨注意報
災害への心構えを高める。 早期注意情報

警戒レベル３

警戒レベル２

住民がとるべき行動警戒レベル
住民に行動を促す情報

避難情報等

警戒レベル４

警戒レベル１

警戒レベル５
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４．避難方法 ４．避難方法

地域住民が避難を行う場合には、災害の規模、道路、橋梁の状況、火災の拡大の経路等を 地域住民が避難を行う場合には、災害の規模、道路、橋梁の状況、火災の拡大の経路等を

勘案し、消防機関、警察署等と密接な連携のもとに行うものとする。 勘案し、消防機関、警察署等と密接な連携のもとに行うものとする。

(1) 避難誘導 (1) 避難誘導

ア．避難道路の要点については、誘導員を配置し、迅速、的確な避難誘導等にあたるもの ア．避難道路の要点については、誘導員を配置し、迅速、的確な避難誘導等にあたるもの

とする。 とする。

イ．高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦等いわゆる要配慮者の避難については、日常より イ．高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦等いわゆる要配慮者の避難については、日常より

地区別に名簿を作成し、その所在を把握しておき、救護部救護班は町内会組織等住民の 地区別に名簿を作成し、その所在を把握しておき、救護部救護班は町内会組織等住民の

協力を得て避難誘導を行うものとする。 協力を得て避難誘導を行うものとする。

ウ．町の各部及び防災関係機関は、地域住民の安全避難を促進するため、必要な情報の提 ウ．町の各部及び防災関係機関は、地域住民の安全避難を促進するため、必要な情報の提

供、道路障害物の除去等を実施するほか避難場所への職員の派遣等を行い、避難者の安 供、道路障害物の除去等を実施するほか避難場所への職員の派遣等を行い、避難者の安

全受入体制を確保するものとする。 全受入体制を確保するものとする。

エ．避難時の周囲の状況等により、近隣のより安全な建物への「緊急的な待避」や、「屋 エ．避難時の周囲の状況等により、近隣のより安全な建物への「緊急的な待避」や、「屋

内安全確保」といった適切な避難行動を住民がとれるよう努めるものとする。特に、台 内安全確保」といった適切な避難行動を住民がとれるよう努めるものとする。特に、台

風による大雨発生など事前に予測が可能な場合においては、大雨発生が予測されてから 風による大雨発生など事前に予測が可能な場合においては、大雨発生が予測されてから

災害のおそれがなくなるまで、住民に対して分かりやすく適切に状況を伝達することに 災害のおそれがなくなるまで、住民に対して分かりやすく適切に状況を伝達することに

努めるものとする。 努めるものとする。

オ．町の職員、消防職・団員、警察官など避難誘導に当たる者の安全の確保に努めるもの オ．町の職員、消防職・団員、警察官など避難誘導に当たる者の安全の確保に努めるもの

とする。 とする。

(2) 移送 (2) 移送

避難、立退きは、避難者が各自で行うことを原則とするが、自力により避難、立退きが 避難、立退きは、避難者が各自で行うことを原則とするが、自力により避難、立退きが

不可能な障がい者等の場合は、救護部救護班により救助、救出を行うが、入院患者、施設 不可能な障がい者等の場合は、救護部救護班により救助、救出を行うが、入院患者、施設

受入児童等集団で移送させる必要がある場合において町で実施できなくなったときには、 受入児童等集団で移送させる必要がある場合において町で実施できなくなったときには、

知事に対し応援要請を行うものとする。 知事に対し応援要請を行うものとする。

(3) 避難に必要な車両等 (3) 避難に必要な車両等

避難等を実施するための車両及び船舶等については、本章第15節「輸送計画」に定める 避難等を実施するための車両及び船舶等については、本章第15節「輸送計画」に定める

ところによる。 ところによる。

５．避難行動要支援者の避難行動支援 ５．避難行動要支援者の避難行動支援

(1) 避難行動要支援者の避難支援 (1) 避難行動要支援者の避難支援

町は、平常時から避難行動要支援者名簿の情報を提供することに同意した者については、 町は、平常時から避難行動要支援者名簿の情報を提供することに同意した者については、

名簿情報に基づいて避難支援を行うとともに、平常時から名簿情報を提供することに不同 名簿情報に基づいて避難支援を行うとともに、平常時から名簿情報を提供することに不同

意であった者についても、可能な範囲で避難支援を行うよう、民生委員等の避難支援等関 意であった者についても、可能な範囲で避難支援を行うよう、民生委員等の避難支援等関

係者等に協力を求める。 係者等に協力を求める。

なお、避難支援を行うに当たっては、避難支援等関係者の安全確保の措置、名簿情報の なお、避難支援を行うに当たっては、避難支援等関係者の安全確保の措置、名簿情報の

提供を受けた者に係る守秘義務等に留意する。 提供を受けた者に係る守秘義務等に留意する。

(2) 避難行動要支援者の安否確認 (2) 避難行動要支援者の安否確認

町は、避難行動要支援者名簿を有効に活用し、災害発生後、直ちに在宅避難者を含む避 町は、避難行動要支援者名簿を有効に活用し、災害発生後、直ちに在宅避難者を含む避

難行動要支援者の所在、連絡先を確認し、安否の確認を行う。 難行動要支援者の所在、連絡先を確認し、安否の確認を行う。

(3) 避難場所以降の避難行動要支援者への対応 (3) 避難場所以降の避難行動要支援者への対応

町は、地域の実情や特性を踏まえつつ、あらかじめ定めた全体計画等に基づき、避難行 町は、地域の実情や特性を踏まえつつ、あらかじめ定めた全体計画等に基づき、避難行

動要支援者及びその名簿情報が避難支援関係者等から避難場所等の責任者に引き継がれる 動要支援者及びその名簿情報が避難支援関係者等から避難場所等の責任者に引き継がれる

よう措置する。 よう措置する。

また、全体計画等に基づき、速やかに負傷の有無や周囲の状況等を総合的に判断して以 また、全体計画等に基づき、速やかに負傷の有無や周囲の状況等を総合的に判断して以

下の措置を講ずる。 下の措置を講ずる。

ア　避難所（必要に応じて福祉避難所）への移動 ア　指定避難所（必要に応じて福祉避難所）への移動 ・防災基本計画

イ　病院への移送 イ　病院への移送 修正による修正

ウ　施設等への緊急入所 ウ　施設等への緊急入所

(4) 応急仮設住宅等への優先入居 (4) 応急仮設住宅等への優先入居

町は、応急仮設住宅等への入居にあたり、要配慮者の優先的入居に努めるものとする。 町は、応急仮設住宅等への入居にあたり、要配慮者の優先的入居に努めるものとする。
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(5) 在宅者への支援 (5) 在宅者への支援

町は、要配慮者が在宅での生活が可能と判断された場合は、その生活実態を的確に把握 町は、要配慮者が在宅での生活が可能と判断された場合は、その生活実態を的確に把握

し、適切な援助活動を行う。 し、適切な援助活動を行う。

(6) 応援の要請 (6) 応援の要請

町は、救助活動の状況や要配慮者の状況を把握し、必要に応じて、道、隣接市町村等へ 町は、救助活動の状況や要配慮者の状況を把握し、必要に応じて、道、隣接市町村等へ

応援を要請する。 応援を要請する。

６．外国人に対する対策 ６．外国人に対する対策

町は、言語・生活習慣・防災意識の異なる外国人についても要配慮者として位置付け、災 町は、言語・生活習慣・防災意識の異なる外国人についても要配慮者として位置付け、災

害発生時に迅速、かつ、的確な行動がとれるよう、次のような条件・環境づくりに努めると 害発生時に迅速、かつ、的確な行動がとれるよう、次のような条件・環境づくりに努めると

ともに、在留管理制度における手続き等様々な機会をとらえて防災対策についての周知を図 ともに、在留管理制度における手続き等様々な機会をとらえて防災対策についての周知を図

る。 る。

また、被災地に生活基盤を持ち、避難生活や生活再建に関する情報を必要とする在日外国 また、被災地に生活基盤を持ち、避難生活や生活再建に関する情報を必要とする在日外国

人と、早期帰国等に向けた交通情報を必要とする訪日外国人は行動特性や情報ニーズが異な 人と、早期帰国等に向けた交通情報を必要とする訪日外国人は行動特性や情報ニーズが異な

ることを踏まえ、それぞれに応じた迅速かつ的確な情報伝達の環境整備や、円滑な避難誘導 ることを踏まえ、それぞれに応じた迅速かつ的確な情報伝達の環境整備や、円滑な避難誘導

体制の構築に努める。 体制の構築に努める。

(1) 多言語による広報の充実 (1) 多言語による広報の充実

(2) 避難場所・道路標識等の災害に関する表示板の多言語化 (2) 指定緊急避難場所・道路標識等の災害に関する表示板の多言語化 ・道計画修正に

(3) 外国人を含めた防災訓練・防災教育の実施 (3) 外国人を含めた防災訓練・防災教育の実施 よる修正

（新設） (4) 外国人観光客等に対する相談窓口等の設置

７．指定緊急避難場所の開設 ７．指定緊急避難場所の開設

町は、災害が発生し、又は、災害が発生するおそれがあるときは、必要に応じ、避難準備 町は、災害が発生し、又は、災害が発生するおそれがあるときは、必要に応じ、避難準備

・高齢者等避難開始の発令等とあわせて指定緊急避難場所を開設し、住民等に対し周知徹底 ・高齢者等避難開始の発令等とあわせて指定緊急避難場所を開設し、住民等に対し周知徹底

を図るものとする。 を図るものとする。

８．指定避難所の開設 ８．指定避難所の開設

(1) 指定避難所 (1) 指定避難所

ア．発災時に必要に応じ、洪水、高潮、土砂災害等の危険性を十分配慮し、指定避難所を ア．発災時に必要に応じ、洪水、高潮、土砂災害等の危険性を十分配慮し、指定避難所を

開設するとともに、住民等に対し周知徹底を図るものとする。 開設するとともに、住民等に対し周知徹底を図るものとする。

さらに、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦等避難行動要支援者に配慮して、被災地 さらに、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦等避難行動要支援者に配慮して、被災地

以外の地域にあるものを含め、公営住宅、民間賃貸住宅、旅館・ホテル等を避難所とし 以外の地域にあるものを含め、公営住宅、民間賃貸住宅、旅館・ホテル等を避難所とし

て借り上げる等、多様な避難所の確保に努めるものとする。また、必要に応じ、あらか て借り上げる等、多様な避難所の確保に努めるものとする。また、必要に応じ、あらか

じめ指定した施設以外の施設についても、災害に対する安全性を確認の上、管理者の同 じめ指定した施設以外の施設についても、災害に対する安全性を確認の上、管理者の同

意を得て避難場所として開設する。 意を得て避難場所として開設する。

イ．避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や道路の途絶による孤 イ．避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や道路の途絶による孤

立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難所を設置・維持することの適否を検討す 立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難所を設置・維持することの適否を検討す

るものとする。 るものとする。

(2) 福祉避難所 (2) 福祉避難所

ア．災害が発生し、又は、発生のおそれがある場合において、指定避難所に避難してきた ア．災害が発生し、又は、発生のおそれがある場合において、指定避難所に避難してきた

者で、福祉避難所の対象となる者がおり、福祉避難所の開設が必要とされる場合には、 者で、福祉避難所の対象となる者がおり、福祉避難所の開設が必要とされる場合には、

福祉避難所を開設するとともに、速やかに、その場所を周知する。 福祉避難所を開設するとともに、速やかに、その場所を周知する。

イ． 指定した福祉避難所のみでは、その受入体制に不足が生ずる場合には、旅館、ホテ イ． 指定した福祉避難所のみでは、その受入体制に不足が生ずる場合には、旅館、ホテ

ル等の借り上げなどにより、その受入れを実施する。 ル等の借り上げなどにより、その受入れを実施する。

ウ．人材の確保については、要配慮者への心理的ケア等の被災者相談や福祉的支援等を行 ウ．人材の確保については、要配慮者への心理的ケア等の被災者相談や福祉的支援等を行

う「北海道災害派遣ケアチーム」を活用する。 う「北海道災害派遣ケアチーム」を活用する。

(3) 避難所責任者の指名及び派遣 (3) 避難所責任者の指名及び派遣

町長(本部長)は、避難の指示をしたときは、避難所責任者を指名し避難所に派遣するも 町長(本部長)は、避難の指示をしたときは、避難所責任者を指名し避難所に派遣するも

のとする。 のとする。
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(4) 避難所責任者のとるべき措置 (4) 避難所責任者のとるべき措置

ア． 避難所責任者は、本部から避難所開設の指示があった場合は、直ちに避難所の開設を ア． 避難所責任者は、本部から避難所開設の指示があった場合は、直ちに避難所の開設を

行い、本部との情報伝達手段の確保、及び、避難者の確認が円滑に実施されるよう施設 行い、本部との情報伝達手段の確保、及び、避難者の確認が円滑に実施されるよう施設

内の配置を整備するなど、万全の体制を整えるものとする。 内の配置を整備するなど、万全の体制を整えるものとする。

イ．避難所責任者は、次の事項を処理するものとする。 イ．避難所責任者は、次の事項を処理するものとする。

(ｱ) 避難を完了した地区名、世帯数及び人数等について、逐次本部へ報告するとともに、 (ｱ) 避難を完了した地区名、世帯数及び人数等について、逐次本部へ報告するとともに、

その内容を記録しておくものとする。 その内容を記録しておくものとする。

(ｲ) 常に本部と緊密な連携を保ち、災害状況の把握に努めるものとする。 (ｲ) 常に本部と緊密な連携を保ち、災害状況の把握に努めるものとする。

(ｳ) 住民等に対しては、的確な情報の提供、適切な指示を行い、常に住民等の不安の除 (ｳ) 住民等に対しては、的確な情報の提供、適切な指示を行い、常に住民等の不安の除

去に努めるとともに、住民等の要求の把握に努めるものとする。 去に努めるとともに、住民等の要求の把握に努めるものとする。

(ｴ) 本部が供給する必要物資は、平等かつ能率的に給付するものとする。 (ｴ) 本部が供給する必要物資は、平等かつ能率的に給付するものとする。

(ｵ) 避難所及び住民等の衛生の確保に努めるものとする。 (ｵ) 避難所及び住民等の衛生の確保に努めるものとする。

ウ．避難所責任者は、避難所を閉鎖するときは、施設内の清掃、火気の点検を行い、避難 ウ．避難所責任者は、避難所を閉鎖するときは、施設内の清掃、火気の点検を行い、避難

施設の管理者の確認を受けるとともに、本部へ直ちに報告するものとする。 施設の管理者の確認を受けるとともに、本部へ直ちに報告するものとする。

９．避難所の運営管理等 ９．指定避難所の運営管理等 ・防災基本計画

(1) 各避難所の適切な運営管理を行うものとする。この際、避難所における情報の伝達、 (1) 各指定避難所の適切な運営管理を行うものとする。この際、指定避難所における情報 修正による修正

食料、水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組織、町内会、自治会 の伝達、食料、水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組織、町内会、

及び避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協力が得られるように努めると 自治会及び避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協力が得られるように努

ともに、必要に応じ、他の市町村やボランティア団体等に対して協力を求めるものとす めるとともに、必要に応じ、他の市町村やボランティア団体等に対して協力を求めるも

る。 のとする。

　また、避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の負担がかからない 　また、指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の負担がかから

よう配慮しつつ、被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早期 ないよう配慮しつつ、被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に

に移行できるよう、その立ち上げを支援するものとする。 早期に移行できるよう、その立ち上げを支援するものとする。

(2) マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のために必要な知識等の普及 (2) マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管理のために必要な知識等の

に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所 普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避

を運営できるように配慮するよう努めるものとする。 難所運営に関与できるように配慮するよう努めるものとする。

　なお、実情に合わせて、応援職員やボランティア、地域防災マスター等による避難所 ・道計画修正に

運営業務の分担等、自主運営のための各種支援を行うこととし、関係団体等との連携・ よる修正

協力に努めるものとする。

（新設） (3) 避難所における食事や物資の配布など生活上の情報提供について、障がい特性に応じ

た情報伝達手段を用いて、情報伝達がなされるよう努めるものとする。

(3) 避難所ごとに受け入れている避難者に係る情報及び避難所で生活せず食事のみ受取り (4) 指定避難所ごとに受け入れている避難者に係る情報及び指定避難所で生活せず食事の

に来ている被災者等に係る情報を早期に把握するとともに、やむを得ず避難所に滞在す み受取りに来ている被災者、車中泊の被災者等に係る情報を早期に把握するとともに、

ることができない被災者等に係る情報の把握に努めるものとする。 やむを得ず指定避難所に滞在することができない被災者等に係る情報の把握に努めるも

のとする。

(4) 避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよう実態とニーズ把握 (5) 指定避難所の生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよう実態とニーズ把握に

に努めるものとする。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、 努めるものとする。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必

必要な対策を講じるものとする。その際、避難所の良好な生活環境の継続的な確保のた 要な対策を講じるものとする。その際、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保の

めに、専門家等との定期的な情報交換に努めるものとする。また、避難の長期化等必要 ために、道や医療・保健関係者等と連携して、段ボールベッドの早期導入や、衛生面に

に応じて、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、 おいて優れたコンテナ型のトイレの配備等の支援を行うとともに、専門家等との定期的

医師や看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、し尿・ごみの処理の状況 な情報交換に努めるものとする。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの

など、避難者の健康状態や避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講ずるよう努 確保状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による巡

めるものとする。 回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、し尿・ごみの処理の状況など、避難者の健康状態

や指定避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

また、避難所における家庭動物のためのスペースの確保に努めるものとする。 (6) 避難所における家庭動物のためのスペースの確保に努めるものとする。なお、家庭動

物のためのスペースは、特に冬期を想定し、屋内に確保することが望ましい。

(5) 避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双 (7) 指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男

方の視点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置 女双方の視点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の

や生理用品、女性用下着の女性による配布、避難所における安全性の確保など女性や子 設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、指定避難所における安全性の確保など

育て家族のニーズに配慮した避難所の運営に努めるものとする。 女性や子育て家族のニーズに配慮した指定避難所の運営に努めるものとする。
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(6) 災害の規模、被災者の避難及び受入状況、避難の長期化等にかんがみ、必要に応じて (8) 災害の規模、被災者の避難及び受入状況、避難の長期化等にかんがみ、必要に応じて ・道計画修正に

旅館やホテル等への移動を避難者に促すものとする。 旅館やホテル等への移動を避難者に促すものとする。 よる修正

(7) 災害の規模等にかんがみて必要に応じ、避難者の健全な住生活の早期確保のために、 (9) 災害の規模等にかんがみて必要に応じ、避難者の健全な住生活の早期確保のために、

応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、民間賃貸住宅及び空家等利用可能な既存住宅の 応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅、民間賃貸住宅及び空家等利用可能な既存住宅の

あっせん及び活用等により、避難所の早期解消に努めることを基本とする。 あっせん及び活用等により、指定避難所の早期解消に努めることを基本とする。

（新設） (10)車中泊による避難を受け入れる場合は、トイレの確保や医療・保健関係者等と連携し

て、エコノミークラス症候群や一酸化炭素中毒等への予防対処策の周知、冬期間の寒さ

対策など健康への配慮を行うものとする。

　また、安全対策や避難所施設の利用ルール、各種情報や食事等支援物資の提供方法な

どについてあらかじめ規定し、円滑な避難所運営ができる体制の構築に努めるものとす

る。

（新設） (11)避難所における食事については、食物アレルギー等に配慮し、避難生活が長期化した

場合には、メニューの多様化や栄養バランス等を考慮して、適温食を提供できるよう、

管理栄養士等の協力を得ながら、ボランティア等による炊き出しや地元事業者からの食

料等の調達など、体制の構築に努めるものとする。

10．住民等の留意事項 10．住民等の留意事項

(1) 住民等は、避難所において相互に扶助協力するとともに、避難所責任者の指示に従い、 (1) 住民等は、避難所において相互に扶助協力するとともに、避難所責任者の指示に従い、

冷静に行動するものとする。 冷静に行動するものとする。

(2) 住民等は、本部が必要に応じて実施する種々の措置が、迅速に処理できるよう協力す (2) 住民等は、本部が必要に応じて実施する種々の措置が、迅速に処理できるよう協力す

るものとする。 るものとする。

11．道(後志総合振興局)に対する報告 11．道(後志総合振興局)に対する報告

(1) 町長(本部長)及び警察官・海上保安官が避難の勧告・指示を行ったときは、次の事項 (1) 町長(本部長)及び警察官・海上保安官が避難の勧告・指示を行ったときは、次の事項

を速やかに後志総合振興局に報告するものとする。 を速やかに後志総合振興局に報告するものとする。

解除の措置を講じたときも同様とする。 解除の措置を講じたときも同様とする。

ア．避難の勧告・指示の発令者名 ア．避難の勧告・指示の発令者名

イ．発令の理由 イ．発令の理由

ウ．避難対象者(地区名・人数) ウ．避難対象者(地区名・人数)

エ．発令日時 エ．発令日時

オ．避難先 オ．避難先

(2) 避難所を開設したときは、次の事項を後志総合振興局に報告するものとする。 (2) 避難所を開設したときは、次の事項を後志総合振興局に報告するものとする。

解除の措置を講じたときも同様とする。 解除の措置を講じたときも同様とする。

ア．避難所開設の日時、場所及び施設名 ア．避難所開設の日時、場所及び施設名

イ．受入状況、受入人員 イ．受入状況、受入人員

ウ．炊出し等の状況 ウ．炊出し等の状況

エ．開設期間の見込み エ．開設期間の見込み

12．字別の世帯及び人口調べ　　　　　 資料　５－４－12－1 12．字別の世帯及び人口調べ　　　　　 資料　５－４－12－1

13．広域一時滞在 13．広域一時滞在

(1) 道内における広域一時滞在 (1) 道内における広域一時滞在

ア．町長が、災害発生により、被災住民について、道内の他の市町村における一時的な滞 ア．町長が、災害発生により、被災住民について、道内の他の市町村における一時的な滞

在(以下、「道内広域一時滞在」という。)の必要があると認めるときは、道内の他の市 在(以下、「道内広域一時滞在」という。)の必要があると認めるときは、道内の他の市

町村長(以下、「協議先市町村長」という。)に被災住民の受入れについて、協議を行う。 町村長(以下、「協議先市町村長」という。)に被災住民の受入れについて、協議を行う。

なお、適当な協議の相手方を見つけられない場合等は、知事に助言を求めるものとす なお、適当な協議の相手方を見つけられない場合等は、知事に助言を求めるものとす

る。 る。

イ．道内広域一時滞在の協議をしようとするときは、あらかじめ知事に報告するものとす イ．道内広域一時滞在の協議をしようとするときは、あらかじめ知事に報告するものとす

る。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは協議開始後、速やかに、報告する る。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは協議開始後、速やかに、報告する

ものとする。 ものとする。

ウ．町長は、協議先市町村長より受入決定の通知を受けたときはその内容を公示し、及び ウ．町長は、協議先市町村長より受入決定の通知を受けたときはその内容を公示し、及び

被災住民への支援に関係する機関等に通知するとともに知事に報告する。 被災住民への支援に関係する機関等に通知するとともに知事に報告する。
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エ．町長は、道内広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかに、その旨を エ．町長は、道内広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかに、その旨を

協議先市町村長に通知する。併せてその内容を公示、及び被災住民への支援に関係する 協議先市町村長に通知する。併せてその内容を公示、及び被災住民への支援に関係する

機関等に通知するとともに知事に報告する。 機関等に通知するとともに知事に報告する。

(2) 広域一時滞在者の受入れ (2) 広域一時滞在者の受入れ

ア．道内広域一時滞在の必要があると認める市町村長(以下、「協議元市町村長」とい ア．道内広域一時滞在の必要があると認める市町村長(以下、「協議元市町村長」とい

う。)又は知事より、協議を受けた町長は、被災住民を受け入れないことについて正当 う。)又は知事より、協議を受けた町長は、被災住民を受け入れないことについて正当

な理由がある場合を除き、公共施設等を提供し、被災住民を受入れるものとし、受入決 な理由がある場合を除き、公共施設等を提供し、被災住民を受入れるものとし、受入決

定したときは、速やかに、協議元市町村長に通知するとともに、直ちに被災住民への支 定したときは、速やかに、協議元市町村長に通知するとともに、直ちに被災住民への支

援に関係する機関等に通知する。 援に関係する機関等に通知する。

なお、必要に応じて、知事に助言を求めるものとする。 なお、必要に応じて、知事に助言を求めるものとする。

イ．協議元市町村長より道内広域一時滞在の必要がなくなった旨の通知を受けたときは、 イ．協議元市町村長より道内広域一時滞在の必要がなくなった旨の通知を受けたときは、

速やかに、その旨を被災住民への支援に関係する機関等に通知する。 速やかに、その旨を被災住民への支援に関係する機関等に通知する。

(3) 道外への広域一時滞在 (3) 道外への広域一時滞在

ア．町長が、災害発生により、被災住民について、道外の他の市町村における一時的な滞 ア．町長が、災害発生により、被災住民について、道外の他の市町村における一時的な滞

在(以下、「道外広域一時滞在」という。)の必要があると認めるときは、知事に対し協 在(以下、「道外広域一時滞在」という。)の必要があると認めるときは、知事に対し協

議を行い、知事が道外の当該市町村を含む都道府県に対し、被災住民の受入れについて 議を行い、知事が道外の当該市町村を含む都道府県に対し、被災住民の受入れについて

協議することを求めるものとする。 協議することを求めるものとする。

イ．町長は、知事より受入決定の通知を受けたときは、速やかに、その内容を公示し、被 イ．町長は、知事より受入決定の通知を受けたときは、速やかに、その内容を公示し、被

災住民への支援に関係する機関等に通知する。 災住民への支援に関係する機関等に通知する。

ウ．町長は、道外広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかに、その旨を ウ．町長は、道外広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかに、その旨を

知事に報告し、及び公示するとともに被災住民への支援に関係する機関等に通知する。 知事に報告し、及び公示するとともに被災住民への支援に関係する機関等に通知する。

(4) 広域一時滞在避難者への対応 (4) 広域一時滞在避難者への対応

町は、広域一時滞在により居住地以外の市町村に避難した被災住民に必要な情報や物資 町は、広域一時滞在により居住地以外の市町村に避難した被災住民に必要な情報や物資

等を確実に送り届けられるよう、被災住民の所在地等の情報を共有するなど、町と避難先 等を確実に送り届けられるよう、被災住民の所在地等の情報を共有するなど、町と避難先

の市町村との連携に配慮する。 の市町村との連携に配慮する。

14．救出計画 14．救出計画

(1) 救出要員等 (1) 救出要員等

災害のため生命、身体が危険な状態にある者の救出、又は生死不明の状態にある者の救 災害のため生命、身体が危険な状態にある者の救出、又は生死不明の状態にある者の救

出及び捜索等は、岩内・寿都地方消防組合岩内消防署、岩内警察署及び本部職員で構成さ 出及び捜索等は、岩内・寿都地方消防組合岩内消防署、岩内警察署及び本部職員で構成さ

れる救出要員により行うものとする。 れる救出要員により行うものとする。

(2) 負傷者の措置 (2) 負傷者の措置

救出された者が、負傷等のため緊急に手当を施す必要があるときは、救出要員等により 救出された者が、負傷等のため緊急に手当を施す必要があるときは、救出要員等により

応急措置を施したうえで、直ちに医療機関等に搬送するものとする。 応急措置を施したうえで、直ちに医療機関等に搬送するものとする。

(3) 関係機関への応援要請 (3) 関係機関への応援要請

特に多数の死傷者がある場合においては、医師会、道に協力を依頼するとともに、必要 特に多数の死傷者がある場合においては、医師会、道に協力を依頼するとともに、必要

に応じ知事に対しての自衛隊の派遣を要請するものとする。 に応じ知事に対しての自衛隊の派遣を要請するものとする。

第５節　食料供給計画 第５節　食料供給計画

災害時における、被災者及び災害応急対策に従事している者に対する主要食料及び副食、調味 災害時における、被災者及び災害応急対策に従事している者に対する主要食料及び副食、調味

料の調達と供給については、本計画の定めるところによる。 料の調達と供給については、本計画の定めるところによる。

１．主要食料供給計画 １．主要食料供給計画

(1) 実施責任者 (1) 実施責任者

主要食料の供給は、町長(本部長)が行う。 主要食料の供給は、町長(本部長)が行う。

ただし、救助法が適用された場合は知事が、又は知事の委任を受けた町長(本部長)が実 ただし、救助法が適用された場合は知事が、又は知事の委任を受けた町長(本部長)が実

施する。 施する。

(2) 供給の対象 (2) 供給の対象

ア．被災者に対し、炊出しによる給食を行う必要がある場合。 ア．被災者に対し、炊出しによる給食を行う必要がある場合。

イ．被災により供給機関が通常の供給を行うことができないため、その機関を通じないで イ．被災により供給機関が通常の供給を行うことができないため、その機関を通じないで

供給を行う必要がある場合。 供給を行う必要がある場合。
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ウ．被災地において、救助作業、応急措置その他復旧作業に従事する者に対して給食を行 ウ．被災地において、救助作業、応急措置その他復旧作業に従事する者に対して給食を行

う必要がある場合。 う必要がある場合。

(3) 供給品目 (3) 供給品目

供給品目は原則として米穀とするが、災害の状況により炊出しができず、乾パンによる 供給品目は原則として米穀とするが、災害の状況により炊出しができず、乾パンによる

給食が必要な場合は、「災害時における乾パンの取り扱い要領」に基づき、知事に要請し、 給食が必要な場合は、「災害時における乾パンの取り扱い要領」に基づき、知事に要請し、

政府保有の乾パンの供給を受けるものとする。 政府保有の乾パンの供給を受けるものとする。

(4) 応急用米穀の供給の方法 (4) 応急用米穀の供給の方法

町長(本部長)は、炊出し等の給食に必要な応急用米穀等を町内において確保できない場合 町長(本部長)は、炊出し等の給食に必要な応急用米穀等を町内において確保できない場合

は、その確保について後志総合振興局長を通じ知事に要請するものとする。 は、その確保について後志総合振興局長を通じ知事に要請するものとする。

(5) ミルク調達先 (5) ミルク調達先

乳児への給食は人工栄養とするが、その確保が困難な場合は、町内の取り扱い業者から調 乳児への給食は人工栄養とするが、その確保が困難な場合は、町内の取り扱い業者から調

達するものとする。 達するものとする。

２．副食・調味料供給計画 ２．副食・調味料供給計画

(1) 実施責任者 (1) 実施責任者

災害時における給食のための副食・調味料等の調達は、物資部が行う。 災害時における給食のための副食・調味料等の調達は、物資部が行う。

(2) 調達先 (2) 調達先

副食・調味料については、必要に応じ町内の取り扱い業者から調達する。 副食・調味料については、必要に応じ町内の取り扱い業者から調達する。

３．炊出し計画 ３．炊出し計画

(1) 炊き出しの方法 (1) 炊き出しの方法

被災者及び災害応急対策に従事している者に対する炊出しは、物資部・救護部を中心とし 被災者及び災害応急対策に従事している者に対する炊出しは、物資部・救護部を中心とし

て、町内社会福祉団体等の協力を得ながら、学校等の給食施設等既存の施設を利用して行う。 て、町内社会福祉団体等の協力を得ながら、学校等の給食施設等既存の施設を利用して行う。

なお、実施にあたっては、次の点に留意するものとする。 なお、実施にあたっては、次の点に留意するものとする。

(2) 炊出しの食品衛生 (2) 炊出しの食品衛生

炊出しにあたっては、常に食品の衛生に心掛け、特に次の事項に留意するものとする。 炊出しにあたっては、常に食品の衛生に心掛け、特に次の事項に留意するものとする。

ア．炊出し施設には、飲料適水を供給する。 ア．炊出し施設には、飲料適水を供給する。

イ．必要な器具・容器を十分確保する。 イ．必要な器具・容器を十分確保する。

ウ．炊出し所には、洗浄設備及び器具類の消毒ができる設備を設ける。 ウ．炊出し所には、洗浄設備及び器具類の消毒ができる設備を設ける。

エ．ハエ、その他害虫の駆除に十分留意する。 エ．ハエ、その他害虫の駆除に十分留意する。

オ．原料はできるだけ新鮮なものを仕入れ、保管にも留意する。 オ．原料はできるだけ新鮮なものを仕入れ、保管にも留意する。

(3) 炊出し施設の状況　　　　　　　　　　 資料　５－５－３－１ (3) 炊出し施設の状況　　　　　　　　　　 資料　５－５－３－１

(4) 炊出し等の費用及び機関 (4) 炊出し等の費用及び機関

費用及び期間は、救助法の定めるところによる。 費用及び期間は、救助法の定めるところによる。

ただし、期間内において打ち切ることができないときは、期間を延長することができる。 ただし、期間内において打ち切ることができないときは、期間を延長することができる。

４．食料輸送計画 ４．食料輸送計画

　食料の輸送等にあたっては車両によるものとし、第15節「輸送計画」及び第16節「労務供 　食料の輸送等にあたっては車両によるものとし、第15節「輸送計画」及び第16節「労務供

給計画」により措置する。 給計画」により措置する。

第６節　衣料・生活必需品等物資供給計画 第６節　衣料・生活必需品等物資供給計画

被災者に支給する衣料、生活必需品等の確保と供給については、本計画の定めるところによる。 被災者に支給する衣料、生活必需品等の確保と供給については、本計画の定めるところによる。

１．実施責任者 １．実施責任者

物資の給与・貸与は、町長(本部長)が行う。 物資の給与・貸与は、町長(本部長)が行う。

ただし、救助法が適用された場合は知事が、又は知事の委任を受けた町長(本部長)が実施 ただし、救助法が適用された場合は知事が、又は知事の委任を受けた町長(本部長)が実施

する。 する。

２．給与又は貸与の対象者 ２．給与又は貸与の対象者

災害により家屋が全壊、全焼、流出、埋没、半壊、半焼及び床上浸水し、直ちに日常生活 災害により家屋が全壊、全焼、流出、埋没、半壊、半焼及び床上浸水し、直ちに日常生活

を営むことが困難な者とする。 を営むことが困難な者とする。
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３．給与又は貸与の方法 ３．給与又は貸与の方法

(1) 物資の購入及び配分計画 (1) 物資の購入及び配分計画

物資部は救護部の協力を得て、世帯構成員別被害状況を把握し、救助物資購入及び配分 物資部は救護部の協力を得て、世帯構成員別被害状況を把握し、救助物資購入及び配分

計画を樹立して、これに基づいて物資を購入し、給与又は貸与する。 計画を樹立して、これに基づいて物資を購入し、給与又は貸与する。

(2) 物資の調達 (2) 物資の調達

物資の調達は、物資部において商工会議所等の関係団体の協力を得て行い、調達が困難 物資の調達は、物資部において商工会議所等の関係団体の協力を得て行い、調達が困難

な場合は近隣町村又は道に依頼し調達するものとする。 な場合は近隣町村又は道に依頼し調達するものとする。

(3) 救助物資の集積場所 (3) 救助物資の集積場所

調達した物資又は道からの救援物資の集積場所は、総務部長の指示によりこれを定める。 調達した物資又は道からの救援物資の集積場所は、総務部長の指示によりこれを定める。

(4) 物資の給与又は貸与の方法 (4) 物資の給与又は貸与の方法

物資の給与又は貸与にあたって、物資部は区域ごとに支給の責任者を定め、各区域の地 物資の給与又は貸与にあたって、物資部は区域ごとに支給の責任者を定め、各区域の地

区責任者の協力を求めて迅速かつ的確に実施するものとする。 区責任者の協力を求めて迅速かつ的確に実施するものとする。

なお、この場合給与又は貸与の状況が明確に分かれるよう台帳を整え整理するものとす なお、この場合給与又は貸与の状況が明確に分かれるよう台帳を整え整理するものとす

る。 る。

(5) 給与又は貸与物資の種類 (5) 給与又は貸与物資の種類

物資は次の品目の範囲内で、現物をもって給与又は貸与する。 物資は次の品目の範囲内で、現物をもって給与又は貸与する。

ア．寝具 ア．寝具

イ．外衣 イ．外衣

ウ．肌着 ウ．肌着

エ．身の回り品 エ．身の回り品

オ．炊事用具 オ．炊事用具

カ．食器 カ．食器

キ．日用品 キ．日用品

ク．光熱材料 ク．光熱材料

(6) 給与又は貸与物資の費用及び時期 (6) 給与又は貸与物資の費用及び時期

費用及び時期は、救助法の定めるところによるものとする。 費用及び時期は、救助法の定めるところによるものとする。

４．避難行動要支援者に配慮した物資の備蓄 ４．避難行動要支援者に配慮した物資の備蓄

社会福祉施設に対し、避難行動要支援者に配慮した物資の備蓄を促進するよう啓発を行う。 社会福祉施設に対し、避難行動要支援者に配慮した物資の備蓄を促進するよう啓発を行う。

(1) 生活物資は、必需品を中心に品目を選定する。 (1) 生活物資は、必需品を中心に品目を選定する。

(2) 被災施設への応援、地域での支援活動を考慮して確保する。 (2) 被災施設への応援、地域での支援活動を考慮して確保する。

第７節　給水計画 第７節　給水計画

災害による給水施設の破損及び井戸等の施設の汚染のため、飲料水の供給が不可能になった場 災害による給水施設の破損及び井戸等の施設の汚染のため、飲料水の供給が不可能になった場

合の応急給水については、本計画の定めるところによる。 合の応急給水については、本計画の定めるところによる。

１．実施責任者 １．実施責任者

応急給水は、町長(本部長)が行う。 応急給水は、町長(本部長)が行う。

ただし、救助法が適用された場合は知事が、又は知事の委任を受けた町長(本部長)が実施 ただし、救助法が適用された場合は知事が、又は知事の委任を受けた町長(本部長)が実施

する。 する。

(1) 個人備蓄の推進 (1) 個人備蓄の推進

町は、飲料水をはじめとする生活用水を災害発生後3日分程度を、個人において準備して 町は、飲料水をはじめとする生活用水を災害発生後3日分程度を、個人において準備して

おくよう住民に広報していくものとする。 おくよう住民に広報していくものとする。

(2) 生活用水の確保 (2) 生活用水の確保

町は、災害時の生活用水の水源として、震災対策用貯水施設と被災地付近の浄水場の貯 町は、災害時の生活用水の水源として、震災対策用貯水施設と被災地付近の浄水場の貯

留水を主体とし、不足する場合は井戸水、自然水(川、ため池等の水)、プール、受水槽、 留水を主体とし、不足する場合は井戸水、自然水(川、ため池等の水)、プール、受水槽、

防火水槽等の水を浄化(ろ過、滅菌)して供給するものとする。 防火水槽等の水を浄化(ろ過、滅菌)して供給するものとする。

(3) 給水資機材の確保 (3) 給水資機材の確保

町は、災害時に使用できる応急給水資機材の確保に努め、保有状況を常時把握し、被災 町は、災害時に使用できる応急給水資機材の確保に努め、保有状況を常時把握し、被災

地給水人口に応じ、給水車、散水車及び消防タンク車を保有機関から調達して、給水にあ 地給水人口に応じ、給水車、散水車及び消防タンク車を保有機関から調達して、給水にあ

たるものとする。 たるものとする。
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２．給水の対象者 ２．給水の対象者

災害のため、現に飲料水を得ることができない者とする。 災害のため、現に飲料水を得ることができない者とする。

３．給水の方法 ３．給水の方法

被災区域の全域にわたるよう適宜給水所を設け、給水車、又は容器に水を入れ、トラック 被災区域の全域にわたるよう適宜給水所を設け、給水車、又は容器に水を入れ、トラック

輸送等により行う。 輸送等により行う。

なお、給水にあたっては、広報車を配置する。 なお、給水にあたっては、広報車を配置する。

４．給水施設の応急復旧 ４．給水施設の応急復旧

給水施設の復旧については、共用栓、消火栓及び医療施設等、民生安定と緊急を要するも 給水施設の復旧については、共用栓、消火栓及び医療施設等、民生安定と緊急を要するも

のを優先的に行うものとする。 のを優先的に行うものとする。

５．給水応援の要請 ５．給水応援の要請

町長(本部長)は自ら飲料水の供給を実施する事が困難な場合は、道又は他市町村へ、飲料 町長(本部長)は自ら飲料水の供給を実施する事が困難な場合は、道又は他市町村へ、飲料

水の供給の実施又はこれに要する要員及び給水資機材の応援を要請するものとする。 水の供給の実施又はこれに要する要員及び給水資機材の応援を要請するものとする。

６．給水施設の状況　　　　　　　　　　　　　　 資料　５－７－６－１ ６．給水施設の状況　　　　　　　　　　　　　　 資料　５－７－６－１

７．浄水装置による給水の依頼先　　　　　　　 資料　５－７－７－１ ７．浄水装置による給水の依頼先　　　　　　　 資料　５－７－７－１

８．給水車両の保有状況　　　　　　　　　　　　　　 資料　５－７－８－１ ８．給水車両の保有状況　　　　　　　　　　　　　　 資料　５－７－８－１

９．給水資機材の調達先　　　　　　　　　　　　 資料　５－７－９－１ ９．給水資機材の調達先　　　　　　　　　　　　 資料　５－７－９－１

第８節　石油類燃料供給計画 第８節　石油類燃料供給計画

災害時の石油類燃料(ＬＰＧを含む)の供給については、本計画の定めるところによる。 災害時の石油類燃料(ＬＰＧを含む)の供給については、本計画の定めるところによる。

１．実施責任者 １．実施責任者

町長(本部長)は、町が管理している車両のガソリン等の確保に努めるものとする。また、 町長(本部長)は、町が管理している車両のガソリン等の確保に努めるものとする。また、

災害対策上重要な施設、避難所、医療機関及び社会福祉施設における暖房用燃料の確保に努 災害対策上重要な施設、避難所、医療機関及び社会福祉施設等における石油類燃料の確保に ・道計画修正に

めるものとする。 努めるものとする。 よる修正

(1) 町内で調達できる石油類燃料の調達先及び集積場所等の状況を把握しておくものとする。 (1) 町内で調達できる石油類燃料の調達先及び集積場所等の状況を把握しておくものとする。

(2) 町において調達が不能になったときは、道に協力を求めることができる。 (2) 町において調達が不能になったときは、道に協力を求めることができる。

２．石油類燃料の確保 ２．石油類燃料の確保

町長(本部長)は、小樽地方石油業協同組合及び北海道エルピーガス災害対策協議会との協 町長(本部長)は、小樽地方石油業協同組合及び北海道エルピーガス災害対策協議会との協

定に基づき、石油類燃料の確保を図るものとする。 定に基づき、石油類燃料の確保を図るものとする。

第９節　医療救護計画 第９節　医療救護計画

災害のため、その地域の医療機関の機能がなくなり、又は著しく不足、若しくは医療機構が混 災害のため、その地域の医療機関の機能がなくなり、又は著しく不足、若しくは医療機構が混

乱した場合における医療救護の実施は、本計画の定めるところによる。 乱した場合における医療救護の実施は、本計画の定めるところによる。

１．医療救護活動の実施 １．医療救護活動の実施

医療救護活動は、町長(本部長)が救護所を設置して行う。 医療救護活動は、町長(本部長)が救護所を設置して行う。

ただし、救助法が適用された場合は知事が、又は知事の委託を受けた日本赤十字社北海道 ただし、救助法が適用された場合は知事が、又は知事の委託を受けた日本赤十字社北海道

支部が行う。 支部が行う。

(1) 被害の程度により医療救護活動を必要と認めたときは、自ら救護班を編成し、又は道そ (1) 被害の程度により医療救護活動を必要と認めたときは、自ら救護班を編成し、又は道そ

の他医療機関に協力を要請するものとする。 の他医療機関に協力を要請するものとする。

(2) 被災者のニーズ等に的確に対応した健康管理を行うため、保健師等による保健指導及び (2) 被災者のニーズ等に的確に対応した健康管理を行うため、保健師等による保健指導及び

栄養指導を実施するものとする。 栄養指導を実施するものとする。
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(3) 岩内古宇郡医師会長は、町長(本部長)の要請に基づき救護班を編成し、医療救護活動に (3) 岩内古宇郡医師会長は、町長(本部長)の要請に基づき救護班を編成し、医療救護活動に

あたるものとする。 あたるものとする。

救護班の編制は、岩内古宇郡医師会長の定めるところによる。 救護班の編制は、岩内古宇郡医師会長の定めるところによる。

なお、災害規模等必要に応じて町長(本部長)は、知事に対し医療救護活動及び患者の輸 なお、災害規模等必要に応じて町長(本部長)は、知事に対し医療救護活動及び患者の輸

送等について応援を要請するものとする。 送等について応援を要請するものとする。

２．輸送体制の確保 ２．輸送体制の確保

重傷患者等の医療機関への搬送は、岩内・寿都地方消防組合が実施するものとする。 重傷患者等の医療機関への搬送は、岩内・寿都地方消防組合が実施するものとする。

ただし、救急車両が確保できないときは、町又は救護班が確保した車両により搬送するも ただし、救急車両が確保できないときは、町又は救護班が確保した車両により搬送するも

のとする。 のとする。

道路の破損などにより搬送が困難な場合、又は緊急を要する場合は、知事に要請して道の 道路の破損などにより搬送が困難な場合、又は緊急を要する場合は、知事に要請して道の

所有するヘリコプター等により行うものとする。 所有するヘリコプター等により行うものとする。

なお、状況に応じて自衛隊のヘリコプターやドクターヘリ等の派遣を要請する。 なお、状況に応じて自衛隊のヘリコプターやドクターヘリ等の派遣を要請する。

３．医薬品等の確保 ３．医薬品等の確保

医療応急活動に必要な医薬品・医療資機材、暖房用燃料等については、備蓄医薬品等の活 医療応急活動に必要な医薬品・医療資機材、暖房用燃料等については、備蓄医薬品等の活

用又は業者からの調達により確保する。 用又は業者からの調達により確保する。

ただし、医薬品等の不足が生じたときは、知事又は関係機関にその確保について要請する ただし、医薬品等の不足が生じたときは、知事又は関係機関にその確保について要請する

ものとする。 ものとする。

４．町内の医療施設一覧表　　　　　　　　　　　　　 資料　５－９－４－１ ４．町内の医療施設一覧表　　　　　　　　　　　　　 資料　５－９－４－１

５．町内の薬局等一覧表　　　　　　　　　　　　　 資料　５－９－５－１ ５．町内の薬局等一覧表　　　　　　　　　　　　　 資料　５－９－５－１

第10節　防疫計画 第10節　防疫計画

災害時における被災地の防疫については、本計画の定めるところによる。 災害時における被災地の防疫については、本計画の定めるところによる。

１．実施責任者 １．実施責任者

(1) 被災地の防疫は、町長(本部長)が知事の指導指示に基づき行う。 (1) 被災地の防疫は、町長(本部長)が知事の指導指示に基づき行う。

(2) 町長(本部長)は、被害が甚大なため、又は、その機能が十分発揮できないと認める場合 (2) 町長(本部長)は、被害が甚大なため、又は、その機能が十分発揮できないと認める場合

は、知事に対し応援を要請するものとする。 は、知事に対し応援を要請するものとする。

２．防疫の実施組織 ２．防疫の実施組織

災害防疫実施のための作業実施組織として町長(本部長)は、防疫班を編制する。 災害防疫実施のための作業実施組織として町長(本部長)は、防疫班を編制する。

３．防疫の種類及び実施方法 ３．防疫の種類及び実施方法

(1) 消毒活動 (1) 消毒活動

ア．浸水家屋、下水その他不潔場所の消毒は、クレゾール水又は石灰水等により行い、特 ア．浸水家屋、下水その他不潔場所の消毒は、クレゾール水又は石灰水等により行い、特

に必要ある場所について殺虫油剤や乳剤を散布する。 に必要ある場所について殺虫油剤や乳剤を散布する。

イ．避難所の便所、その他不潔場所の消毒は、クレゾール水、フォルマリン水等を用い１ イ．避難所の便所、その他不潔場所の消毒は、クレゾール水、フォルマリン水等を用い１

日１回以上行う。 日１回以上行う。

ウ．感染症法第27条第２項の規定に基づく知事の指示のあったときは、感染症法施行規則 ウ．感染症法第27条第２項の規定に基づく知事の指示のあったときは、感染症法施行規則

第14条及び平成16年１月30日付け健感発第0130001号「感染症法に基づく消毒・滅菌の 第14条及び平成16年１月30日付け健感発第0130001号「感染症法に基づく消毒・滅菌の

手引きについて」の規定に基づき薬剤の所要量を確保した上で、速やかにこれを実施す 手引きについて」の規定に基づき薬剤の所要量を確保した上で、速やかにこれを実施す

るものとする。 るものとする。

(2) 被災世帯における家屋等の消毒方法 (2) 被災世帯における家屋等の消毒方法

ア．汚染された台所、炊事場などを中心にクレゾール水で拭浄し、食器棚は逆性石けんを ア．汚染された台所、炊事場などを中心にクレゾール水で拭浄し、食器棚は逆性石けんを

用いて拭浄する。 用いて拭浄する。

また、床下には、湿潤の程度に応じ所要の石灰を散布するよう指導する。 また、床下には、湿潤の程度に応じ所要の石灰を散布するよう指導する。

なお、石灰については本部において無料配布する。 なお、石灰については本部において無料配布する。

イ．便所は、クレゾール水をもって拭浄するか散布し、便槽は、仮性石灰末、石灰乳を投 イ．便所は、クレゾール水をもって拭浄するか散布し、便槽は、仮性石灰末、石灰乳を投

入し、かくはんする。 入し、かくはんする。
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(3) 避難所の防疫方法 (3) 指定避難所の防疫方法 ・防災基本計画

ア．検病調査及び健康診断 ア．検病調査及び健康診断 修正による修正

避難者に対する検病調査及び健康診断は、第９節「医療救護計画」に定める救護班に 避難者に対する検病調査及び健康診断は、第９節「医療救護計画」に定める救護班に

より行うものとする。 より行うものとする。

調査の結果、検便等による健康診断を行う必要がある場合は、後志総合振興局保健環 調査の結果、検便等による健康診断を行う必要がある場合は、後志総合振興局保健環

境部岩内地域保健室に連絡し、健康診断を受けさせるものとする。 境部岩内地域保健室に連絡し、健康診断を受けさせるものとする。

イ．消毒方法の実施 イ．消毒方法の実施

避難者に衣服等の日光消毒を行うよう指導するとともに、必要があるときは、クレゾ 避難者に衣服等の日光消毒を行うよう指導するとともに、必要があるときは、クレゾ

ール水等による消毒を行い、便所、炊事場、洗濯場の消毒のほかクレゾール石けん液等 ール水等による消毒を行い、便所、炊事場、洗濯場の消毒のほかクレゾール石けん液等

を適当な場所へ配置し、手洗いの励行などについて十分指導徹底させるものとする。 を適当な場所へ配置し、手洗いの励行などについて十分指導徹底させるものとする。

ウ．給食の従事 ウ．給食の従事

給食従事者は、原則として健康診断を終了した者をもってあて、できるだけ専従させ 給食従事者は、原則として健康診断を終了した者をもってあて、できるだけ専従させ

るものとする。 るものとする。

また、配膳時の衛生保持及び残廃物の衛生的処理についても十分徹底させるものとす また、配膳時の衛生保持及び残廃物の衛生的処理についても十分徹底させるものとす

る。 る。

(4) 患者等に対応する態度 (4) 患者等に対応する態度

感染症患者又は病原体保有者が発生したときは、関係機関と連携を図り、感染症の患者 感染症患者又は病原体保有者が発生したときは、関係機関と連携を図り、感染症の患者

等の人権を配慮しながら、衛生指導、相談業務を行うものとする。 等の人権を配慮しながら、衛生指導、相談業務を行うものとする。

第11節　廃棄物処理等計画 第11節　廃棄物処理等計画

災害時における被災地のゴミ収集、し尿のくみ取り、災害に伴い生じた廃棄物の処理処分及び 災害時における被災地のゴミ収集、し尿のくみ取り、災害に伴い生じた廃棄物の処理処分及び

死亡獣畜の処理等(以下「廃棄物等の処理」という。)の業務については、本計画の定めるところ 死亡獣畜の処理等(以下「廃棄物等の処理」という。)の業務については、本計画の定めるところ

による。 による。

１．実施責任者 １．実施責任者

(1) 被災地における廃棄物等の処理は、町長(本部長)が行う。 (1) 被災地における廃棄物等の処理は、町長(本部長)が行う。

なお、町のみで処理することが困難な場合は、近隣市町村及び道に応援を求め実施するも なお、町のみで処理することが困難な場合は、近隣市町村及び道に応援を求め実施するも

のとする。 のとする。

(2) 被災地における死亡獣畜の処理は所有者が行うものとするが、所有者が不明であるとき又 (2) 被災地における死亡獣畜の処理は所有者が行うものとするが、所有者が不明であるとき又

は所有者が処理することが困難なときには町が実施するものとする。 は所有者が処理することが困難なときには町が実施するものとする。

２．廃棄物等の処理方法 ２．廃棄物等の処理方法

廃棄物等の処理の責任者は、次に定めるところにより廃棄物等の処理業務を実施するものと 廃棄物等の処理の責任者は、次に定めるところにより廃棄物等の処理業務を実施するものと

する。 する。

(1) ごみ及びし尿の収集、運搬及び処分 (1) ごみ及びし尿の収集、運搬及び処分

ア．計画処理区域 ア．計画処理区域

　町長（本部長）は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）に定め 　町長（本部長）は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）に定め

る計画処理区域を、同法第６条の２第２項及び第３項、第12条第１項並びに第12条の２第 る計画処理区域を、同法第６条の２第２項及び第３項、第12条第１項並びに第12条の２第

１項に規定する基準に従い所要の措置を講ずるものとする。 １項に規定する基準に従い所要の措置を講ずるものとする。

　なお、町長（本部長）は基本法に基づき環境大臣が「廃棄物処理特例地域」に指定した 　なお、町長（本部長）は基本法に基づき環境大臣が「廃棄物処理特例地域」に指定した

場合には、基本法第86条の５の規定に従い必要な措置を講ずるものとする。 場合には、基本法第86条の５の規定に従い必要な措置を講ずるものとする。

　また、町長（本部長）は、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄 　また、町長（本部長）は、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄

物処理業者、建設業者等と連携した解体体制を整備するとともに、必要に応じて速やか 物処理業者、建設業者等と連携した解体体制を整備するとともに、必要に応じて速やか

に他の市町村及び道への協力要請を行うものとする。 に他の市町村及び道への協力要請を行うものとする。

イ．処理を要しない区域 イ．処理を要しない区域

　計画処理区域以外の処理を要しない区域においても、町長(本部長)は、前項に定めると 　計画処理区域以外の処理を要しない区域においても、町長(本部長)は、前項に定めると

ころに準じ、生活環境及び公衆衛生上、他に影響の及ぶことのないよう十分配慮し、地域 ころに準じ、生活環境及び公衆衛生上、他に影響の及ぶことのないよう十分配慮し、地域

状況に応じた措置を講ずるものとする。 状況に応じた措置を講ずるものとする。

ウ．じん芥処理施設・最終処分場・し尿処理現場の状況　　　　　　　資料　５－11－２－１ ウ．じん芥処理施設・最終処分場・し尿処理現場の状況　　　　　　　資料　５－11－２－１
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(2) 死亡獣畜の処理 (2) 死亡獣畜の処理

　死亡獣畜の処理は、死亡獣畜取扱場(以下「取扱場」という。)において行うものとする。 　死亡獣畜の処理は、死亡獣畜取扱場(以下「取扱場」という。)において行うものとする。

ただし、取扱場のない場合又は運搬することが困難な場合は、後志総合振興局保健環境部岩 ただし、取扱場のない場合又は運搬することが困難な場合は、後志総合振興局保健環境部岩

内地域保健室長の指導を受け、次により処理することができるものとする。 内地域保健室長の指導を受け、次により処理することができるものとする。

ア．環境衛生上他に影響を及ぼさないよう配慮して埋却及び焼却の方法で処理すること。 ア．環境衛生上他に影響を及ぼさないよう配慮して埋却及び焼却の方法で処理すること。

イ．移動できないものについては、後志総合振興局保健環境部岩内地域保健室長の指導を受 イ．移動できないものについては、後志総合振興局保健環境部岩内地域保健室長の指導を受

け臨機の措置を講ずるものとする。 け臨機の措置を講ずるものとする。

ウ．前２項において埋却する場合にあっては１ｍ以上覆土するものとする。 ウ．前２項において埋却する場合にあっては１ｍ以上覆土するものとする。

第12節　家庭動物等対策計画 第12節　家庭動物等対策計画

災害時における被災地の家庭動物等の取扱については、本計画の定めるところによる。 災害時における被災地の家庭動物等の取扱については、本計画の定めるところによる。

１．実施責任者 １．実施責任者

(1) 被災地における逸走犬等の管理は、町長(本部長)が行う。 (1) 被災地における逸走犬等の管理は、町長(本部長)が行う。

(2) 町長(本部長)は、町のみで管理することが困難と認めるときは、道に逸走犬等の保護・ (2) 町長(本部長)は、町のみで管理することが困難と認めるときは、道に逸走犬等の保護・

収容について応援を要請するものとする。 収容について応援を要請するものとする。

２．家庭動物の取扱い ２．家庭動物の取扱い

(1) 動物の飼い主は、動物の愛護及び管理に関する法律(昭和48年法律第105号)及び北海道 (1) 動物の飼い主は、動物の愛護及び管理に関する法律(昭和48年法律第105号)及び北海道

動物の愛護及び管理に関する条例(平成13年条例第３号)に基づき、災害発生時においても、 動物の愛護及び管理に関する条例(平成13年条例第３号、以下この節において「条例」と

動物の健康及び安全を保持し適正に取り扱うものとする。 いう。)に基づき、災害発生時においても、動物の健康及び安全を保持し適正に取り扱う

ものとする。

(2) 災害発生時における動物の避難は、北海道動物の愛護及び管理に関する条例第６条第１ （削除） ・道計画修正に

項第４号の規定に基づき、飼い主が避難する際に動物を同行する等、飼い主自らの責任に よる修正

より行うものとする。

(3) 災害発生時において、町は関係団体の協力を得て、逸走犬等を保護・収容するなど、適 (2) 災害発生時において、町は関係団体の協力を得て、逸走犬等を保護・収容するなど、適

切な処置を講ずるとともに、住民等に対し、逸走犬等の収容について周知を図るものとす 切な処置を講ずるとともに、住民等に対し、逸走犬等の収容について周知を図るものとす

る。 る。

３．同行避難

災害発生時には、条例第６条第１項第４号の規定に基づき、動物の飼い主は自らの責任に

より、同行避難（飼養している動物を伴い、安全な場所まで避難すること）を行う。

第13節　行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画 第13節　行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画

災害により行方不明の状態にあり、かつ、周囲の事情によりすでに死亡していると推定される 災害により行方不明の状態にあり、かつ、周囲の事情によりすでに死亡していると推定される

者の捜索及び遺体の処理並びに応急的な埋葬の実施については、本計画の定めるところによる。 者の捜索及び遺体の処理並びに応急的な埋葬の実施については、本計画の定めるところによる。

１．実施責任者 １．実施責任者

災害による行方不明者及び遺者がある場合の捜索・処理は、町長(本部長)が行う。 災害による行方不明者及び遺者がある場合の捜索・処理は、町長(本部長)が行う。

ただし、救助法が適用された場合は、町長(本部長)が知事の委託より行うものとするが、 ただし、救助法が適用された場合は、町長(本部長)が知事の委託より行うものとするが、

遺体の処理のうち、洗浄等の処置及び検案については、知事の委託を受けた日本赤十字社北 遺体の処理のうち、洗浄等の処置及び検案については、知事の委託を受けた日本赤十字社北

海道支部が行うものとする。 海道支部が行うものとする。

２．捜索・処理の実施組織 ２．捜索・処理の実施組織

捜索・処理は、総務部及び救護部があたることとするが、このほか消防、警察機関をはじ 捜索・処理は、総務部及び救護部があたることとするが、このほか消防、警察機関をはじ

めあらゆる機関、団体等の協力を得て、実情に応じ遺体捜索班、遺体収容班、埋葬班を編成 めあらゆる機関、団体等の協力を得て、実情に応じ遺体捜索班、遺体収容班、埋葬班を編成

して行うものとする。 して行うものとする。

(1) 行方不明者の捜索 (1) 行方不明者の捜索

町は、消防署、警察官及び海上保安官に協力を要請し捜索を実施するものとする。 町は、消防署、警察官及び海上保安官に協力を要請し捜索を実施するものとする。
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(2) 遺体の処理 (2) 遺体の処理

ア．遺体の一時保存は、町長(本部長)が行う。 ア．遺体の一時保存は、町長(本部長)が行う。

イ．検案は、医師が行う。 イ．検案は、医師が行う。

ウ．死体見分は、警察官又は海上保安官が行う。 ウ．死体見分は、警察官又は海上保安官が行う。

(3) 安置場所の確保 (3) 安置場所の確保

町は遺体安置場所について、発災時はもとより、日頃から警察との連携を図り、事前の 町は遺体安置場所について、発災時はもとより、日頃から警察との連携を図り、事前の

確保に努めるものとする。 確保に努めるものとする。

３．応援の要請 ３．応援の要請

(1) 災害による遺体が他市町村に漂着していることが考えられる場合は、隣接町村及び遺体 (1) 災害による遺体が他市町村に漂着していることが考えられる場合は、隣接町村及び遺体

漂着が予想される市町村に対し、捜索の応援を依頼する。 漂着が予想される市町村に対し、捜索の応援を依頼する。

(2) 応援の要請にあたっては、次の事項を添えるものとする。 (2) 応援の要請にあたっては、次の事項を添えるものとする。

ア． 氏名 ア． 氏名

イ． 性別 イ． 性別

ウ． 年齢 ウ． 年齢

エ． 特徴 エ． 特徴

オ． 着衣等 オ． 着衣等

カ． その他身元判明の参考に供する事項 カ． その他身元判明の参考に供する事項

４．遺体を発見した場合の処理 ４．遺体を発見した場合の処理

作業中又は捜索中に遺体を発見したときは、陸上では岩内警察署、海上では小樽海上保安 作業中又は捜索中に遺体を発見したときは、陸上では岩内警察署、海上では小樽海上保安

部に届け出て、警察官、海上保安官等の見分及び医師の検案を受けるものとする。 部に届け出て、警察官、海上保安官等の見分及び医師の検案を受けるものとする。

５．遺体の収容 ５．遺体の収容

(1) 遺体収容班は、遺体収容所を定め、遺体到着順に収容すること。 (1) 遺体収容班は、遺体収容所を定め、遺体到着順に収容すること。

(2) 遺体収容班は、遺体の遺品を整理し、納棺の上その性別、推定年齢、遺品等を遺体処理 (2) 遺体収容班は、遺体の遺品を整理し、納棺の上その性別、推定年齢、遺品等を遺体処理

台帳に記載すること。 台帳に記載すること。

(3) 身元が判明し、引取人がある場合は、遺族等引取人に引き渡すものとする。 (3) 身元が判明し、引取人がある場合は、遺族等引取人に引き渡すものとする。

(4) 身元が判明しないもので、一定期間経過後引取人のない場合は、行旅死亡人として取り (4) 身元が判明しないもので、一定期間経過後引取人のない場合は、行旅死亡人として取り

扱うこととし、住民課に連絡して埋葬許可書の交付を受け、遺体埋葬班に引き継ぐものと 扱うこととし、住民課に連絡して埋葬許可書の交付を受け、遺体埋葬班に引き継ぐものと

する。 する。

６．遺体の埋葬 ６．遺体の埋葬

(1) 埋葬の対象者 (1) 埋葬の対象者

災害の際死亡し、災害のため埋葬を行うことができない者で、町長(本部長)が必要と認め 災害の際死亡し、災害のため埋葬を行うことができない者で、町長(本部長)が必要と認め

た場合、又は引取人のない遺体とする。 た場合、又は引取人のない遺体とする。

(2) 埋葬の方法 (2) 埋葬の方法

ア．遺体を土葬又は火葬に付し、又は棺、骨つぼ等を遺族に支給する等の現物給付をもって ア．遺体を土葬又は火葬に付し、又は棺、骨つぼ等を遺族に支給する等の現物給付をもって

行うものとする。 行うものとする。

イ．身元不明の遺体にあっては、警察、その他関係機関に連絡し、その調査にあたるととも イ．身元不明の遺体にあっては、警察、その他関係機関に連絡し、その調査にあたるととも

に埋葬にあたっては火葬又は土葬とする。 に埋葬にあたっては火葬又は土葬とする。

(3) 広域火葬　　　　　　　　　　　　　　　 (3) 広域火葬　　　　　　　　　　　　　　　

大規模災害等により、平常時に使用している火葬場の能力だけでは当該遺体の火葬を行う 大規模災害等により、平常時に使用している火葬場の能力だけでは当該遺体の火葬を行う

ことが不可能になった場合、又は火葬場が被災して稼働できなくなった場合は、道に広域火 ことが不可能になった場合、又は火葬場が被災して稼働できなくなった場合は、道に広域火

葬の応援を要請する。 葬の応援を要請する。

(4) 火葬場・埋葬場の所在地　　　　　　　　　　　　　　　 資料　５－13－６－１ (4) 火葬場・埋葬場の所在地　　　　　　　　　　　　　　　 資料　５－13－６－１
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第14節　障害物除去計画 第14節　障害物除去計画

災害により道路、住居又はその周囲に運ばれた土砂、樹木等で日常生活に著しい障害を及ぼし 災害により道路、住居又はその周囲に運ばれた土砂、樹木等で日常生活に著しい障害を及ぼし

ているものを除去することによる被災者の保護と交通路の確保については、本計画の定めるとこ ているものを除去することによる被災者の保護と交通路の確保については、本計画の定めるとこ

ろによる。 ろによる。

１．実施責任者 １．実施責任者

(1) 障害物の除去は、町長(本部長)が行う。 (1) 障害物の除去は、町長(本部長)が行う。

ただし、救助法が適用された場合は知事が、又は知事の委任を受けた町長(本部長)が実施 ただし、救助法が適用された場合は知事が、又は知事の委任を受けた町長(本部長)が実施

する。 する。

(2) 道路、河川その他公共施設に障害を及ぼすおそれのある場合は、道路法(昭和27年法律第 (2) 道路、河川その他公共施設に障害を及ぼすおそれのある場合は、道路法(昭和27年法律第

180号)、河川法(昭和39年法律第167号)その他関係法令に定めるそれぞれの施設の管理者が 180号)、河川法(昭和39年法律第167号)その他関係法令に定めるそれぞれの施設の管理者が

これを行うものとする。 これを行うものとする。

２．障害物の除去の対象 ２．障害物の除去の対象

障害物の除去は、概ね次に掲げる場合に行うものとする。 障害物の除去は、概ね次に掲げる場合に行うものとする。

(1) 住民の生命、財産等を保護するため、速やかに障害物の排除を必要とするとき。 (1) 住民の生命、財産等を保護するため、速やかに障害物の排除を必要とするとき。

(2) 交通の安全と物資の輸送の確保を必要とするとき。 (2) 交通の安全と物資の輸送の確保を必要とするとき。

(3) 河川氾濫、護岸決壊等を防止する必要があるとき。 (3) 河川氾濫、護岸決壊等を防止する必要があるとき。

３．障害物の除去の方法 ３．障害物の除去の方法

(1) 除去作業に対し、機材、労力が不足する場合は、適宜防災関係機関及び関係業者の協力 (1) 除去作業に対し、機材、労力が不足する場合は、適宜防災関係機関及び関係業者の協力

のもとに、障害物の除去を行うものとする。 のもとに、障害物の除去を行うものとする。

(2) 町長(本部長)は、障害物の除去に際して、自衛隊の協力を必要と判断した場合は、知事 (2) 町長(本部長)は、障害物の除去に際して、自衛隊の協力を必要と判断した場合は、知事

に対し自衛隊の派遣を要求するものとする。 に対し自衛隊の派遣を要求するものとする。

４．障害物の集積保管場所 ４．障害物の集積保管場所

障害物及び周囲の状況により、その都度、町長(本部長)が指定する。 障害物及び周囲の状況により、その都度、町長(本部長)が指定する。

５．障害物除去の機械・器具等の保管状況　　　　　　　　　 資料　５－14－５－１ ５．障害物除去の機械・器具等の保管状況　　　　　　　　　 資料　５－14－５－１

６．障害物除去車両の保有状況　　　　　　　　　　 資料　５－14－６－１ ６．障害物除去車両の保有状況　　　　　　　　　　 資料　５－14－６－１

第15節　輸送計画 第15節　輸送計画

災害時における被災者の避難、傷病者の収容並びに隔離、災害応急対策要員の移送、応急対策 災害時における被災者の避難、傷病者の収容並びに隔離、災害応急対策要員の移送、応急対策

用資材の輸送及び生活必需物資の輸送については、本計画の定めるところによる。 用資材の輸送及び生活必需物資の輸送については、本計画の定めるところによる。

１．実施責任者 １．実施責任者

災害時の輸送は、町長（本部長）が行う。 災害時の輸送は、町長（本部長）が行う。

ただし、町長(本部長)は、本部において輸送が不可能な場合は、防災関係機関及び民間 ただし、町長(本部長)は、本部において輸送が不可能な場合は、防災関係機関及び民間

に協力を要請して行うものとする。 に協力を要請して行うものとする。

２．輸送の方法 ２．輸送の方法

(1) 道路輸送 (1) 道路輸送

　災害時の輸送は、一時的には町の所有する車両を使用し、被災地までの距離、被害の状況 　災害時の輸送は、一時的には町の所有する車両を使用し、被災地までの距離、被害の状況

等により町の所有する台数では不足する場合は、他の関係機関に応援を要請し、又は民間の 等により町の所有する台数では不足する場合は、他の関係機関に応援を要請し、又は民間の

の車両を借上げるなど、的確な輸送を行うものとする。 の車両を借上げるなど、的確な輸送を行うものとする。

輸送車両の状況　　　　　　　　　　　 資料　５－15－２－１ 輸送車両の状況　　　　　　　　　　　 資料　５－15－２－１

(2) 海上輸送 (2) 海上輸送

　災害により海上輸送を必要とする場合は、小樽海上保安部に出動を要請し、又は岩内郡漁 　災害により海上輸送を必要とする場合は、小樽海上保安部に出動を要請し、又は岩内郡漁

業協同組合に漁船の借上げ応援を求めるものとする。 業協同組合に漁船の借上げ応援を求めるものとする。
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(3) 空中輸送 (3) 空中輸送

ア．災害により空中輸送を必要とする場合は、知事に対して自衛隊等の航空機の派遣を要請 ア．災害により空中輸送を必要とする場合は、知事に対して自衛隊等の航空機の派遣を要請

するものとする。 するものとする。

イ．ヘリコプター離着陸・物資投下の可能地点　　　　　　　 資料　５－15－２－２ イ．ヘリコプター離着陸・物資投下の可能地点　　　　　　　 資料　５－15－２－２

(4) 人力輸送 (4) 人力輸送

　災害の状況により車両による輸送が不可能な事態が生じたときは、「第16節労務供給計画」 　災害の状況により車両による輸送が不可能な事態が生じたときは、「第16節労務供給計画」

の定めるところにより人力による輸送を行うものとする。 の定めるところにより人力による輸送を行うものとする。

第16節　労務供給計画 第16節　労務供給計画

災害時における災害応急対策を実施する際の不足する労力の確保については、本計画の定める 災害時における災害応急対策を実施する際の不足する労力の確保については、本計画の定める

ところによる。 ところによる。

１．実施責任者 １．実施責任者

災害応急対策の実施に必要な労務者の確保は、町長(本部長)が行う。 災害応急対策の実施に必要な労務者の確保は、町長(本部長)が行う。

２．労務者の確保の方法 ２．労務者の確保の方法

(1) 町内の建設業者及び民間団体等の協力を得て確保するものとするが、なお確保できない (1) 町内の建設業者及び民間団体等の協力を得て確保するものとするが、なお確保できない

場合には、岩内公共職業安定所長に対し、求人申込みをするものとする。 場合には、岩内公共職業安定所長に対し、求人申込みをするものとする。

(2) 前項により労務者の求人申込みをする場合は、次の事項を明らかにするものとする。 (2) 前項により労務者の求人申込みをする場合は、次の事項を明らかにするものとする。

ア．職種別、性別、所要労務者数 ア．職種別、性別、所要労務者数

イ．作業場所及び作業内容 イ．作業場所及び作業内容

ウ．期間及び賃金等の労働条件 ウ．期間及び賃金等の労働条件

エ．宿泊施設等の状況 エ．宿泊施設等の状況

オ．その他必要な事項 オ．その他必要な事項

３．賃金の支給 ３．賃金の支給

(1) 労務者に対する賃金は、救助法が適用されるもののほかは、町において負担する。 (1) 労務者に対する賃金は、救助法が適用されるもののほかは、町において負担する。

(2) 賃金の基準は、災害時の事情を勘案して、平常時における民間の雇用賃金を上回るよう (2) 賃金の基準は、災害時の事情を勘案して、平常時における民間の雇用賃金を上回るよう

努めるものとする。 努めるものとする。

第17節　文教対策計画 第17節　文教対策計画

学校施設の被災、又は児童・生徒の被災により、通常の教育ができない場合の応急対策につい 学校施設の被災、又は児童・生徒の被災により、通常の教育ができない場合の応急対策につい

ては、本計画の定めるところによる。 ては、本計画の定めるところによる。

１．実施責任者 １．実施責任者

応急教育及び応急復旧に関する対策は町長(本部長)と町教育委員会の緊急協議により行う。 応急教育及び応急復旧に関する対策は町長(本部長)と町教育委員会の緊急協議により行う。

救助法が適用された場合で、町長(本部長)が必要と認めるときは、知事の委任により、児童 救助法が適用された場合で、町長(本部長)が必要と認めるときは、知事の委任により、児童

・生徒に対し、学用品を給与するものとする。 ・生徒に対し、学用品を給与するものとする。

２．被害状況の把握 ２．被害状況の把握

応急教育の計画策定のため、教育部は学校施設の被害、児童・生徒の被災等被害状況を速 応急教育の計画策定のため、教育部は学校施設の被害、児童・生徒の被災等被害状況を速

やかに把握し、本部へ報告するものとする。 やかに把握し、本部へ報告するものとする。

３．応急教育施設の確保 ３．応急教育施設の確保

(1) 校舎の一部が使用不能となった場合は、特別教室、屋内体育館等を利用するものとする。 (1) 校舎の一部が使用不能となった場合は、特別教室、屋内体育館等を利用するものとする。

(2) 校舎の全部又は大部分が使用不能となった場合は、公共施設又は最寄りの学校の校舎を (2) 校舎の全部又は大部分が使用不能となった場合は、公共施設又は最寄りの学校の校舎を

利用するものとする。 利用するものとする。

(3) 上記(1)及び(2)においても、なお施設の確保ができない場合は、応急仮校舎を建設する (3) 上記(1)及び(2)においても、なお施設の確保ができない場合は、応急仮校舎を建設する

ものとする。 ものとする。

(4) 応急教育の予定施設　　　　 資料　５－17－３－１ (4) 応急教育の予定施設　　　　 資料　５－17－３－１
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４．応急教育の実施の方法 ４．応急教育の実施の方法

(1) 災害の状況に応じ特別教育計画をたて、できるだけ授業の確保に努める。 (1) 災害の状況に応じ特別教育計画をたて、できるだけ授業の確保に努める。

授業が不可能な場合にあっても、家庭学習の方法等について指導し、学力の低下を防ぐ 授業が不可能な場合にあっても、家庭学習の方法等について指導し、学力の低下を防ぐ

ように努めるものとする。 ように努めるものとする。

(2) 特別教育計画による授業の実施にあたっては、次の点に留意するものとする。 (2) 特別教育計画による授業の実施にあたっては、次の点に留意するものとする。

ア．教科書、学用品の損失状況又は支給状況を考慮し学習の内容方法が、児童・生徒の過 ア．教科書、学用品の損失状況又は支給状況を考慮し学習の内容方法が、児童・生徒の過

度の負担にならないように留意する。 度の負担にならないように留意する。

イ．教育の場所が等学校以外の施設を利用する場合は、授業の効率化及び児童・生徒の安 イ．教育の場所が等学校以外の施設を利用する場合は、授業の効率化及び児童・生徒の安

全確保に留意する。 全確保に留意する。

ウ．通学路その他の被害状況に応じ、通学の安全について遺漏のないよう指導する。 ウ．通学路その他の被害状況に応じ、通学の安全について遺漏のないよう指導する。

エ．学校に住民が避難している場合には、特に児童・生徒の管理に注意するとともに、受 エ．学校に住民が避難している場合には、特に児童・生徒の管理に注意するとともに、受

け入れにより授業に支障とならないように留意する。 け入れにより授業に支障とならないように留意する。

５．教職員の確保 ５．教職員の確保

被災学校の教職員は、学校長の指示により授業を実施するものとする。 被災学校の教職員は、学校長の指示により授業を実施するものとする。

当該学校の教職員のみで実施が困難と認めるときは、町教育委員会は北海道教育庁後志教 当該学校の教職員のみで実施が困難と認めるときは、町教育委員会は北海道教育庁後志教

育局と連絡を密にして、教育に支障をきたさないようにするものとする。 育局と連絡を密にして、教育に支障をきたさないようにするものとする。

６．学校給食等の措置 ６．学校給食等の措置

(1) 給食設備が被災した場合は、できうる限り応急修理等の措置を行い、給食の継続を図る (1) 給食設備が被災した場合は、できうる限り応急修理等の措置を行い、給食の継続を図る

ものとする。 ものとする。

(2) 応急修理等の措置にあたっては、給食設備並びに食品取扱い等の衛生管理に十分留意し、 (2) 応急修理等の措置にあたっては、給食設備並びに食品取扱い等の衛生管理に十分留意し、

給食に起因する伝染病、食中毒の発生のないよう努めるものとする。 給食に起因する伝染病、食中毒の発生のないよう努めるものとする。

(3) 給食用物資が被災したときは、米穀・小麦粉・脱脂粉乳及び牛乳について、関係機関と (3) 給食用物資が被災したときは、米穀・小麦粉・脱脂粉乳及び牛乳について、関係機関と

連絡のうえ緊急確保を図るものとし、その他の物資についても応急調達に努めるものとす 連絡のうえ緊急確保を図るものとし、その他の物資についても応急調達に努めるものとす

る。 る。

７．衛生管理対策 ７．衛生管理対策

学校が避難所として使用される場合は、次の点に留意して衛生管理をするものとする。 学校が避難所として使用される場合は、次の点に留意して衛生管理をするものとする。

(1) 校舎内、特に水飲場、便所は常に清潔にし、必要に応じて消毒を実施すること。 (1) 校舎内、特に水飲場、便所は常に清潔にし、必要に応じて消毒を実施すること。

(2) 校舎の一部に被災者を受け入れて授業を継続する場合、受入場所との間をできるだけ (2) 校舎の一部に被災者を受け入れて授業を継続する場合、受入場所との間をできるだけ

離絶すること。 離絶すること。

(3) 受入施設として使用が終わったときは、校舎全体の清掃及び消毒を行うこと。 (3) 受入施設として使用が終わったときは、校舎全体の清掃及び消毒を行うこと。

(4) 必要に応じて児童・生徒の健康診断を実施すること。 (4) 必要に応じて児童・生徒の健康診断を実施すること。

８．学用品の給与 ８．学用品の給与

(1) 学用品給与の対象者 (1) 学用品給与の対象者

災害により家屋の全壊、全焼、流失、埋没、半壊、半焼、床上浸水により学用品を失い、 災害により家屋の全壊、全焼、流失、埋没、半壊、半焼、床上浸水により学用品を失い、

又は損傷し就学上支障のある児童・生徒に対し支給するものとする。 又は損傷し就学上支障のある児童・生徒に対し支給するものとする。

(2) 学用品給与の方法 (2) 学用品給与の方法

町長(本部長)は、町教育委員会と連携し、学用品の給与を行うものとする。 町長(本部長)は、町教育委員会と連携し、学用品の給与を行うものとする。

(3) 学用品の品目 (3) 学用品の品目

ア．教科書及び教材(準教科書、ワークブック、補充問題集等) ア．教科書及び教材(準教科書、ワークブック、補充問題集等)

イ．文房具(ノート、鉛筆、消しゴム、クレヨン、絵の具、下敷き、定規等) イ．文房具(ノート、鉛筆、消しゴム、クレヨン、絵の具、下敷き、定規等)

ウ．通学用品(運動靴、雨具、カバン、ゴム靴等) ウ．通学用品(運動靴、雨具、カバン、ゴム靴等)

(4) 学用品給与の費用及び時期 (4) 学用品給与の費用及び時期

費用及び時期は救助法の定めるところによるものとする。 費用及び時期は救助法の定めるところによるものとする。

－　65　－



備　考修　　正　　前 修　　正　　後

９．帳簿等の整備 ９．帳簿等の整備

学用品の給与を行ったときは、次の書類、帳簿等を整備保存しておくものとする。 学用品の給与を行ったときは、次の書類、帳簿等を整備保存しておくものとする。

(1) 学用品購入(配分)計画表　　　　　　 資料　５－17－９－１ (1) 学用品購入(配分)計画表　　　　　　 資料　５－17－９－１

(2) 学用品給与簿　　　　　　 資料　５－17－９－２ (2) 学用品給与簿　　　　　　 資料　５－17－９－２

(3) 学用品受払簿　　　　　　　　 資料　５－17－９－３ (3) 学用品受払簿　　　　　　　　 資料　５－17－９－３

10．文化財等の保全保護対策 10．文化財等の保全保護対策

文化財保護法、北海道文化財保護条例及び岩内町文化財保護条例による文化財、並びに町 文化財保護法、北海道文化財保護条例及び岩内町文化財保護条例による文化財、並びに町

の文化資料は教育部がその保全保護にあたるものとする。 の文化資料は教育部がその保全保護にあたるものとする。

文化財の指定状況　　　　　　　　　 資料　５－17－10－１ 文化財の指定状況　　　　　　　　　 資料　５－17－10－１

第18節　災害警備計画 第18節　災害警備計画

町長(本部長)が警察又は海上保安部に対し、応援を求め、又は応急処置の実施を養成すること 町長(本部長)が警察又は海上保安部に対し、応援を求め、又は応急処置の実施を養成すること

により、災害から住民の生命、身体及び財産を保護するとともに、被災地における社会秩序の維 により、災害から住民の生命、身体及び財産を保護するとともに、被災地における社会秩序の維

持及び確保に関する事項については、本計画の定めるところによる。 持及び確保に関する事項については、本計画の定めるところによる。

１．災害に関する警察の任務 １．災害に関する警察の任務

警察は、災害が発生し、又は発生するおそれのある場合においては、災害の発生を防御し、 警察は、災害が発生し、又は発生するおそれのある場合においては、災害の発生を防御し、

又は災害の拡大を防止するために住民の避難誘導及び援助、犯罪の予防、交通規則等の応急 又は災害の拡大を防止するために住民の避難誘導及び援助、犯罪の予防、交通規則等の応急

対策を実施して、住民の生命、身体及び財産を災害から保護し、被災地における社会秩序の 対策を実施して、住民の生命、身体及び財産を災害から保護し、被災地における社会秩序の

維持、確保にあたることを任務とする。 維持、確保にあたることを任務とする。

２．事前措置に関する事項 ２．事前措置に関する事項

(1) 町長(本部長)が行う警察官の出動要請 (1) 町長(本部長)が行う警察官の出動要請

町長(本部長)が基本法第58条に基づき警察官の出動を求める等、応急措置の実施に必要 町長(本部長)が基本法第58条に基づき警察官の出動を求める等、応急措置の実施に必要

な準備をすることを要請し、若しくは求める場合は、警察署長に対して行うものとする。 な準備をすることを要請し、若しくは求める場合は、警察署長に対して行うものとする。

(2) 町長の要求により行う事前措置 (2) 町長の要求により行う事前措置

警察署長は、町長(本部長)からの要請により、基本法第59条に基づき、事前措置につい 警察署長は、町長(本部長)からの要請により、基本法第59条に基づき、事前措置につい

て指示を行ったときは、直ちに町長(本部長)に通知するものとし、当該措置の事後処理は て指示を行ったときは、直ちに町長(本部長)に通知するものとし、当該措置の事後処理は

町長(本部長)が行うものとする。 町長(本部長)が行うものとする。

３．情報の収集に関する事項 ３．情報の収集に関する事項

(1) 警察署長は、町長(本部長)その他関係機関と緊密に連絡して、災害警備活動上必要な災 (1) 警察署長は、町長(本部長)その他関係機関と緊密に連絡して、災害警備活動上必要な災

害に関する情報を収集するものとする。 害に関する情報を収集するものとする。

(2) 警察署長は、所属職員の中から災害情報収集報告責任者を指定した場合は、町長(本部 (2) 警察署長は、所属職員の中から災害情報収集報告責任者を指定した場合は、町長(本部

長)に対して通知するものとする。 長)に対して通知するものとする。

４．避難に関する事項 ４．避難に関する事項

　警察官は、町長（本部長）からの要請により基本法第61条及び警察官職務執行法（昭和23 　警察官は、町長（本部長）からの要請により基本法第61条及び警察官職務執行法（昭和23

年法律第136号)第４条に基づき、避難のための立退きを指示する場合の避難先は、本章第４ 年法律第136号)第４条に基づき、避難のための立退きを指示する場合の避難先は、本章第４

節「避難対策計画」に定める避難所を示すものとする。 節「避難対策計画」に定める避難所を示すものとする。

　ただし、災害の種別・規模・現場の状況により、本避難所により難い場合は適宜の措置を 　ただし、災害の種別・規模・現場の状況により、本避難所により難い場合は適宜の措置を

講ずるものとする。 講ずるものとする。

　この場合において、警察署長が町長(本部長)に対して通知したときは当該避難先の借上げ、 　この場合において、警察署長が町長(本部長)に対して通知したときは当該避難先の借上げ、

給食等は町長(本部長)が行うものとする。 給食等は町長(本部長)が行うものとする。

５．広報に関する事項 ５．広報に関する事項

　警察署長は、地域住民に対して必要と認める場合には、災害の状況及びその見通し、並び 　警察署長は、地域住民に対して必要と認める場合には、災害の状況及びその見通し、並び

に避難措置、犯罪の予防、交通の規則、その他の警察活動等について、警備措置上必要と認 に避難措置、犯罪の予防、交通の規則、その他の警察活動等について、警備措置上必要と認

める事項の広報を行うものとする。 める事項の広報を行うものとする。

－　66　－



備　考修　　正　　前 修　　正　　後

６．応急措置に関する事項 ６．応急措置に関する事項

(1) 警戒区域設定に関する事項 (1) 警戒区域設定に関する事項

　警察署長は、警察官が基本法第63条第２項に基づき警戒区域の設定を行った場合には、 　警察署長は、警察官が基本法第63条第２項に基づき警戒区域の設定を行った場合には、

直ちに町長(本部長)に通知するものとする。 直ちに町長(本部長)に通知するものとする。

　なお、警戒区域を設定し通知を行った場合等の事後処理は町長(本部長)が行うものとす 　なお、警戒区域を設定し通知を行った場合等の事後処理は町長(本部長)が行うものとす

る。 る。

(2) 応急公用に関する事項 (2) 応急公用に関する事項

　警察署長は、警察官が基本法第64条第７項及び同法第65条第２項に基づき、応急公用負 　警察署長は、警察官が基本法第64条第７項及び同法第65条第２項に基づき、応急公用負

担を行った場合には、直ちに町長(本部長)に通知するものとする。 担を行った場合には、直ちに町長(本部長)に通知するものとする。

７．救助に関する事項 ７．救助に関する事項

　警察署長は、町長(本部長)と協力し、被災者の救出及び負傷者、疾病にかかった者の応急 　警察署長は、町長(本部長)と協力し、被災者の救出及び負傷者、疾病にかかった者の応急

的救護並びに遺体の見分に努めるとともに、状況に応じて町長(本部長)の行う遺体の捜索に 的救護並びに遺体の見分に努めるとともに、状況に応じて町長(本部長)の行う遺体の捜索に

協力するものとする。 協力するものとする。

８．海上における治安の維持 ８．海上における治安の維持

小樽海上保安部は、海上犯罪の予防と治安の維持のため、必要な措置をとるものとする。 小樽海上保安部は、海上犯罪の予防と治安の維持のため、必要な措置をとるものとする。

(1) 巡視船艇を災害発生地域の所定の海域に配備し、犯罪の予防、取締りを行う。 (1) 巡視船艇を災害発生地域の所定の海域に配備し、犯罪の予防、取締りを行う。

(2) 巡視船艇により、警戒区域(基本法第63条)又は、重要施設周辺海域の警戒を行う。 (2) 巡視船艇により、警戒区域(基本法第63条)又は、重要施設周辺海域の警戒を行う。

(3) 治安の維持に必要な情報の収集を行う。 (3) 治安の維持に必要な情報の収集を行う。

９．交通規制に関する事項 ９．交通規制に関する事項

　警察署長は、災害時における道路の状況により必要があると認める場合には、歩行者又は 　警察署長は、災害時における道路の状況により必要があると認める場合には、歩行者又は

車両等の通行を禁止し、又は制限するものとする。 車両等の通行を禁止し、又は制限するものとする。

なお、町長(本部長)は規制区域の広報について協力するものとする。 なお、町長(本部長)は規制区域の広報について協力するものとする。

10．災害時における通信計画に関する事項 10．災害時における通信計画に関する事項

　警察署長は、災害が発生し、しかも孤立が予想される地域、その他の必要と認められる地 　警察署長は、災害が発生し、しかも孤立が予想される地域、その他の必要と認められる地

域に対しては、移動無線局、携帯無線電話機等を配備するなど、災害時における通信連絡の 域に対しては、移動無線局、携帯無線電話機等を配備するなど、災害時における通信連絡の

確保を図るものとする。 確保を図るものとする。

第19節　海難予防及び救助計画 第19節　海難予防及び救助計画

海上における人命及び財産を保護するため、次により防止及び救助対策を行うものとする。 海上における人命及び財産を保護するため、次により防止及び救助対策を行うものとする。

１．海難防止指導講習会の開催 １．海難防止指導講習会の開催

　岩内郡漁業協同組合、北海道海難防止・水難救済センター等の主催により、関係機関へ講師 　岩内郡漁業協同組合、北海道海難防止・水難救済センター等の主催により、関係機関へ講師

を依頼し、現地指導講習会を開催する。 を依頼し、現地指導講習会を開催する。

２．海事法令等の違反防止指導 ２．海事法令等の違反防止指導

　海事関係法令の違反及び漁業許可の制限条件違反は、直接海難に結びつく場合が多いので、 　海事関係法令の違反及び漁業許可の制限条件違反は、直接海難に結びつく場合が多いので、

小樽海上保安部及び道は、次の事項に留意し、随時実地調査を行う等、船主及び船長に対し適 小樽海上保安部及び道は、次の事項に留意し、随時実地調査を行う等、船主及び船長に対し適

切な指導を行うものとし、町はこれに協力するものとする。 切な指導を行うものとし、町はこれに協力するものとする。

(1) 海技従事有資格者の乗船確認 (1) 海技従事有資格者の乗船確認

(2) 無線従事有資格者の乗船確認 (2) 無線従事有資格者の乗船確認

(3) 救命器具並びに消火器具等の設備の確認 (3) 救命器具並びに消火器具等の設備の確認

(4) 救命器具並びに消火器具等の設備の整備充実の指導 (4) 救命器具並びに消火器具等の設備の整備充実の指導

(5) 出漁前の船体、機関、無線等の整備点検の実施指導 (5) 出漁前の船体、機関、無線等の整備点検の実施指導

(6) 積荷の荷くずれ防止の指導 (6) 積荷の荷くずれ防止の指導

(7) 海難防止に対する意識の高揚 (7) 海難防止に対する意識の高揚
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３．気象情報の把握 ３．気象情報の把握

(1) ＮＨＫ等のラジオ放送の聴取 (1) ＮＨＫ等のラジオ放送の聴取

　出漁漁船は、ローカル天気予報を聴取し、その周辺海域の気象状況を把握するとともに、 　出漁漁船は、ローカル天気予報を聴取し、その周辺海域の気象状況を把握するとともに、

全国的な気象通報も併せて聴取し簡単な天気図等を作成し、天気の推移を判断する。 全国的な気象通報も併せて聴取し簡単な天気図等を作成し、天気の推移を判断する。

(2) 漁業用海岸局の放送聴取 (2) 漁業用海岸局の放送聴取

　漁業用海岸局の気象通報は出漁漁船に対し、最も適切にその状況を伝えるので、必ず聴取 　漁業用海岸局の気象通報は出漁漁船に対し、最も適切にその状況を伝えるので、必ず聴取

するとともに、荒天における海上保安部からの警告指導が出た場合には、速やかに適切な措 するとともに、荒天における海上保安部からの警告指導が出た場合には、速やかに適切な措

置を講ずる。 置を講ずる。

４．救助対策 ４．救助対策

(1) 最低２隻以上の同性能の僚船による集団操業を励行し、努めて出入港まで行動を共にする (1) 最低２隻以上の同性能の僚船による集団操業を励行し、努めて出入港まで行動を共にする

など、海難発生時においては僚船間の相互救助対策を強化する。 など、海難発生時においては僚船間の相互救助対策を強化する。

(2) 常に自船の位置並びに操業状況を岩内郡漁業協同組合に連絡し、遭難及び避難等の緊急通 (2) 常に自船の位置並びに操業状況を岩内郡漁業協同組合に連絡し、遭難及び避難等の緊急通

信にあたっては、その旨を迅速かつ的確に行うこと。 信にあたっては、その旨を迅速かつ的確に行うこと。

(3) 岩内郡漁業協同組合は、所属出漁漁船の動静を把握し、海難発生時には適切な指示を与え (3) 岩内郡漁業協同組合は、所属出漁漁船の動静を把握し、海難発生時には適切な指示を与え

るとともに、直ちに関係機関に連絡する。 るとともに、直ちに関係機関に連絡する。

(4) 海難事故の発生しやすい時期においては、海上保安部の協力を得て、巡視船、海上保安官 (4) 海難事故の発生しやすい時期においては、海上保安部の協力を得て、巡視船、海上保安官

の派遣等により迅速な救助ができる体制をつくるよう努めるものとする。 の派遣等により迅速な救助ができる体制をつくるよう努めるものとする。

(5) 海難事故が発生した場合は、小樽海上保安部、北海道海難防止・水難救済センター岩内水 (5) 海難事故が発生した場合は、小樽海上保安部、北海道海難防止・水難救済センター岩内水

難救難所、岩内・寿都地方消防組合等の関係機関に出動を要請し、協力のうえ早期救助にあ 難救難所、岩内・寿都地方消防組合等の関係機関に出動を要請し、協力のうえ早期救助にあ

たるものとする。 たるものとする。

第20節　自衛隊派遣要請計画 第20節　自衛隊派遣要請計画

　災害時における人命救助、財産保護のため必要があると認めた場合の自衛隊の災害派遣要請に 　災害時における人命救助、財産保護のため必要があると認めた場合の自衛隊の災害派遣要請に

関する事項については、本計画の定めるところによる。 関する事項については、本計画の定めるところによる。

１．災害派遣要請基準 １．災害派遣要請基準

(1) 人命救助のための応援を必要とするとき。 (1) 人命救助のための応援を必要とするとき。

(2) 水害、高潮、津波等の災害、又は災害の発生が予想され緊急の措置に応援を必要とする (2) 水害、高潮、津波等の災害、又は災害の発生が予想され緊急の措置に応援を必要とする

場合。 場合。

(3) 大規模な災害が発生し、応急措置のため応援を必要とするとき。 (3) 大規模な災害が発生し、応急措置のため応援を必要とするとき。

(4) 救助物資の輸送のため応援を必要とするとき。 (4) 救助物資の輸送のため応援を必要とするとき。

(5) 主要道路の応急復旧に応援を必要とするとき。 (5) 主要道路の応急復旧に応援を必要とするとき。

(6) 応急措置のため医療、防疫、給水及び通信などの応援を必要とするとき。 (6) 応急措置のため医療、防疫、給水及び通信などの応援を必要とするとき。

２．災害派遣の要請要領 ２．災害派遣の要請要領

(1) 派遣要請手続等 (1) 派遣要請手続等

町長(本部長)は、災害派遣の必要があると認められるときは、次の事項を明らかにした 町長(本部長)は、災害派遣の必要があると認められるときは、次の事項を明らかにした

文書をもって要請権者である知事(後志総合振興局長)に要求するものとする。 文書をもって要請権者である知事(後志総合振興局長)に要求するものとする。

　この場合において、必要に応じてその旨及び当該地域に係る災害の状況を派遣部隊の長 　この場合において、必要に応じてその旨及び当該地域に係る災害の状況を派遣部隊の長

に通知するものとする。 に通知するものとする。

また、緊急を要する場合は、口頭又は電話等で要求し、事後速やかに文書を提出するも また、緊急を要する場合は、口頭又は電話等で要求し、事後速やかに文書を提出するも

のとする。 のとする。

ア．災害の状況及び派遣を要求する事由 ア．災害の状況及び派遣を要求する事由

イ．派遣を希望する期間 イ．派遣を希望する期間

ウ．派遣を希望する区域及び活動内容 ウ．派遣を希望する区域及び活動内容

エ．派遣部隊が展開できる場所 エ．派遣部隊が展開できる場所

オ．派遣部隊との連絡方法、その他参考となる事項 オ．派遣部隊との連絡方法、その他参考となる事項

(2) 担当の対策班及び要請先 (2) 担当の対策班及び要請先

自衛隊の災害派遣要請は、本部の総務部総務班が行い、後志総合振興局への連絡及び書 自衛隊の災害派遣要請は、本部の総務部総務班が行い、後志総合振興局への連絡及び書

類の提出先は、地域創生部地域政策課とする。 類の提出先は、地域創生部地域政策課とする。
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３．災害派遣部隊の受入体制 ３．災害派遣部隊の受入体制

(1) 部隊本部設置場所 (1) 部隊本部設置場所

部隊本部の設置場所は、本部内におくものとする。 部隊本部の設置場所は、本部内におくものとする。

(2) 宿泊所、車両、機械等の保管場所 (2) 宿泊所、車両、機械等の保管場所

町所有の施設を提供する。 町所有の施設を提供する。

(3) 連絡職員の指名 (3) 連絡職員の指名

　町長(本部長)は、派遣部隊及び後志総合振興局との連絡職員を指名し、連絡にあたらせ 　町長(本部長)は、派遣部隊及び後志総合振興局との連絡職員を指名し、連絡にあたらせ

るものとする。 るものとする。

(4) 作業計画の樹立 (4) 作業計画の樹立

　災害対策本部会議において応援を求める作業の内容、所要人員、各種資機材等の確保、 　災害対策本部会議において応援を求める作業の内容、所要人員、各種資機材等の確保、

その他必要な計画を樹立して、派遣部隊の到着と同時に作業が開始できるよう準備をして その他必要な計画を樹立して、派遣部隊の到着と同時に作業が開始できるよう準備をして

おくものとする。 おくものとする。

４．派遣部隊到着の措置 ４．派遣部隊到着の措置

(1) 派遣部隊到着による作業計画等の協議 (1) 派遣部隊到着による作業計画等の協議

　町長(本部長)は、関係各部長、班長及び派遣部隊の責任者と応援作業計画について協議 　町長(本部長)は、関係各部長、班長及び派遣部隊の責任者と応援作業計画について協議

し、必要な措置をとるものとする。 し、必要な措置をとるものとする。

(2) 知事への報告 (2) 知事への報告

　本部の総務部総務班は、派遣部隊到着後、必要に応じて、次の事項を後志総合振興局長 　本部の総務部総務班は、派遣部隊到着後、必要に応じて、次の事項を後志総合振興局長

を経由して知事へ報告するものとする。 を経由して知事へ報告するものとする。

ア．派遣部隊の長の官職氏名 ア．派遣部隊の長の官職氏名

イ．隊員数 イ．隊員数

ウ．到着日時 ウ．到着日時

エ．従事している作業の内容及び進捗状況 エ．従事している作業の内容及び進捗状況

オ．その他参考となる事項 オ．その他参考となる事項

５．派遣部隊の撤収要請 ５．派遣部隊の撤収要請

　町長(本部長)は、災害派遣要請の目的を達成したとき、又はその必要がなくなったときは、 　町長(本部長)は、災害派遣要請の目的を達成したとき、又はその必要がなくなったときは、

速やかに文書をもって後志総合振興局長を経由して知事へ報告するものとする。 速やかに文書をもって後志総合振興局長を経由して知事へ報告するものとする。

　ただし、文書による報告が日時を要する場合は、口頭、又は電話で行い、事後速やかに文 　ただし、文書による報告が日時を要する場合は、口頭、又は電話で行い、事後速やかに文

書を提出するものとする。 書を提出するものとする。

第21節　広域応援・受援計画 第21節　広域応援・受援計画

大規模災害発生時など、災害応急対策を円滑に実施するための広域応援対策は、本計画の定め 大規模災害発生時など、災害応急対策を円滑に実施するための広域応援対策は、本計画の定め

るところによる。 るところによる。

なお、広域応援・受援のうち、広域一時滞在については、「第４節　避難対策計画」による。 なお、広域応援・受援のうち、広域一時滞在については、「第４節　避難対策計画」による。

１．他の市町村長に対する応援（受援） １．他の市町村長に対する応援（受援）

大規模災害等が発生し、被災市町村単独では十分に被災者の救援等の災害応急対策を実施 大規模災害等が発生し、被災市町村単独では十分に被災者の救援等の災害応急対策を実施

できない場合は、「災害時等における北海道及び市町村相互の応援に関する協定」及び市町 できない場合は、「災害時等における北海道及び市町村相互の応援に関する協定」及び市町

村間の各種相互応援協定等に基づき、他の市町村長に応援を要請・受援を実施する。 村間の各種相互応援協定等に基づき、他の市町村長に応援を要請・受援を実施する。

２．知事に対する応援要請 ２．知事に対する応援要請

(1) 町長は、当該市町村の地域に係る災害応急対策を実施するため、必要があると認めると (1) 町長は、当該市町村の地域に係る災害応急対策を実施するため、必要があると認めると

きは、知事に対し応援を求め又は応急対策の実施を要請する。 きは、知事に対し応援を求め又は応急対策の実施を要請する。

(2) 町長は、知事が内閣総理大臣より他の都道府県の災害発生市町村長の応援を求められた (2) 町長は、知事が内閣総理大臣より他の都道府県の災害発生市町村長の応援を求められた

ことにともない、知事から当該災害発生市町村長の応援について求められた場合、必要と ことにともない、知事から当該災害発生市町村長の応援について求められた場合、必要と

認める事項について応援協力に努める。 認める事項について応援協力に努める。
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第22節　災害ボランティアとの連携計画 第22節　災害ボランティアとの連携計画

　災害時における社会福祉協議会、赤十字奉仕団及びボランティア団体・ＮＰＯ等との連携に 　災害時における社会福祉協議会、赤十字奉仕団及びボランティア団体・ＮＰＯ等との連携に

ついては、本計画の定めるところによる。 ついては、本計画の定めるところによる。

　また、被災地における災害ボランティアセンターの活動等については「北海道災害時応援・ 　また、被災地における災害ボランティアセンターの活動等については「北海道災害時応援・

受援マニュアル」によることとし、被災地における災害ボランティアセンターの設置・運営に 受援マニュアル」によることとし、被災地における災害ボランティアセンターの設置・運営に

ついては、「市町村災害ボランティアセンター設置・運営マニュアル」による。 ついては、「市町村災害ボランティアセンター設置・運営マニュアル」による。

１．ボランティア団体・ＮＰＯの協力 １．ボランティア団体・ＮＰＯの協力

　町、道及び防災関係機関等は、社会福祉協議会、赤十字奉仕団及びボランティア団体・ 　町、道及び防災関係機関等は、社会福祉協議会、赤十字奉仕団及びボランティア団体・

ＮＰＯ等からの協力申し入れ等により、災害応急対策等の実施について協力を受ける。 ＮＰＯ等からの協力申し入れ等により、災害応急対策等の実施について協力を受ける。

２．ボランティアの受入れ ２．ボランティアの受入れ

　町、道、社会福祉協議会及び関係団体は、相互に協力し、ボランティア活動に関する被 　町、道、社会福祉協議会及び関係団体は、相互に協力し、ボランティア活動に関する被

災地のニーズの把握に努るとともに、ボランティアの受入れ及びその調整のほか、ボラン 災地のニーズの把握に努るとともに、ボランティアの受入れ及びその調整のほか、ボラン

ティア活動をコーディネートする人材の配置等、被災地の早期復旧に向け、ボランティア ティア活動をコーディネートする人材の配置等、被災地の早期復旧に向け、ボランティア

の受入体制の確保に努める。 の受入体制の確保に努める。

　また、ボランティアの受入れにあたっては、ボランティアの技能等が効果的に活かされ 　また、ボランティアの受入れにあたっては、ボランティアの技能等が効果的に活かされ

るよう配慮するとともに、必要に応じてボランティア活動の拠点を提供するなど、その活 るよう配慮するとともに、必要に応じてボランティア活動の拠点を提供するなど、その活

動が円滑に行われるよう必要な支援に努める。 動が円滑に行われるよう必要な支援に努める。

３．ボランティア団体・ＮＰＯの活動 ３．ボランティア団体・ＮＰＯの活動

ボランティア団体・ＮＰＯ等に依頼する活動の内容は、主として次のとおりとする。 ボランティア団体・ＮＰＯ等に依頼する活動の内容は、主として次のとおりとする。

(1) 災害・安否・生活情報の収集・伝達 (1) 災害・安否・生活情報の収集・伝達

(2) 炊き出し、その他の災害救助活動 (2) 炊き出し、その他の災害救助活動

(3) 高齢者、障がい者等の介護、看護補助 (3) 高齢者、障がい者等の介護、看護補助

(4) 清掃及び防疫 (4) 清掃及び防疫

(5) 災害応急対策物資・資機材の輸送及び仕分け・配布 (5) 災害応急対策物資・資機材の輸送及び仕分け・配布

(6) 応急復旧現場における危険を伴わない軽易な作業 (6) 応急復旧現場における危険を伴わない軽易な作業

(7) 災害応急対策事務の補助 (7) 災害応急対策事務の補助

(8) 救急・救助活動 (8) 救急・救助活動

(9) 医療・救護活動 (9) 医療・救護活動

(10)外国語通訳 (10)外国語通訳

(11)非常通信 (11)非常通信

(12)被災者の心のケア活動 (12)被災者の心のケア活動

(13)被災母子のケア活動 (13)被災母子のケア活動

(14)被災動物の保護・救助活動 (14)被災動物の保護・救助活動

(15)ボランティア・コーディネート (15)ボランティア・コーディネート

４．ボランティア活動の環境整備 ４．ボランティア活動の環境整備

　町、道及び社会福祉協議会は、ボランティア活動の必要性や役割等についての共通理解の 　町、道及び社会福祉協議会は、ボランティア活動の必要性や役割等についての共通理解の

もと、平常時から相互に連携し、関係機関・団体とのネットワークを構築するとともに、ボ もと、平常時から相互に連携し、関係機関・団体とのネットワークを構築するとともに、ボ

ランティア活動に関する住民への受援・支援等の普及啓発を行う。 ランティア活動に関する住民への受援・支援等の普及啓発を行う。

　町及び社会福祉協議会は、災害ボランティアセンターの設置・運営に関する規定等の整備 　町及び社会福祉協議会は、災害ボランティアセンターの設置・運営に関する規定等の整備

やコーディネーター等の確保・育成に努める。 やコーディネーター等の確保・育成に努める。

　災害時においては、ボランティア活動が迅速かつ円滑に行われるよう、町と社会福祉協議 　災害時においては、ボランティア活動が迅速かつ円滑に行われるよう、町と社会福祉協議

会等が連携し、災害ボランティアセンターの早期設置を進めるとともに、ボランティア活動 会等が連携し、災害ボランティアセンターの早期設置を進めるとともに、ボランティア活動

の調整を行う体制や活動拠点の確保等に努める。 の調整を行う体制や活動拠点の確保等に努める。
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第１節　地震・津波災害対策計画 第１節　地震・津波災害対策計画

　地震・津波による災害が発生するおそれのある場合、又は災害が発生した場合における住民の 　地震・津波による災害が発生するおそれのある場合、又は災害が発生した場合における住民の

安全を確保するための応急対策については、本計画(地震・津波防災計画編)の定めるところによ 安全を確保するための応急対策については、本計画(地震・津波防災計画編)の定めるところによ

る。 る。

第２節　港湾等防災対策計画 第２節　港湾等防災対策計画

　港湾等において発生する船舶火災、タンカー等の事故による油の流出、臨港地区及び陸域にお 　港湾等において発生する船舶火災、タンカー等の事故による油の流出、臨港地区及び陸域にお

ける危険物施設等の災害に対処するため、災害予防、応急対策等を計画的かつ迅速適切に実施す ける危険物施設等の災害に対処するため、災害予防、応急対策等を計画的かつ迅速適切に実施す

ることを目的とする。 ることを目的とする。

１．港湾等防災対策区域 １．港湾等防災対策区域

　本計画に基づく諸対策は、港湾法(昭和25年法律第218号)第２条に定める港湾区域及びその 　本計画に基づく諸対策は、港湾法(昭和25年法律第218号)第２条に定める港湾区域及びその

臨港地区並びに陸域を対象とする。 臨港地区並びに陸域を対象とする。

　港湾区域図　　　　　　　　　　 資料　６－２－１－１ 　港湾区域図　　　　　　　　　　 資料　６－２－１－１

２．関係機関の業務の大綱 ２．関係機関の業務の大綱

港湾等の防災対策を推進するための関係機関の業務の大綱は、次のとおりである。 港湾等の防災対策を推進するための関係機関の業務の大綱は、次のとおりである。

(1) 岩内町、岩内・寿都地方消防組合(岩内消防署、岩内消防団) (1) 岩内町、岩内・寿都地方消防組合(岩内消防署、岩内消防団)

ア．災害予防、消火活動、災害応急対策及び災害復旧の実施 ア．災害予防、消火活動、災害応急対策及び災害復旧の実施

イ．関係機関相互の連絡調整 イ．関係機関相互の連絡調整

ウ．港湾区域及び港湾施設等の良好な状態の維持 ウ．港湾区域及び港湾施設等の良好な状態の維持

エ．災害情報の収集、伝達 エ．災害情報の収集、伝達

オ．災害時における防疫活動の実施 オ．災害時における防疫活動の実施

(2) 小樽開発建設部小樽港湾事務所 (2) 小樽開発建設部小樽港湾事務所

港湾及び航路の直轄工事、並びに港湾の直轄災害復旧の実施 港湾及び航路の直轄工事、並びに港湾の直轄災害復旧の実施

(3) 小樽海上保安部 (3) 小樽海上保安部

ア．海上交通の安全を確保するため、海上における法令遵守の励行及び航路標識の維持管 ア．海上交通の安全を確保するため、海上における法令遵守の励行及び航路標識の維持管

理並びに水路測量の実施 理並びに水路測量の実施

イ．災害時における救助、救援、消火活動及び船舶の避難誘導並びに救援物資、人員等の イ．災害時における救助、救援、消火活動及び船舶の避難誘導並びに救援物資、人員等の

海上輸送 海上輸送

ウ．災害情報の収集、伝達及び気象警報の船舶への周知 ウ．災害情報の収集、伝達及び気象警報の船舶への周知

エ．海上における犯罪予防及び治安の維持 エ．海上における犯罪予防及び治安の維持

(4) 北海道運輸局 (4) 北海道運輸局

災害時における海上輸送の連絡調整及び港湾諸作業の調整 災害時における海上輸送の連絡調整及び港湾諸作業の調整

(5) 札幌管区気象台 (5) 札幌管区気象台

災害時に必要とする気象警報、防災気象情報等の情報伝達 災害時に必要とする気象警報、防災気象情報等の情報伝達

(6) 小樽労働基準監督署倶知安支署 (6) 小樽労働基準監督署倶知安支署

事業所、工場等の産業災害の防止対策 事業所、工場等の産業災害の防止対策

(7) 後志総合振興局 (7) 後志総合振興局

ア．災害予防、災害応急対策の実施 ア．災害予防、災害応急対策の実施

イ．高圧ガス施設の立入検査及び緊急措置 イ．高圧ガス施設の立入検査及び緊急措置

ウ．関係機関相互の連絡調整 ウ．関係機関相互の連絡調整

エ．自衛隊の災害派遣要請 エ．自衛隊の災害派遣要請

(8) 岩内警察署 (8) 岩内警察署

ア．災害時における住民の避難誘導及び救助並びに犯罪の予防及び交通の規則等 ア．災害時における住民の避難誘導及び救助並びに犯罪の予防及び交通の規則等

イ．災害情報の収集及び治安維持に必要な広報 イ．災害情報の収集及び治安維持に必要な広報

第６章　特殊災害対策計画第６章　特殊災害対策計画
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(9) 後志総合振興局保健環境部岩内地域保健室 (9) 後志総合振興局保健環境部岩内地域保健室

災害時における防疫活動の実施 災害時における防疫活動の実施

(10)ＮＴＴ北海道事業部設備部災害対策室 (10)ＮＴＴ北海道事業部設備部災害対策室

災害時における電報、電話の取扱い及びその確保 災害時における電報、電話の取扱い及びその確保

(11)ＪＲ倶知安駅 (11)ＪＲ倶知安駅

災害時における救援物資等の鉄道輸送の確保 災害時における救援物資等の鉄道輸送の確保

(12)ＮＨＫ札幌放送局 (12)ＮＨＫ札幌放送局

災害時における住民への状況放送 災害時における住民への状況放送

(13)北海道電力株式会社送配電カンパニー岩内ネットワークセンター (13)北海道電力株式会社送配電カンパニー岩内ネットワークセンター

災害時における電力の円滑な供給 災害時における電力の円滑な供給

(14)日本通運株式会社小樽支店物流センター (14)日本通運株式会社小樽支店物流センター

災害時における救援物資の緊急輸送等について関係機関への支援 災害時における救援物資の緊急輸送等について関係機関への支援

(15)その他団体 (15)その他団体

ア．危険物関係施設等の管理者 ア．危険物関係施設等の管理者

(ｱ) 危険物の災害予防 (ｱ) 危険物の災害予防

(ｲ) 災害時における危険物の保安に関する措置 (ｲ) 災害時における危険物の保安に関する措置

イ．北海道海難防止・水難救済センター岩内水難救難所 イ．北海道海難防止・水難救済センター岩内水難救難所

港湾等防災対策に関する協力 港湾等防災対策に関する協力

３．重要警戒区域の設定 ３．重要警戒区域の設定

重要警戒区域は、漁港区、商港区、工業港区とする。 重要警戒区域は、漁港区、商港区、工業港区とする。

重要警戒区域図　　　　　　　　　　　　　　　 資料　６－２－３－１ 重要警戒区域図　　　　　　　　　　　　　　　 資料　６－２－３－１

４．予防計画 ４．予防計画

　港湾等における各種災害を未然に防止するため、各機関がとるべき措置は次のとおりとす 　港湾等における各種災害を未然に防止するため、各機関がとるべき措置は次のとおりとす

る。 る。

(1) 岩内町、岩内・寿都地方消防組合(岩内消防署、岩内消防団) (1) 岩内町、岩内・寿都地方消防組合(岩内消防署、岩内消防団)

ア．係留施設の維持管理 ア．係留施設の維持管理

　危険物等積載船舶の接岸荷役を安全に確保するため接岸及び、その付属施設等の改修 　危険物等積載船舶の接岸荷役を安全に確保するため接岸及び、その付属施設等の改修

並びに岸壁水深の維持に努める。 並びに岸壁水深の維持に努める。

イ．火気及び立入禁止の措置 イ．火気及び立入禁止の措置

大量の危険物荷役中の警備及び監視を厳重にし、火気及び立入禁止の徹底を図る。 大量の危険物荷役中の警備及び監視を厳重にし、火気及び立入禁止の徹底を図る。

ウ．危険物等の荷役についての措置 ウ．危険物等の荷役についての措置

(ｱ) 荷役に関する保安についての指導監督 (ｱ) 荷役に関する保安についての指導監督

(ｲ) 消火器具の配備 (ｲ) 消火器具の配備

(ｳ) 流出油事故の予防対策及び化学消火剤等の配備 (ｳ) 流出油事故の予防対策及び化学消火剤等の配備

(ｴ) 立入禁止、火気厳禁の標示の徹底 (ｴ) 立入禁止、火気厳禁の標示の徹底

エ．臨港地区及び陸域における危険物製造所、貯蔵所又は取扱所に対する定期立入検査及 エ．臨港地区及び陸域における危険物製造所、貯蔵所又は取扱所に対する定期立入検査及

び指導取締り び指導取締り

(ｱ) 施設の改善促進 (ｱ) 施設の改善促進

(ｲ) 適正な危険物取扱の指導 (ｲ) 適正な危険物取扱の指導

(ｳ) 消火設備の維持管理の指導 (ｳ) 消火設備の維持管理の指導

(ｴ) 従業員の初期消火技術の向上 (ｴ) 従業員の初期消火技術の向上

(ｵ) 化学消火剤等の共同備蓄と事業所相互の応援体制の確立及び指導 (ｵ) 化学消火剤等の共同備蓄と事業所相互の応援体制の確立及び指導

オ．資料及び情報交換 オ．資料及び情報交換

　入港船舶の危険物積載の状況等、消防活動上あらかじめ掌握しておくことが必要と認め 　入港船舶の危険物積載の状況等、消防活動上あらかじめ掌握しておくことが必要と認め

られる資料及び情報について関係機関と相互に交換する。 られる資料及び情報について関係機関と相互に交換する。

(2) 小樽開発建設部小樽港湾事務所 (2) 小樽開発建設部小樽港湾事務所

港湾及び航路の直轄工事の計画、並びに施行に関しては、防災について十分配慮する。 港湾及び航路の直轄工事の計画、並びに施行に関しては、防災について十分配慮する。
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(3) 小樽海上保安部 (3) 小樽海上保安部

ア．調査研究 ア．調査研究

　防災活動を適切かつ効果的に実施するため、次に掲げる防災関係資料の収集及び調査 　防災活動を適切かつ効果的に実施するため、次に掲げる防災関係資料の収集及び調査

研究を行う。 研究を行う。

(ｱ) 災害発生状況及び災害の教訓等に関する資料 (ｱ) 災害発生状況及び災害の教訓等に関する資料

(ｲ) 災害発生の予想に関する資料 (ｲ) 災害発生の予想に関する資料

(ｳ) 港湾状況 (ｳ) 港湾状況

(ｴ) 防災施設、機材等の種類、分布の状況等救助に必要な機材能力の基礎調査 (ｴ) 防災施設、機材等の種類、分布の状況等救助に必要な機材能力の基礎調査

イ．研修訓練 イ．研修訓練

　平常業務を通じ、職員に対し防災に関する指導を行うとともに、随時次の訓練を行う。 　平常業務を通じ、職員に対し防災に関する指導を行うとともに、随時次の訓練を行う。

また、必要に応じ関係機関の行う訓練に参加し、又は参加を求めるものとする。 また、必要に応じ関係機関の行う訓練に参加し、又は参加を求めるものとする。

(ｱ) 災害関係法令及びその運用に関する知識並びに海上災害の専門知識に関する研修 (ｱ) 災害関係法令及びその運用に関する知識並びに海上災害の専門知識に関する研修

(ｲ) 非常呼集、防災、捜索援助、警報伝達、物資の緊急輸送、流出油事故対策等の防災 (ｲ) 非常呼集、防災、捜索援助、警報伝達、物資の緊急輸送、流出油事故対策等の防災

に関する訓練 に関する訓練

(ｳ) 総合防災訓練 (ｳ) 総合防災訓練

ウ．指導啓発 ウ．指導啓発

　防災に関し関係機関、報道機関等と緊密な連絡をとり、次により関係者を指導啓発す 　防災に関し関係機関、報道機関等と緊密な連絡をとり、次により関係者を指導啓発す

るものとする。 るものとする。

(ｱ) 海難防止運動、防災の日等の諸行事における防災に関する講習会の開催、防災参考 (ｱ) 海難防止運動、防災の日等の諸行事における防災に関する講習会の開催、防災参考

資料の配布等 資料の配布等

エ．海事関係法令の励行 エ．海事関係法令の励行

　海事関係法令違反は海難の発生に直接結びつくものであり、海事関係法令の遵守の徹 　海事関係法令違反は海難の発生に直接結びつくものであり、海事関係法令の遵守の徹

底を図るため、日常業務において一般船舶、特にタンカー及び危険物積載船舶等に対す 底を図るため、日常業務において一般船舶、特にタンカー及び危険物積載船舶等に対す

る立入検査を実施して、次の事項の励行を図り海難の未然防止に努める。 る立入検査を実施して、次の事項の励行を図り海難の未然防止に努める。

(ｱ) 船舶安全法に基づく安全基準の励行 (ｱ) 船舶安全法に基づく安全基準の励行

(ｲ) 船舶職員法及び小型船舶操縦者法、船舶法等乗組員に関する法令の遵守 (ｲ) 船舶職員法及び小型船舶操縦者法、船舶法等乗組員に関する法令の遵守

(ｳ) 港則法並びに危険物船舶運送及び貯蔵規則等に関する法令の遵守 (ｳ) 港則法並びに危険物船舶運送及び貯蔵規則等に関する法令の遵守

(4) 北海道運輸局 (4) 北海道運輸局

船舶職員及び小型船舶操縦者法、船員法等乗組員に関する法令の遵守について監督指導 船舶職員及び小型船舶操縦者法、船員法等乗組員に関する法令の遵守について監督指導

する。 する。

(5) 労働基準監督署倶知安支署 (5) 労働基準監督署倶知安支署

臨港地区及び陸域に所在する事務所、工場等の産業災害の防止について監督指導する。 臨港地区及び陸域に所在する事務所、工場等の産業災害の防止について監督指導する。

(6) 後志総合振興局 (6) 後志総合振興局

ア．町の港湾等防災対策計画の樹立及び資材の備蓄について指導する。 ア．町の港湾等防災対策計画の樹立及び資材の備蓄について指導する。

イ．高圧ガス施設の維持 イ．高圧ガス施設の維持

臨港地区に所在する高圧ガス事業者に対して、保安上の基準に適合するよう指導する。 臨港地区に所在する高圧ガス事業者に対して、保安上の基準に適合するよう指導する。

ウ．町及び関係機関の行う予防対策の連絡調整にあたる。 ウ．町及び関係機関の行う予防対策の連絡調整にあたる。

(7) 北海道経済産業局 (7) 北海道経済産業局

ア．電機工作物等の立入検査 ア．電機工作物等の立入検査

　臨港地区及び陸域に所在する電気事業用設備、自家用電気工作物施設及び一般用電工 　臨港地区及び陸域に所在する電気事業用設備、自家用電気工作物施設及び一般用電工

作物施設に対して立入検査を実施し、指導する。 作物施設に対して立入検査を実施し、指導する。

イ．ガス工作物及び高圧ガス施設の維持 イ．ガス工作物及び高圧ガス施設の維持

　臨港地区及び陸域に所在するガス事業者に対して、保安上の基準に適合するよう指導 　臨港地区及び陸域に所在するガス事業者に対して、保安上の基準に適合するよう指導

する。 する。

(8) その他の団体 (8) その他の団体

ア．危険物関係施設等の管理者 ア．危険物関係施設等の管理者

(ｱ) 係留施設の維持管理 (ｱ) 係留施設の維持管理

　危険物積載船舶の接岸荷役の安全を確保するため、岸壁及びその付属施設等の改修、 　危険物積載船舶の接岸荷役の安全を確保するため、岸壁及びその付属施設等の改修、

岸壁水深の維持に努める。 岸壁水深の維持に努める。
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(ｲ) 危険物の荷役についての措置 (ｲ) 危険物の荷役についての措置

・荷役に関する保安の指導監督 ・荷役に関する保安の指導監督

・大量の危険物荷役中の厳重な警備及び監視 ・大量の危険物荷役中の厳重な警備及び監視

・流出油事故の予防対策及び化学消火剤等の配備 ・流出油事故の予防対策及び化学消火剤等の配備

・消火器具及び設備の充実 ・消火器具及び設備の充実

・立入禁止、火気厳禁の標示の徹底 ・立入禁止、火気厳禁の標示の徹底

(ｳ) 従業員の初期消火技術の研修訓練 (ｳ) 従業員の初期消火技術の研修訓練

イ．北海道海難防止・水難救済センター岩内水難救難所 イ．北海道海難防止・水難救済センター岩内水難救難所

水難救助技術の研修訓練 水難救助技術の研修訓練

５．応急対策 ５．応急対策

　港湾等における各種災害に対処するため、各機関が実施する応急対策は次のとおりとする。 　港湾等における各種災害に対処するため、各機関が実施する応急対策は次のとおりとする。

(1) 岩内町、岩内・寿都地方消防組合(岩内消防署、岩内消防団) (1) 岩内町、岩内・寿都地方消防組合(岩内消防署、岩内消防団)

ア．情報の収集及び関係機関に対する連絡 ア．情報の収集及び関係機関に対する連絡

港湾等における災害の状況を把握するとともに関係機関に連絡する。 港湾等における災害の状況を把握するとともに関係機関に連絡する。

イ．救助、救出及び避難 イ．救助、救出及び避難

(ｱ) 災害による人命の救助、救出を行う。 (ｱ) 災害による人命の救助、救出を行う。

(ｲ) 災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、関係地域の居住者、滞 (ｲ) 災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、関係地域の居住者、滞

在者その他の者に対して避難のため立退きを勧告し、急を要する場合はこれらの者に 在者その他の者に対して避難のため立退きを勧告し、急を要する場合はこれらの者に

対して避難のため立退きを指示する。 対して避難のため立退きを指示する。

ウ．警戒区域の設定 ウ．警戒区域の設定

　危険を防止するため特に必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、災害応急対 　危険を防止するため特に必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、災害応急対

策に従事する者以外の者に対して当該区域への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又 策に従事する者以外の者に対して当該区域への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又

は、当該区域からの退去を命ずる。 は、当該区域からの退去を命ずる。

エ．消防活動 エ．消防活動

(ｱ) 陸上施設の消火、及び延焼の防止を行う。 (ｱ) 陸上施設の消火、及び延焼の防止を行う。

(ｲ) 船舶の消火活動は、海上保安官署と連絡を密にして行う。 (ｲ) 船舶の消火活動は、海上保安官署と連絡を密にして行う。

(ｳ) 火災の現場においては、消防警戒区域を設定して法令で定める以外の者に対してそ (ｳ) 火災の現場においては、消防警戒区域を設定して法令で定める以外の者に対してそ

の区域から退去を命じ、又はその区域への出入りを禁止し、若しくは制限する。 の区域から退去を命じ、又はその区域への出入りを禁止し、若しくは制限する。

オ．応急資機材の調達輸送 オ．応急資機材の調達輸送

消火剤、オイルフェンス、油処理剤その他の応急資機材の調達輸送を行う。 消火剤、オイルフェンス、油処理剤その他の応急資機材の調達輸送を行う。

カ．小樽海上保安部と連絡を密にして、流出油による緊迫した危険を防止するため、オイ カ．小樽海上保安部と連絡を密にして、流出油による緊迫した危険を防止するため、オイ

ルフェンスの使用、油除去剤の散布等の応急措置をとる。 ルフェンスの使用、油除去剤の散布等の応急措置をとる。

キ．危険物施設に対する保安 キ．危険物施設に対する保安

　火災発生のおそれのあるタンク等の冷却及び危険物を安全な場所へ移送、搬出を行う。 　火災発生のおそれのあるタンク等の冷却及び危険物を安全な場所へ移送、搬出を行う。

ク．防疫活動 ク．防疫活動

災害によって汚染され、又は汚染が予想される地域の防疫の実施。 災害によって汚染され、又は汚染が予想される地域の防疫の実施。

ケ．広報活動 ケ．広報活動

災害の状況、住民の避難、立入禁止等適時適切な広報を行う。 災害の状況、住民の避難、立入禁止等適時適切な広報を行う。

コ．応援要請等 コ．応援要請等

(ｱ) 災害の状況に応じ、住民を応急措置の業務に従事させる。 (ｱ) 災害の状況に応じ、住民を応急措置の業務に従事させる。

(ｲ) 災害の状況に応じ、相互応援協定締結の事業所又は他の市町村に対して応援を要請 (ｲ) 災害の状況に応じ、相互応援協定締結の事業所又は他の市町村に対して応援を要請

する。 する。

(ｳ) 災害の状況に応じ、自衛隊の派遣を後志総合振興局長に要請する。 (ｳ) 災害の状況に応じ、自衛隊の派遣を後志総合振興局長に要請する。

(2) 小樽海上保安部 (2) 小樽海上保安部

ア．情報の収集及び関係機関に対する連絡 ア．情報の収集及び関係機関に対する連絡

災害状況を迅速的確に把握するとともに、その情報を関係機関に連絡する。 災害状況を迅速的確に把握するとともに、その情報を関係機関に連絡する。

イ．救助、救出及び避難 イ．救助、救出及び避難

(ｱ) 事故船に対し、災害局限措置を指導するとともに、被災者の救援を行う。 (ｱ) 事故船に対し、災害局限措置を指導するとともに、被災者の救援を行う。

(ｲ) 必要により沿岸住民、船舶に対する避難指示（緊急）・避難勧告・避難準備・高齢 (ｲ) 必要により沿岸住民、船舶に対する避難指示（緊急）・避難勧告・避難準備・高齢

者等避難開始及び避難救助を行う。 者等避難開始及び避難救助を行う。
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ウ．消防活動 ウ．消防活動

消防機関と連絡を密にして、巡視船艇により消火及び延焼の防止を行う。 消防機関と連絡を密にして、巡視船艇により消火及び延焼の防止を行う。

エ．油の拡散防止及び回収除去 エ．油の拡散防止及び回収除去

(ｱ) 関係船舶、船主、代理店、臨海工場等に対し、流出防止措置、拡散防止措置及び除 (ｱ) 関係船舶、船主、代理店、臨海工場等に対し、流出防止措置、拡散防止措置及び除

去について指導し、又は海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律の定めるところに 去について指導し、又は海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律の定めるところに

より除去を命ずる。 より除去を命ずる。

(ｲ) 流出油による緊迫した危険防止のため、オイルフェンスの使用、油除去剤の散布等 (ｲ) 流出油による緊迫した危険防止のため、オイルフェンスの使用、油除去剤の散布等

の応急措置をとる。 の応急措置をとる。

(ｳ) 吸入船による流出油の回収指導にあたる。 (ｳ) 吸入船による流出油の回収指導にあたる。

(ｴ) 事故船からの油の抜取り指導にあたる。 (ｴ) 事故船からの油の抜取り指導にあたる。

(ｵ) 流出油の漂着が予想される沿岸水域にオイルフェンス、又は応急オイルフェンスの (ｵ) 流出油の漂着が予想される沿岸水域にオイルフェンス、又は応急オイルフェンスの

展張指導を行う。 展張指導を行う。

(ｶ) 町及び民間業者に対する自衛措置の指導にあたる。 (ｶ) 町及び民間業者に対する自衛措置の指導にあたる。

(ｷ) 状況により事故船を移動させ、付近地域の安全を図るとともに、災害の拡大防止の (ｷ) 状況により事故船を移動させ、付近地域の安全を図るとともに、災害の拡大防止の

措置をとる。 措置をとる。

(ｸ) 必要かつ状況により、船体及び流出油の非常処分を考慮する。 (ｸ) 必要かつ状況により、船体及び流出油の非常処分を考慮する。

オ．広報活動 オ．広報活動

(ｱ) 民心の安定に重点を置き、災害、治安、救助及び復旧の状況等について適時適切に (ｱ) 民心の安定に重点を置き、災害、治安、救助及び復旧の状況等について適時適切に

広報を行う。 広報を行う。

(ｲ) 船舶、水産資源、陸上施設、公衆衛生等に重大な影響を及ぼす事態を知った場合は、 (ｲ) 船舶、水産資源、陸上施設、公衆衛生等に重大な影響を及ぼす事態を知った場合は、

直ちに航行警報、ラジオ、テレビ、巡視船艇による巡回等によりその状況を周知する。 直ちに航行警報、ラジオ、テレビ、巡視船艇による巡回等によりその状況を周知する。

カ．海上交通規則 カ．海上交通規則

(ｱ) 巡視船艇によりガス検知等を行い危険海域の警戒整理にあたる。 (ｱ) 巡視船艇によりガス検知等を行い危険海域の警戒整理にあたる。

(ｲ) 危険物積載船舶等に移動を命ずるほか、危険物荷役の制限又は禁止を行う。 (ｲ) 危険物積載船舶等に移動を命ずるほか、危険物荷役の制限又は禁止を行う。

(ｳ) 船舶交通の制限又は禁止を行うほか、必要に応じ出入港を規制する。 (ｳ) 船舶交通の制限又は禁止を行うほか、必要に応じ出入港を規制する。

キ．その他 キ．その他

(ｱ) 必要に応じ、他部署の巡視船艇又は航空機の応援派遣を要請する。 (ｱ) 必要に応じ、他部署の巡視船艇又は航空機の応援派遣を要請する。

(ｲ) 臨港地区における災害で、海上からの応援が可能なときは、巡視船艇により協力す (ｲ) 臨港地区における災害で、海上からの応援が可能なときは、巡視船艇により協力す

る。 る。

(3) 北海道運輸局 (3) 北海道運輸局

ア．海上輸送の連絡調整 ア．海上輸送の連絡調整

災害の救助その他公共の安全の維持のため必要な場合は、運航事業者に航路、船舶又 災害の救助その他公共の安全の維持のため必要な場合は、運航事業者に航路、船舶又

は輸送すべき人、物資等を指定して航海命令を発する。 は輸送すべき人、物資等を指定して航海命令を発する。

イ．港湾諸作業の調整 イ．港湾諸作業の調整

災害の救助その他公共の安全の維持のため必要な場合は、港湾運送事業者に公益命令 災害の救助その他公共の安全の維持のため必要な場合は、港湾運送事業者に公益命令

を発して、緊急貨物取扱いの運送を行わせる。 を発して、緊急貨物取扱いの運送を行わせる。

(4) 札幌管区気象台 (4) 札幌管区気象台

災害が発生した場合は、防災関係機関等の要請に基づき、気象警報、防災気象情報等の 災害が発生した場合は、防災関係機関等の要請に基づき、気象警報、防災気象情報等の

必要とする情報を伝達する。 必要とする情報を伝達する。

(5) 後志総合振興局 (5) 後志総合振興局

ア．情報の収集及び関係機関に対する連絡 ア．情報の収集及び関係機関に対する連絡

港湾等における災害状況を把握するとともに関係機関に連絡する。 港湾等における災害状況を把握するとともに関係機関に連絡する。

イ．高圧ガスに対する措置 イ．高圧ガスに対する措置

臨港地区の高圧ガスが公共の安全維持、又は災害の発生の予防のため必要があると認 臨港地区の高圧ガスが公共の安全維持、又は災害の発生の予防のため必要があると認

めるときは、立入検査を実施するとともに施設等の使用又は製造を一時停止させ、もし めるときは、立入検査を実施するとともに施設等の使用又は製造を一時停止させ、もし

くは廃棄、移動することを命ずる。 くは廃棄、移動することを命ずる。

ウ．連絡調整 ウ．連絡調整

港湾等防災対策が円滑に推進するよう、関係機関相互の連絡調整を行う。 港湾等防災対策が円滑に推進するよう、関係機関相互の連絡調整を行う。

エ．町に対する指示 エ．町に対する指示

被害の拡大防止等応急対策措置のため、町に対し必要な指示を行い、又は他市町村へ 被害の拡大防止等応急対策措置のため、町に対し必要な指示を行い、又は他市町村へ

応援を指示する。 応援を指示する。
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オ．自衛隊の派遣要請 オ．自衛隊の派遣要請

災害の状況により、又は町の要請により自衛隊の派遣を要請する。 災害の状況により、又は町の要請により自衛隊の派遣を要請する。

カ．町に対する支援 カ．町に対する支援

災害の状況により、専門職員の派遣及び備蓄消火剤の支給等を行う。 災害の状況により、専門職員の派遣及び備蓄消火剤の支給等を行う。

(6) 岩内警察署 (6) 岩内警察署

ア．災害情報の収集及び関係機関に対する連絡 ア．災害情報の収集及び関係機関に対する連絡

災害警備措置上必要な情報を収集するとともに、関係機関と連絡を密にし必要と認め 災害警備措置上必要な情報を収集するとともに、関係機関と連絡を密にし必要と認め

る場合は、その情報を積極的に通報する。 る場合は、その情報を積極的に通報する。

イ．救助、救出 イ．救助、救出

(ｱ) 災害による危険箇所、避難立退き地域などを巡視して、避難に遅れた者の発見、救 (ｱ) 災害による危険箇所、避難立退き地域などを巡視して、避難に遅れた者の発見、救

助に努める。 助に努める。

(ｲ) 関係機関の行う船舶被災者の救助、救出についてその作業に必要な場所の確保、交 (ｲ) 関係機関の行う船舶被災者の救助、救出についてその作業に必要な場所の確保、交

通規制、整理などを行い協力する。 通規制、整理などを行い協力する。

ウ．避難 ウ．避難

(ｱ) 災害の発生により生命、身体を災害から保護し、その他の災害の拡大を防止するた (ｱ) 災害の発生により生命、身体を災害から保護し、その他の災害の拡大を防止するた

め、特に必要があると認めるときは、関係地域の居住者に対し、早期に自主避難を行 め、特に必要があると認めるときは、関係地域の居住者に対し、早期に自主避難を行

うよう勧告する。 うよう勧告する。

(ｲ) 急を要する場合においては、必要と認める地域の居住者、滞在者、その他の者に対 (ｲ) 急を要する場合においては、必要と認める地域の居住者、滞在者、その他の者に対

して避難のため立退きを指示する。(立退き指示をした場合は、町長(本部長)に通知 して避難のため立退きを指示する。(立退き指示をした場合は、町長(本部長)に通知

する。また、町長(本部長)が立退きを指示した場合は、これに協力する。) する。また、町長(本部長)が立退きを指示した場合は、これに協力する。)

エ．警戒区域の設定 エ．警戒区域の設定

　災害の発生により生命、身体に対する危険防止のため特に必要があると認めるときは、 　災害の発生により生命、身体に対する危険防止のため特に必要があると認めるときは、

警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対してその区域への立入を制 警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対してその区域への立入を制

限し、若しくは禁止し、又はその区域から退去を命ずる。(警戒区域を設定した場合は、 限し、若しくは禁止し、又はその区域から退去を命ずる。(警戒区域を設定した場合は、

町長(本部長)に通知する。町長(本部長)又は消防職員・団員が警戒区域を設定した場合 町長(本部長)に通知する。町長(本部長)又は消防職員・団員が警戒区域を設定した場合

はこれに協力する。) はこれに協力する。)

オ．道路交通規則 オ．道路交通規則

　災害発生により道路における交通に危険が生ずるおそれがあるときは、一時歩行者又 　災害発生により道路における交通に危険が生ずるおそれがあるときは、一時歩行者又

は車両等の通行を禁止し、若しくは制限する。 は車両等の通行を禁止し、若しくは制限する。

カ．犯罪の予防、鎮圧 カ．犯罪の予防、鎮圧

(ｱ) 避難した被災者の留守家庭及び避難所に対して、必要により警戒員を派遣するほか (ｱ) 避難した被災者の留守家庭及び避難所に対して、必要により警戒員を派遣するほか

重点的なパトロールを行う。 重点的なパトロールを行う。

　また、復旧物資をめぐる経済事犯の取締り、物資集積所の盗難などの予防、検挙に 　また、復旧物資をめぐる経済事犯の取締り、物資集積所の盗難などの予防、検挙に

あたり、被災地域の治安を維持する。 あたり、被災地域の治安を維持する。

(ｲ) 被災地における補償その他利害関係に基づく対立紛争事案に対しては、その情報を (ｲ) 被災地における補償その他利害関係に基づく対立紛争事案に対しては、その情報を

収集し、関係機関に通報して事故防止にあたる。 収集し、関係機関に通報して事故防止にあたる。

キ．危険物施設に対する治安 キ．危険物施設に対する治安

(ｱ) 石油、火薬などの危険物については、災害を防止するおそれが大きいので、その施 (ｱ) 石油、火薬などの危険物については、災害を防止するおそれが大きいので、その施

設周辺の立入禁止、住民の避難その他危険防止について措置する。 設周辺の立入禁止、住民の避難その他危険防止について措置する。

(ｲ) 関係機関の行う保安措置について積極的に協力する。 (ｲ) 関係機関の行う保安措置について積極的に協力する。

ク．広報活動 ク．広報活動

　警備上必要な災害の状況、住民の避難、立入禁止、交通規則等その他治安維持に必要 　警備上必要な災害の状況、住民の避難、立入禁止、交通規則等その他治安維持に必要

な事故について広報を行う。 な事故について広報を行う。

(7) 後志総合振興局保健環境部岩内地域保健室 (7) 後志総合振興局保健環境部岩内地域保健室

災害によって汚染され、又は汚染が予想される地域の防疫の実施。 災害によって汚染され、又は汚染が予想される地域の防疫の実施。

(8) ＮＨＫ札幌放送局 (8) ＮＨＫ札幌放送局

 民心安定のため災害時における災害救助、復旧の状況を随時放送する。  民心安定のため災害時における災害救助、復旧の状況を随時放送する。

(9) 北海道電力株式会社送配電カンパニー岩内ネットワークセンター (9) 北海道電力株式会社送配電カンパニー岩内ネットワークセンター

 災害時における住民生活、事業所等への電力の円滑な供給を図る。  災害時における住民生活、事業所等への電力の円滑な供給を図る。
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(10)日本通運株式会社小樽支店物流センター (10)日本通運株式会社小樽支店物流センター

 災害時における救助、救援物資の緊急輸送及び避難者の輸送等につき、関係機関の支援  災害時における救助、救援物資の緊急輸送及び避難者の輸送等につき、関係機関の支援

を行う。 を行う。

(11)その他の団体 (11)その他の団体

ア．危険物関係施設等の管理者 ア．危険物関係施設等の管理者

(ｱ) 災害時における危険物の保安に万全を期す。 (ｱ) 災害時における危険物の保安に万全を期す。

(ｲ) 自己の事業所に災害が発生した場合は、直ちに関係機関に通報連絡するとともに自 (ｲ) 自己の事業所に災害が発生した場合は、直ちに関係機関に通報連絡するとともに自

衛消防力をもって、初期消火に努める等適切な措置を講ずる。 衛消防力をもって、初期消火に努める等適切な措置を講ずる。

イ．北海道海難防止・水難救済センター岩内水難救難所 イ．北海道海難防止・水難救済センター岩内水難救難所

 災害時において、自ら又は関係機関の求めに応じて水難者の救助に協力する。  災害時において、自ら又は関係機関の求めに応じて水難者の救助に協力する。

６．災害に対処する体制 ６．災害に対処する体制

　港湾区域及び臨港区域において、大規模な船舶火災等が発生し、総合的な応急対策の実施 　港湾区域及び臨港区域において、大規模な船舶火災等が発生し、総合的な応急対策の実施

が必要な場合は、町の防災会議が中心となり、災害対策を推進するものとする。 が必要な場合は、町の防災会議が中心となり、災害対策を推進するものとする。

７．相互応援計画 ７．相互応援計画

(1) 災害時においては各関係機関相互、又は企業間相互で必要に応じて応援し合うものと (1) 災害時においては各関係機関相互、又は企業間相互で必要に応じて応援し合うものと

し、応援協定のある場合は、それに従うものとする。 し、応援協定のある場合は、それに従うものとする。

(2) 自衛隊の派遣は、第５章第20節「自衛隊派遣要請計画」に基づき要請するものとする。 (2) 自衛隊の派遣は、第５章第20節「自衛隊派遣要請計画」に基づき要請するものとする。

８． 防災訓練 ８． 防災訓練

　港湾等における災害応急対策を円滑に実施するため、関係機関が協力して港湾等防災対 　港湾等における災害応急対策を円滑に実施するため、関係機関が協力して港湾等防災対

策訓練を行うものとする。 策訓練を行うものとする。

９． 港湾防災資材の保有状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料　６－２－９－１ ９． 港湾防災資材の保有状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料　６－２－９－１

第３節　救急医療対策計画 第３節　救急医療対策計画

１．目　的 １．目　的

　町内において天災、地変、交通、産業災害等により、集団的に多数の傷病者が発生した場 　町内において天災、地変、交通、産業災害等により、集団的に多数の傷病者が発生した場

合、当該傷病者に対して、防災会議関係機関が迅速かつ的確な応急的救急医療措置を実施し 合、当該傷病者に対して、防災会議関係機関が迅速かつ的確な応急的救急医療措置を実施し

うる体制を確立し、もって被害の軽減を図ることを目的とする。 うる体制を確立し、もって被害の軽減を図ることを目的とする。

２．救急医療の対象と範囲 ２．救急医療の対象と範囲

(1)  対象 (1)  対象

　暴風、豪雨、豪雪、洪水、地震、その他の自然現象、又は大規模な火災、若しくは爆発、 　暴風、豪雨、豪雪、洪水、地震、その他の自然現象、又は大規模な火災、若しくは爆発、

有害物の流出、航空機の墜落、その他極端な雑踏の事故により、集団的に多数の傷病者が 有害物の流出、航空機の墜落、その他極端な雑踏の事故により、集団的に多数の傷病者が

生じ、関係機関による総合的救急対策が必要な事態を対象とする。 生じ、関係機関による総合的救急対策が必要な事態を対象とする。

　なお、集団的多数の傷病者とは、概ね50人以上に及ぶ規模のものとする。 　なお、集団的多数の傷病者とは、概ね50人以上に及ぶ規模のものとする。

(2)  範囲 (2)  範囲

　傷病者発生と同時に行う応急手当、初期診療及び傷病者の症状に応じて行う本格的な 　傷病者発生と同時に行う応急手当、初期診療及び傷病者の症状に応じて行う本格的な

救急医療を開始できるまでの応急的処置を含むものとする。 救急医療を開始できるまでの応急的処置を含むものとする。

　なお、遺体の検案、洗浄、縫合等の処理を含むものとする。 　なお、遺体の検案、洗浄、縫合等の処理を含むものとする。

３．救急医療に関する組織 ３．救急医療に関する組織

　救急医療対策の円滑な実施を図るため、町長(本部長)は必要に応じて災害現場に救急医療 　救急医療対策の円滑な実施を図るため、町長(本部長)は必要に応じて災害現場に救急医療

本部を設置して対処するものとする。 本部を設置して対処するものとする。
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４．関係機関の業務の大綱 ４．関係機関の業務の大綱

１．救急医療についての総合調整 １．救急医療についての総合調整

２．救急医療についての現地事故対策本部の設置 ２．救急医療についての現地事故対策本部の設置

ただし、対象地域が１市町村の場合を除く ただし、対象地域が１市町村の場合を除く

３．日本赤十字社北海道支部に対する出動要請 ３．日本赤十字社北海道支部に対する出動要請

４．北海道医師会に対する出動要請 ４．北海道医師会に対する出動要請

５．厚生労働省北海道医務局に対する出動要請 ５．厚生労働省北海道医務局に対する出動要請

６．医療材料の整備 ６．医療材料の整備

７．自衛隊の派遣要請 ７．自衛隊の派遣要請

１．救急医療本部の設置(災害現場) １．救急医療本部の設置(災害現場)

２．応急救護所の設置及び管理 ２．応急救護所の設置及び管理

３．岩内古宇郡医師会に対する出動要請 ３．岩内古宇郡医師会に対する出動要請

４．医療材料の整備及び調達 ４．医療材料の整備及び調達

１．救急医療本部の運営管理 １．救急医療本部の運営管理

２．傷病者等の救出、応急措置及び搬送 ２．傷病者等の救出、応急措置及び搬送

３．傷病者等の身元確認 ３．傷病者等の身元確認

４．災害現場の警戒等救急医療に関する必要な措置 ４．災害現場の警戒等救急医療に関する必要な措置

１．傷病者等の救出及び災害現場の警備 １．傷病者等の救出及び災害現場の警備

２．交通路の確保 ２．交通路の確保

３．傷病者等の身元確認 ３．傷病者等の身元確認

４．遺体検視 ４．遺体検視

１．救護隊の出動による医療の実施 １．救護隊の出動による医療の実施

２．医療施設の確保 ２．医療施設の確保

５．集団救急医療体制 ５．集団救急医療体制

　岩内古宇郡医師会長は、町長(本部長)の要請に基づき災害医療班を編成し、応急医療にあ 　岩内古宇郡医師会長は、町長(本部長)の要請に基づき災害医療班を編成し、応急医療にあ

たるものとする。なお、医療班の編成は、岩内古宇郡医師会長の定めるところによる。 たるものとする。なお、医療班の編成は、岩内古宇郡医師会長の定めるところによる。

要請項目 要請項目

(1) 災害発生の日時及び場所 (1) 災害発生の日時及び場所

(2) 災害の発生原因及び状況 (2) 災害の発生原因及び状況

(3) 出動を要する人員及び資機材 (3) 出動を要する人員及び資機材

(4) 出動の時期及び場所 (4) 出動の時期及び場所

(5) その他必要な事項 (5) その他必要な事項

６．応援要請 ６．応援要請

災害規模等必要に応じ知事(後志総合振興局長)に対し、次のとおり応援要請を行う。 災害規模等必要に応じ知事(後志総合振興局長)に対し、次のとおり応援要請を行う。

(1) 医療班の支援(日赤病院、道立病院、国立病院) (1) 医療班の支援(日赤病院、道立病院、国立病院)

(2) 傷病者の救出、搬出、救急医療物資の輸送の支援(自衛隊) (2) 傷病者の救出、搬出、救急医療物資の輸送の支援(自衛隊)

７．救急医療活動報告書の提出 ７．救急医療活動報告書の提出

　岩内古宇郡医師会長は、町長(本部長)の要請により医療班を出動させ、救急医療活動を 　岩内古宇郡医師会長は、町長(本部長)の要請により医療班を出動させ、救急医療活動を

実施したときは、事後速やかに、次に掲げる内容を示した報告書を町長(本部長)に提出す 実施したときは、事後速やかに、次に掲げる内容を示した報告書を町長(本部長)に提出す

るものとする。 るものとする。

(1) 出動場所及び出動期間 (1) 出動場所及び出動期間

(2) 出動者の種別及び人員 (2) 出動者の種別及び人員

岩内・寿都地方消防組合

(岩内消防署、岩内消防団)

岩 内 警 察 署

岩 内 古 宇 郡 医 師 会

北

海

道

後 志 総 合 振 興 局

後志総合振興局保健環境部
１．医療品、医療器具補給の斡旋

岩 内 地 域 保 健 室

岩 内 町

機 関 名 業 務 の 大 綱

岩 内 地 域 保 健 室

岩 内 町

岩内・寿都地方消防組合

(岩内消防署、岩内消防団)

岩 内 警 察 署

岩 内 古 宇 郡 医 師 会

機 関 名 業 務 の 大 綱

北

海

道

後 志 総 合 振 興 局

後志総合振興局保健環境部
１．医療品、医療器具補給の斡旋
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(3) 受診者数(死亡、重傷、軽傷別) (3) 受診者数(死亡、重傷、軽傷別)

(4) 使用した薬剤、治療材料及び医療器具等の消耗、破損等の内容(数量、額) (4) 使用した薬剤、治療材料及び医療器具等の消耗、破損等の内容(数量、額)

(5) 救急医療活動の概要 (5) 救急医療活動の概要

(6) その他必要事項 (6) その他必要事項

８．災害通報伝達及び傷病者等の搬送系統 ８．災害通報伝達及び傷病者等の搬送系統

　災害発生の第一報を受けた機関からの伝達系統及び傷病者等の搬送系統は、次のとおり 　災害発生の第一報を受けた機関からの伝達系統及び傷病者等の搬送系統は、次のとおり

である。 である。

　なお、各関係機関のもつ専用通信施設及び移動無線等を使用し、有効適切な通信体制を 　なお、各関係機関のもつ専用通信施設及び移動無線等を使用し、有効適切な通信体制を

確立するものとする。 確立するものとする。

(1) 災害通報の伝達系統 (1) 災害通報の伝達系統

(2) 傷病者等の搬送系統 (2) 傷病者等の搬送系統

自 宅 一 般 病 院 専 門 病 院

岩 内 町

遺 体 安 置 所 後 志 総 合 振 興 局

現 場

救 護 所 岩 内 警 察 署

災害発生 保健環境部

責任者
岩内地域保健室

岩 内 警 察 署 北 海 道 電 力

関 係 機 関

( 岩 内 消 防 署 )

岩内・寿都地方消防組合

岩 内 古 宇 郡 医 師 会

直近医療機関

自 衛 隊

災害発生現場

本 部

（ 死 傷 者 ）

北海道警察本部 株 式 会 社

発 見 者 後志総合振興局

岩 内 町 Ｎ Ｔ Ｔ

北海道事業部
後志総合振興局

岩内・寿都地方 医 師 会

消 防 組 合
北

海

道

(岩内消防署) 自 衛 隊

岩 内 古 宇 郡 道 医 師 会

関 係 機 関

直近医療機関

自 衛 隊

岩内・寿都地方消防組合

( 岩 内 消 防 署 )

自 宅 一 般 病 院 専 門 病 院

遺 体 安 置 所 後 志 総 合 振 興 局

現 場

救 護 所 岩 内 警 察 署

岩 内 古 宇 郡 医 師 会

北海道警察本部 株 式 会 社

本 部

災害発生現場
（ 死 傷 者 ）

岩 内 町

災害発生 保健環境部

責任者
岩内地域保健室

岩 内 警 察 署 北 海 道 電 力

発 見 者 後志総合振興局

岩 内 町 Ｎ Ｔ Ｔ

北海道事業部
後志総合振興局

岩 内 古 宇 郡 道 医 師 会

岩内・寿都地方 医 師 会

消 防 組 合
北

海

道

(岩内消防署) 自 衛 隊
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９．経費の負担及び損害補償 ９．経費の負担及び損害補償

(1) 経費の負担区分 (1) 経費の負担区分

　救急医療対策に従事した医師等に対する実費弁償及び損害補償をいずれの機関が負担す 　救急医療対策に従事した医師等に対する実費弁償及び損害補償をいずれの機関が負担す

るかは、次の区分によることを原則とする。 るかは、次の区分によることを原則とする。

ア．岩内町 ア．岩内町

町が対策を実施し責務を有する災害の場合。 町が対策を実施し責務を有する災害の場合。

イ．北海道 イ．北海道

救助法が適用された災害の場合。 救助法が適用された災害の場合。

ウ．企業体等 ウ．企業体等

企業体等の施設等において発生した災害及び災害発生の原因が企業体等にある場合。 企業体等の施設等において発生した災害及び災害発生の原因が企業体等にある場合。

(2) 実費弁償 (2) 実費弁償

　要請に基づき出動した医師等に対する手当ては、災害救助法施行令(昭和22年政令第22 　要請に基づき出動した医師等に対する手当ては、災害救助法施行令(昭和22年政令第22

5号)第11条の規定に基づき知事が定めた額、若しくは基本法の規定に準じた額に従って、 5号)第11条の規定に基づき知事が定めた額、若しくは基本法の規定に準じた額に従って、

また、救急医療活動のため使用した薬剤、治療材料、医療器具の消耗破損については、そ また、救急医療活動のため使用した薬剤、治療材料、医療器具の消耗破損については、そ

の実費を時価でそれぞれ前記(1)の負担区分により弁償するものとする。 の実費を時価でそれぞれ前記(1)の負担区分により弁償するものとする。

(3) 損害補償 (3) 損害補償

　救急医療活動のため出動した医師等がそのために死亡し、負傷し、若しくは疾病にかか 　救急医療活動のため出動した医師等がそのために死亡し、負傷し、若しくは疾病にかか

り、又は廃疾となったとき、並びにこれによって受ける損害及び救急医療活動のため出動 り、又は廃疾となったとき、並びにこれによって受ける損害及び救急医療活動のため出動

した医師に係る物件がそのために損害を受けたときは、その損害の程度に応じた額を、そ した医師に係る物件がそのために損害を受けたときは、その損害の程度に応じた額を、そ

れぞれ前記(1)の負担区分により補償するものとする。 れぞれ前記(1)の負担区分により補償するものとする。

10．傷病者の把握 10．傷病者の把握

　傷病者の把握については、認識票を取り付けるとともに救急状況調書を作成し、記録集 　傷病者の把握については、認識票を取り付けるとともに救急状況調書を作成し、記録集

計表に記載するものとする。 計表に記載するものとする。

認識票 資料　６－３－10－１ 認識票 資料　６－３－10－１

救急状況調書 資料　６－３－10－２ 救急状況調書 資料　６－３－10－２

記録集計表 資料　６－３－10－３ 記録集計表 資料　６－３－10－３
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

　社会・産業の高度化、複雑化、多様化に伴い、高度な交通・輸送体系の形成、多様な危険物等 　社会・産業の高度化、複雑化、多様化に伴い、高度な交通・輸送体系の形成、多様な危険物等

の利用に増大、トンネル、橋梁など道路構造の大規模化等が進展している。 の利用に増大、トンネル、橋梁など道路構造の大規模化等が進展している。

　このような社会構造の変化により、海上災害、航空災害、道路災害、危険物等災害、大規模な 　このような社会構造の変化により、海上災害、航空災害、道路災害、危険物等災害、大規模な

火事災害、林野災害など大規模な事故による災害(事故災害)について防災対策の充実強化を図る 火事災害、林野災害など大規模な事故による災害(事故災害)について防災対策の充実強化を図る

ため、次のとおりそれぞれの事故災害について予防及び応急対策を定める。 ため、次のとおりそれぞれの事故災害について予防及び応急対策を定める。

第１節　海上災害対策計画 第１節　海上災害対策計画

Ⅰ　海難対策計画 Ⅰ　海難対策計画

第１　基本方針 第１　基本方針

　船舶の衝突、乗揚、転覆、火災、爆発、浸水、機関故障等の海難の発生による多数の遭難 　船舶の衝突、乗揚、転覆、火災、爆発、浸水、機関故障等の海難の発生による多数の遭難

者、行方不明者、死傷者等が発生し、又はまさに発生しようとしている場合に、早期に初動 者、行方不明者、死傷者等が発生し、又はまさに発生しようとしている場合に、早期に初動

体制を確立して、被害の軽減を図るため、町が実施する各種の予防、応急対策は、第５章第 体制を確立して、被害の軽減を図るため、町が実施する各種の予防、応急対策は、第５章第

19節「海難予防及び救助計画」に定めるほか、次により実施する。 19節「海難予防及び救助計画」に定めるほか、次により実施する。

第２　災害予防 第２　災害予防

　町は、関係機関とそれぞれの組織を通じて相互に協力し、海難の発生を未然に防止し、又 　町は、関係機関とそれぞれの組織を通じて相互に協力し、海難の発生を未然に防止し、又

は被害を軽減するため必要な予防対策を実施するものとする。 は被害を軽減するため必要な予防対策を実施するものとする。

１． 実施事項 １． 実施事項

(1) 船舶所有者等(船舶所有者、管理者、占有者等を含む。以下この章において同じ。)、 (1) 船舶所有者等(船舶所有者、管理者、占有者等を含む。以下この章において同じ。)、

漁業協同組合 漁業協同組合

ア．気象情報の把握に努め、海難を事前に防止するため必要な措置を講ずるものとする。 ア．気象情報の把握に努め、海難を事前に防止するため必要な措置を講ずるものとする。

イ．職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、応急体制を整備するも イ．職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、応急体制を整備するも

のとする。 のとする。

ウ．関係機関と相互に連携して実践的の防災訓練を実施し、海難発生時の活動手順、関係 ウ．関係機関と相互に連携して実践的の防災訓練を実施し、海難発生時の活動手順、関係

機関との連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずるもの 機関との連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずるもの

とする。 とする。

エ．船舶の火災等に備え、必要な消防力を整備するとともに、自衛消防隊の組織化に努め エ．船舶の火災等に備え、必要な消防力を整備するとともに、自衛消防隊の組織化に努め

るものとする。 るものとする。

(2) 北海運輸局、小樽海上保安部、北海道、北海道警察、町(消防機関) (2) 北海運輸局、小樽海上保安部、北海道、北海道警察、町(消防機関)

ア．迅速かつ的確な災害情報の収集・連絡を行うための体制の整備を図るものとする。 ア．迅速かつ的確な災害情報の収集・連絡を行うための体制の整備を図るものとする。

イ．海難発生時における緊急情報連絡を確保するため、平常時から災害対策を重視した通 イ．海難発生時における緊急情報連絡を確保するため、平常時から災害対策を重視した通

信設備の整備・充実に努めるものとする。 信設備の整備・充実に努めるものとする。

ウ．職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、応急体制を整備するも ウ．職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、応急体制を整備するも

のとする。 のとする。

エ．海難発生時における応急活動等に関し、あらかじめ協定の締結を行う等、平常時から エ．海難発生時における応急活動等に関し、あらかじめ協定の締結を行う等、平常時から

関係機関相互の連携体制の強化を図るものとする。 関係機関相互の連携体制の強化を図るものとする。

オ．海難発生時の救急、救助、救護に備え、資機材等の整備促進に努めるものとする。 オ．海難発生時の救急、救助、救護に備え、資機材等の整備促進に努めるものとする。

カ．関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、海難発生時の活動手順、関係 カ．関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、海難発生時の活動手順、関係

機関との連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずるもの 機関との連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずるもの

とする。 とする。

キ．船舶所有者及び船長に対し、次により気象情報の把握に努め、荒天に際しては、早期 キ．船舶所有者及び船長に対し、次により気象情報の把握に努め、荒天に際しては、早期

避難、避泊を図ることを指導するとともに、漁業協同組合に対し、気象情報の常時把握 避難、避泊を図ることを指導するとともに、漁業協同組合に対し、気象情報の常時把握

と組合員に対する迅速な伝達組織の確立を図ることを指導するものとする。 と組合員に対する迅速な伝達組織の確立を図ることを指導するものとする。

 (ｱ) 漁業気象通報及び天気予報等の放送を聴取し、周辺海域の気象情報の把握に努める。  (ｱ) 漁業気象通報及び天気予報等の放送を聴取し、周辺海域の気象情報の把握に努める。

 (ｲ) 漁業無線局の気象通報は、各出漁船に対し、最も適切にその状況を伝えるので、必  (ｲ) 漁業無線局の気象通報は、各出漁船に対し、最も適切にその状況を伝えるので、必

ず聴取するとともに、荒天に対処する海上保安部からの警告指導が出た場合は、速や ず聴取するとともに、荒天に対処する海上保安部からの警告指導が出た場合は、速や

かに適切な措置を講ずる。 かに適切な措置を講ずる。

第７章　事故災害対策計画第７章　事故災害対策計画
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備　考修　　正　　前 修　　正　　後

ク．法令の定めるところにより適切な予防対策を講ずるほか、公益社団法人北海道漁船海 ク．法令の定めるところにより適切な予防対策を講ずるほか、公益社団法人北海道漁船海

難防止・水難救済センターとともに、船舶所有者及び乗組員に対し次の事項を指導する 難防止・水難救済センターとともに、船舶所有者及び乗組員に対し次の事項を指導する

ものとする。 ものとする。

(ｱ) 船体、機関、救命設備(救命用具、信号用具、消防設備等)及び通信設備の整備 (ｱ) 船体、機関、救命設備(救命用具、信号用具、消防設備等)及び通信設備の整備

(ｲ) 気象状況の常時把握と適正な準備体制の確立 (ｲ) 気象状況の常時把握と適正な準備体制の確立

(ｳ) 漁船乗組員の養成と資質の向上 (ｳ) 漁船乗組員の養成と資質の向上

(ｴ) 小型漁船の集団操業の励行と相互救護体制の強化 (ｴ) 小型漁船の集団操業の励行と相互救護体制の強化

(ｵ) 海難防止に対する意識の高揚 (ｵ) 海難防止に対する意識の高揚

ケ．小樽海上保安部及び北海道運輸局は、次の事項に留意し、随時実地検査等を行い、船 ケ．小樽海上保安部及び北海道運輸局は、次の事項に留意し、随時実地検査等を行い、船

舶所有者及び船長に対し、適切な指導を行うものとする。 舶所有者及び船長に対し、適切な指導を行うものとする。

(ｱ) 海技従事有資格者の乗船確認 (ｱ) 海技従事有資格者の乗船確認

(ｲ) 無線従事有資格者の乗船確認 (ｲ) 無線従事有資格者の乗船確認

(ｳ) 救命器具並びに消火器具等の設備の確認 (ｳ) 救命器具並びに消火器具等の設備の確認

第３　災害応急対策 第３　災害応急対策

１．情報通信 １．情報通信

　海難が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は次により 　海難が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は次により

実施するものとする。 実施するものとする。

(1) 情報通信連絡系統 (1) 情報通信連絡系統

　海難が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、別記１のとおりと 　海難が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、別記１のとおりと

する。 する。

(2) 実施事項 (2) 実施事項

　町は、情報収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の関係機関に連絡し 　町は、情報収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の関係機関に連絡し

情報の共有化、応急対策に調整等を行うものとする。 情報の共有化、応急対策に調整等を行うものとする。

２．広報 ２．広報

　海難発生時の広報は第５章第２節「災害広報・情報提供計画」の定めによるほか次により 　海難発生時の広報は第５章第２節「災害広報・情報提供計画」の定めによるほか次により

実施する。 実施する。

(1) 実施事項 (1) 実施事項

ア．被災者家族等への広報 ア．被災者家族等への広報

　町及び関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、 　町及び関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、

被災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するもの 被災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するもの

とする。 とする。

(ｱ) 海難の状況 (ｱ) 海難の状況

(ｲ) 家族等の安否情報 (ｲ) 家族等の安否情報

(ｳ) 医療機関等の情報 (ｳ) 医療機関等の情報

(ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報 (ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報

(ｵ) その他の必要な事項 (ｵ) その他の必要な事項

イ．旅客及び地域住民等への広報 イ．旅客及び地域住民等への広報

町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の 町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の

掲示等により次の事項について広報を実施する。 掲示等により次の事項について広報を実施する。

(ｱ) 海難の状況 (ｱ) 海難の状況

(ｲ) 旅客及び乗組員等の安否情報 (ｲ) 旅客及び乗組員等の安否情報

(ｳ) 医療機関等の情報 (ｳ) 医療機関等の情報

(ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報 (ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報

(ｵ) その他の必要な事項 (ｵ) その他の必要な事項
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３．応急活動体制 ３．応急活動体制

(1) 町長は、海難が発生し、又は発生のおそれがある場合は、その状況に応じて応急活動体 (1) 町長は、海難が発生し、又は発生のおそれがある場合は、その状況に応じて応急活動体

制を整え、関係機関と連携を取りながら、その所管にかかる災害応急対策を実施する。 制を整え、関係機関と連携を取りながら、その所管にかかる災害応急対策を実施する。

(2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣 (2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣

道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合 道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合

は、町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。 は、町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。

４．捜索活動 ４．捜索活動

海難船舶の捜索活動は、関係機関が相互に密接に協力のうえ、行うものとする。 海難船舶の捜索活動は、関係機関が相互に密接に協力のうえ、行うものとする。

５．救助救出活動 ５．救助救出活動

海難発生時における救助救出活動については、第５章第４節「避難対策計画」の定めによ 海難発生時における救助救出活動については、第５章第４節「避難対策計画」の定めによ

るほか次により実施するものとする。 るほか次により実施するものとする。

(1) 実施事項(基本法第62条、水難救護法第１条) (1) 実施事項(基本法第62条、水難救護法第１条)

ア．遭難船舶を認知した市町村は、海上保安部及び警察署に連絡をするとともに、町計画 ア．遭難船舶を認知した市町村は、海上保安部及び警察署に連絡をするとともに、町計画

に基づき直ちに現場に臨み、救護措置を行うこと。 に基づき直ちに現場に臨み、救護措置を行うこと。

イ．救護のため必要があるときは、住民を収集し、船舶車馬その他の物件を徴用し、又は イ．救護のため必要があるときは、住民を収集し、船舶車馬その他の物件を徴用し、又は

他人の所有地を利用し、救助の指揮を行うこと。 他人の所有地を利用し、救助の指揮を行うこと。

６．医療救護活動 ６．医療救護活動

海難発生時の医療救護活動については、第６章第３節「救急医療対策計画」の定めるとこ 海難発生時の医療救護活動については、第６章第３節「救急医療対策計画」の定めるとこ

ろにより実施するものとする。 ろにより実施するものとする。

７．行方不明者の捜索及び遺体の収容等 ７．行方不明者の捜索及び遺体の収容等

海難発生時における行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬等については、第５章第13節 海難発生時における行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬等については、第５章第13節

「行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画」の定めるところにより実施するも 「行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画」の定めるところにより実施するも

のとする。 のとする。

８．自衛隊派遣要請 ８．自衛隊派遣要請

海難発生時における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計画」の 海難発生時における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計画」の

定めるところによる。 定めるところによる。

９．広域応援 ９．広域応援

町は、海難の規模により単独で十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時にお 町は、海難の規模により単独で十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時にお

ける北海道及び市町村相互の応援に関する協定」等に基づき道や他の市町村に応援を要請す ける北海道及び市町村相互の応援に関する協定」等に基づき道や他の市町村に応援を要請す

るものとする。 るものとする。
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別記１　情報通信連絡系統図 別記１　情報通信連絡系統図

Ⅱ　流出油等対策計画 Ⅱ　流出油等対策計画

第１　基本方針 第１　基本方針

　船舶の衝突、乗揚、転覆、火災、爆発、浸水、機関故障等の海難事故により油等の大量流 　船舶の衝突、乗揚、転覆、火災、爆発、浸水、機関故障等の海難事故により油等の大量流

出等による著しい海洋汚染、火災、爆発等が発生し、又はまさに発生しようとしている場合 出等による著しい海洋汚染、火災、爆発等が発生し、又はまさに発生しようとしている場合

に、早期に初動体制を確立して、被害の軽減を図るため、町が実施する各種の予防、応急対 に、早期に初動体制を確立して、被害の軽減を図るため、町が実施する各種の予防、応急対

策については、第６章第２節「港湾等防災対策計画」に定めるほか、本計画の定めるところ 策については、第６章第２節「港湾等防災対策計画」に定めるほか、本計画の定めるところ

による。 による。

　なお、臨港地区等における危険物の流出等による災害対策については、第７章第５節「危 　なお、臨港地区等における危険物の流出等による災害対策については、第７章第５節「危

険物等災害対策計画」の定めるところによる。 険物等災害対策計画」の定めるところによる。

第２　災害予防 第２　災害予防

　町は、関係機関とそれぞれの組織を通じて相互に協力し、海難事故による油等の海上流出 　町は、関係機関とそれぞれの組織を通じて相互に協力し、海難事故による油等の海上流出

等を未然に防止し、又は被害を軽減するため必要な予防対策を実施するものとする。 等を未然に防止し、又は被害を軽減するため必要な予防対策を実施するものとする。

１． 実施事項 １． 実施事項

(1) 関係行政機関の共通実施事項(北海道開発局、北海道運輸局、小樽海上保安部、北海道、 (1) 関係行政機関の共通実施事項(北海道開発局、北海道運輸局、小樽海上保安部、北海道、

北海道警察、町(消防機関)) 北海道警察、町(消防機関))

ア．迅速かつ的確な災害情報の収集・連絡を行うための体制の整備を図るものとする。 ア．迅速かつ的確な災害情報の収集・連絡を行うための体制の整備を図るものとする。

イ．災害時における緊急情報連絡を確保するため、平常時から災害対策を重視した通信設備 イ．災害時における緊急情報連絡を確保するため、平常時から災害対策を重視した通信設備

の整備・充実に努めるものとする。 の整備・充実に努めるものとする。

ウ．職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、応急体制を整備するもの ウ．職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、応急体制を整備するもの

とする。 とする。

エ．災害時における応急活動等に関し、あらかじめ協定の締結を行う等、平常時から関係機 エ．災害時における応急活動等に関し、あらかじめ協定の締結を行う等、平常時から関係機

関相互の連携体制の強化を図るものとする。 関相互の連携体制の強化を図るものとする。

オ．災害時の油等の大量流出等に備え、消防艇、化学消火剤、油処理剤、オイルフェンス等 オ．災害時の油等の大量流出等に備え、消防艇、化学消火剤、油処理剤、オイルフェンス等

の資機材等の整備促進に努めるとともに、その整備状況等について関係機関と情報を共有 の資機材等の整備促進に努めるとともに、その整備状況等について関係機関と情報を共有

 するものとする。  するものとする。

カ．関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、災害時の活動手順、関係機関と カ．関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、災害時の活動手順、関係機関と

の連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずるものとする。 の連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずるものとする。

(総務省消防庁)

(情報交換)

北 海 道 警 察
岩内・寿都地方

関 係 機 関 ・
岩 内 警 察 署

第一管区海上保安本部避難船舶、
北 海 道 後志総合振興局

所 有 者 等 小 樽 海 上 保 安 部

団 体

消 防 組 合

国
岩 内 町

北 海 道

運 輸 局

北 海 道 警 察
岩内・寿都地方

消 防 組 合

関 係 機 関 ・
岩 内 警 察 署

団 体

国
岩 内 町

(総務省消防庁)

(情報交換)

北 海 道

運 輸 局

第一管区海上保安本部避難船舶、
北 海 道 後志総合振興局

所 有 者 等 小 樽 海 上 保 安 部
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(2) 各行政機関の個別の実施事項 (2) 各行政機関の個別の実施事項

ア．北海道開発局 ア．北海道開発局

　港湾及び航路の直轄工事の計画、施工に関して防災上留意すべき事項について十分配慮 　港湾及び航路の直轄工事の計画、施工に関して防災上留意すべき事項について十分配慮

するものとする。 するものとする。

イ．小樽海上保安部 イ．小樽海上保安部

(ｱ) 防災活動を適切かつ効果的に実施するため、次に掲げる防災関係資料の収集及び調査 (ｱ) 防災活動を適切かつ効果的に実施するため、次に掲げる防災関係資料の収集及び調査

研究を行うものとする。 研究を行うものとする。

・油等大量流出事故による災害発生の予想に関する資料(各種原因による災害発生時期 ・油等大量流出事故による災害発生の予想に関する資料(各種原因による災害発生時期

及び程度の予想並びに判断のための諸資料)

・港湾状況(特に避難港、避難地、危険物の荷役場所、貯木場、はしけ溜まり等の状況） ・港湾状況(特に避難港、避難地、危険物の荷役場所、貯木場、はしけ溜まり等の状況）

・防災施設、器材等の種類、分布の状況等救助に必要な器材能力の基礎調査(曳船、サ ・防災施設、器材等の種類、分布の状況等救助に必要な器材能力の基礎調査(曳船、サ

ルベージ、消火及び油除去作業、潜水作業)

(ｲ) 石狩・後志管内排出油等防除協議会の育成強化に努めるものとする。 (ｲ) 石狩・後志管内排出油等防除協議会の育成強化に努めるものとする。

(ｳ) 防災に関し関係機関、報道機関等と緊密な連絡をとり、次の方法により関係者を指導 (ｳ) 防災に関し関係機関、報道機関等と緊密な連絡をとり、次の方法により関係者を指導

啓発するものとする。 啓発するものとする。

・海難防止運動、防災の日等の諸行事における防災に関する講習会の開催、防災参考 ・海難防止運動、防災の日等の諸行事における防災に関する講習会の開催、防災参考

資料の配布等 資料の配布等

・船舶に対する訪船指導 ・船舶に対する訪船指導

(ｴ) 海事関係法令違反は、海難の発生に直接結びつくものであり、海事関係法令の遵守の (ｴ) 海事関係法令違反は、海難の発生に直接結びつくものであり、海事関係法令の遵守の

徹底を図るため、日常業務において一般船舶、特にタンカー及び危険物積載船舶等に対 徹底を図るため、日常業務において一般船舶、特にタンカー及び危険物積載船舶等に対

する立入検査を実施して、次の事項の励行を図り、海難の未然防止に努めるものとする。 する立入検査を実施して、次の事項の励行を図り、海難の未然防止に努めるものとする。

・船舶安全法に基づく安全基準の励行 ・船舶安全法に基づく安全基準の励行

・船舶職員及び小型船舶操者法、船員法等乗組員に関する法令の遵守 ・船舶職員及び小型船舶操者法、船員法等乗組員に関する法令の遵守

・港則法、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律並びに危険物船舶運送及び貯 ・港則法、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律並びに危険物船舶運送及び貯

蔵規則等に関する法令の遵守 蔵規則等に関する法令の遵守

ウ．北海道 ウ．北海道

(ｱ) 市町村の流出油等対策計画の樹立及び必要な資材の備蓄について指導するものとする。 (ｱ) 市町村の流出油等対策計画の樹立及び必要な資材の備蓄について指導するものとする。

(ｲ) 市町村等の港湾及び航路の計画、施行に関して防災上留意すべき事項について十分配 (ｲ) 市町村等の港湾及び航路の計画、施行に関して防災上留意すべき事項について十分配

慮するよう指導するものとする。 慮するよう指導するものとする。

(ｳ) 市町村及び関係機関が行う予防対策の連絡調整を行うものとする。 (ｳ) 市町村及び関係機関が行う予防対策の連絡調整を行うものとする。

エ．町(消防機関) エ．町(消防機関)

(ｱ) 油類積載船舶の接岸荷役の安全を確保するため、岸壁及びその付属施設（防舷材、け (ｱ) 油類積載船舶の接岸荷役の安全を確保するため、岸壁及びその付属施設（防舷材、け

い船柱)等の改善、岸壁水深の維持に努めるものとする。 い船柱)等の改善、岸壁水深の維持に努めるものとする。

(ｲ) 大量の危険物荷役中の警備及び監視を厳重にし、火気及び立入禁止の徹底を図るもの (ｲ) 大量の危険物荷役中の警備及び監視を厳重にし、火気及び立入禁止の徹底を図るもの

とする。 とする。

(ｳ) 船舶所有者等、漁業協同組合に対し、荷役について次のとおり指導するものとする。 (ｳ) 船舶所有者等、漁業協同組合に対し、荷役について次のとおり指導するものとする。

・荷役は油槽所等の保安担当職員の指導監督のもとに行う。 ・荷役は油槽所等の保安担当職員の指導監督のもとに行う。

・消火器具の配備 ・消火器具の配備

・油流出事故の予防対策及び化学消火剤等の配備 ・油流出事故の予防対策及び化学消火剤等の配備

・立入禁止、火気厳禁の標示の徹底 ・立入禁止、火気厳禁の標示の徹底

(ｴ) 入港船舶の危険物積載の状況等、消防活動上、あらかじめ掌握しておくことが必要と (ｴ) 入港船舶の危険物積載の状況等、消防活動上、あらかじめ掌握しておくことが必要と

認められる資料及び情報について関係機関と相互に交換するものとする。 認められる資料及び情報について関係機関と相互に交換するものとする。

(3) 船舶所有者等、漁業協同組合 (3) 船舶所有者等、漁業協同組合

ア．気象情報の把握に努め、海上等における流出油等災害を未然に防止するため必要な措 ア．気象情報の把握に努め、海上等における流出油等災害を未然に防止するため必要な措

置を講ずるものとする。 置を講ずるものとする。

イ．職員の非常参集体制は、応急活動のためのマニュアルの作成等、応急体制を整備する イ．職員の非常参集体制は、応急活動のためのマニュアルの作成等、応急体制を整備する

ものとする。 ものとする。

ウ．災害時の油等の大量流出等に備え、化学消火剤、油処理剤、オイルフェンス等の資機 ウ．災害時の油等の大量流出等に備え、化学消火剤、油処理剤、オイルフェンス等の資機

材等の整備促進に努めるものとする。 材等の整備促進に努めるものとする。
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エ．関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、災害時の活動手順、関係機関 エ．関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、災害時の活動手順、関係機関

との連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずるものとす との連携等について徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずるものとす

る。 る。

第３　災害応急対策 第３　災害応急対策

１．情報通信 １．情報通信

　油等の大量流出が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は 　油等の大量流出が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は

次により実施するものとする。 次により実施するものとする。

(1) 情報通信連絡系統 (1) 情報通信連絡系統

　油等の大量流出が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、別記１の 　油等の大量流出が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、別記１の

とおりとする。 とおりとする。

(2) 実施事項 (2) 実施事項

　町及び各関係機関は、情報収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の関係 　町及び各関係機関は、情報収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の関係

機関に連絡し、情報の共有化、応急対策の調整等を行うものとする。 機関に連絡し、情報の共有化、応急対策の調整等を行うものとする。

２．災害広報 ２．災害広報

　油等大量流出事故災害時の広報は第５章第２節「災害広報・情報提供計画」の定めによるほ 　油等大量流出事故災害時の広報は第５章第２節「災害広報・情報提供計画」の定めによるほ

か次により実施する。 か次により実施する。

(1) 旅客及び地域住民等への広報 (1) 旅客及び地域住民等への広報

ア．町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の掲 ア．町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の掲

示等により次の事項について広報を実施する。 示等により次の事項について広報を実施する。

(ｱ) 油等大量流出等事故災害の状況 (ｱ) 油等大量流出等事故災害の状況

(ｲ) 関係機関の応急対策に関する情報 (ｲ) 関係機関の応急対策に関する情報

(ｳ) 海上輸送復旧の見通し (ｳ) 海上輸送復旧の見通し

(ｴ) 避難の必要性等、地域に与える影響 (ｴ) 避難の必要性等、地域に与える影響

(ｵ) その他の必要な事項 (ｵ) その他の必要な事項

３．応急活動体制 ３．応急活動体制

(1) 町長は、油等大量流出事故災害が発生し、又は発生のおそれがある場合は、その状況に応 (1) 町長は、油等大量流出事故災害が発生し、又は発生のおそれがある場合は、その状況に応

じて応急活動体制を整え、関係機関と連携を取りながら、その地域にかかる災害応急対策を じて応急活動体制を整え、関係機関と連携を取りながら、その地域にかかる災害応急対策を

実施する。 実施する。

(2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣 (2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣

　道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合は、 　道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合は、

町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。 町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。

４．流出した油等の拡散防止及び回収除去活動 ４．流出した油等の拡散防止及び回収除去活動

　町は、油流出等の海岸等への漂着に対処するため、直ちに関係機関と協力のうえ、必要に応 　町は、油流出等の海岸等への漂着に対処するため、直ちに関係機関と協力のうえ、必要に応

じて、流出油等の防除に必要な措置を講ずるものとする。 じて、流出油等の防除に必要な措置を講ずるものとする。

　防除措置を実施するにあたっては、必要な資機材を迅速に調達するものとし、油流出等によ 　防除措置を実施するにあたっては、必要な資機材を迅速に調達するものとし、油流出等によ

る被害の軽減に努めるものとする。 る被害の軽減に努めるものとする。

５．消防活動 ５．消防活動

　町及び岩内・寿都地方消防組合(岩内消防署、岩内消防団)は、火災情報等の情報収集に努め、 　町及び岩内・寿都地方消防組合(岩内消防署、岩内消防団)は、火災情報等の情報収集に努め、

小樽海上保安部の消火活動に協力するものとする。 小樽海上保安部の消火活動に協力するものとする。

６．避難措置 ６．避難措置

　流出油等による火災、爆発等により住民の生命及び身体の安全、保護を図るため必要がある 　流出油等による火災、爆発等により住民の生命及び身体の安全、保護を図るため必要がある

場合は第５章第４節「避難対策計画」の定めるところにより実施するものとする。 場合は第５章第４節「避難対策計画」の定めるところにより実施するものとする。

７．自衛隊派遣要請 ７．自衛隊派遣要請

　流出油等事故災害時における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計 　流出油等事故災害時における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計

画」の定めるところによる。 画」の定めるところによる。
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８．広域支援 ８．広域支援

　町は、流出油等事故災害の規模により十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時 　町は、流出油等事故災害の規模により十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時

における北海道及び市町村相互の応援に関する協定」等に基づき道や他の市町村に応援を要請 における北海道及び市町村相互の応援に関する協定」等に基づき道や他の市町村に応援を要請

するものとする。 するものとする。

９．防災ボランティアとの連携 ９．防災ボランティアとの連携

　町は、流出油の防除作業等には多くの労働力が必要となる。 　町は、流出油の防除作業等には多くの労働力が必要となる。

それらの作業を実施する防災ボランティア団体等の受入れ等については、第５章第22節 それらの作業を実施する防災ボランティア団体等の受入れ等については、第５章第22節

「防災ボランティア活用計画」の定めるところによる。 「防災ボランティア活用計画」の定めるところによる。

別記１　情報通信連絡系統図 別記１　情報通信連絡系統図

第２節　航空災害対策計画 第２節　航空災害対策計画

第１　基本方針 第１　基本方針

　航空機の墜落炎上等により多数の死傷者を伴う大規模な事故(以下「航空災害」という。)が 　航空機の墜落炎上等により多数の死傷者を伴う大規模な事故(以下「航空災害」という。)が

発生し、又はまさに発生しようとしている場合に、早期に初動体制を確立して、その拡大を防 発生し、又はまさに発生しようとしている場合に、早期に初動体制を確立して、その拡大を防

御し、被害の軽減を図るため、町が実施する各種の予防、応急対策については、本計画の定め 御し、被害の軽減を図るため、町が実施する各種の予防、応急対策については、本計画の定め

るところによる。 るところによる。

第２　災害応急対策 第２　災害応急対策

１．情報通信 １．情報通信

　航空災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は次によ 　航空災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は次によ

り実施するものとする。 り実施するものとする。

(1) 情報通信連絡系統 (1) 情報通信連絡系統

　航空災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、別記１のとおり 　航空災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、別記１のとおり

とする。 とする。

(2) 実施事項 (2) 実施事項

ア．町は、災害発生時に直ちに災害情報把握のための通信手段を確保するものとする。 ア．町は、災害発生時に直ちに災害情報把握のための通信手段を確保するものとする。

イ．町は、情報収集に努めるとともに把握した情報について迅速に他の関係機関に連絡する イ．町は、情報収集に努めるとともに把握した情報について迅速に他の関係機関に連絡する

ものとする。 ものとする。

ウ．町及び関係機関は相互に密接な情報交換を行い、情報の確認、情報の共有化、応急対策 ウ．町及び関係機関は相互に密接な情報交換を行い、情報の確認、情報の共有化、応急対策

の調整等を行うものとする。 の調整等を行うものとする。

北 海 道 後志総合振興局
所 有 者 等

消 防 組 合

関 係 機 関 ・
岩 内 警 察 署

団 体

北 海 道 警 察
岩内・寿都地方

小 樽 海 上 保 安 部

国
岩 内 町

(総務省消防庁)

北 海 道

運 輸 局

第一管区海上保安本部避難船舶、

国
岩 内 町

(総務省消防庁)

北 海 道 警 察
岩内・寿都地方

消 防 組 合

(情報交換)

北 海 道

運 輸 局

第一管区海上保安本部避難船舶、
北 海 道 後志総合振興局

所 有 者 等 小 樽 海 上 保 安 部

関 係 機 関 ・
岩 内 警 察 署

団 体

(情報交換)
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２．災害広報 ２．災害広報

災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図るた 災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図るた

め、被災者の家族等、旅客及び地域住民に対して行う災害広報は、第５章第２節「災害広報・ め、被災者の家族等、旅客及び地域住民に対して行う災害広報は、第５章第２節「災害広報・

情報提供計画」の定めによるほか次により実施するものとする。 情報提供計画」の定めによるほか次により実施するものとする。

(1) 実施事項 (1) 実施事項

ア．被災者の家族等への広報 ア．被災者の家族等への広報

　町及び関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、 　町及び関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、

被災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するものと 被災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するものと

する。 する。

(ｱ) 航空災害の状況 (ｱ) 航空災害の状況

(ｲ) 家族等の安否情報 (ｲ) 家族等の安否情報

(ｳ) 医療機関等の情報 (ｳ) 医療機関等の情報

(ｴ) 関係機関の災害応急対策に関する情報 (ｴ) 関係機関の災害応急対策に関する情報

(ｵ) その他の必要な事項 (ｵ) その他の必要な事項

イ．旅客及び地域住民等への広報 イ．旅客及び地域住民等への広報

　町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の掲 　町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の掲

示等により次の事項について広報を実施する。 示等により次の事項について広報を実施する。

(ｱ) 航空災害の状況 (ｱ) 航空災害の状況

(ｲ) 旅客及び乗務員等の安否情報 (ｲ) 旅客及び乗務員等の安否情報

(ｳ) 医療機関等の情報 (ｳ) 医療機関等の情報

(ｴ) 医療機関の応急対策に関する情報 (ｴ) 医療機関の応急対策に関する情報

(ｵ) 避難の必要性等、地域に与える影響 (ｵ) 避難の必要性等、地域に与える影響

(ｶ) その他の必要な事項 (ｶ) その他の必要な事項

３．応急活動体制 ３．応急活動体制

(1) 町長は、航空災害が発生し、又は発生のおそれがある場合は、その状況に応じて応急活動 (1) 町長は、航空災害が発生し、又は発生のおそれがある場合は、その状況に応じて応急活動

体制を整え、その地域にかかる災害応急対策を実施する。 体制を整え、その地域にかかる災害応急対策を実施する。

(2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣 (2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣

　道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合は、 　道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合は、

町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。 町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。

４．捜索活動 ４．捜索活動

航空機の捜索活動は、関係機関が相互に密接に協力のうえ、行うものとする。 航空機の捜索活動は、関係機関が相互に密接に協力のうえ、行うものとする。

５．救助救出活動 ５．救助救出活動

　航空災害発生時における救助救出活動については、第５章第４節「避難対策計画」の定めに 　航空災害発生時における救助救出活動については、第５章第４節「避難対策計画」の定めに

よる。 よる。

６．医療救護活動 ６．医療救護活動

　航空災害時における医療救護活動については、第６章第３節「救急医療対策計画」の定める 　航空災害時における医療救護活動については、第６章第３節「救急医療対策計画」の定める

ところにより実施するものとする。 ところにより実施するものとする。

７．行方不明者の捜索及び遺体の収容等 ７．行方不明者の捜索及び遺体の収容等

　災害発生時における行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬等については、第５章第13節「行 　災害発生時における行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬等については、第５章第13節「行

方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画」の定めるところにより実施するものとす 方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画」の定めるところにより実施するものとす

る。 る。

８．防疫及び廃棄物処理等 ８．防疫及び廃棄物処理等

　町は、災害に係る航空機が国際線である場合は、空港検疫所と密接な連携を図りつつ、第５ 　町は、災害に係る航空機が国際線である場合は、空港検疫所と密接な連携を図りつつ、第５

章第10節「防疫計画」の定めるところにより、的確な応急防疫対策を講ずるものとする。 章第10節「防疫計画」の定めるところにより、的確な応急防疫対策を講ずるものとする。

　また、第５章第11節「廃棄物処理等計画」の定めるところにより廃棄物処理等に係る応急対 　また、第５章第11節「廃棄物処理等計画」の定めるところにより廃棄物処理等に係る応急対

策を講ずるものとする。 策を講ずるものとする。

－　88　－



備　考修　　正　　前 修　　正　　後

９．自衛隊派遣要請 ９．自衛隊派遣要請

　航空災害時における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計画」の定 　航空災害時における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計画」の定

めるところによる。 めるところによる。

10．広域応援 10．広域応援

　町は、災害の規模により単独で十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時におけ 　町は、災害の規模により単独で十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時におけ

る北海道及び市町村相互の応援に関する協定」等に基づき道や他の市町村に応援を要請するも る北海道及び市町村相互の応援に関する協定」等に基づき道や他の市町村に応援を要請するも

のとする。 のとする。

別記１　 情報通信連絡系統図　　(空港区域周辺以外のその他の地域の場合) 別記１　 情報通信連絡系統図　　(空港区域周辺以外のその他の地域の場合)

(1) 発生地点が明確な場合 (1) 発生地点が明確な場合

(2)発生地点不明な場合(航空機の捜索活動) (2)発生地点不明な場合(航空機の捜索活動)

第３節　道路災害対策計画 第３節　道路災害対策計画

第１　基本方針 第１　基本方針

道路構造物の被災又は道路における車両の衝突等により、大規模な救急救助活動や消火活 道路構造物の被災又は道路における車両の衝突等により、大規模な救急救助活動や消火活

動等が必要とされている災害(以下「道路災害」という。)が発生し、又はまさに発生しよう 動等が必要とされている災害(以下「道路災害」という。)が発生し、又はまさに発生しよう

としている場合に、早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、 としている場合に、早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、

町が実施する各種の予防、応急対策については、この計画の定めるところによる。 町が実施する各種の予防、応急対策については、この計画の定めるところによる。

警 察 庁 北 海 道

岩 内 ・ 寿 都
地方消防組合 近 隣 消防 機関 空港管理事務所

発 見 者

消 防 庁 北 海 道 警 察 本 部
自 衛 隊
第一管区海上保安本部

岩内町 東京航空局 札 幌 航 空

防 衛 省 ( 危 機 対 策 振興局 交 通 管 制

当 該 航 空 東京航空局空港事務所
運 送 事 業 者 (出張所)

東京救難調整 本部

後志総合

※ 各 出 先 機 関 を 含 む

空港管理事務所

空港事務所

国

岩 内 町 後 志 総 合 振 興 局 北 海 道 (総務省消防庁)

(地域創生部)

(情報交換)

岩 内 警 察 署 北海道警察本部

消 防 庁 北 海 道 警 察 本 部
自 衛 隊
第一管区海上保安本部

消 防 組 合海上保安庁

東京救難調整 本部
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運 送 事 業 者 (出張所)

空港管理事務所

地方消防組合 近 隣 消防 機関 空港管理事務所
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(情報交換)
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防 衛 省 ( 危 機 対 策 振興局 空港事務所 交 通 管 制
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第２　災害予防 第２　災害予防

町は、関係機関とそれぞれの組織を通じて相互に協力し、道路災害を未然に防止するため 町は、関係機関とそれぞれの組織を通じて相互に協力し、道路災害を未然に防止するため

必要な予防対策を実施するものとする。 必要な予防対策を実施するものとする。

(1) 道路管理者 (1) 道路管理者

ア．トンネル、橋梁等、道路の点検体制を強化し、施設等の現況の把握に努めるとともに ア．トンネル、橋梁等、道路の点検体制を強化し、施設等の現況の把握に努めるとともに

異常を迅速に発見し、速やかな応急対策を図るために情報の収集、連絡体制の整備を図 異常を迅速に発見し、速やかな応急対策を図るために情報の収集、連絡体制の整備を図

るものとする。 るものとする。

また、異常が発見され、災害が発生するおそれがある場合に、道路利用者にその情報 また、異常が発見され、災害が発生するおそれがある場合に、道路利用者にその情報

を迅速に提供するための体制の整備を図るものとする。 を迅速に提供するための体制の整備を図るものとする。

イ．道路災害を予防するため、必要な施設の整備を図るとともに、道路施設の安全を確保 イ．道路災害を予防するため、必要な施設の整備を図るとともに、道路施設の安全を確保

するため必要な体制の整備に努めるものとする。 するため必要な体制の整備に努めるものとする。

ウ．道路災害を未然に防止するため、安全性・信頼性の高い道路整備を計画的かつ総合的 ウ．道路災害を未然に防止するため、安全性・信頼性の高い道路整備を計画的かつ総合的

に実施するものとする。 に実施するものとする。

エ．職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、災害応急体制を整備す エ．職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、災害応急体制を整備す

るものとする。 るものとする。

オ．町は、関係機関と相互に連携して、道路災害等の情報伝達、活動手順等について徹底 オ．町は、関係機関と相互に連携して、道路災害等の情報伝達、活動手順等について徹底

を図るとともに、必要に応じ体制の改善等の必要な措置を講ずるものとする。 を図るとともに、必要に応じ体制の改善等の必要な措置を講ずるものとする。

カ．道路災害時に、施設、設備の被害情報の把握及び応急復旧を行うため、あらかじめ カ．道路災害時に、施設、設備の被害情報の把握及び応急復旧を行うため、あらかじめ

体制の整備をするものとする。 体制の整備をするものとする。

キ．道路利用者に対して道路災害時の対応等の防災知識の普及・啓発を図るものとする。 キ．道路利用者に対して道路災害時の対応等の防災知識の普及・啓発を図るものとする。

(2) 国道・道道の通行規制の基準 資料　７－３－２－１ (2) 国道・道道の通行規制の基準 資料　７－３－２－１

第３　災害応急対策 第３　災害応急対策

１．情報通信 １．情報通信

道路災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は、次 道路災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は、次

により実施するものとする。 により実施するものとする。

(1) 情報通信連絡系統 (1) 情報通信連絡系統

道路災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、別記のとおり 道路災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、別記のとおり

とする。 とする。

(2) 実施事項 (2) 実施事項

ア．関係機関は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保するものとする。 ア．関係機関は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保するものとする。

イ．関係機関は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の機 イ．関係機関は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の機

関に連絡するものとする。 関に連絡するものとする。

ウ．関係機関は、相互に緊密な情報の交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の調整 ウ．関係機関は、相互に緊密な情報の交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の調整

を行うものとする。 を行うものとする。

２．災害広報 ２．災害広報

(1) 実施事項 (1) 実施事項

災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図 災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図

るため、被災者の家族等、道路利用者及び地域住民等に対して行う災害広報は、第５章第 るため、被災者の家族等、道路利用者及び地域住民等に対して行う災害広報は、第５章第

２節「災害広報・情報提供計画」の定めによるほか次により実施するものとする。 ２節「災害広報・情報提供計画」の定めによるほか次により実施するものとする。

ア．被災者の家族等への広報 ア．被災者の家族等への広報

　町及び関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、 　町及び関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、

被災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するものと 被災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するものと

する。 する。

(ｱ) 道路災害の状況 (ｱ) 道路災害の状況

(ｲ) 家族等の安否情報 (ｲ) 家族等の安否情報

(ｳ) 医療機関等の情報 (ｳ) 医療機関等の情報

(ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報 (ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報

(ｵ) その他の必要な事項 (ｵ) その他の必要な事項
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イ．道路利用者及び地域住民等への広報 イ．道路利用者及び地域住民等への広報

　町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の掲 　町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の掲

示等により次の事項について広報を実施する。 示等により次の事項について広報を実施する。

(ｱ) 道路災害の状況 (ｱ) 道路災害の状況

(ｲ) 被災者の安否情報 (ｲ) 被災者の安否情報

(ｳ) 医療機関等の情報 (ｳ) 医療機関等の情報

(ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報 (ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報

(ｵ) 施設等の復旧情報 (ｵ) 施設等の復旧情報

(ｶ) 避難の必要性等、地域に与える影響 (ｶ) 避難の必要性等、地域に与える影響

(ｷ) その他必要な事項 (ｷ) その他必要な事項

３．応急活動体制 ３．応急活動体制

(1) 町長は、道路災害が発生し、又は発生のおそれがある場合は、その状況に応じて応急活 (1) 町長は、道路災害が発生し、又は発生のおそれがある場合は、その状況に応じて応急活

動体制を整え、その地域にかかる災害応急対策を実施する。 動体制を整え、その地域にかかる災害応急対策を実施する。

(2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣 (2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣

　道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合は、 　道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合は、

町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。 町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。

４．救助救出活動 ４．救助救出活動

　道路災害時における救助救出活動については、第５章第４節「避難対策計画」の定めによ 　道路災害時における救助救出活動については、第５章第４節「避難対策計画」の定めによ

るもののほか、関係機関による迅速かつ的確な救護の初期活動が行われるよう協力するもの るもののほか、関係機関による迅速かつ的確な救護の初期活動が行われるよう協力するもの

とする。 とする。

５．医療救護活動 ５．医療救護活動

　道路災害における医療活動については、第６章第３節「救急医療対策計画」の定めにより 　道路災害における医療活動については、第６章第３節「救急医療対策計画」の定めにより

実施するものとする。 実施するものとする。

６．消防活動 ６．消防活動

道路災害時における消防活動は、次により実施するものとする。 道路災害時における消防活動は、次により実施するものとする。

(1) 道路管理者 (1) 道路管理者

　道路災害による火災の発生に際しては、岩内・寿都地方消防組合による迅速かつ的確な 　道路災害による火災の発生に際しては、岩内・寿都地方消防組合による迅速かつ的確な

初期消火活動が行われるよう協力するものとする。 初期消火活動が行われるよう協力するものとする。

(2) 消防機関 (2) 消防機関

ア．消防機関は、速やかに道路災害による火災の発生状況を把握するとともに、迅速に消 ア．消防機関は、速やかに道路災害による火災の発生状況を把握するとともに、迅速に消

火活動を実施するものとする。 火活動を実施するものとする。

イ．消防機関の職員は、道路災害による火災が発生した場合において、消防活動の円滑化 イ．消防機関の職員は、道路災害による火災が発生した場合において、消防活動の円滑化

を図るため、必要に応じて消防警戒区域を設定するものとする。 を図るため、必要に応じて消防警戒区域を設定するものとする。

７．行方不明者の捜索及び遺体の収容 ７．行方不明者の捜索及び遺体の収容

　町は、第５章第13節「行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画」の定めによ 　町は、第５章第13節「行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画」の定めによ

り、遺体の収容、埋葬等を実施するものとする。 り、遺体の収容、埋葬等を実施するものとする。

８．交通規制 ８．交通規制

　町が管理する道路において、災害の拡大防止及び交通の確保のための必要な交通規制を行 　町が管理する道路において、災害の拡大防止及び交通の確保のための必要な交通規制を行

う。 う。

９．危険物流出対策 ９．危険物流出対策

道路災害により危険物が流出し、又はその恐れがある場合には、本章第５節「危険物等 道路災害により危険物が流出し、又はその恐れがある場合には、本章第５節「危険物等

災害対策計画」の定めるところにより速やかに対処し、危険物による二次災害の防止に努め 災害対策計画」の定めるところにより速やかに対処し、危険物による二次災害の防止に努め

るものとする。 るものとする。
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10．自衛隊派遣要請 10．自衛隊派遣要請

道路災害における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計画」の定 道路災害における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計画」の定

めるところによる。 めるところによる。

11．広域応援 11．広域応援

町は、災害の規模により、単独では十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時 町は、災害の規模により、単独では十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時

における北海道及び市町村相互の応援に関する協定」等に基づき道や他の市町村へ応援を要 における北海道及び市町村相互の応援に関する協定」等に基づき道や他の市町村へ応援を要

請するものとする。 請するものとする。

12．災害復旧 12．災害復旧

(1) 実施事項 (1) 実施事項

ア．道路管理者 ア．道路管理者

(ｱ) 道路の被災に伴う障害物の除去、仮設等の応急復旧を迅速かつ的確に行い、早期の (ｱ) 道路の被災に伴う障害物の除去、仮設等の応急復旧を迅速かつ的確に行い、早期の

道路交通の確保に努める。 道路交通の確保に努める。

(ｲ) 町は、関係機関と協力し、迅速かつ円滑に被災施設の復旧を行うものとする。 (ｲ) 町は、関係機関と協力し、迅速かつ円滑に被災施設の復旧を行うものとする。

(ｳ) 類似の災害の再発防止のために、災害箇所以外の道路施設について緊急点検を行う (ｳ) 類似の災害の再発防止のために、災害箇所以外の道路施設について緊急点検を行う

ものとする。 ものとする。

(ｴ) 災害復旧にあたり、可能な限り復旧予定時期を明確化するよう努めるものとする。 (ｴ) 災害復旧にあたり、可能な限り復旧予定時期を明確化するよう努めるものとする。

別記　情報通信連絡系統図 別記　情報通信連絡系統図

１．国の管理する道路の場合 １．国の管理する道路の場合

小樽開発建設部 北海道開発局

岩内警察署 北海道警察本部

(情報交換)

(情報交換)
岩内町

岩内・寿都地方消防組合

道路事務所等 北 海 道 運 輸 局

(情報交換)

北海道(危機対策局) 国(総務省消防庁)

小樽建設管理部共和出張所 後志総合振興局(地域創生部)

北海道(危機対策局) 国(総務省消防庁)

小樽建設管理部共和出張所 後志総合振興局(地域創生部) (情報交換)

道路事務所等 小樽開発建設部 北海道開発局 北 海 道 運 輸 局

(情報交換)

岩内警察署 北海道警察本部

(情報交換)
岩内町

岩内・寿都地方消防組合
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２．道の管理する道路の場合 ２．道の管理する道路の場合

３．町の管理する道路の場合 ３．町の管理する道路の場合

第４節　原子力災害対策計画 第４節　原子力災害対策計画

　北海道電力株式会社泊発電所における放射性物質の大量放出により生ずる災害の防災対策に関北海道電力株式会社泊発電所における放射性物質の大量放出により生ずる災害の防災対策に関 　北海道電力株式会社泊発電所における放射性物質の大量放出により生ずる災害の防災対策に関北海道電力株式会社泊発電所における放射性物質の大量放出により生ずる災害の防災対策に関

する計画は、「泊発電所周辺地域原子力防災計画」に定めるところによる。 する計画は、「泊発電所周辺地域原子力防災計画」に定めるところによる。

北 海 道 運 輸 局

(情報交換)

北海道(危機対策局) 国(総務省消防庁)

(情報交換)
後志総合振興局(地域創生部)

小樽開発建設部岩内道路事務所 北 海 道 開 発 局

(情報交換)
岩内・寿都地方消防組合

岩 内 警 察 署 北海道警察本部

後志総合振興局(地域創生部) 北 海 道 運 輸 局

岩 内 ・ 寿 都 地 方 消 防 組 合

岩内警 察署 北 海 道 警 察 本 部

岩 内 町 北海道(危機対策室) 国(総務省消防庁)

(情報交換)

(情報交換)
岩 内 町

(情報交換)

岩 内 警 察 署 北海道警察本部

(情報交換)
後志総合振興局(地域創生部)

北 海 道 開 発 局

北海道(危機対策局)

(情報交換)

小樽開発建設部岩内道路事務所

小樽建設管理部共和出張所 北海道(建設部) 北 海 道 運 輸 局

後志総合振興局(地域創生部) 北 海 道 運 輸 局

(情報交換)
岩内・寿都地方消防組合

岩内警 察署 北 海 道 警 察 本 部

岩 内 町 北海道(危機対策室) 国(総務省消防庁)

(情報交換)

岩 内 町

岩 内 ・ 寿 都 地 方 消 防 組 合

小樽建設管理部共和出張所 北海道(建設部)

国(総務省消防庁)
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第５節　危険物等災害対策計画 第５節　危険物等災害対策計画

第１　基本計画 第１　基本計画

　危険物等（危険物、火薬類、高圧ガス、毒物・劇物、放射性物質）の漏洩、流出、火災、爆 　危険物等（危険物、火薬類、高圧ガス、毒物・劇物、放射性物質）の漏洩、流出、火災、爆

発等により死傷者が多数発生する等の災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合に、 発等により死傷者が多数発生する等の災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合に、

早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、町及び事業者、防災関 早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、町及び事業者、防災関

係機関の実施する予防、応急対策については、本計画の定めるところによる。 係機関の実施する予防、応急対策については、本計画の定めるところによる。

　なお、海上への危険物の流出等による災害活動については、本章第１節｢海上災害対策計画｣､ 　なお、海上への危険物の流出等による災害活動については、本章第１節｢海上災害対策計画｣､

電気事業者が設置する原子力発電所における放射性物質の大量放出により生じる災害の防災対 電気事業者が設置する原子力発電所における放射性物質の大量放出により生じる災害の防災対

策については、「泊発電所周辺地域原子力防災計画」の定めるところによる。 策については、「泊発電所周辺地域原子力防災計画」の定めるところによる。

第２　危険物の定義 第２　危険物の定義

１．危険物 １．危険物

消防法(昭和23年法律第186号)第２条第７項に規定されているもの 消防法(昭和23年法律第186号)第２条第７項に規定されているもの

２．火薬類 ２．火薬類

火薬類取締法(昭和25年法律第149号)第２条に規定されているもの 火薬類取締法(昭和25年法律第149号)第２条に規定されているもの

<例>火薬、爆薬、火工品(工業雷管、電気雷管等)など <例>火薬、爆薬、火工品(工業雷管、電気雷管等)など

３．高圧ガス ３．高圧ガス

高圧ガス保安法(昭和26年法律第204号)第２条に規定されているもの 高圧ガス保安法(昭和26年法律第204号)第２条に規定されているもの

４．毒物・劇物 ４．毒物・劇物

毒物及び劇物取締法(昭和25年法律第303号)第２条に規定されているもの 毒物及び劇物取締法(昭和25年法律第303号)第２条に規定されているもの

<例> 毒物(シアン化水素、シアン化ナトリウム等)、劇物(ホルムアルデヒド、塩素等) <例> 毒物(シアン化水素、シアン化ナトリウム等)、劇物(ホルムアルデヒド、塩素等)

など など

５．放射性物質 ５．放射性物質

　放射性同位元素、核燃料物質、核燃料物質を総称したもの。「放射性同位元素等による放射 　放射性同位元素、核燃料物質、核燃料物質を総称したもの。「放射性同位元素等による放射

線障害の防止に関する法律(昭和32年法律第167号)」等によりそれぞれ規定されている。 線障害の防止に関する法律(昭和32年法律第167号)」等によりそれぞれ規定されている。

第３　危険物等災害予防 第３　危険物等災害予防

１．事業者 １．事業者

(1) 消防法の定める設備基準、保安基準を遵守するとともに、予防規程の作成、従事者に対す (1) 消防法の定める設備基準、保安基準を遵守するとともに、予防規程の作成、従事者に対す

る保安教育の実施、自衛消防組織の設置、危険物保安監督者の選任等による自主保安体制の る保安教育の実施、自衛消防組織の設置、危険物保安監督者の選任等による自主保安体制の

確立を図るものとする。 確立を図るものとする。

(2) 危険物の流出その他の事故が発生したときは、直ちに、流出及び拡散の防止、危険物の除 (2) 危険物の流出その他の事故が発生したときは、直ちに、流出及び拡散の防止、危険物の除

去その他災害の発生防止のための応急の措置を講ずるとともに、岩内・寿都地方消防組合、 去その他災害の発生防止のための応急の措置を講ずるとともに、岩内・寿都地方消防組合、

岩内警察署へ通報するものとする。 岩内警察署へ通報するものとする。

２．北海道、消防機関 ２．北海道、消防機関

(1) 消防法の規定に基づき、保安検査、立入検査を行い、法令の規定に違反する場合は、許可 (1) 消防法の規定に基づき、保安検査、立入検査を行い、法令の規定に違反する場合は、許可

の取消等の措置命令を発するものとする。 の取消等の措置命令を発するものとする。

(2) 事業者の自主保安体制の確立を図るため、予防規程の作成、従事者に対する保安教育の実 (2) 事業者の自主保安体制の確立を図るため、予防規程の作成、従事者に対する保安教育の実

施、自衛消防組織の編成、危険物保安官監督者の選任等について指導するものとする。 施、自衛消防組織の編成、危険物保安官監督者の選任等について指導するものとする。

３．北海道警察 ３．北海道警察

　必要に応じ、危険物の保管状態、自主保安体制等実態を把握するとともに、資機材を整備充 　必要に応じ、危険物の保管状態、自主保安体制等実態を把握するとともに、資機材を整備充

実し、災害発生時における初動体制の確立を図るものとする。 実し、災害発生時における初動体制の確立を図るものとする。
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第４　災害応急対策 第４　災害応急対策

１．情報通信 １．情報通信

　危険物等災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は次 　危険物等災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は次

により実施する。 により実施する。

(1) 情報通信連絡系統 (1) 情報通信連絡系統

情報通信の連絡系統は、別記のとおりとする。 情報通信の連絡系統は、別記のとおりとする。

(2) 実施事項 (2) 実施事項

ア．町は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保するものとする。 ア．町は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保するものとする。

イ．町は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の機関に連絡 イ．町は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の機関に連絡

するものとする。 するものとする。

ウ．町は、関係機関と相互に緊密な情報の交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の調 ウ．町は、関係機関と相互に緊密な情報の交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の調

整を行うものとする。 整を行うものとする。

２．災害広報 ２．災害広報

(1) 実施事項 (1) 実施事項

　災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図る 　災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図る

ため、被災者の家族、地域住民等に対して行う災害広報は、第５章第２節「災害広報・情報 ため、被災者の家族、地域住民等に対して行う災害広報は、第５章第２節「災害広報・情報

提供計画」の定めによるほか、次により実施するものとする。 提供計画」の定めによるほか、次により実施するものとする。

ア．被災者の家族への広報 ア．被災者の家族への広報

　町及び関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、 　町及び関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、

被災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するものと 被災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するものと

する。 する。

(ｱ) 災害の状況 (ｱ) 災害の状況

(ｲ) 被災者の安否情報 (ｲ) 被災者の安否情報

(ｳ) 危険物等の種類、性状など人体・環境に与える影響 (ｳ) 危険物等の種類、性状など人体・環境に与える影響

(ｴ) 医療機関等の情報 (ｴ) 医療機関等の情報

(ｵ) 関係機関の応急対策に関する情報 (ｵ) 関係機関の応急対策に関する情報

(ｶ) その他必要な事項 (ｶ) その他必要な事項

イ．地域住民等への広報 イ．地域住民等への広報

　町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の掲 　町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の掲

示等により、次の事項についての広報を実施するものとする。 示等により、次の事項についての広報を実施するものとする。

(ｱ) 災害の状況 (ｱ) 災害の状況

(ｲ) 被災者の安否情報 (ｲ) 被災者の安否情報

(ｳ) 危険物等の種類、性状など人体・環境に与える影響 (ｳ) 危険物等の種類、性状など人体・環境に与える影響

(ｴ) 医療機関等の情報 (ｴ) 医療機関等の情報

(ｵ) 関係機関の応急対策に関する情報 (ｵ) 関係機関の応急対策に関する情報

(ｶ) 避難の必要性等、地域に与える影響 (ｶ) 避難の必要性等、地域に与える影響

(ｷ) その他必要な事項 (ｷ) その他必要な事項

３．応急活動体制 ３．応急活動体制

(1) 町長は、危険物等災害が発生し、又は発生のおそれがある場合は、その状況に応じて応 (1) 町長は、危険物等災害が発生し、又は発生のおそれがある場合は、その状況に応じて応

急活動体制を整え、その地域に係る災害応急対策を実施する。 急活動体制を整え、その地域に係る災害応急対策を実施する。

(2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣 (2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣

　道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合は、 　道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合は、

町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。 町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。

４．避難措置 ４．避難措置

　町は、人命の安全を確保するため、第５章第４節「避難対策計画」の定めるところにより、 　町は、人命の安全を確保するため、第５章第４節「避難対策計画」の定めるところにより、

爆発性・引火性・有毒性といった危険物の特殊性を考慮し、必要な避難措置を実施するものと 爆発性・引火性・有毒性といった危険物の特殊性を考慮し、必要な避難措置を実施するものと

する。 する。

－　95　－



備　考修　　正　　前 修　　正　　後

５．救助救出及び医療救護活動等 ５．救助救出及び医療救護活動等

　町は、第５章第４節「避難救出計画」及び第６章第３節「救急医療対策計画」の定めるとこ 　町は、第５章第４節「避難救出計画」及び第６章第３節「救急医療対策計画」の定めるとこ

ろにより、被災者の救助救出及び医療救護活動を実施するものとする。 ろにより、被災者の救助救出及び医療救護活動を実施するものとする。

　また、町は、第５章第13節「行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画」の定め 　また、町は、第５章第13節「行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画」の定め

るところにより、行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬等を実施するものとする。 るところにより、行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬等を実施するものとする。

６．自衛隊派遣要請 ６．自衛隊派遣要請

　危険物等災害における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計画」の 　危険物等災害における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計画」の

定めるところによる。 定めるところによる。

７．広域応援 ７．広域応援

　町は、災害の規模により単独では十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時にお 　町は、災害の規模により単独では十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時にお

ける北海道及び市町村の相互の応援に関する協定」に基づき道や他の市町村に応援を要請する ける北海道及び市町村の相互の応援に関する協定」に基づき道や他の市町村に応援を要請する

ものとする。 ものとする。

別記　情報通信連絡系統図 別記　情報通信連絡系統図

第６節　大規模な火事災害対策計画 第６節　大規模な火事災害対策計画

第１　基本方針 第１　基本方針

　死傷者が多数発生する等大規模に火事災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合 　死傷者が多数発生する等大規模に火事災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合

に、早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、町が実施する各種 に、早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、町が実施する各種

の予防、応急対策については、本計画の定めるところによる。 の予防、応急対策については、本計画の定めるところによる。

第２　災害予防 第２　災害予防

　町は、関係機関とそれぞれの組織を通じて相互に協力し、大規模な火事災害を未然に防止す 　町は、関係機関とそれぞれの組織を通じて相互に協力し、大規模な火事災害を未然に防止す

るため必要な予防対策を実施するものとする。 るため必要な予防対策を実施するものとする。

１．町、消防機関 １．町、消防機関

(1) 大規模な火事災害に強いまちづくり (1) 大規模な火事災害に強いまちづくり

　延焼拡大の防止を図るため、建築物や公共施設の不燃化、空地・緑地等の連携的な配置に 　延焼拡大の防止を図るため、建築物や公共施設の不燃化、空地・緑地等の連携的な配置に

よる延焼遮断帯の形成、防火地域及び準防火地域の的確な指定により大規模な火事災害に強 よる延焼遮断帯の形成、防火地域及び準防火地域の的確な指定により大規模な火事災害に強

いまちづくりを推進する。 いまちづくりを推進する。

(2) 火災発生、被害拡大危険区域の把握 (2) 火災発生、被害拡大危険区域の把握

　災害応急対策の円滑な実施を図るため、火災発生及び延焼拡大の危険性のある区域を把握 　災害応急対策の円滑な実施を図るため、火災発生及び延焼拡大の危険性のある区域を把握

の上、被害想定を作成するように努める。 の上、被害想定を作成するように努める。

(情報交換)
(情報交換)

国
地方消防組合 ( 地 域 創 生 部 ) (危機対策局) (総務省消防庁)

毒物・劇物のみ 後 志 総 合 振 興 局 北 海 道

火薬類・高圧ガスのみ 後 志 総 合 振 興 局

保 健 環 境 部 (保健福祉部)

岩 内 地 域 保 健 室

北 海 道

( 経 済 部 ) ( 経 済 部 )

岩 内 町

(情報交換)
(情報交換)

北 海 道

( 経 済 部 ) ( 経 済 部 )

国
地方消防組合 ( 地 域 創 生 部 )

毒物・劇物のみ 後 志 総 合 振 興 局 北 海 道
保 健 環 境 部 (保健福祉部)

岩 内 警 察 署 北海道警察本部 岩 内 警 察 署 北海道警察本部

岩 内 町

発生事業所等
岩内・寿都 後 志 総 合 振 興 局 北 海 道

発生事業所等
岩内・寿都 後 志 総 合 振 興 局 北 海 道

岩 内 地 域 保 健 室

火薬類・高圧ガスのみ 後 志 総 合 振 興 局

(危機対策局) (総務省消防庁)
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(3) 予防査察の実施 (3) 予防査察の実施

　多数の人が出入りする病院、事務所等の防火対象物に対して、消防法(昭和23年法律第186 　多数の人が出入りする病院、事務所等の防火対象物に対して、消防法(昭和23年法律第186

号）に基づく消防用設備等の設置促進、保守点検の実施及び適正な維持管理について指導す 号）に基づく消防用設備等の設置促進、保守点検の実施及び適正な維持管理について指導す

る。 る。

(4) 防火管理者制度の促進 (4) 防火管理者制度の促進

　防火管理に関する講習会を開催し、防火管理者の知識の向上を図るとともに、防火管理者 　防火管理に関する講習会を開催し、防火管理者の知識の向上を図るとともに、防火管理者

を定めるべき防火対象物における自衛消防体制の強化を図るため、防火管理者の選任及び消 を定めるべき防火対象物における自衛消防体制の強化を図るため、防火管理者の選任及び消

防計画の作成、消防訓練の実施等について指導する。 防計画の作成、消防訓練の実施等について指導する。

(5) 防火思想の普及 (5) 防火思想の普及

  年２回(春、秋期)の全道火災予防運動、防災週間等を通じて、各種広報媒体を活用する   年２回(春、秋期)の全道火災予防運動、防災週間等を通じて、各種広報媒体を活用する

ことにより、住民の防火思想の普及、高揚を図る。また、高齢者の防火訪問を実施する等 ことにより、住民の防火思想の普及、高揚を図る。また、高齢者の防火訪問を実施する等

要配慮者対策に十分配慮する。 要配慮者対策に十分配慮する。

(6) 消防水利の確保 (6) 消防水利の確保

　同時に多発火災や消火栓の使用不能等に備えて、防火水槽の配備、海水・河川水の活用 　同時に多発火災や消火栓の使用不能等に備えて、防火水槽の配備、海水・河川水の活用

等により、消防水利の多様化及び確保に努める。 等により、消防水利の多様化及び確保に努める。

(7) 消防体制の整備 (7) 消防体制の整備

　消防団員等の非常招集方法、消火部隊の編成及び運用、消防用機械・資機材の整備、災 　消防団員等の非常招集方法、消火部隊の編成及び運用、消防用機械・資機材の整備、災

害発生時の情報通信手段等について十分検討を行い、大規模な火事災害の対応力を高める 害発生時の情報通信手段等について十分検討を行い、大規模な火事災害の対応力を高める

こととする。 こととする。

(8) 防災訓練の実践 (8) 防災訓練の実践

　関係機関、地域住民等と相互に連携して実践的な消火、救助・救急等の訓練を実施し、 　関係機関、地域住民等と相互に連携して実践的な消火、救助・救急等の訓練を実施し、

災害時の活動手段、関係機関等の連携等について徹底を図るとともに、訓練後には評価を 災害時の活動手段、関係機関等の連携等について徹底を図るとともに、訓練後には評価を

行い、必要に応じた体制等の改善を行う。 行い、必要に応じた体制等の改善を行う。

(9) 火災警報 (9) 火災警報

　町長は、後志総合振興局長から火災気象通報を受けたとき、又は気象の状況が次の火災 　町長は、後志総合振興局長から火災気象通報を受けたとき、又は気象の状況が次の火災

警報発令条件（別表）となり、火災予防上危険であると認めたときは、消防法（昭和23年 警報発令条件（別表）となり、火災予防上危険であると認めたときは、消防法（昭和23年

法律第186号）第22条に基づく火災警報を発令する。 法律第186号）第22条に基づく火災警報を発令する。

第３　災害応急対策 第３　災害応急対策

１．情報通信 １．情報通信

　大規模な火事災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信 　大規模な火事災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信

等は、次により実施するものとする。 等は、次により実施するものとする。

(1) 情報通信連絡系統 (1) 情報通信連絡系統

　大規模な火事火災が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、別記 　大規模な火事火災が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、別記

のとおりとする。 のとおりとする。

(2) 実施事項 (2) 実施事項

ア．町は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保するものとする。 ア．町は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保するものとする。

イ．町は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の機関に連 イ．町は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の機関に連

　絡するものとする。 　絡するものとする。

ウ．町は、関係機関と相互に緊密な情報の交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の ウ．町は、関係機関と相互に緊密な情報の交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の

　調整等を行うものとする。 　調整等を行うものとする。

２．災害広報 ２．災害広報

　災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図る 　災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図る

ため、被災者の家族等、地域住民等に対して行う災害広報は、第５章第２節「災害広報・情 ため、被災者の家族等、地域住民等に対して行う災害広報は、第５章第２節「災害広報・情

報提供計画」の定めによるほか次により実施するものとする。 報提供計画」の定めによるほか次により実施するものとする。

(1) 実施事項 (1) 実施事項

ア．被災者家族等への広報 ア．被災者家族等への広報

　町及び関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、 　町及び関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、

被災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するもの 被災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するもの

とする。 とする。
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(ｱ) 災害の状況 (ｱ) 災害の状況

(ｲ) 家族等の安否情報 (ｲ) 家族等の安否情報

(ｳ) 医療機関等の情報 (ｳ) 医療機関等の情報

(ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報 (ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報

(ｵ) その他の必要な事項 (ｵ) その他の必要な事項

イ．地域住民等への広報 イ．地域住民等への広報

町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の 町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の

掲示等により次の事項について広報を実施する。 掲示等により次の事項について広報を実施する。

(ｱ) 災害の状況 (ｱ) 災害の状況

(ｲ) 被災者の安否情報 (ｲ) 被災者の安否情報

(ｳ) 医療機関等の情報 (ｳ) 医療機関等の情報

(ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報 (ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報

(ｵ) 避難の必要性、地域に与える影響 (ｵ) 避難の必要性、地域に与える影響

(ｶ) その他必要な事項 (ｶ) その他必要な事項

３．応急活動体制 ３．応急活動体制

(1) 町長は、大規模な火災が発生し、又は発生のおそれがある場合は、その状況に応じて応 (1) 町長は、大規模な火災が発生し、又は発生のおそれがある場合は、その状況に応じて応

急活動体制を整え、その地域にかかる災害応急対策を実施する。 急活動体制を整え、その地域にかかる災害応急対策を実施する。

(2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣 (2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣

道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合 道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合

は、町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。 は、町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。

４．避難及び救助救出活動 ４．避難及び救助救出活動

町は、人命の安全を確保するため第５章第４節「避難対策計画」の定めるところにより 町は、人命の安全を確保するため第５章第４節「避難対策計画」の定めるところにより

必要な避難救出措置を実施するものとする。 必要な避難救出措置を実施するものとする。

５．医療救護活動 ５．医療救護活動

医療救護活動については、第６章第３節「救急医療対策計画」の定めるところにより実施 医療救護活動については、第６章第３節「救急医療対策計画」の定めるところにより実施

するものとする。 するものとする。

６．行方不明者の捜索及び遺体の収容等 ６．行方不明者の捜索及び遺体の収容等

災害発生時における行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬等については、第５章第13節 災害発生時における行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬等については、第５章第13節

「行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画」の定めるところにより実施する 「行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画」の定めるところにより実施する

ものとする。 ものとする。

７．自衛隊派遣要請 ７．自衛隊派遣要請

大規模な火事災害における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計 大規模な火事災害における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計

画」の定めるところによる。 画」の定めるところによる。

８．広域応援要請 ８．広域応援要請

町は、災害の規模により単独では十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時に 町は、災害の規模により単独では十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時に

おける北海道及び市町村の相互の応援に関する協定」に基づき道や他の市町村に応援を要請 おける北海道及び市町村の相互の応援に関する協定」に基づき道や他の市町村に応援を要請

するものとする。 するものとする。

９．災害復旧 ９．災害復旧

大規模な火事災害により、地域の壊滅、又は社会経済活動への甚大な被害が生じた場合、 大規模な火事災害により、地域の壊滅、又は社会経済活動への甚大な被害が生じた場合、

町は、被害の状況、地域の特性、被災者の意向等を勘案し、道及び関係機関と密接な連携の 町は、被害の状況、地域の特性、被災者の意向等を勘案し、道及び関係機関と密接な連携の

もと、第８章「災害復旧・被災者援護計画」の定めるところにより、迅速かつ円滑な復旧 もと、第８章「災害復旧・被災者援護計画」の定めるところにより、迅速かつ円滑な復旧

を進めるものとする。 を進めるものとする。
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別記　情報通信連絡系統図 別記　情報通信連絡系統図

別表 別表

・実効湿度で70％以下にして、最小湿度40％以下となり、最大風速 ・実効湿度で70％以下にして、最小湿度40％以下となり、最大風速

14㎧以上のとき。 14㎧以上のとき。

第７節　林野火災対策計画 第７節　林野火災対策計画

第１　基本方針 第１　基本方針

広範囲にわたる林野の消失等の災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合に、 広範囲にわたる林野の消失等の災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合に、

早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、町が実施する予防、 早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、町が実施する予防、

応急対策については、本計画の定めるところによる。 応急対策については、本計画の定めるところによる。

第２　予防対策 第２　予防対策

１．実施事項 １．実施事項

林野火災発生原因のほとんどが人為的によるものであるため、次により対策を講ずるもの 林野火災発生原因のほとんどが人為的によるものであるため、次により対策を講ずるもの

とする。 とする。

(1) 北海道営林局、北海道、町 (1) 北海道営林局、北海道、町

ア．一般入山者対策 ア．一般入山者対策

登山、ハイキング、山菜採取、魚釣等の入林者の対策として、次の事項を実施する。 登山、ハイキング、山菜採取、魚釣等の入林者の対策として、次の事項を実施する。

(ｱ) タバコ、たき火等の不始末による出火の危険性について、標語、ポスター、防災行 (ｱ) タバコ、たき火等の不始末による出火の危険性について、標語、ポスター、防災行

政無線、広報車、掲示板等を活用し広く周知する。 政無線、広報車、掲示板等を活用し広く周知する。

(ｲ) 入林の許可・届出等、必要性について周知を図る。 (ｲ) 入林の許可・届出等、必要性について周知を図る。

(ｳ) 火災警報発令時又は気象条件の急変時等の入林制限の周知を図る。 (ｳ) 火災警報発令時又は気象条件の急変時等の入林制限の周知を図る。

(ｴ) 観光関係者による予防意識の啓発を図る。 (ｴ) 観光関係者による予防意識の啓発を図る。

イ．火入れ対策 イ．火入れ対策

林野火災危険機関(概ね３月～６月。以下「危険期間」)中の火入れは極力避けるよう 林野火災危険機関(概ね３月～６月。以下「危険期間」)中の火入れは極力避けるよう

にするとともに、火入れを行おうとする者に対して次の事項を指導する。 にするとともに、火入れを行おうとする者に対して次の事項を指導する。

(ｱ) 火入れをする場合は、必ず火入れ許可を取得させ、火入れ方法を指導する。 (ｱ) 火入れをする場合は、必ず火入れ許可を取得させ、火入れ方法を指導する。

(ｲ) 火災警報発令又は気象状況急変の際は、一切の火入れを中止させる。 (ｲ) 火災警報発令又は気象状況急変の際は、一切の火入れを中止させる。

(ｳ) 火入れ跡地の完全消火を図り、責任者に確認させる。 (ｳ) 火入れ跡地の完全消火を図り、責任者に確認させる。

(ｴ) 火入れ(造林のための地ごしらえ、害虫駆除等)に該当しないたき火等の焼却行為 (ｴ) 火入れ(造林のための地ごしらえ、害虫駆除等)に該当しないたき火等の焼却行為

についても、特に気象状況に十分留意するよう指導する。 についても、特に気象状況に十分留意するよう指導する。

ウ．消火資機材等の整備 ウ．消火資機材等の整備

林野火災消火資機材等は、地域に適合した機材を配備し、常に緊急時に対処できるよ 林野火災消火資機材等は、地域に適合した機材を配備し、常に緊急時に対処できるよ

う整備点検をするとともに消火体制の確立を図るものとする。 う整備点検をするとともに消火体制の確立を図るものとする。

振興局名 警 報 発 令 条 件

後 志

(情報交換)

発見者等 岩内・寿都 後 志 総 合 振 興 局 北 海 道 国

岩 内 警 察 署 北海道警察本部

地方消防組合 ( 地 域 創 生 部 ) (総務部) (総務省消防庁)

国

地方消防組合 ( 地 域 創 生 部 ) (総務部) (総務省消防庁)

振興局名 警 報 発 令 条 件

後 志

後 志 総 合 振 興 局 北 海 道

岩 内 町
(情報交換)

岩 内 町
(情報交換)

(情報交換)

岩 内 警 察 署 北海道警察本部

発見者等 岩内・寿都
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２．気象情報対策 ２．気象情報対策

林野火災の発生及び広域化は、気象条件が極めて大きな要因であるため、町は、関係機関 林野火災の発生及び広域化は、気象条件が極めて大きな要因であるため、町は、関係機関

と次により気象予警報の伝達を行い、林野火災の予防に万全を期するものとする。 と次により気象予警報の伝達を行い、林野火災の予防に万全を期するものとする。

(1) 林野火災気象通報伝達系統 (1) 林野火災気象通報伝達系統

(2) 町は、通報を受けた場合、通報内容及びとるべき予防対策を、消防機関、後志森林管理署 (2) 町は、通報を受けた場合、通報内容及びとるべき予防対策を、消防機関、後志森林管理署

共和森林事務所へ通報するとともに、一般住民に周知徹底を図るものとする。 共和森林事務所へ通報するとともに、一般住民に周知徹底を図るものとする。

また、町長は林野火災気象通報の通報を受けたとき、又は気象の状況により林野火災発生 また、町長は林野火災気象通報の通報を受けたとき、又は気象の状況により林野火災発生

の危険性があると認めたときは、消防法(昭和23年法律第186号)第22条に基づき火災警報を の危険性があると認めたときは、消防法(昭和23年法律第186号)第22条に基づき火災警報を

発令することとする。 発令することとする。

第３　応急対策 第３　応急対策

１．情報通信 １．情報通信

(1) 情報通信連絡系統 (1) 情報通信連絡系統

広範囲にわたる林野の消失等の災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の 広範囲にわたる林野の消失等の災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の

連絡系統は、次のとおりとする。 連絡系統は、次のとおりとする。

(2) 実施事項 (2) 実施事項

ア．町は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のため通信手段を確保するものとする。 ア．町は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のため通信手段を確保するものとする。

イ．町は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の関係機関 イ．町は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の関係機関

に連絡するものとする。 に連絡するものとする。

ウ．町は、関係機関と相互に密接な情報交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の調 ウ．町は、関係機関と相互に密接な情報交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の調

整等を行うものとする。 整等を行うものとする。

２．災害広報 ２．災害広報

災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図る 災害応急対策の実施にあたり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図る

ため、被災者の家族等、地域住民等に対して行う災害広報は第５章第２節「災害広報・情報 ため、被災者の家族等、地域住民等に対して行う災害広報は第５章第２節「災害広報・情報

提供計画」の定めによるほか次により実施するものとする。 提供計画」の定めによるほか次により実施するものとする。

(1) 実施事項 (1) 実施事項

ア．被災者の家族等への広報 ア．被災者の家族等への広報

町及び関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、 町及び関係機関は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制を整えるほか、

被災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するもの 被災者の家族等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するもの

とする。 とする。
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(ｱ) 災害の状況 (ｱ) 災害の状況

(ｲ) 家族等の安否情報 (ｲ) 家族等の安否情報

(ｳ) 医療機関等の情報 (ｳ) 医療機関等の情報

(ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報 (ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報

(ｵ) その他の必要な事項 (ｵ) その他の必要な事項

イ．地域住民等への広報 イ．地域住民等への広報

町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の 町及び関係機関は、報道機関を通じ、又は防災行政無線、広報車の利用及び広報板の

掲示等により次の事項について広報を実施する。 掲示等により次の事項について広報を実施する。

(ｱ) 災害の状況 (ｱ) 災害の状況

(ｲ) 被災者の安否情報 (ｲ) 被災者の安否情報

(ｳ) 医療機関等の情報 (ｳ) 医療機関等の情報

(ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報 (ｴ) 関係機関の応急対策に関する情報

(ｵ) 避難の必要性等、地域に与える影響 (ｵ) 避難の必要性等、地域に与える影響

(ｶ) その他の必要な事項 (ｶ) その他の必要な事項

３．応急活動体制 ３．応急活動体制

(1) 町長は、広範囲にわたる林野の消失等の災害が発生し、又は発生のおそれがある場合 (1) 町長は、広範囲にわたる林野の消失等の災害が発生し、又は発生のおそれがある場合

は、その状況に応じて応急活動体制を整え、その地域にかかる災害応急対策を実施する。 は、その状況に応じて応急活動体制を整え、その地域にかかる災害応急対策を実施する。

(2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣 (2) 災害(事故)対策現地合同本部への職員の派遣

道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合 道「災害(事故)対策現地合同本部設置要綱」に基づき現地合同本部が設置された場合

は、町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。 は、町長は、知事の要請により職員より本部員を指名し派遣する。

４．避難措置 ４．避難措置

町は、人命の安全を確保するため第５章第４節「避難対策計画」の定めるところにより、 町は、人命の安全を確保するため第５章第４節「避難対策計画」の定めるところにより、

必要な避難措置を実施するものとする。 必要な避難措置を実施するものとする。

５．自衛隊派遣要請 ５．自衛隊派遣要請

広範囲な林野火災における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計 広範囲な林野火災における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計

画」の定めるところによる。 画」の定めるところによる。

６．広域応援要請 ６．広域応援要請

町は、災害の規模により十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時における北 町は、災害の規模により十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災害時における北

海道及び市町村相互の応援に関する協定」等に基づき道や他の市町村に応援を要請するもの 海道及び市町村相互の応援に関する協定」等に基づき道や他の市町村に応援を要請するもの

とする。 とする。

（新設） 第８節　大規模停電災害対策計画 ・道計画修正に

よる修正
第１　基本方針

　大規模停電災害により、町民の生命、身体、財産に被害が生じた場合、または生じるおそれ

がある場合に、早期に初動体制を確立して、その拡大を防御し被害の軽減を図るため、町が実

施する各種の予防、応急対策については、本計画の定めるところによる。

第２　災害予防

　町は、関係機関を通じて相互に協力するとともに、大規模停電災害を未然に防止し、または

被害を軽減するため、必要な対策を実施するものとする。

１．実施事項

(1) 町

ア．災害時における応急活動等に関し、あらかじめ協定の締結を行う等、平常時から関係機関

相互の連携体制の強化を図るものとする。

イ．非常用電源を整備するとともに、その燃料を満量にしておくなど、停電時に対応できる電

源を確保するものとする。
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ウ．町民に向けて、通電火災といった大規模停電時に起こりうる事故等について周知を行うも

のとする。

エ．関係機関と相互に連携して実践的な防災訓練を実施し、災害時の活動手順、関係機関との

連携等について、徹底を図るとともに、体制の改善等、必要な措置を講ずるものとする。

オ．関係機関と相互に連携して、電力供給がひっ迫した際の連絡体制や節電対策を整備するも

のとする。

第３　災害応急対策

１．情報通信

　大規模停電災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の情報の収集及び通信等は、

次により実施するものとする。

(1) 情報通信連絡系統

　大規模停電災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の連絡系統は、別記のとお

りとする。

(2) 実施事項

ア．町は、災害発生時に直ちに災害情報連絡のための通信手段を確保するものとする。

イ．町は、災害情報の収集に努めるとともに、把握した情報について迅速に他の関係機関に連

絡するものとする。

ウ．町は、関係機関と相互に緊密な情報の交換を行い、情報の確認、共有化、応急対策の調整

等を行うものとする。

２．災害広報

　災害応急対策の実施に当たり、正確な情報を迅速に提供することにより混乱の防止を図るため、

停電地域の住民に対して行う災害広報は、第５章第２節「災害広報・情報提供計画」の定めによ

るほか、次により実施するものとする。

(1) 実施事項

　町及び関係機関は、地域住民や帰宅困難者などからの問い合わせ等に対応する体制を整える

ほか、地域住民等に役立つ次の情報について、正確に、きめ細かく、適切に提供するものとす

る。また、情報提供は多言語で実施するなど、外国人に対して十分に配慮するものとする。

ア．停電及び停電に伴う災害の状況

イ．関係機関の災害応急対策に関する情報

ウ．停電の復旧の見通し

エ．避難の必要性等、地域に与える影響

オ．その他必要な事項

３．応急活動体制

　町長は、大規模停電災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、その状況に応じて応急活

動体制を整え、その地域に係る災害応急対策を実施する。

４．消防活動

　大規模停電災害時における消防活動は、次により実施するものとする。

ア．エレベーターの閉じ込め事故に対し施設管理者、保守業者等と連携した救助

イ．火災発生に対する迅速な消火活動

ウ．医療機関との連携による円滑な緊急搬送

５．医療救護活動

　大規模停電災害時における医療救護活動については、第６章第３節「救急医療対策計画」の定

めるところにより実施するものとする。

－　102　－



備　考修　　正　　前 修　　正　　後

６．交通対策

　災害の拡大防止及び交通の確保のため、次の必要な交通対策を行うものとする。

(1) 道路管理者

　ロードヒーティング停止による路面凍結に起因する事故を防止するため、道路パトロールの

強化、除雪や凍結防止剤の散布による通行の確保や必要に応じた交通規制を行うとともに、関

係機関との道路情報の共有を行うものとする。

７．避難所対策

　大規模停電災害により住民の生命及び身体の安全、保護を図るため必要がある場合は第５章第

４節「避難対策計画」の定めるところにより実施するものとする。

８．応急電力対策

(1) 通信機器等の充電対策

　町は、必要に応じて、スマートフォンや携帯電話、その他充電が必要となる機器等を有して

いる被災者に対して、庁舎や管理施設などを開放し、電源の提供や民間事業者等と連携して充

電機器等の提供に努めるものとする。

９．給水対策

　町は、水道水を供給するポンプの停止などによる断水地域（周囲よりも高くなっている場所や

集合住宅）への給水活動を行うものとする。また、必要に応じて、近隣市町村や日本水道協会北

海道地方支部に対し応援を要請するものとする。

10．石油類燃料の供給対策

　町は、大規模停電災害時における石油類燃料の供給については、第５章第８節「石油類燃料供

給計画」の定めるところによるものとする。

11．自衛隊派遣要請

　大規模停電災害における自衛隊派遣要請については、第５章第20節「自衛隊派遣要請計画」の

定めるところによる。

12．広域応援

　町は、災害の規模により、それぞれ単独では十分な災害応急対策を実施できない場合は、「災

害時における北海道及び市町村の相互の応援に関する協定」に基づき道や他の市町村に応援を要

請するものとする。
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災害が発生した際には、速やかに、被災施設を復旧し、被災者に対して適切な援護を行う 災害が発生した際には、速やかに、被災施設を復旧し、被災者に対して適切な援護を行う

ことにより、被災地の復興へとつなげていく必要がある。 ことにより、被災地の復興へとつなげていく必要がある。

　このため、町は、防災関係機関との適切な役割分担及び連携の下、被災地域の特性や被災 　このため、町は、防災関係機関との適切な役割分担及び連携の下、被災地域の特性や被災

状況、関係する公共施設管理者の意向等を勘案し、迅速な現状復旧を目指すのか、災害に強 状況、関係する公共施設管理者の意向等を勘案し、迅速な現状復旧を目指すのか、災害に強

いまちづくり等の中長期的課題の解決をも図る計画的復興を目指すのかについて早急に検討 いまちづくり等の中長期的課題の解決をも図る計画的復興を目指すのかについて早急に検討

し、基本となる方向を定め、又は、これに基づき計画を作成することにより、計画的に災害 し、基本となる方向を定め、又は、これに基づき計画を作成することにより、計画的に災害

復旧事業を実施するものとする。 復旧事業を実施するものとする。

併せて、災害に伴い生じた廃棄物については、広域的な処理を含めた計画的な収集・運搬 併せて、災害に伴い生じた廃棄物については、広域的な処理を含めた計画的な収集・運搬

・処分により、適切かつ速やかに廃棄物処理を行うものとする。 ・処分により、適切かつ速やかに廃棄物処理を行うものとする。

また、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保や生活資金の援助等、きめ細かな支援 また、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保や生活資金の援助等、きめ細かな支援

を講じるものとする。 を講じるものとする。

なお、著しく異常かつ激甚な非常災害が発生し、国に緊急災害対策本部が設置され、当該 なお、著しく異常かつ激甚な非常災害が発生し、国に緊急災害対策本部が設置され、当該

災害からの復興を推進するため特別の必要があると認めるときは、大規模災害からの復興に 災害からの復興を推進するため特別の必要があると認めるときは、大規模災害からの復興に

関する法律（平成25年法律第55号）に基づき、被災地の復興を図るため必要となる措置を行 関する法律（平成25年法律第55号）に基づき、被災地の復興を図るため必要となる措置を行

うものとする。 うものとする。

第１節　実施責任者 第１節　実施責任者

指定地方行政機関の長、町長、その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その 指定地方行政機関の長、町長、その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その

他法令の規定により災害復旧の実施について責任を有するものが実施するものとする。 他法令の規定により災害復旧の実施について責任を有するものが実施するものとする。

第２節　災害復旧事業計画の概要 第２節　災害復旧事業計画の概要

公共施設の災害復旧計画は、概ね次の計画とする。 公共施設の災害復旧計画は、概ね次の計画とする。

１．公共土木施設災害復旧事業計画 １．公共土木施設災害復旧事業計画

(1) 河川 (1) 河川

(2) 海岸 (2) 海岸

(3) 砂防設備 (3) 砂防設備

(4) 林地荒廃防止施設 (4) 林地荒廃防止施設

(5) 道路 (5) 道路

(6) 港湾 (6) 港湾

(7) 漁港 (7) 漁港

(8) 地すべり防止施設 (8) 地すべり防止施設

(9) 下水道 (9) 下水道

(10)公園 (10)公園

２．農林水産業災害復旧事業計画 ２．農林水産業災害復旧事業計画

３．都市施設災害復旧事業計画 ３．都市施設災害復旧事業計画

４．上水道災害復旧事業計画 ４．上水道災害復旧事業計画

５．住宅災害復旧事業計画 ５．住宅災害復旧事業計画

６．社会福祉施設災害復旧事業計画 ６．社会福祉施設災害復旧事業計画

７．公立医療施設、病院等災害復旧事業計画 ７．公立医療施設、病院等災害復旧事業計画

８．学校教育施設災害復旧事業計画 ８．学校教育施設災害復旧事業計画

９．社会教育施設災害復旧事業計画 ９．社会教育施設災害復旧事業計画

10．その他の災害復旧事業計画 10．その他の災害復旧事業計画

第８章　災害復旧・被災者援護計画第８章　災害復旧・被災者援護計画
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第３節　災害復旧予算措置 第３節　災害復旧予算措置

災害復旧事業、その他関係事業に要する費用は、別に法律に定めるところにより予算の範囲 災害復旧事業、その他関係事業に要する費用は、別に法律に定めるところにより予算の範囲

内において、国及び道が全部又は一部を負担し、又は補助して行われる。 内において、国及び道が全部又は一部を負担し、又は補助して行われる。

なお、災害復旧事業別の国庫負担及び補助率は、概ね資料８－３－１－１のとおりである。 なお、災害復旧事業別の国庫負担及び補助率は、概ね資料８－３－１－１のとおりである。

第４節　激甚災害に係る財政援助措置 第４節　激甚災害に係る財政援助措置

著しく激甚である災害が発生した場合には、被害の状況を速やかに調査把握し、早期に激甚 著しく激甚である災害が発生した場合には、被害の状況を速やかに調査把握し、早期に激甚

災害の指定が受けられるよう措置して、公共施設の災害復旧事業が円滑に行われるように努め 災害の指定が受けられるよう措置して、公共施設の災害復旧事業が円滑に行われるように努め

るものとする。 るものとする。

第５節　被災者援護計画 第５節　被災者援護計画

第１　罹災証明書の交付 第１　罹災証明書の交付

１．岩内町 １．岩内町

(1) 町は、被災者に対する各種支援措置を早期に実施するため、災害の状況を迅速かつ的確 (1) 町は、被災者に対する各種支援措置を早期に実施するため、災害の状況を迅速かつ的確

に把握するとともに、災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を に把握するとともに、災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を

確立する。 確立する。

(2) 町は、災害が発生した場合において、災害の被災者から申請があったときは、遅延なく、 (2) 町は、災害が発生した場合において、災害の被災者から申請があったときは、遅延なく、

住家の被害その他町長が定める種類の被害の状況を調査し、罹災証明書を交付しなければ 住家の被害その他町長が定める種類の被害の状況を調査し、罹災証明書を交付しなければ

ならない。 ならない。

(3) 町は、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用について (3) 町は、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用について

検討するものとする。 検討するものとする。

２．岩内・寿都地方消防組合 ２．岩内・寿都地方消防組合

　消防事務の共同処理に関して複数の町村が一部事務組合を設立している場合において、 　消防事務の共同処理に関して複数の町村が一部事務組合を設立している場合において、

その規約上、火災に起因する罹災証明書の交付についても共同処理の対象とされている場 その規約上、火災に起因する罹災証明書の交付についても共同処理の対象とされている場

合には、当該一部事務組合が火災に係る罹災証明書の交付を行うものとする。 合には、当該一部事務組合が火災に係る罹災証明書の交付を行うものとする。

第２　被災者台帳の作成及び台帳情報の利用・提供 第２　被災者台帳の作成及び台帳情報の利用・提供

１．被災者台帳の整理 １．被災者台帳の整理

(1) 町は、災害が発生した場合において、災害の被災者の援護を総合的かつ効果的に実施 (1) 町は、災害が発生した場合において、災害の被災者の援護を総合的かつ効果的に実施

するため、必要があると認めるときは、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の するため、必要があると認めるときは、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の

実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護 実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護

の総合的かつ効率的な実施に努めるものとする。 の総合的かつ効率的な実施に努めるものとする。

(2) 被災者台帳には、被災者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記録するものとする。 (2) 被災者台帳には、被災者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記録するものとする。

特定の個人を識別するための番号の利用等に関

キ　　要配慮者であるときは、その旨 する法律（平成25年法律第27号）第２条第５項

イ　　生年月日 被災者本人が同意している場合には、その提供先

ウ　　性別

エ　　住所又は居所 シ　　(11)の提供先に台帳情報を提供した場合には、

オ　　住家の被害その他町長が定める その旨及びその日時

コ　　罹災証明書の交付の状況 認める事項

及び要配慮者に該当する事由 に規定する個人番号を利用する場合には、当該

ク　　電話番号その他連絡先 被災者に係る個人番号

ケ　　世帯の構成 セ　　その他被災者の援護の実施に関し町長が必要と

種類の被害の状況 ス　　被災者台帳の作成に当たり、行政手続における

カ　　援護の実施の状況

ケ　　世帯の構成 セ　　その他被災者の援護の実施に関し町長が必要と

コ　　罹災証明書の交付の状況 認める事項

ア　　氏名 サ　　町長が台帳情報を町以外の者に提供することに

ク　　電話番号その他連絡先 被災者に係る個人番号

オ　　住家の被害その他町長が定める その旨及びその日時

種類の被害の状況 ス　　被災者台帳の作成に当たり、行政手続における

カ　　援護の実施の状況 特定の個人を識別するための番号の利用等に関

ア　　氏名 サ　　町長が台帳情報を町以外の者に提供することに

イ　　生年月日 被災者本人が同意している場合には、その提供先

ウ　　性別

キ　　要配慮者であるときは、その旨 する法律（平成25年法律第27号）第２条第５項

及び要配慮者に該当する事由 に規定する個人番号を利用する場合には、当該

エ　　住所又は居所 シ　　(11)の提供先に台帳情報を提供した場合には、
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(3) 町長は、被災者台帳の作成に必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災者 (3) 町長は、被災者台帳の作成に必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災者

に関する情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で に関する情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で

利用することができる。 利用することができる。

(4) 町長は、必要に応じて、被災者台帳の作成のため、道や他の市町村等に対して被災者 (4) 町長は、必要に応じて、被災者台帳の作成のため、道や他の市町村等に対して被災者

に関する情報の提供を求めることができる。 に関する情報の提供を求めることができる。

２．台帳情報の利用及び提供 ２．台帳情報の利用及び提供

(1) 町長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、台帳情報を、その保有に当た (1) 町長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、台帳情報を、その保有に当た

って特定された利用の目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することができる。 って特定された利用の目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することができる。

ア　本人の同意あるとき、又は本人に提供するとき。 ア　本人の同意あるとき、又は本人に提供するとき。

イ　町が被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき。 イ　町が被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき。

ウ　他の地方公共団体に台帳情報を提供する場合において、台帳情報の提供を受ける者が、 ウ　他の地方公共団体に台帳情報を提供する場合において、台帳情報の提供を受ける者が、

被災者に対する援護の実施に必要な限度で提供に係る台帳情報を利用するとき。 被災者に対する援護の実施に必要な限度で提供に係る台帳情報を利用するとき。

(2) 台帳情報の提供を受けようとする申請者は、次の各号に掲げる事項を記載した申請書を (2) 台帳情報の提供を受けようとする申請者は、次の各号に掲げる事項を記載した申請書を

当該台帳情報を保有する町長に提出しなければならない。 当該台帳情報を保有する町長に提出しなければならない。

ア　申請者の氏名及び住所 ア　申請者の氏名及び住所

イ　申請に係る被災者を特定するために必要な情報 イ　申請に係る被災者を特定するために必要な情報

ウ　提供を受けようとする台帳情報の範囲 ウ　提供を受けようとする台帳情報の範囲

エ　提供を受けようとする台帳情報に申請者以外の者に係るものが含まれる場合には、そ エ　提供を受けようとする台帳情報に申請者以外の者に係るものが含まれる場合には、そ

の使用目的 の使用目的

オ　その他台帳情報の提供に関し町長が必要と認める事項 オ　その他台帳情報の提供に関し町長が必要と認める事項

(3) 町長は、(2)の申請があった場合において、当該申請が不当な目的によるものと認める (3) 町長は、(2)の申請があった場合において、当該申請が不当な目的によるものと認める

とき又は申請者が台帳情報の提供を受けることにより知り得た情報が不当な目的に使用さ とき又は申請者が台帳情報の提供を受けることにより知り得た情報が不当な目的に使用さ

れるおそれがあると認めるときを除き、申請者に対し、当該申請に係る台帳情報を提供す れるおそれがあると認めるときを除き、申請者に対し、当該申請に係る台帳情報を提供す

ることができる。ただし、その場合、提供する台帳情報には、当該被災者に係る行政手続 ることができる。ただし、その場合、提供する台帳情報には、当該被災者に係る行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する

個人番号（本節第２の(2)のス）を含めないものとする。 個人番号（本節第２の(2)のス）を含めないものとする。

第６節　応急金融対策 第６節　応急金融対策

１．農林水産業の応急融資 １．農林水産業の応急融資

(1) 天災による被害農業者等に対する資金の融資は、天災融資法を適用し、低利の経営資金 (1) 天災による被害農業者等に対する資金の融資は、天災融資法を適用し、低利の経営資金

の融資を円滑にして、農業漁業経営の維持安定を図る。 の融資を円滑にして、農業漁業経営の維持安定を図る。

(2) 「農業漁業金融公庫資金」の活用を図り、さらに「自作農維持資金」の長期低利資金の (2) 「農業漁業金融公庫資金」の活用を図り、さらに「自作農維持資金」の長期低利資金の

導入を行い、農業漁業経営の維持安定を図る。 導入を行い、農業漁業経営の維持安定を図る。

(3) 農地等の災害復旧資金として、「土地改良(災害対策)資金」などの積極的導入を図る。 (3) 農地等の災害復旧資金として、「土地改良(災害対策)資金」などの積極的導入を図る。

２．生活確保資金の融資 ２．生活確保資金の融資

被災者の速やかな立ち直りのため、次の必要な事業資金その他少額融資の貸付金の確保を 被災者の速やかな立ち直りのため、次の必要な事業資金その他少額融資の貸付金の確保を

図る。 図る。

(1) 生活福祉資金 (1) 生活福祉資金

(2) 母子父子寡婦福祉資金 (2) 母子父子寡婦福祉資金

(3) 災害援護貸付金 (3) 災害援護貸付金

(4) 災害復興住宅資金 (4) 災害復興住宅資金
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岩内町地域防災計画（資料編）
資料 ４－９－１－８

洪水浸水想定区域

●
● ●

●
● ●

●
●

●

●

10.0ｍ以上

5.0ｍ以上10.0ｍ未満

3.0ｍ以上5.0ｍ未満

0.5ｍ以上3.0ｍ未満

0.5ｍ未満


